
KIMKJ AI Library

行政に人工知能を導入した世界各国の事例

目次、23章、エピローグ

金京鎮

Japanese PDF edition



1

行政に人工知能を導入した世界各国の事例

金京鎮

金京鎮AI書房のオンライン書籍。公共部門へのAI導入、各国戦略、行政サービス、ガバナンス、今

後の政策課題を扱います。
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第1章 米国の人工知能行政戦略

全章を見る

次の章 →

1. 米国連邦政府のAIイニシアチブ

米国連邦政府は、人工知能（AI）技術を重要な国家競争力と見なしています。米国は2019年から国

家レベルのAI戦略を策定し、政府機関と民間企業が協力してAI技術を発展させ、活用できるよう支

援しています。

2019年2月に発表された「米国AIイニシアチブ」は、米国の最初の国家AI戦略です。この戦略は、

米国のAIリーダーシップを強化し、国家安全保障を守り、新たな雇用を創出することを目的として

開始されました。特に、この戦略には5つの主要な目標があります。

第一に、人工知能技術の開発に積極的に投資することです。米国政府は毎年予算を増額し、AIの研

究開発を先制的に支援しています。

第二に、AI専門家を事前に養成することです。小中高や大学などでAI関連の教育を強化し、未来を

リードする専門人材を育成しています。

第三に、企業がAI技術を迅速に活用できる環境を整備することです。規制を簡素化し、明確なガイ

ドラインを提供することで、企業が容易にAIを導入できるよう支援します。

第四に、国際的な協力体制を通じて、AI分野における米国のグローバル競争力を事前に確保するこ

とです。

第五に、政府がAI技術を行政や公共サービスに率先して導入し、国民がより便利に利用できるよう

にすることです。

2021年、バイデン大統領は「AI研究タスクフォース」を創設し、より積極的なAI政策を推進しまし

た。米国内のAI研究を調整し、研究人材や技術を支援する役割を担っています。

2023年10月、バイデン大統領は「AIの安全性、セキュリティ、および信頼性のある開発と利用に

関する大統領令」を発表しました。AIの安全性、セキュリティ、信頼性を確保しつつ、イノベーショ

ンを促進するバランスの取れたアプローチを提示しました。連邦政府機関がAIをより積極的に導入・

活用できるよう、具体的な指針を提供しました。

米国は、政府が直接技術を開発するよりも、企業や研究所などの民間主導のイノベーションモデル

を好みます。国家安全保障と競争力強化に重点を置いており、中国との技術競争で優位に立つため

にAI開発に多額の投資を行っています。併せて、責任あるAIの開発と活用を強調し、AIの偏向性、

透明性、説明可能性などに関する倫理基準を設けることで、信頼できるAIシステムの構築に努めて

います。

2. ホワイトハウス科学技術政策局（OSTP）
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ホワイトハウス科学技術政策局（Office of Science and Technology Policy, OSTP）は、米国のAI

政策を策定・調整する中核機関です。OSTPは大統領に科学技術関連の助言を提供し、各省庁の科学

技術政策を調整する役割を担っています。

OSTPは2018年5月、「米国産業のためのAI」会議を開催しました。政府、企業、学界の関係者が

集まり、米国のAI政策の方向性について議論しました。その後、OSTPは米国のAI戦略と政策を開発

する上で重要な役割を果たしてきました。

トランプ大統領の2021年の第1期任期終了後、バイデン政権は2021年から2024年にかけてAI政策

における新たなアプローチを推進しました。2022年10月、OSTPは「AI権利章典のブループリント

（Blueprint for an AI Bill of Rights）」を発表しました。AIシステムが遵守すべき5つの原則を提示

しています。安全で効果的なシステムの構築、アルゴリズムによる差別の防止、個人情報の保護、

AIシステムの作動原理の明確な公開、そしてAIシステムを拒否して人間の決定を要求できる権利の

保障がその原則です。

2025年1月のトランプ大統領の再就任後、OSTPのAI政策の方向性にも変化がありました。「AIイ

ノベーション・ファースト（AI Innovation First）」政策を強調し始めました。このアプローチは、

規制緩和を通じた企業のイノベーション促進と国家安全保障の強化に重点を置いています。トラン

プ政権は米国の技術主権と国際競争力の強化に焦点を当て、中国との技術競争で優位性を確保する

ための戦略を強化しています。

OSTP以外にも、米国にはAIガバナンスを担当する複数の機関や組織があります。国立AIイニシアチ

ブ推進事務局（National AI Initiative Office）は、国家レベルのAI研究開発を支援・調整する役割を

担っています。国家科学技術委員会傘下のAI特別委員会（Select Committee on Artificial

Intelligence）は、政府機関間のAI政策を調整します。国立標準技術研究所（NIST）は、AIのリスク

管理と技術標準の開発を行っています。

米国のAIガバナンス体系には、いくつかの特徴が見られます。複数の機関が協力する分散型ガバナ

ンス構造を維持しつつ、国家戦略的な側面からの調整機能を強化しています。民間と公共部門のパー

トナーシップをさらに強調し、特に防衛産業や国家安全保障に関連する企業との協力を拡大してい

ます。イノベーションを促進するために、不要な規制を削減する方向で政策が調整されています。

米国の国益を最優先するアプローチを反映しています。米国はイノベーションを促進しながらも、

国家安全保障と米国企業の競争力を強化する方向にAI政策を再調整しています。

3. 連邦機関別AI導入ロードマップ

米国の多くの連邦政府機関は、それぞれの特性や目的に合わせてAI導入ロードマップを策定し、推

進しています。これら機関のAI導入状況を見ることで、米国政府のAI活用方向をより具体的に理解

することができます。

米国国防総省（Department of Defense, DoD）は、2019年に「AI戦略」を発表しました。軍事的

優位を確保し、米国と同盟国の安全保障を強化し、責任あるAIの使用を促進することを目標として

います。国防総省は2020年に「AI倫理原則」も発表し、軍事分野でAIを使用する際に遵守すべき倫

理基準を提示しました。こうした取り組みの中心には、国防総省の合同人工知能センター（Joint
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AI Center, JAIC）があります。JAICは国防総省内のAIプロジェクトを支援し、調整する役割を担っ

ています。

米国保健福祉省（Department of Health and Human Services, HHS）は、2021年と2025年に「

AI戦略」を発表しました。2021年の戦略は、AIを活用して医療サービスの質を高め、疾病を予防し、

国民の健康を増進することを目標としています。HHSはAIを活用した新薬開発、疾病予測、患者ケ

アの改善などに焦点を当てています。2025年の発表は、多様な保健および福祉サービス分野にわたっ

ています。HHS AI戦略計画は、医療と福祉サービスの主要な課題を解決するユースケースに焦点を

当てています。医学研究および発見の分野では、研究ターゲットや候補物質の優先順位予測を通じ

て、新たな治療薬候補を発掘し、最も有望な物質を選別して優先順位を付けることができます。新

薬開発の加速、抗体構造の予測、タンパク質機能の分析、タンパク質設計など、多様な生命科学研

究の分野でAIが幅広く活用されています。

AIを活用すれば、治験に適した対象地域や人口集団をより正確に選定することができ、試験の成功

可能性まで予測できるため、コストと時間を削減し、より高品質な成果を確保することに寄与しま

す。

ヘルスケア分野において、人工知能（AI）はより正確で迅速な診断を可能にします。放射線検査や

組織検査などの医療画像分野でAIが先に異常の兆候を見つければ、医療陣は迅速に問題を把握し、

正確に判断できるようになります。AIは患者に発生しうるリスクを予測し、予防できるよう支援し

ます。患者が再入院する可能性や、敗血症、転倒などの事故が発生するリスクを事前に知らせるこ

とで、医療陣が迅速に対処し事故を未然に防ぐことができます。AIは患者一人ひとりの遺伝子情報

と生活習慣を綿密に分析し、最も適切な個別化治療（パーソナライズド・ケア）を提案します。そ

のおかげで、患者はより効果的かつ快適に治療を受けることができるようになります。

サービス提供の過程で、申請や資格確認の手続きをより簡素化することができます。SNAP（補助的

栄養支援プログラム）、TANF（困窮家族一時扶助）、メディケイドなどの支援プログラムでAIを活

用すれば、申請書の作成や資格審査を自動で処理できます。行政業務が削減され、人々がより早く

恩恵を受けられるようになります。AI技術を使用すれば、医療研究、治験、診断と治療、福祉支援

まで、多様な分野で効率性と正確性を高めることができます。

米国国土安全保障省（Department of Homeland Security, DHS）は、国境警備、サイバーセキュ

リティ、災害対応などにAIを活用する方法を模索しています。DHSはAIを活用した脅威検知と対応

システムの構築に多額の投資を行っています。

米国税務署（Internal Revenue Service, IRS）は、AIを活用して税務申告の処理と脱税検知を改善し

ています。IRSはチャットボットを導入して納税者の質問に迅速に回答し、機械学習アルゴリズムを

活用して異常な税務申告を検知するシステムを構築しました。

米国航空宇宙局（NASA）は、AIを宇宙探査や研究に活用しています。NASAはAIを活用して宇宙デー

タを分析し、宇宙船の運用を最適化し、新たな科学的発見を加速させることに焦点を当てています。

連邦司法省はAIを活用して、法律文書の分析、判例研究、裁判所業務の効率化などを推進していま

す。大規模言語モデル（LLM）を活用した法律文書の作成および分析支援システムが注目されてい

ます。
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各機関のAI導入状況を分析すると、いくつかの共通点があります。第一に、ほとんどの機関がAI導

入のための戦略的ロードマップを持っています。第二に、機関の特性や目的に合わせてAI活用領域

を選定しています。第三に、AIの倫理的な使用と説明責任を重視しています。第四に、段階的なア

プローチを採っています。つまり、最初からすべての領域にAIを導入するのではなく、パイロット

事業を通じて効果を検証した後に拡大する方式を好んでいます。

4. 官民連携

官民パートナーシップ（Public-Private Partnerships, PPP）は、米国政府の代表的な協力モデルで

す。政府と企業が共同で投資し、リスクを分担してAIプロジェクトを進めます。「AI.gov」は、政

府、民間企業、学界、研究所が共に参加するプラットフォームであり、AI技術の開発と共有を促進

します。

政府発注契約（Government Contracts）も重要な協力方式です。政府が特定のAIソリューション

の開発を民間企業に依頼し、開発されたソリューションを政府サービスに適用します。

国防総省傘下の国防高等研究計画局（DARPA, Defense Advanced Research Projects Agency）は、

2018年から「AI Next」キャンペーンを通じて人工知能（AI）技術の開発を積極的に推進していま

す。DARPAは、①機械学習の信頼性と透明性の向上、②データ効率（data-efficient）の良いアル

ゴリズムの開発、③人間と効果的に協力できる次世代人工知能技術といった具体的な研究分野を設

定し、これらに対する広範な投資を進行中です。

これらの研究開発を遂行するため、DARPAは直接自前の研究機関を運営するのではなく、民間企業

や大学、研究所など、多様な外部機関と連携・協力する方式を採っています。つまり、民間企業と

契約を締結してAI技術関連の研究開発プロジェクトを遂行するよう支援し、これを通じて民間分野

の最新の技術力とイノベーション能力を積極的に活用しているのです。

DARPAは、Google、Microsoft、IBMなどのグローバルIT企業、Lockheed Martin、Northrop

Grummanなどの防衛産業、スタートアップなど、規模や形態が多様な民間企業や機関と契約を結ん

でいます。契約方式は研究費を提供する形式のファンディング契約、技術開発およびプロトタイプ

制作のための委託研究契約などで行われ、成果として得られた技術は、将来の軍事的な応用だけで

なく、民間産業分野にも活用できるよう、オープンに設計されるケースが多いです。DARPAの「AI

Next」キャンペーンは、将来の人工知能技術が持つ潜在力を軍事分野に迅速に適用できるよう支援

すると同時に、米国内のAI技術の発展を促進し、民間分野との技術的シナジーを強化する役割を果

たしています。

協力的研究開発（Collaborative R&D）は、政府機関、民間企業、大学、研究所が共同でAI研究を遂

行するモデルです。国立科学財団（NSF）が支援する「AI研究所」では、学界と産業界が協力して

AIの基礎研究と応用研究を進めています。

オープンデータ・イニシアチブ（Open Data Initiatives）は、政府が保有するデータを民間に開放

することでAIソリューションの開発を促進する方式です。「Data.gov」は連邦政府の代表的なオー

プンデータプラットフォームであり、20万件以上のデータセットを提供しています。
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ハッカソンやチャレンジ（Hackathons and Challenges）を通じた協力も活発です。政府機関が特

定の問題解決のための競技会を開催し、優れたソリューションを開発したチームに賞金や契約の機

会を提供します。「AI XPRIZE」は、社会的課題解決のためのAIソリューション開発を奨励していま

す。こうした協力モデルの代表的な事例として、新型コロナウイルス（COVID-19）対応のための

「COVID-19 Open Research Dataset Challenge」があります。政府とテクノロジー企業が協力し

て新型コロナ関連の研究データを共有し、AIを活用した分析を促進した事例です。

国立衛生研究所（NIH）の「Bridge2AI」プログラムは、医療分野のAI研究のための高品質なデータ

セット構築を目標としています。このプログラムは、政府、医療機関、AI企業、研究所が共に参加

する協力モデルです。このプログラムは、高品質な医療データセットを構築することを主な目標と

しています。医療AIの開発における最大の障壁の一つは、高品質で標準化されたデータの不足問題

ですが、「Bridge2AI」はこの問題を解決するために設計されました。このプログラムは単なるデー

タ収集を超えて、データの倫理的活用、バイアスの除去、多様な人口集団の包含など、AI医療研究

に必要な基本要素を包括的に扱っています。

「Bridge2AI」の特徴は、連邦政府機関であるNIHが主導しながらも、大学病院や医療機関、民間の

AI研究企業、学術研究所などが共に参加して専門性を結集している点です。医療専門家は臨床的な

洞察を提供し、データサイエンティストはデータの構造化手法を、AI専門家はモデリング要件を提

示し、倫理学者はデータ収集と活用の倫理的側面を監督します。

このプログラムは、いくつかの段階を経て進行します。

まず、データ生成プロジェクトを通じて、特定の医療分野の標準化されたデータセットを構築しま

す。次に、このデータセットをAIモデリングに適するように加工し、アノテーションを追加します。

最後に、これらのデータを研究コミュニティに公開し、広範なAI研究を促進します。「Bridge2AI」

は単にデータのみを共有するのではなく、データ生成プロセスやデータの文脈、限界点などに関す

る詳細な情報も併せて提供することで、AI研究の透明性と再現性を高めることを目指しています。

「Bridge2AI」プログラムのもう一つの重要な側面は、教育と能力強化です。バイオメディカル研究

者にAI手法に関する教育を提供し、AI研究者には医療分野の特殊性に対する理解を深めてもらうこ

とで、生物医学とAIの間の溝を埋めることを目標としています。これにより、未来の医療AI研究を

リードする多職種連携の人材育成にも寄与しています。

こうしたアプローチにより、「Bridge2AI」プログラムは医療AI研究の基盤を強化し、最終的には個

別化医療、疾患の早期発見、治療法の最適化などの改善を加速させることが期待されています。こ

のプログラムは、米国政府のAI政策が、特定の産業分野の実質的な問題解決やイノベーション促進

をどのように支援しているかを示す代表的な事例です。

米国の民間協力モデルには特徴があります。第一に、政府と民間の強みを結集します。政府はデー

タと資源を提供し、民間は技術とイノベーションを提供します。第二に、オープンイノベーション

を目指します。多様な主体が参加し、アイデアを共有できるプラットフォームを構築します。第三

に、競争と協力をバランスよく活用します。競争を通じて最善のソリューションを見つけつつ、協

力を通じて資源を効率的に活用します。こうした協力モデルは、政府の限られた資源と専門性を補

完し、民間の創造力と技術力を活用して公共サービスの革新を加速させることに大きく寄与してい
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ます。

5. 一般調達局（GSA）のAI Center of Excellence

米国一般調達局（General Services Administration, GSA）は、連邦政府のAI導入と活用を支援する

重要な役割を担っています。GSA傘下のAI Center of Excellence（AI CoE）は、政府機関のAI導入

を支援する中核組織です。

AI CoEは2020年に設立され、連邦政府機関がAI技術を効果的に導入し、活用できるよう支援するこ

とを目標としています。AI CoEは技術助言、教育、ベストプラクティスの共有、プロジェクト支援

など、多様なサービスを提供しています。AI CoEの主な業務は4つに分けられます。

第一に、AI戦略の策定を支援します。各機関の特性やニーズに合わせたAI導入戦略とロードマップ

の策定を支援します。第二に、AIプロジェクトの実装を支援します。技術的な助言、ベンダー選定、

プロジェクト管理などを通じて、AIプロジェクトの成功を支援します。第三に、AI能力の強化を支

援します。公務員のAI理解と活用能力を高めるための教育・訓練プログラムを提供します。第四に、

AIのベストプラクティスを共有します。成功したAI導入事例と教訓を政府機関間で共有し、知識の

拡散を促進します。

国土安全保障省のATLAS（Automated Targeting Assessment & Licensee Screening）システム

は、人工知能技術を活用して、国境における税関検査プロセスを改善したシステムです。このシス

テムは膨大な量の貨物データをリアルタイムで分析し、潜在的なリスク要因がある物品を識別しま

す。中国から米国に輸入される貨物のうち、特定の港を頻繁に経由し、梱包方法が通常と異なり、

貿易業者の過去の違反記録がある場合、ATLASはリスクのある貨物と判断して徹底的に検査します。

逆に、長期間誠実に取引を行ってきたドイツの自動車部品メーカーが定期的に送る部品貨物は低リ

スク貨物と分類して迅速に通関させることで、企業の物流遅延を削減します。

ATLASは貨物の原産地や移動経路、内容情報だけでなく、貿易業者の信頼性、過去の違反記録、最

新の脅威情報など、多様な要素を総合的に考慮して各貨物のリスクを評価します。ATLASの人工知

能アルゴリズムは継続的に学習し、危険な貨物のパターンをより正確に把握するようになり、時間

が経つにつれて選別能力が向上します。米国、欧州、アジアなど他国との情報を共有し、国際的な

リスク要因に共同で対応する上でも効果的です。ATLASシステムは、国家安全保障を強固に守りな

がら、円滑な国際貿易まで促進する、効率的でバランスの取れた税関検査ソリューションです。

これにより、税関職員が高リスク貨物に集中できるため、違法薬物、武器、禁止された農産物など

の危険物の摘発率が大幅に向上しました。同時に、低リスクと分類された合法的な貿易物品は迅速

に通関手続きを進めることができるため、企業のサプライチェーンの遅延が削減されました。

このシステムは貿易パートナーや輸入業者の過去のコンプライアンス記録も考慮し、信頼できるパー

トナーにはより簡素化された手続きを提供します。ATLASの導入により、税関職員の業務効率が向

上し、より多くの貨物をより短時間で処理できるようになりました。また、このシステムは国間の

情報共有を通じて、国際的な脅威に対する共同対応能力も強化しました。ATLASは国家安全保障を

強化しながらも、合法的な国際貿易の流れを促進するバランスの取れたアプローチを提供し、経済

活動と安全保障の間の最適なバランスポイントを見つけることに寄与しています。
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6. 米国のAI行政戦略の示唆と展望

米国のAI行政戦略は、ダイナミックな方向性を提示しています。他国がAI行政戦略を策定する際の

優れた参考資料となるでしょう。

AI技術そのものだけでなく、技術が花開くためのエコシステムとインフラ構築に力強く取り組んで

います。データ環境、人材育成、官民協力ネットワークなど、総合的な土壌を醸成し、イノベーショ

ンの可能性を積極的に広げています。

政府、企業、学界、市民社会など、多様な参加者の声に耳を傾け協力する、ダイナミックでオープ

ンなガバナンスを目指しています。全員の知恵が集まるときに、より大きな発展が可能になるとい

う信念がこの過程に鮮明に現れています。

AIの 倫理的・社会的責任を核心的な価値とし、「AI権利章典のブループリント」のような政策を通

じて、人間の権利と価値を最優先に尊重し、未来技術の温もりのある発展を強調しています。

AI導入において、最初から完璧なシステムの構築を急ぐのではなく、小さくとも確実な成功を収め

たパイロット事業を通じて経験を積み、検証された成果に基づき段階的かつ実用的な方法で発展を

重ねています。

課題もあります。技術発展の速度と規制体系の間の不一致です。AI技術が急速に発展する一方で、

それを規制し管理する法的・制度的体系は比較的緩やかに発展しています。デジタル格差とAIの恩

恵の不平等な分配も課題です。AI技術の恩恵がすべての市民に公平に行き渡らない可能性があり、

これは社会的不平等を深める懸念があります。AIシステムの透明性と説明責任の問題もあります。

政府がAIを活用して重要な決定を下す際、その過程が透明で責任を負えるものでなければなりませ

んが、それを保証することは容易ではありません。

今後、米国のAI行政戦略は以下の方向に発展すると予想されます。

第一に、より細分化され、領域別に特化されたAI政策が登場するでしょう。医療、交通、環境など、

各分野の特性に合わせたAI規制と活用指針が策定されるはずです。

第二に、国際協力と標準化の努力が強化されるでしょう。AI技術に関連するグローバルな規範や標

準を作る過程で、米国が主導的な役割を果たすことが予想されます。

第三に、AI人材の育成と教育により多くの投資が行われるでしょう。AI技術を理解し活用できる公

務員の育成が重要な課題として浮上するはずです。第四に、大規模言語モデル（LLM）のような新

しいAI技術を行政サービスに適用する事例が増えるでしょう。チャットボット、文書の自動化、意

思決定支援システムなどにLLMが活発に導入されることが予想されます。

第五に、AIシステムの説明可能性（Explainability）と透明性を高めるための技術的・制度的努力が

強化されるでしょう。政府がAIを活用した意思決定について市民に説明し、責任を負えるようにす

る制度が発展するはずです。

第六に、民間と公共の境界を越えた協力モデルがさらに多様化するでしょう。政府、企業、学界が

共に参加する新しい形態の協力事業が増えるはずです。
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AI技術は進化し続けており、それに伴い政府のAI戦略や政策も継続的に変化するでしょう。重要な

のは、技術発展の速度に合わせて政策や制度を柔軟に調整し、イノベーションと規制の間のバラン

スを見出していくことです。米国のAI行政戦略は、こうしたバランスを模索する過程の一例として、

他国のAI政策策定において重要な参考となるはずです。

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第2章 欧州連合の人工知能行政政策

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. EUの人工知能法（AI Act）と公共部門

欧州連合（EU）は、2023年末に世界で初めて人工知能を包括的に規制する「人工知能法（AI Act）

」を策定しました。これは、EU内で使用されるすべての人工知能システムが安全であり、かつ人間

の基本権を尊重するようにするためのものです。公共部門におけるAI利用に関する重要な規則が含

まれています。

まず、政府機関がAIシステムを導入する際、厳格な検討と評価が必要になりました。市民の権利や

安全に影響を及ぼす可能性のあるAIは、より高い基準を満たさなければなりません。犯罪発生の可

能性を予測するAIシステムを導入しようとする際、単に犯罪データを入力して結果だけを受け取っ

て使用することは、もはや不可能です。システムが特定の地域や特定の人種を差別していないか、

誤った予測によって罪のない市民が不利益を被る可能性はないか、事前に細かく評価する必要があ

ります。公共の場での顔認識技術の使用についても、市民の同意なしに無作為に人々を撮影したり、

身元を確認したりする行為は厳格に制限されます。無分別に使用された場合、プライバシー侵害や

人権侵害の問題が深刻化する恐れがあるため、使用目的と範囲を明確に定め、法的安全装置も必ず

設けなければなりません。

公共機関は、自らが使用するAIシステムについて、より透明性を持って情報を公開しなければなり

ません。市民には、どのようなAIが使用されているのか、どのように作動しているのか、その決定

に対してどのように異議を申し立てることができるのかを知る権利があります。福祉給付の決定、

税務審査、移民申請の処理などにAIが使用される場合、その内容を公開する必要があります。

人工知能法はまた、公共部門が使用するAIシステムの偏向性や差別問題を扱う重要な規定も含んで

います。すべての市民が公正に扱われるよう、公共機関は自らのAIシステムが特定の集団を差別し

ていないか、定期的に点検しなければなりません。

欧州各国の政府は、この法律に合わせて自国のAIシステムを調整しています。ドイツは、公共部門

でのAI利用に関する具体的なガイドラインを策定しました。フランスは、AI法の適用準備を進めな

がら、データ保護およびAI開発ガイドラインを発表しています。フランスのデータ保護当局（CNIL）

は、AIシステムの開発段階でGDPR（一般データ保護規則）の遵守を保証するための勧告案を発表し

ており、これはAI法との調和を目指しています。

2. AIのリスクレベル別規制フレームワーク

EUの人工知能法の主要な特徴の一つは、AIシステムをリスクのレベルに応じてさまざまな等級に分

けて規制するという点です。リスクが大きいAIシステムにはより厳格な規制を、リスクが低いシス

テムには緩やかな規制を適用する「リスクベース・アプローチ」です。
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人工知能法は、AIシステムを大きく4つのリスクレベルに分類しています。

第一は「容認できないリスク」レベルで、このようなAIシステムはEU内で完全に禁止されます。こ

れには、人間の行動を操作するAIやソーシャルスコアリング（社会的採点）システムなどが含まれ

ます。具体的には、アルゴリズムがユーザーの行動を分析し、継続的に特定の行動やコンテンツを

推奨することで、無意識のうちにユーザーの考えや行動を特定の方向へと誘導する事例があります。

中国で実施されている社会信用システムのように、個人の行動に点数を付与し、その点数の高低に

応じて特典や不利益を提供することで市民の行動を制御・調整する制度も、代表的な事例に該当し

ます。

第二は「高リスク」レベルで、教育、雇用、法執行、移民、司法、公共サービスなどの重要な分野

で使用されるAIが含まれます。第三は「限定的なリスク」レベルで、チャットボットのように透明

性の要件が必要なシステムが該当します。最後は「最小リスク」レベルで、スパムフィルターのよ

うな単純なAIシステムがここに含まれます。

公共部門で使用される多くのAIシステムは「高リスク」カテゴリーに属します。これは、これらの

システムが市民の権利、安全、福祉に重大な影響を及ぼす可能性があるためです。高リスクAIシス

テムを使用する公共機関は、いくつかの要件を満たさなければなりません。リスク管理システムを

備え、データの品質を管理し、技術文書を維持し、ログを記録し、人間による監視を保証し、正確

性とサイバーセキュリティを確保する必要があります。

実際の行政において、欧州連合法の分類は大きな影響を及ぼします。福祉給付の受給資格を決定す

るAIシステムは「高リスク」に分類され、厳格な正確性と透明性の基準を満たさなければなりませ

ん。意思決定がどのようになされたかを説明できなければならず、決定に対して異議を申し立てる

方法がなければなりません。これに対し、市民の質問に回答する単純なAIチャットボットは「限定

的なリスク」に分類され、ユーザーにAIと対話しているという事実を知らせるだけで済みます。

行政機関が新しいAIシステムを導入するには、まず該当するシステムのリスクレベルを評価しなけ

ればなりません。高リスクに分類された場合、システムがすべての要件を満たしているかを確認す

る徹底的な評価が必要です。これにより、システムは「CEマーク」を取得することになり、これは

EUのすべての安全基準を満たしていることを意味します。

EU加盟国は、このフレームワークを自国の状況に合わせて適用しています。フィンランドは公共部

門でのAI利用のための倫理フレームワークを開発し、スペインは公衆行政における高リスクAIシス

テムの認証のための特別プログラムを策定しました。

リスクベース・アプローチは、バランスの取れた規制を可能にします。イノベーションを不必要に

妨げることなく、市民の 権利と安全を保護することができます。しかし、多くの公共機関、特に小

さな地方自治体は、複雑な評価プロセスを遂行するために必要なリソースや専門性が不足している

場合があります。このような課題に対応するため、EUは支援プログラムやガイドラインを提供して

います。

3. Digital Europe Programme
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EUは、人工知能法のような規制を設けるとともに、公共部門へのAI導入を積極的に支援しています。

最も重要なのが「Digital Europe Programme（デジタル・ヨーロッパ・プログラム）」です。

Digital Europe Programmeは、2021年から2027年までの7年間にわたって実施され、総予算は75

億ユーロ（約1.2兆円）に達します。核心的な目標は、欧州全域で先端デジタル技術の開発と普及を

促進することです。第一に、ハイパフォーマンス・コンピューティング（HPC）インフラの構築に

20億ユーロを投資します。第二に、人工知能の開発と活用に22億ユーロを割り当てました。第三に、

サイバーセキュリティの強化に18億ユーロを投入します。第四に、デジタル技術教育と人材育成に

5.8億ユーロを支援します。第五に、デジタル技術の経済全般への普及に11億ユーロを配分しまし

た。公共部門のAI支援に関しては、AI Testing and Experimentation Facilitiesに重点的に投資して

います。医療、農業、スマートシティ、製造業などの主要分野で、AIソリューションを安全にテス

トできる環境を提供しています。

「欧州デジタル革新ハブ（European Digital Innovation Hubs）」を通じて、地域ごとに公共機関や

中小企業がAIを含むデジタル技術を導入するために必要な技術的支援と教育を提供しています。

2023年までに、EU全域に約200のハブが設立されました。

「AIオンデマンド・プラットフォーム（AI on-demand Platform）」は、公共機関が必要なAIアル

ゴリズム、ツール、データに容易にアクセスできるようにする集中型プラットフォームであり、各

機関が一からすべてを開発することなく、すでに検証済みのソリューションを活用できるようにし

ています。

加盟国間のデータ共有（Common European Data Spaces、共通欧州データ空間）の構築のために

積極的な投資を進めており、欧州内の多様な国家や機関が、医療、環境、交通、エネルギーなどの

主要分野で保有するデータを互いに共有し、共同で活用できるようにしたプラットフォームです。

医療分野では、欧州各国の病院が保有する患者の疾患および治療情報を共有することで、より正確

な診断や個人に最適化された治療法の開発に活用でき、環境分野では気候変動や生態系データを統

合して効果的な環境保護政策の策定を支援できるようになります。交通分野では、道路の混雑状況

や事故発生データなどを複数の国が共有することで、交通の流れの改善や事故防止に役立て、エネ

ルギー分野では再生可能エネルギーの生産と消費データを共同活用して、エネルギー効率を高め、

カーボンニュートラルの目標達成を支援することができます。

このようにデータ共有が円滑になれば、欧州全域で公共部門のAIシステムを開発する際に不可欠な

高品質のデータを容易に確保できるようになり、結果として、より信頼性が高く精密なAIモデルの

構築と活用が可能になるという効果が得られます。

公共部門のAI支援のために、さまざまなイニシアチブを提供しています。「Testing and

Experimentation Facilities（TEFs）」を設立し、公共機関が新しいAIソリューションを実際の環境

に近い条件でテストできるようにしています。例えば、ヘルスケアTEFでは、病院や医療機関が患

者データの分析や診断支援のためのAIシステムを安全にテストできます。公共部門のデータインフ

ラ構築も、デジタル・ヨーロッパ・プログラムの重要な部分です。「Common European Data

Spaces」は、医療、交通、環境などさまざまな分野のデータ共有を促進し、公共機関がより優れた

AIモデルをトレーニングし、データに基づいた意思決定を行えるよう支援しています。
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このプログラムは、公務員のデジタル能力強化にも投資しています。「Advanced Digital Skills」イ

ニシアチブは、AIをはじめとする先端デジタル技術に関する教育・訓練プログラムを支援していま

す。2023年までに25万人の公務員が教育プログラムの恩恵を受けました。

具体的な支援事例としては、ポーランドの「AI for Public Services」プロジェクトがあります。こ

のプロジェクトは、デジタル・ヨーロッパ・プログラムの支援を受けて、ポーランドの公共機関が

市民サービス向上のためのAIソリューションを開発・実装することを支援しています。また別の例

としては、イタリアの「Smart Cities AI Platform」があり、都市管理や公共サービス提供のための

AIソリューションを開発・共有するプラットフォームとなっています。

デジタル・ヨーロッパ・プログラムは、規制と支援のバランスを通じて、EUが追求する「信頼でき

るAI」のビジョンを実現する上で重要な役割を果たしています。人工知能法がAI利用に関する規則

と安全装置を提供する一方で、デジタル・ヨーロッパ・プログラムは、公共機関がこれらの規則の

枠内で革新的なAIソリューションを開発・導入できるよう、必要なリソースと支援を提供していま

す。

4. 協力と標準化

EUのAI政策の核心的な要素の一つは、加盟国間の緊密な協力です。各国の発展レベルや優先順位は

異なりますが、EUはすべての加盟国がAI革新の恩恵を享受し、共通の課題に共に対応できるよう、

さまざまな協力体制を構築しています。

EUレベルでのAI協力は、「Coordinated Plan on AI」を中心に行われています。2018年に初めて発

表され、2021年に更新されたこの計画は、EU加盟国間のAI政策の調整と共同投資のためのロドマッ

プを提示しています。この計画に基づき、すべての加盟国は自国の状況に合わせた国家AI戦略を策

定し、EU欧州委員会と定期的に進捗状況を共有しています。

加盟国間の知識や優良事例の共有のための主要プラットフォームは「AI Watch」です。EU共同研究

センター（JRC）が運営するこのプラットフォームは、加盟国のAI政策、投資、研究、導入事例など

に関する情報を収集・分析します。その結果はすべての加盟国がアクセスできるポータルで公開さ

れ、各国が他国の経験から学べるようにしています。

公共部門におけるAI協力のもう一つの重要なメカニズムは、「European AI Alliance（欧州AIアライ

アンス）」です。これは、公共機関、学界、産業界、市民社会の代表者がAI関連の政策や技術的問

題について議論するマルチステークホルダー・プラットフォームです。このアライアンスは、定期

的な会議やワークショップを開催し、公共部門へのAI導入に関する知識や経験を共有しています。

標準化は協力の核心です。EUは、「欧州標準化委員会（CEN）」および「欧州電気標準化委員会（

CENELEC）」を通じて、AIシステムのための共通標準を開発しています。標準は、公共部門のAIシ

ステムの相互運用性、セキュリティ、信頼性を保証する上で重要です。「AIリスク管理標準」は、

公共機関がAIシステムのリスクを一貫して評価・管理できるフレームワークを提供しています。

「Nordic-Baltic Cooperation on AI」は、北欧とバルト海沿岸の8カ国（フィンランド、スウェーデ

ン、ノルウェー、デンマーク、アイスランド、エストニア、ラトビア、リトアニア）が連携する公

共部門のAI協力体です。2018年に始まったこのイニシアチブは、似たような文化的背景とデジタル
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発展レベルを持つ国々が、AI政策やソリューションを共同で開発・共有することを目指しています。

参加国は、定期的な大臣級会議や実務ワークショップを通じて、AI戦略、優良事例、技術的課題と

解決策に関する情報を交換しています。

この協力体は、AI倫理、個人情報保護、教育、公共サービス革新の分野に重点を置いており、「

Nordic-Baltic Region AI Playbook」などの共同ガイドラインを策定しました。参加国間でAI専門家

や公務員の交流プログラムを運営して知識の伝播を促進し、国境を越えた公共AIプロジェクトを支

援しています。この地域協力は、個別国のリソースや専門性を集めて規模の経済を達成し、より大

きなグローバルなAI競争において競争力を維持するのに役立っています。「Nordic-Baltic AI Public

Service Testbed」という共同テスト環境も構築し、複数の国に適用可能な公共部門のAIソリューショ

ンを実験・検証しています。

国境を越えた公共サービスのためのAIソリューションも開発されています。「CEF Digital（

Connecting Europe Facility）」は、複数の加盟国にわたって作動するデジタルサービスインフラを

支援しています。例えば、多言語自動翻訳のためのAIシステムは、EU市民がどの加盟国の公共サー

ビスにアクセスしても、言語の壁なく利用できるようにしています。

協力は、小規模な加盟国にとって重要です。すべての国がAIの研究開発に大規模な投資を行えるわ

けではないため、リソースや専門性を共有することで規模の経済を達成し、重複を避けることがで

きます。共通の課題（例：AIシステムの偏向性や説明可能性）に対する解決策を共に探ることで、

より効果的なアプローチを開発することができます。

5. 欧州の価値を反映した人間中心のAI行政

EUのAI政策を他の地域と区別する最も重要な特徴は、「人間中心（human-centric）」のアプロー

チです。AIシステムが技術的な効率性や経済的利益だけを追求するのではなく、人間の尊厳、自由、

民主主義、平等、法治、人権の尊重といった欧州の核心的な価値を増進し、保護しなければならな

いという原則です。このようなアプローチは、EUの公共部門におけるAI政策に深く反映されていま

す。

人間中心のAI行政モデルの核心的な原則は、「人間による制御（human-in-command）」という概

念です。これは、すべてのAIシステム、特に公共部門で使用されるシステムは、常に人間の監視と

制御の下になければならないことを意味します。重要な決定はAIではなく人間によってなされるべ

きであり、AIはこれらの決定を支援するツールとして使用されるべきです。

透明性と説明可能性も、EUの人間中心AIモデルの重要な側面です。市民には、公共機関が自分たち

に関する決定を下す際にAIがどのように使用されているかを知る権利があります。また、そのよう

な決定がどのようになされたかを理解できなければなりません。そのために、EU加盟国は「アルゴ

リズム登録簿」を導入しています。例えば、フィンランドのヘルシンキ市は、公共サービスに使用

されるすべてのAIシステムの目的、作動方式、データの使用などを記録した公開レジストリを運営

しています。

もう一つの原則は、包摂性とアクセシビリティです。AIシステムはすべての市民が利用できるもの

でなければならず、年齢、障害、デジタルリテラシーのレベルなどに関係なく、誰も排除されては

なりません。例えば、スペインの「アクセシビリティ観測所（Accessibility Observatory）」は、
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公共デジタルサービスやAIシステムが、障害者を含むすべての市民にとってアクセス可能であるこ

とを保証する業務を行っています。

公正性と非差別は、EUの人間中心AIモデルにおいて強調されています。AIシステムは、性別、人種、

宗教、年齢などによって市民を差別してはなりません。このため、デンマークのような国々は、公

共部門のAIシステムの偏向性を評価し緩和するためのツールや手法を開発しました。

個人情報保護とデータ主権もまた核心的な原則です。GDPR（一般データ保護規則）ですでに規定さ

れている個人情報保護の原則は、AIシステムにもそのまま適用されます。また、EUは市民が自らの

データに対するコントロール権を持つべきであるという「データ主権」の概念を強調しています。

例えば、エストニアの「X-Road」プラットフォームは、市民が政府のデータベースで自分のデータ

がどのように使用されているかを確認し、制御できるようにしています。

EUの人間中心AIモデルは、政策やプロジェクトに具体的に反映されています。例えば、「

AI4Citizens」プロジェクトは、EU加盟国の公共機関が協力して、市民のニーズと権利を中核に据え

たAIベースの公共サービスを開発するイニシアチブです。また、スウェーデンの「公共部門におけ

るAIのための倫理的フレームワーク（Ethical Framework for AI in Public Sector）」があり、これ

は公共部門のAIシステムが人間の尊厳、自由、平等といった価値を増進するように保証するための

具体的な指針を提供しています。

EUの人間中心のアプローチは、AIの開発と導入の速度を遅らせる可能性があるという批判もありま

す。しかしEUは、これが長期的にはより持続可能で社会的に受け入れ可能なAIの発展経路であると

信じています。市民の信頼と受容なしには、どのようなAIシステムも真に成功することはできない

からです。

欧州の人間中心AIモデルは、グローバルなAIガバナンスにも影響を及ぼしています。EUのアプロー

チは、OECDのAI原則やユネスコのAI倫理勧告など、国際的なAIガバナンス・フレームワークの開発

に重要な貢献をしました。非EU諸国も、自国のAI政策の開発においてEUのモデルを参照しています。

EUは人間中心のAIを通じて、技術的な効率性と人間の価値の間のバランスを見出そうとしています。

AIが社会に提供しうる多くの恩恵を実現しながらも、それが私たちの基本権や民主的な価値を脅か

さないように保証することを目指しています。このようなビジョンは、「AIは人のためのものであ

り、人がAIのためにあるのではない」というEUのモットーによく集約されています。

6. EUのAI政策の示唆

欧州連合（EU）の人工知能行政政策は、技術と人間が共に創り上げる未来への希望に満ちたビジョ

ンを提示しています。規制と革新のバランスを保つEUのアプローチは、人工知能（AI）がもたらす

変化の波を、恐怖ではなく期待と高揚感を持って迎えられるようにしてくれます。

EUの政策は、力を合わせて協力する「共同体的なアプローチ」の美しさを強調しています。政府、

産業界、学界、そして市民社会が共に力を合わせ、より良い世界を作るために努力する姿は、私た

ちが夢見る共通の未来を実現できるという証拠です。「欧州デジタル革新ハブ（EDIH）」のような

協力モデルは、共通の知恵と創造性が発揮されるとき、初めて人工知能の真の潜在能力が開花する

ことを示しています。EUの経験は、多様なステークホルダーがそれぞれの専門性と情熱を持って参
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加するとき、技術の発展がすべての人に恩恵をもたらし得ることを証明しています。

人間中心のAIに対する信念です。技術が人間の権利と尊厳を決して超えてはならないという原則を

明確にし、AIが真に人間の生活を豊かにするための手段であることを強調しています。透明性と責

任を備えたAIは、信頼を土台として、私たちの生活や社会をより良い方向へと導くことができると

いう希望を与えてくれます。これは単なる技術の発展を超えて、社会的価値を確立することであり、

誰もが共感できる普遍的な倫理を打ち立てる重要な旅路なのです。

EUが提示するビジョンは、AIが単に効率を高めるツールではなく、公共サービスの質を高め、市民

の生活を改善し、透明で公正な社会の実現に寄与できるという信念に根ざしています。これを実現

するためには、技術的な発展だけでなく、社会的、文化的な変化も同時に成し遂げられなければな

りません。

EUは世界に対して重要なメッセージを発信しています。それは、AIを通じた発展は、誰も取り残さ

れない包摂的な未来を創らなければならないということです。EUはすべての国や地域が公正に技術

の恩恵を享受できるよう積極的に支援しており、国際協力を通じてグローバルな標準と原則を作る

ことにおいて先頭に立っています。OECD、G7、ユネスコ（UNESCO）などとの緊密な協力を通じ

て、責任あるAI利用のための国際的な枠組みを整えるEUの努力は、地球規模の次元で人類が共に歩

んでいける道を示しています。

何よりも、EUの人工知能政策は私たちに根本的な問いを投げかけています。「私たちはどのような

社会を望んでいるのか？」「技術はその社会を作るためにどのように貢献できるのか？」という問

いを通じて、EUはAIが単なる技術の発展ではなく、私たちが夢見る人間らしい世界を実現する過程

であることを、改めて思い起こさせてくれます。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第3章 アジア主要国の人工知能行政

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. シンガポールの「スマート・ネーション（Smart Nation）」イニシアチブ

1.1 スマート・ネーション・イニシアチブの背景

シンガポールの「スマート・ネーション（Smart Nation）」イニシアチブは、2014年にリー・シェ

ンロン首相が発表した国家戦略であり、デジタル技術とデータを活用して市民の生活を改善し、よ

り多くの機会を創出し、強力な共同体を構築することを目指しています。この計画は、単なる技術

導入を超え、国家全体のデジタル転換を牽引する総合的なビジョンです。

シンガポールは小さな都市国家という限界を抱えていますが、これをデジタル革新の強みへと転換

しました。国土が狭く人口が少ないという特性は、新しいデジタル政策や技術を迅速に施行・テス

トするのに有利な環境を提供しています。高度な教育を受けた人口と発達したインフラは、デジタ

ル革新のための強固な基盤となっています。

スマート・ネーション・イニシアチブの核心的な目標は次の通りです。第一に、市民の生活の質の

向上です。第二に、ビジネス機会の創出と経済競争力の強化です。第三に、政府サービスの効率性

と効果性の増進です。

この目標を達成するために、シンガポール政府は強力なデジタル・インフラ、規制体系、人材開発

プログラムを構築しました。政府が主導的に推進しつつも、民間部門や市民社会との協力を強調す

る「全国家的なアプローチ（Whole-of-Nation approach）」を採用しています。

1.2 スマート・ネーションのガバナンス

シンガポールのスマート・ネーション・イニシアチブは、体系的な組織構造とガバナンスによって

運営されています。最上位機関は首相が自ら率いる「スマート・ネーション・デジタル政府グルー

プ（SNDGG）」であり、デジタル転換のための最高意思決定機関です。

SNDGGの下には、実務を担当する「スマート・ネーション・デジタル政府局（SNDGO）」と「政

府テクノロジー庁（GovTech）」があります。SNDGOは戦略立案と政策調整を担当し、GovTech

は公共デジタル・インフラとサービス開発、技術の実装を担当しています。

この構造は、最高指導者の直接的な関心と支援を保証しつつ、専門機関を通じた効率的な実行を可

能にします。各政府省庁には「最高デジタル戦略責任者（CDSO）」が任命され、省庁別のデジタル

転換を牽引しています。

スマート・ネーションの推進過程における重要な原則の一つは「デジタル・ファースト（Digital

First）」です。これは、すべての政府サービスが最初からデジタルで設計されなければならないこ
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とを意味します。もう一つの原則は「市民中心（Citizen-Centric）」であり、すべてのデジタル・

サービスは市民のニーズと経験を中心に設計されます。

1.3 国家AI戦略と公共部門

2019年、シンガポールは「国家人工知能戦略（National Artificial Intelligence Strategy）」を発

表しました。この戦略は、2030年までにシンガポールをAIのグローバルハブにするというビジョン

を提示しています。

国家AI戦略は、5つの「国家AIプロジェクト」を優先推進分野として選定しました。輸送および物流、

スマートシティおよび不動産、医療、教育、安全および保安がそれにあたります。その多くが公共

部門と直接関連しています。

シンガポール政府は、いくつかの戦略的アプローチをとっています。第一に、すべての公務員に対

するAI教育を強化しています。第二に、AI倫理フレームワークを開発し、責任あるAIの使用を保証

しています。第三に、官民パートナーシップを通じて革新的なAIソリューションの開発を奨励して

います。

2021年には、AI戦略のフォローアップ措置として「AIガバナンス・フレームワーク」の第2版を発

表しました。AIシステムの内部ガバナンス、決定プロセスの透明性、データ管理、顧客関係管理な

どに関するガイドラインを提供しています。

また、「AIシンガポール（AI Singapore）」という国家AIプログラムを通じて、AI研究、人材開発、

産業革新を支援しています。このプログラムは、公共部門へのAI導入のための核心的な動力となっ

ています。

1.4 主なAIベースの公共サービス

シンガポールの公共部門には、様々なAIベースのサービスが導入されています。代表的な事例を見

てみましょう。

Ask Jamie（アスク・ジェイミー）：シンガポール政府が導入したチャットボット・サービス「

Ask Jamie」は、市民からの問い合わせを簡単かつ迅速に処理するシステムです。毎年数百万件に

及ぶ多様な問い合わせを効率的に処理し、政府機関の業務負担を軽減するとともに、市民に迅速で

正確な情報を提供しています。Ask Jamieはウェブサイトだけでなく、WhatsAppやTelegramなど

多様なプラットフォームでも利用可能で、市民がいつでもどこでも便利にアクセスできます。音声

で質問できる「Ask Jamie Voice」機能を追加し、アクセシビリティをさらに向上させました。

従来のAsk Jamieをアップグレードした「GovAsst」という、より進化したチャットボットを導入

しました。GovAsstは最新の大規模言語モデル（LLM）を基盤としており、複雑で具体的な質問に

対しても正確で柔軟な回答を提供します。また、複数の文書から必要な情報を探し出し、市民に統

合的に伝えます。

現在、Ask Jamieは70以上の政府機関のウェブサイトに統合されており、市民は機関ごとに異なる

多様な情報を一箇所で容易に得ることができます。
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利用方法も簡単です。政府機関のウェブサイトを訪問すると、画面右下にあるAsk Jamieのタブを

クリックして、すぐに問い合わせることができます。質問を入力する際は、自然言語処理技術を通

じて自動的に関連する質問が推奨され、より便利に利用できます。

よくある質問（FAQ）をあらかじめ提供することで、迅速に目的の情報を見つけられるよう支援し

ています。シンガポール政府はAsk Jamieサービスをさらに発展させる計画です。休眠預金の通知

や国税の告知発送通知などの新しい通知サービスが追加される予定であり、住民登録に関する民願

のような、より幅広い相談サービスまで拡大していく予定です。Ask Jamieはシンガポール政府の

デジタル革新を象徴する成功事例として、市民の利便性と公共サービスの効率性を高める上で、引

き続き重要な役割を果たすことが期待されています。

SELENA：国税庁（IRAS）で使用されているAIシステムで、納税者の税務申告を検証し、リスク分

析を行います。機械学習アルゴリズムを用いて税務申告のパターンを分析し、潜在的な脱税やエラー

を検知します。これにより、税務調査の効率が大幅に向上しました。

LAMP：シンガポール入国管理局（ICA）が使用するリスク評価システムで、入国者のリスクレベル

を評価します。ビッグデータ分析とAI技術を活用して旅行者情報を分析し、潜在的なセキュリティ・

リスクを識別します。これにより、国境管理の効率性とセキュリティが強化されました。

第一に、入国者のリスク度を評価するために活用されます。入国者のパスポート情報や過去の旅行

記録、ビザ申請内容、犯罪歴など多様なデータを分析し、潜在的なリスク要因を迅速に把握します。

特定の旅行客が危険地域を頻繁に訪問していたり、過去に犯罪記録がある場合、システムがこれを

自動的に検知し、入国審査官に追加の検査や審査を推奨します。

第二に、LAMPはリアルタイムのデータ分析機能を通じて、即座にセキュリティ上の脅威に対応しま

す。同一のパスポート番号で複数の地域から同時に入国が試みられるといった異常事態を発見する

と、システムはこれを直ちに異常行動と判断し、警告を発信します。また、AIベースの予測技術を

利用して、特定の時点で入国者が多くなると予想される際に、あらかじめ人員を配置するなどの効

率的な対処が可能です。

第三に、LAMPシステムは感染症の拡散防止にも重要な役割を果たします。新型コロナウイルスのパ

ンデミック期間中、入国者のワクチン接種の有無、最近訪問した国の感染率、健康アンケートデー

タなどを分析し、高リスクの入国者を迅速に選別しました。選別された高リスクの入国者に対して

は、追加の検疫や隔離措置を講じることで、国内への感染症流入を効果的に管理しました。

第四に、テロおよび不法活動の予防のためのツールとしても、LAMPシステムが積極的に活用されて

います。入国者の情報を国際テロ監視データベースと即座に照合して危険人物を早期に発見できる

ほか、金融取引データを分析して資金洗浄や不法な資金移動といった犯罪活動の兆候も捕捉します。

第五に、LAMPは国境管理業務を自動化することで人的ミスを減らし、入国審査のスピードアップに

大きく寄与しています。システムは旅行客の情報を自動的に分析し、リスクの低い旅行客は迅速に

通過させ、リスクの高い旅行客には追加審査を行わせることで、国境管理業務の効率を高めます。

空港のスマートゲートと連動し、迅速かつ正確な身元確認とリスク評価を同時に実行します。
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Virtual Intelligent Chat Assistant (VICA)：中央積立基金（CPF）評議会で使用されているチャッ

トボットで、年金に関する質問に回答します。VICAは単なる情報提供を超えて、パーソナライズさ

れた年金計画やアドバイスも提供します。自然言語処理技術を活用し、市民が複雑な年金規則を理

解できるよう助けています。

MyInfo：個人データ管理プラットフォームであり、市民が複数の政府サービスを利用する際に繰り

返し情報を入力する手間を省きます。AI技術を活用してデータの検証とセキュリティを強化し、カ

スタマイズされたサービス推奨を提供します。

Parking.sg：駐車料金支払いのためのモバイルアプリで、AI技術を活用してリアルタイムの駐車情

報を提供し、料金を自動的に計算します。これにより、紙のクーポンの使用を減らし、駐車場管理

の効率を高めました。

OneServiceアプリ：市民が公共インフラの問題を通報できるプラットフォームで、AI技術を活用し

て通報内容を自動的に分類し、関連機関に伝達します。機械学習を通じて通報パターンを分析し、

予防的な保守計画を立案します。

1.5 スマート・ネーションAI行政の成果と課題

シンガポールのスマート・ネーション・イニシアチブとAI行政は、いくつかの成果を収めました。

第一に、デジタル政府サービスの利用率が大幅に増加しました。GovTechの報告によると、市民の

デジタル政府サービス満足度は2020年時点で90％を超えました。第二に、行政効率が向上しまし

た。AIと自動化の導入により文書処理時間が大幅に短縮され、人的エラーが減少しました。第三に、

国際的な評価を受けました。

課題もあります。

デジタル格差の問題です。高齢者や低所得層などのデジタル弱者が、新しい技術に適応することに

困難を感じています。これを解決するために、「Digital For Life」のようなデジタル包摂プログラ

ムを運営しています。

データセキュリティと個人情報保護の問題です。2018年、最大手の医療機関であるシンヘルス（

SingHealth）が深刻なサイバー攻撃を受け、約150万人の患者の個人情報が流出する事件が発生し

ました。患者の名前、住所、国民登録番号（NRIC）、生年月日、連絡先などの個人を特定できる機

密情報だけでなく、診療記録や処方内容などの医療関連記録まで含まれており、社会に大きな衝撃

を与えました。シンガポールの首相であるリー・シェンロンの個人医療情報も流出したという点で、

事案の深刻さはさらに増しました。

調査の結果、高度なスキルを持つハッカー集団が長期間にわたりシステムの脆弱性を利用して侵入

したことが判明し、組織的なサイバー攻撃と推定されました。この事件をきっかけに、シンガポー

ル政府と市民は、データセキュリティと個人情報保護の重要性を深く認識するようになりました。

シンガポール政府は対応策としてサイバーセキュリティ法（Cybersecurity Act）を強化し、国家的

に重要な公共サービスインフラを「重要情報基盤施設（CII）」に指定し、厳格なセキュリティ基準

の適用を義務付けました。該当機関は定期的にセキュリティ監査を受けなければならず、サイバー

脅威や異常の兆候が発生した場合は、直ちに政府のサイバーセキュリティ庁（CSA）に報告する義
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務を負うことになりました。

AIの偏向性と倫理の問題です。AIシステムが公正かつ差別なく作動することを保証することが重要

な課題です。「AI倫理諮問委員会」を設立し、「モデルAIガバナンス・フレームワーク（Model AI

Governance Framework）」を開発しました。

1.6 シンガポールAI行政の展望と計画

シンガポールはAI行政の未来に向けた明確なビジョンと計画を持っています。2023年に発表された

「国家AI戦略2.0（National AI Strategy 2.0）」は、AIを通じた価値創出、人間中心のAI開発、国

際協力の拡大などを強調しています。

「デジタル政府ブループリント（Digital Government Blueprint）」によると、2025年までにすべ

ての政府サービスをデジタル化し、データ駆動型の意思決定を標準化する計画です。5Gネットワー

ク、クラウドコンピューティング、モノのインターネット（IoT）などの次世代デジタルインフラを

拡充する予定です。AI人材の育成にも多額の投資を行っています。「TechSkills Accelerator」プロ

グラムを通じてAIとデータサイエンス分野の専門家を養成し、すべての公務員に基本的なAIリテラ

シー教育を提供しています。

国際協力も拡大しています。「AI Verify」のようなAI検証ツールを開発して国際標準化に寄与し、

OECDや国連などと協力してグローバルなAIガバナンス体系の構築に参加しています。

シンガポールのAI行政戦略は、技術の導入だけに重点を置くのではなく、社会的影響と倫理的側面

を共に考慮する総合的なアプローチをとっています。このようなバランスの取れたアプローチは、

今後のAI行政の持続可能な発展のためのモデルとなるでしょう。

2. 日本のSociety 5.0

2.1 Society 5.0の概念と背景

日本の「Society 5.0（ソサエティ 5.0）」は、第4次産業革命の技術を活用して多様な問題を解決

しようとする国家ビジョンです。2016年の日本政府「第5期科学技術基本計画」で初めて提示され

たこの概念は、人類社会の発展段階を5段階に区分し、現在突入しつつある新しい社会を「Society

5.0」と命名しました。Society 5.0の「5.0」は、人類社会の発展の第5段階を意味します。1.0は

狩猟社会、2.0は農耕社会、3.0は工業社会、4.0は情報社会を表し、5.0はこれらの情報社会を超え

た「超スマート社会（Super Smart Society）」を意味します。

登場の背景には、日本が直面している様々な社会的挑戦課題があります。少子高齢化による人口減

少、地方消滅、生産性の低下、エネルギーおよび環境問題などが代表的です。日本はこれらの問題

を技術革新を通じて解決すべく、Society 5.0のビジョンを掲げました。

Society 5.0の核心は、物理空間（フィジカル空間）とサイバー空間の高度な融合です。モノのイン

ターネット（IoT）を通じてすべての人とモノがつながり、人工知能（AI）がビッグデータを分析し

て最適なソリューションを提供することで、社会問題を解決し、新たな価値を創出するという概念

です。
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2.2 日本のAI戦略と推進体系

日本政府は2019年3月に「AI戦略2019」を発表しており、それ以降、毎年アップデートされた戦

略を発表しています。この戦略は、Society 5.0実現のための核心技術としてAIの開発と活用を促進

するための政府の総合計画です。

AI戦略の主な目標は次の通りです。第一に、グローバルAI人材の育成です。第二に、産業競争力の

強化です。第三に、技術革新と社会実装です。第四に、AI時代に対応した制度整備です。第五に、

倫理的原則と社会受容性の確保です。

AI戦略推進のためのガバナンス体系も整備されました。首相直属の「統合イノベーション戦略推進

会議」の下に「AI戦略実行会議」が設置され、戦略の履行を統括しています。また、内閣府に「科

学技術・イノベーション推進事務局」を設置し、府省間の協力を調整しています。

2022年にはデジタル庁（Digital Agency）が新設され、政府全体のデジタル転換とAI政策をより強

力に推進しています。デジタル庁は各府省のデジタル政策を調整し、政府情報システムの統合・管

理を担当しています。

公共部門へのAI導入に向けて、日本政府は「AI Ready公共サービスロードマップ」を策定しました。

このロードマップは、2025年までに主要な行政サービスにAIを導入する段階的な計画を提示してい

ます。また、「公共部門におけるAI活用ガイドライン」を通じて、政府機関がAIを導入する際に考

慮すべき原則と手続きを提示しました。

2.3 公共部門でのAI適用事例

日本は様々な公共部門にAIを適用し、行政の効率化と社会問題の解決を試みています。主な事例を

見てみましょう。

行政文書処理の自動化：日本政府はAI-OCRとRPA（Robotic Process Automation）を活用して、

行政文書処理を自動化しています。厚生労働省は各種申請書の処理にAIを導入し、処理時間を30％

短縮しました。特許庁は特許審査の過程にAIを導入し、類似特許検索の正確性と効率を高めました。

災害管理システム：地震や台風などの自然災害が頻発する日本は、AIを活用した災害管理システム

を積極的に開発しています。国土交通省の「XRAIN（拡張レーダー情報ネットワーク）」はAIベー

スの降雨予測システムであり、洪水や土砂崩れを早期に予測します。また、内閣府（防災担当）は

SNSデータをAIで分析し、災害状況をリアルタイムで把握するシステムを運用しています。

医療およびヘルスケア：高齢化社会である日本は、医療分野のAI活用に多額の投資を行っています。

厚生労働省の「医療ビッグデータ活用プロジェクト」は、国民健康保険データをAIで分析し、疾病

予防と医療費削減の方策を模索しています。地方自治体では、高齢者の健康モニタリングや見守り

サービスにAIを活用しています。

交通およびモビリティ：人口減少による公共交通機関の問題解決に向け、AIベースの交通システム

を開発しています。国土交通省の「MaaS（Mobility as a Service）」プロジェクトは、AIを活用し

て複数の交通手段を統合し、最適な移動ルートを提案します。また、多くの自治体で自動運転バス

の実証事業が進められています。
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エネルギー管理：環境省と経済産業省は、AIベースのエネルギー管理システムを構築し、エネルギー

の効率化と炭素排出量の削減を推進しています。「VPP（バーチャル・パワー・プラント）」プロ

ジェクトは、AIを活用して分散された再生可能エネルギー資源を統合管理します。

2.4 AI倫理およびガバナンス・フレームワーク

日本はAIの倫理的側面とガバナンスを重視しており、そのためのフレームワークを構築しています。

2019年、日本政府は「人間中心のAI社会原則」を発表しました。この原則はAIの開発と活用の基本

方向を提示しており、次の7つの核心原則を含んでいます。

人間中心（Human-Centric）：AIは人間の尊厳と個人の自律性を尊重しなければなりません。

教育・リテラシー：すべての人がAIに対する基本的な理解を備えなければなりません。

プライバシー保護：個人情報とプライバシーを保護しなければなりません。

セキュリティ確保：AIシステムのセキュリティと安全性を確保しなければなりません。

公正競争：AIの開発と活用において公正な競争環境を保証しなければなりません。

透明性と説明責任：AIの意思決定プロセスは透明で説明可能でなければなりません。

イノベーション：AI技術の革新を促進しつつ、社会的価値と調和させなければなりません。

この原則を公共部門に具体的に適用するために、「公共部門におけるAI活用ガイドライン」が開発

されました。このガイドラインは、政府機関がAIシステムを導入する際に考慮すべき事項と評価基

準を提示しています。

AI倫理とガバナンスを担当する機関として「人工知能社会原則会議」が設置されました。この会議

は学界、産業界、市民社会の専門家で構成され、AIの社会的影響を評価し政策提言を行います。日

本はG7、OECD、ユネスコなどの国際機関によるAI原則の策定に寄与し、グローバルなAIガバナン

ス体系の構築に参画しています。

2.5 Society 5.0とAI行政の成果と限界

日本のSociety 5.0ビジョンとAI行政戦略は、いくつかの成果を見せています。まず、公共部門のデ

ジタル転換が加速しました。特に新型コロナウイルスのパンデミックはデジタル化の必要性を浮き

彫りにし、行政手続きのオンライン化とAI導入が急速に進みました。

第二に、データに基づく政策決定が強化されました。EBPM（Evidence-Based Policy Making、証拠

に基づく政策立案）のためのデータ収集とAI分析が拡大し、政策の効果性と効率性が向上しました。

第三に、産学官連携のエコシステムが形成されました。「AI研究開発ネットワーク」を通じて、政

府、大学、企業が協力してAI技術の開発と社会実装を推進しています。

限界と課題も明確です。
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第一に、デジタルインフラと人材の不足です。日本の公共部門はレガシーシステムとアナログ方式

の業務慣行が依然として多く、デジタル転換が遅れています。また、AI専門人材が不足しており、

先端システムの開発と運用に苦慮しています。

第二に、行政組織間のデータ共有と連携が不十分です。各府省と自治体間でのデータ標準化が不足

しており、「データ・サイロ（Data Silo）」現象が生じて統合的なAIサービスの提供が困難になっ

ています。

第三に、社会的受容性の問題があります。個人情報の活用に対する懸念、AIの意思決定に対する不

信、雇用代替への不安などにより、日本社会においてAI技術の導入に対する抵抗が存在します。特

に高齢層や農村地域では、デジタル格差によりAIサービスの利用が困難な状況にあります。

第四に、実行と調整の課題があります。Society 5.0とAI戦略は、ビジョンと目標は明確ですが、具

体的な実行段階で府省間の調整、予算の確保、成果の測定などの問題が生じています。デジタル庁

の新設により調整機能は強化されましたが、依然として行政文化の変革が必要な状況です。

2.6 日本のAI行政の将来展望

日本政府はSociety 5.0とAI行政の限界を克服し、将来の発展に向けて様々な政策を推進しています。

2023年に改定された「AI戦略2023」では、次世代AI技術の開発、人材育成の強化、社会実装の加

速などの重点課題を提示しました。

3. 中国の次世代AI発展計画と電子政府の統合

3.1 中国のAI国家戦略と背景

中国は2017年7月に国務院が発表した「次世代人工知能発展計画（新一代人工智能発展計画）」を

通じて、AI分野の国家戦略を公式化しました。中国が2030年までにAI分野のグローバルリーダーに

なるためのロードマップを提示しました。

背景には複数の要因があります。第一に、中国の経済発展モデルの転換が必要でした。低コスト製

造業中心の成長モデルから革新主導の成長へ転換するために、AIのような先端技術が不可欠でした。

第二に、グローバルな技術競争で優位を確保するという戦略的必要性がありました。米国との技術

覇権競争において、AIを核心分野として認識しました。第三に、人口高齢化、都市化、環境問題な

ど、中国社会が直面している様々な挑戦課題を解決するための手段としてAIを活用しようとしまし

た。

中国のAI戦略は2030年まで3段階で進められます。第1段階（2020年まで）は、AI技術と応用で先

進国と同等の水準に到達することが目標でした。第2段階（2025年まで）は、AIの基礎理論で重要

な突破口を開き、一部の技術と応用で世界をリードすることが目標です。第3段階（2030年まで）

は、AIの理論、技術、応用のすべての面で世界最高水準に到達することを目指しています。

核心的な目標の一つは「智能政府（知能型政府）」の構築です。これはAI技術を活用して政府運営

と公共サービスを刷新し、データ駆動型の意思決定と政策実行を推進することを意味します。

3.2 電子政府とAI統合の推進体系
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中国は電子政府とAIを統合推進するための体系を構築しました。中国は電子政府とAIの統合を積極

的に推進しており、その過程で「中央ネットワーク安全・情報化委員会」が核心的な役割を担って

います。2014年に設立されたこの委員会は、国家サイバーセキュリティおよび情報化政策を統括す

る最高意思決定機関であり、習近平主席が自ら主宰して政策の方向性を設定してきました。2018年

に「リーディング・グループ（領導小組）」から委員会へと昇格したことで、その地位と権限が大

幅に強化され、中国政府がサイバー空間のガバナンスをいかに重視しているかを示しています。最

近では、蔡奇（さい・き）が委員会の実質的な運営を担当しており、党と政府の主要省庁、人民銀

行、軍の代表らが参加する包括的な組織構造を備えています。委員会は2017年に発表した「次世代

AI発展計画」に基づき、2030年までにAI分野のグローバルリーダーになることを目標に設定しまし

た。

中国は「デジタル・シルクロード」イニシアチブを通じてグローバルな影響力を拡大しており、光

ファイバーネットワーク、5G、クラウドコンピューティングなどのデジタルインフラプロジェクト

を海外に積極的に進出させています。また、ロシアとサイバー空間の規制分野で協力を強化し、国

際的な影響力を拡大しています。このような中国の戦略的な取り組みは、サイバー強国としての地

位を強固にし、グローバルなデジタルリーダーシップを確保するための重要な土台となっています。

政策実行のための核心省庁は、中央サイバー空間管理局（CAC）、工業情報化部（MIIT）、国家発

展改革委員会（NDRC）です。国務院の「インターネットプラス行動計画」や「ビッグデータ発展促

進行動要綱」などは、公共部門のデジタル転換とAI導入を推進する核心的な政策フレームワークで

す。

地方政府レベルでもAI行政が積極的に推進されています。各省と主要都市は独自のAI発展計画を策

定し、地域特性に合わせた革新を推進しています。代表的には、上海の「スマートシティ構築行動

計画」、広東省の「AI産業発展ロードマップ」、北京の「知能型経済発展計画」などがあります。

中国のAI行政推進体系の特徴は、「トップダウンの計画とボトムアップの革新の結合」です。中央

政府が明確なビジョンと目標を提示しつつ、地方政府と企業には実験と革新の自律性を付与します。

多様なモデルと事例が登場し、成功事例は全国的に拡散されるという方式で発展します。

「政府・企業協力モデル」が際立っています。百度（バイドゥ）、アリババ、テンセントなどの中

国の大手IT企業は政府のAI戦略立案に参加し、公共部門のAIソリューション開発において主導的な

役割を果たしています。例えば、アリババの「シティ・ブレイン」プロジェクトは、杭州を皮切り

に多くの都市のスマートシティ構築に活用されています。

3.3 主なAIベースの電子政府サービス

中国は様々な行政領域でAIベースの電子政府サービスを開発・導入しています。

スマート政務サービス：中国政府は「インターネットプラス政務サービス」イニシアチブを通じて、

行政サービスのオンライン化と知能化を推進しています。「一窓�理（シングル・ウィンドウ）」

システムは、AI技術を活用して複数の省庁の行政サービスを統合提供します。上海の「一網通（イー

ワントン）」ポータルはAIベースの行政サービスプラットフォームで、1,000以上の政府サービス

を提供し、顔認証、自然言語処理などのAI技術を活用しています。
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スマートシティ管理：中国の多くの都市がAIベースのスマートシティシステムを構築しています。

アリババが開発した「杭州シティ・ブレイン」は、都市全体の交通、エネルギー、公共の安全など

を統合管理するAIプラットフォームです。このシステムは交通の流れを最適化することで通勤時間

を15％短縮し、救急車両の移動時間を50％短縮する成果を収めました。現在、中国全土の500以上

の都市へと拡散しています。

社会信用システム（Social Credit System）：中国の社会信用システムは、AIとビッグデータを活

用して個人と企業の信用度を評価するシステムです。公共サービスの利用、納税、法規の遵守など、

多様なデータを収集・分析して信用スコアを算出します。高い信用スコアを持つ市民や企業は各種

行政サービスで特典を受ける一方で、低いスコアは制限を受ける可能性があります。2020年までに

全国的に拡大構築され、AIによって継続的に高度化されています。

公共安全および監視システム：中国はAIベースの顔認証技術を活用した公共安全システムを広範囲

に構築しました。「スカイネット（天網）」プロジェクトは全国に2億台以上のCCTVカメラを設置

し、AI映像分析技術を活用して犯罪者の追跡、行方不明者の捜索、交通違反の取り締まりなどを実

行します。97％以上の正確度で顔を認識することができ、犯罪の減少に寄与したと評価されていま

す。しかし、プライバシーと人権の側面から国際的な懸念と批判を受けています。

知能型医療および健康管理：中国政府はAIを活用した医療サービスの改善にも大きな関心を寄せて

います。国家衛生健康委員会は「AIプラス医療」イニシアチブを通じて、医療映像分析、診断支援、

遠隔医療などの分野にAIを導入しています。特に新型コロナウイルスのパンデミック期間中、AIベー

スの患者選別、診断支援、接触者追跡システムが積極的に活用されました。中国の医療分野のAI技

術は、特に大規模な患者データを活用できるという強みを背景に急速に発展しています。

環境モニタリングおよび管理：深刻な環境問題を抱えている中国は、AI技術を活用した環境モニタ

リングと管理システムを開発しています。環境保護部は衛星画像、ドローン、センサーデータをAI

で分析し、大気汚染、水質汚染、不法な汚染源などをモニタリングします。北京の「AI大気質予測

システム」は72時間以内の大気質を85％以上の正確度で予測でき、これをもとに汚染低減措置を事

前に施行します。

3.4 中国のAI倫理およびガバナンスへのアプローチ

中国はAIの発展と同時に、AI倫理とガバナンスに関するフレームワークを開発しています。2019年

に国家レベルの「AIガバナンス原則」を発表し、人間中心、安全、包摂性、開放性、責任感などの

価値を強調しています。

中国のAIガバナンスは、いくつかの重要な原則を中心に動いています。最も優先される原則は、AI

技術が国家の安全と社会の安定を損なわないようにすることです。つまり、いかなる状況でも国家

の安全や社会秩序が揺るがないようにすることが最も重要な基準となります。

次に、中国はAI技術が発展できるようにしつつも、不可欠な部分では規制を適用する、バランスの

取れた方式を好みます。これを「適応的ガバナンス（Adaptive Governance）」と呼びますが、過

度な規制で革新が阻まれないようにしつつ、リスク要因は徹底的に管理する方式です。
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最後に、中国のAIガバナンスは、AI産業が全世界で競争力を備えられるよう支援する方向に設計さ

れています。すなわち、中国はAI規制を通じて、むしろ自国企業がグローバル市場で優位に立てる

よう支援することを目的としています。

2021年にはインターネット情報弁公室が「インターネット情報サービス・アルゴリズム推奨管理規

定」を発表しました。この規定はオンラインプラットフォームのアルゴリズムの透明性と公正性を

保証するためのもので、アルゴリズムが国家の安全や社会の安定を脅かしたり、差別を助長したり

することを禁止しています。ビッグテック企業の影響力を統制し、社会主義的核心価値観を増進さ

せ、データとアルゴリズムの乱用を防止するために用意された一連の政策の一つです。アルゴリズ

ムが世論形成、情報検閲、差別的コンテンツの露出などに悪用されるのを防ごうとする意図が込め

られています。

公共部門でのAI使用に関する特別な指針もあります。2023年に「生成AIサービス管理暫定弁法」を

発表する際、「公共サービス領域AI応用安全ガイドライン」は公共機関のAIシステム導入と運用に

関する詳細な規定を提示しました。特に安全性、透明性、責任性、プライバシー保護などを強調し

ています。

中国のAI倫理とガバナンスへのアプローチは欧米諸国とは異なり、個人の権利よりも集団的な利益

と社会の安定に大きな価値を置く傾向があります。技術発展と国家競争力の強化のために、より柔

軟な規制体系を維持しています。このような違いは、国際的なAIガバナンスの議論において緊張を

引き起こすこともあります。

3.5 成果と挑戦課題

中国のAI行政戦略は、いくつかの目に見える成果を収めました。第一に、公共サービスの効率性と

アクセシビリティが向上しました。AIベースの行政サービスプラットフォームは、処理時間の短縮、

24時間サービスの提供、遠隔アクセスの可能性などの利点を提供しました。2023年の国連電子政

府発展指数で、中国は65位を占めましたが、2018年の80位から大幅に上昇した結果です。

第二に、都市の管理と運営が改善されました。AIベースのスマートシティシステムは、交通の流れ

の最適化、エネルギー使用の効率化、環境モニタリングの改善などの成果を収めました。中国の大

都市は、交通渋滞の減少、大気質の改善などの目に見える効果を経験しました。

第三に、公共の安全と危機対応能力が強化されました。AIベースの監視システムは犯罪率の低下に

寄与し、災害予測および対応システムは自然災害による被害を最小限に抑えるのに役立ちました。

新型コロナウイルスのパンデミックの間、AI技術を活用した接触者追跡、感染拡大の予測などが効

果的であったと評価されました。

課題も存在します。第一に、デジタル格差が深化する懸念があります。都市と農村の間、世代間の

デジタル格差により、先端AIサービスの恩恵が不均等に分配される可能性があります。高齢者や農

村の住民は、デジタル技術へのアクセスと活用に苦慮しています。

第二に、プライバシーと人権侵害の懸念があります。広範なデータ収集とAIベースの監視システム

は、市民のプライバシーと自由を侵害する可能性があります。社会信用システムと顔認証技術の広

範な使用は、国際社会の批判を受けています。
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第三に、AIシステムの不具合や偏向の問題があります。AIアルゴリズムが既存のデータの偏向性を

学習したり、特定の集団に不利な決定を下したりする可能性があります。これは行政の公正性と正

当性を損なう恐れがあります。

第四に、データの品質とセキュリティの問題があります。AIシステムの性能はデータの質に依存し

ますが、公共部門データの標準化、正確性、完全性の問題が継続的に提起されています。また、大

規模なデータの集中は、サイバーセキュリティの脅威に対して脆弱になる可能性があります。

3.6 中国AI行政の将来展望

中国はAI行政の未来に向けた野心的な計画を持っています。2023年に発表された「デジタル中国建

設の全体配置計画（2023-2035）」は、AIを含むデジタル技術を活用した国家デジタル転換の総合

計画を提示しています。

今後の中国のAI行政戦略は、いくつかの主要な方向で発展するものと展望されます。

第一に、より統合されたデータ駆動型政府を構築するでしょう。「国家ビッグデータ戦略」に基づ

き政府データの統合と共有を拡大し、より高度なAI行政サービスを開発する計画です。

第二に、次世代AI技術を積極的に導入するでしょう。大規模言語モデル（LLM）、マルチモーダル

AI、連合学習などの先端AI技術を公共部門に導入し、行政サービスの知能化水準を高める計画です。

2023年、中国政府は独自に開発したLLMを行政業務に試験的に適用し始めました。

第三に、農村や立ち遅れた地域へとAI行政サービスを拡大するでしょう。「デジタル農村戦略」を

通じて農村地域のデジタルインフラを拡充し、農村住民のためのカスタマイズされたAIサービスを

開発する計画です。これにより、都市と農村の間のデジタル格差を解消しようとしています。

第四に、AIガバナンス体系を強化するでしょう。2022年に開始された「アルゴリズム登録システム」

を拡大し、すべての公共部門のAIシステムに対する管理と監督を強化する計画です。「AI倫理評価

体系」を構築し、公共部門のAIシステムの倫理的影響を評価する予定です。

第五に、グローバルなAIガバナンスにおける影響力を拡大するでしょう。中国はAI技術の標準とガ

バナンス原則の国際的な議論に積極的に参加し、自国のアプローチを国際標準に反映させる努力を

傾けています。特に「一帯一路」参加国とのデジタル協力を通じて、中国型AI行政モデルを拡散さ

せようとしています。

中国は技術革新と社会的管理を結合させたアプローチを見せています。効率性と安定性の側面で強

みを持ちますが、透明性と個人の自由の側面では議論の余地があります。

4. 台湾のデジタル民主主義とAI

4.1 台湾のデジタル政府の背景とビジョン

台湾は人口約2,300万人の島国で、中国が主導する国際的な孤立という厳しい環境の中でも、デジ

タル技術を活用した革新的な政府システムを構築してきました。台湾のデジタル政府は、技術的な

効率性だけでなく、市民参加と民主主義の強化という独特の価値を追求しているのが特徴です。
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台湾のデジタル政府の発展は1998年の「電子政府計画」に始まりましたが、現在の姿へと発展した

のは2014年の「ひまわり学生運動（Sunflower Movement）」以降です。重要な貿易協定に対する

政府の不透明な処理を市民が批判し、立法院を占拠したこの運動は、台湾政府が透明性と市民参加

を強化するデジタル政府へと変化するきっかけとなりました。

2016年にオードリー・タン（唐鳳）が台湾初のデジタル担当政務委員（大臣）に任命されたことで、

台湾のデジタル政府は新しい転換点を迎えました。タン氏は「デジタル民主主義（Digital

Democracy）」というビジョンを掲げ、デジタル技術を政府の効率向上だけでなく、市民参加と民

主主義の強化のための手段として活用するアプローチを導入しました。

台湾のデジタル政府のビジョンは、次の3つの核心的な価値に基づいています。

第一に「開放性（Openness）」です。政府データと意思決定プロセスを市民に開放し、透明性を高

めることを意味します。第二に「参加性（Participation）」です。市民が政策決定や公共サービス

のデザインに直接参加できる機会を提供します。第三に「協力性（Collaboration）」です。政府、

市民社会、民間企業が共に社会問題を解決する協力のエコシステムを構築します。

このようなビジョンを実現するために、台湾政府は「DIGI+」戦略を策定し、体系的にデジタル転換

を推進しています。DIGI+はデジタル政府（Digital Government）、革新経済（Innovative

Economy）、包括的社会（Governance for All）、持続可能な環境（Infrastructure）を意味して

おり、デジタル技術を通じてこれら4つの領域での変化を導き出すことを目標としています。

新型コロナウイルスのパンデミック期間中、台湾のデジタル政府システムは優れた効果を発揮しま

した。マスク在庫のリアルタイム照会、自主隔離管理システムなどを通じて効果的な対応を導き出

し、台湾のデジタル政府モデルが危機状況においても効果的に作動しうることを証明しました。台

湾のデジタル政府は技術的な革新性と民主的な価値の調和を追求しているという点で独自のモデル

と評価されており、これはAIによる公共イノベーションにおいても重要な原則として作用していま

す。

4.2 g0v（ガブ・ゼロ）運動とシビックハッキング

台湾のデジタル政府の刷新において最も注目すべき特徴の一つは、「g0v（ガブ・ゼロ）」運動に

代表される市民主導のシビックハッキング（civic hacking）文化です。g0vは2012年に始まった市

民技術者によるオープンソースコミュニティで、政府を意味する「gov」の「o」を「0」に変えた

名前を使用しています。これには、既存の政府システムに代わる選択肢（alternative）を作るとい

う意味が込められています。

g0vコミュニティは、「私たちが不満に思うことは、自分たちで直そう（Fix what we complain

about）」という哲学のもと、政府データを活用して市民が直接公共問題を解決するプロジェクト

を開発しています。政府予算の可視化、法案追跡システム、環境汚染モニタリングプラットフォー

ムなど、多様な市民フレンドリーなデジタルツールを作り、公共サービスを改善しました。

新型コロナウイルスのパンデミック期間には「マスクマップ（Mask Map）」プロジェクトが大きな

注目を集めました。台湾政府がマスクの販売データを公開すると、g0vの開発者たちはわずか一日

で全国の薬局のマスク在庫をリアルタイムで表示するアプリを開発しました。このアプリは市民が
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効率的にマスクを購入するのを助け、その後政府が公式アプリとして採用し、さらに発展させまし

た。

シビックハッキングの核心は、政府と市民の間の協力的な関係です。台湾政府はg0vのような市民

コミュニティを抑制したり統制したりする代わりに、彼らの活動を積極的に支援し、その成果を公

共サービスに統合するアプローチをとっています。オードリー・タン・デジタル大臣はg0vの出身

であり、市民ハッカーたちの文化と価値を政府の内部に持ち込む上で重要な役割を果たしました。

単なる技術的な革新を超えて、民主主義を強化する手段として定着しました。これは「デジタルで

民主主義をアップグレードする（Upgrade democracy with digital technology）」という台湾のデ

ジタル政府の哲学をよく示している事例です。このようなアプローチは、AIのような先端技術を導

入する際にも、市民参加と透明性を中心に据える基盤となっています。

4.3 vTaiwanとAIベースの市民参加プラットフォーム

台湾のvTaiwan（ブイ・タイワン）は、AI技術を活用した革新的な市民参加プラットフォームで、

デジタル時代の民主的な意思決定モデルとして全世界的な注目を集めています。2015年に始まった

このプラットフォームは、複雑で論争的なデジタル政策の問題について、大規模な市民参加と合意

形成を可能にすることを目指しています。

vTaiwanの運営プロセスは大きく4つの段階に分かれます。第1段階は「アジェンダ設定（Agenda

setting）」で、政府、市民、企業など多様な利害関係者が議論するテーマを提案します。第2段階

は「理解（Understand）」で、該当するテーマについての背景情報と多様な観点が提供されます。

第3段階は「熟議（Deliberation）」で、市民がオンラインプラットフォームを通じて自由に意見を

提示し議論します。最後は「決定（Decision）」で、議論の結果をもとに政策勧告案が形成されま

す。

vTaiwanの最も革新的な部分は、「Pol.is（ポリス）」というAIベースの意見集約ツールを活用して

いる点です。Pol.isは、参加者が提示した意見に対して賛成・反対を表示する過程で生成されるデー

タを機械学習アルゴリズムで分析します。これにより数千人の意見をクラスター化し、参加者間の

意見の関連性を視覚化して、合意形成の可能性が高い領域を見つけ出します。特定の利益団体や少

数の声が過度に強調されるのを防ぎ、多様な観点をバランスよく考慮できるという利点があります。

vTaiwanを通じて議論された代表的な事例としては、ウーバー（Uber）のような共有経済サービス

の規制、フィンテック産業の規制、オンラインでのアルコール販売制限などがあります。ウーバー

規制の議論はvTaiwanの成功事例として評価されています。政府、タクシー業界、ウーバー、消費

者など多様な利害関係者が参加したこの議論は、ウーバーの合法的な運営のための新しい規制フレー

ムワークを導き出すことに寄与しました。

vTaiwanの成功をもとに、台湾政府は2015年に「Join」プラットフォームをリリースし、より広い

範囲の政府政策に対する市民参加を拡大しました。Joinプラットフォームは、政府省庁の政策提案

に対する市民の意見集約、市民発案の請願、参加型予算など多様な市民参加機能を提供します。

5,000人以上の署名を集めた請願については、関連省庁が必ず公式回答をしなければならない制度

を導入し、市民の意見の影響力を高めました。
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vTaiwanとJoinプラットフォームは、AI技術を活用した市民参加の新しいモデルを提示し、次のよ

うな意義を持ちます。第一に、デジタル技術を通じて既存の間接民主主義の限界を補完する直接参

加メカニズムを構築しました。第二に、AI技術を民主的なプロセスを強化するツールとして活用し、

技術と民主主義の調和のとれた発展の可能性を示しました。第三に、政府政策の透明性と責任性を

高めることで、市民の信頼を築くことに寄与しました。

台湾のこのような経験は、AI技術が単に行政効率を高めるツールではなく、民主主義のプロセスを

革新し、市民参加を拡大する手段になりうることを示しています。これはAI時代のデジタル民主主

義に関する重要な実験事例として評価されています。

4.4 AIベースの公共サービス革新事例

台湾はAI技術を活用して多様な公共サービスを刷新しており、市民のニーズと参加を中心に据えた

アプローチが際立っています。台湾の主なAIベースの公共サービス刷新の事例を見てみましょう。

健康保険システムと医療AI：台湾は国民健康保険制度を運営しながら膨大な医療データを蓄積して

きました。台湾健康保険署（NHIA）はこのデータを活用してAIベースの医療サービスを開発してい

ます。「NHI MediCloud」システムは患者の医療記録をクラウドに保存し、AIアルゴリズムを通じ

て医薬品の副作用リスク、検査の重複、治療パターンなどを分析します。新型コロナウイルスの期

間中には、AI技術を活用して感染者の動線を分析し、感染リスクの高い地域を予測するのに活用し

ました。

デジタルIDシステム：台湾のデジタルIDシステムは、個人情報の保護と利便性を同時に追求するモ

デルと評価されています。「TW FidO」システムは生体認証技術とAIセキュリティ機能を活用し、

安全なデジタル身元確認を提供しつつも、最小限の個人情報のみを共有するプライバシー中心の設

計を採用しました。このシステムは政府サービスへのアクセス、銀行取引、医療情報の確認など多

様な状況で活用されており、遠隔医療のような新しいサービスモデルを可能にしました。

スマート交通システム：台北をはじめとする台湾の主要都市は、AIベースのスマート交通システム

を導入して交通の流れを最適化しています。「i-Traffic」システムは道路センサー、CCTV、車両の

GPSデータをAIで分析してリアルタイムの交通状況を予測し、信号機の制御や交通迂回案内を自動

化します。また、公共交通機関の利用者のための「Metro GO」アプリは、AIアルゴリズムを活用し

てパーソナライズされた移動ルートを推奨し、混雑度を予測してバランスの取れた乗客の分散を誘

導します。

環境モニタリングと災害対応：台湾は地震や台風などの自然災害に脆弱な地理的特性を持っており、

AIを活用した災害予測と対応システムを積極的に開発してきました。「知能型災害警報システム」

は、気象データ、地震計の情報、ソーシャルメディアの分析などをAIで統合分析して災害発生の可

能性を予測し、カスタマイズされた警報を提供します。また「Air Box」プロジェクトは、市民が直

接設置した空気質測定器のデータをAIで分析し、微小粒子状物質の分布と移動経路を予測する参加

型環境モニタリングシステムです。

農業支援システム：台湾は限られた農地で効率的な食料生産を行うため、AIベースのスマート農業

システムを開発しました。「農業知能化プラットフォーム」は、気象データ、土壌情報、作物の生

育状態などをAIで分析し、最適な農作物管理の方策を提示します。また、ドローンと衛星画像をAI
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で分析して病害虫の発生を早期に探知し、農薬の使用を最小限に抑える精密農業システムも運用し

ています。

4.5 AIガバナンスと倫理フレームワーク

台湾はAI技術の発展とともに、これを責任を持って活用するためのガバナンスと倫理フレームワー

クの構築に積極的な努力を傾けています。台湾のAIガバナンスへのアプローチは、政府主導ではな

くマルチステークホルダー参加（multi-stakeholder participation）モデルを採用しているという特

徴があります。

2018年、台湾政府は「AI台湾行動計画（AI Taiwan Action Plan）」を発表し、AI技術の開発とと

もに、倫理的、法的、社会的な影響への考慮を重要な柱として盛り込みました。

台湾のAIガバナンス・フレームワークは、次のような原則を含んでいます。第一に「人間中心（

Human-centric）」の原則です。AI技術は人間の自律性と尊厳を尊重し、人間の福祉を増進する方

向に開発されなければなりません。第二に「持続可能性（Sustainability）」の原則です。AI開発は

経済的、社会的、環境的に持続可能な方法で行われなければなりません。第三に「透明性と説明可

能性（Transparency and Explainability）」の原則です。AIシステムの意思決定プロセスは透明で

理解可能でなければなりません。第四に「責任性（Accountability）」の原則です。AIシステムの

開発者と運用者はその結果に対して責任を負わなければなりません。第五に「公正性と多様性（

Fairness and Diversity）」の原則です。AIシステムは偏向と差別を防止し、多様な価値と文化を尊

重しなければなりません。

これらの原則を実行するために、様々な制度とイニシアチブを推進しています。「人工知能倫理委

員会（AI Ethics Committee）」は政府、産業界、学界、市民社会の代表者で構成され、AI倫理ガイ

ドラインを開発し、重要なAI倫理問題について助言を提供します。公共部門のAIシステム導入時に

義務的に実施する「AI影響評価（AI Impact Assessment）」は、AIシステムが社会や個人に及ぼし

うる影響を事前に評価し、否定的な影響を最小限に抑えるための措置を講じさせます。

また「AIリテラシー向上プログラム（AI Literacy Enhancement Program）」を通じて、市民がAI

技術を理解し批判的に評価できる能力を養えるよう支援しています。これは小・中・高校のAI教育

の強化、大人向けのAI教育プログラムの運営、オンライン学習資料の提供など多様な方法で行われ

ます。

台湾の独特なアプローチの一つは、「参加型AIガバナンス（Participatory AI Governance）」モデ

ルです。これはAIの政策や規制を開発するプロセスに、市民や多様な利害関係者が直接参加できる

機会を提供します。vTaiwanプラットフォームを活用した「自動運転車倫理ガイドライン」の策定

プロセスが代表的な事例で、数千人の市民が自動運転車が直面しうる倫理的ジレンマ（例：トロッ

コ問題）についての意見を提示し議論しました。

もう一つの特徴は「オープンソースAIガバナンス（Open-source AI Governance）」アプローチで

す。台湾政府は公共部門で使用されるAIアルゴリズムのソースコードと学習データを可能な限り公

開し、市民がAIシステムの作動方式を検討してフィードバックを提供できるようにしています。こ

れは「g0v」コミュニティのような市民技術者が、公共AIシステムをモニタリングし改善するのに

寄与できる環境を整えています。
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5. アジア主要国の比較と示唆

アジアの主要国であるシンガポール、日本、中国、台湾の人工知能行政戦略は、各国の歴史的、文

化的、政治的背景を反映しており、独特な特徴を見せています。

第一に、ガバナンス構造と意思決定の方式において違いが見られます。中国は強力な中央集権的トッ

プダウン方式でAI戦略を推進し、迅速な意思決定と大規模な投資を可能にしていますが、市民の参

加と多様性は制限されています。シンガポールは政府主導のもと産業界と密接に協力する効率的な

モデルを見せています。日本は産学官連携の体系を構築して各主体の役割を明確にしており、台湾

は市民参加と協力を強調するボトムアップのアプローチを特徴としています。

第二に、活用の優先順位においても違いがあります。中国はグローバルなAI技術の主導権確保と国

家安全保障の強化に重点を置いており、シンガポールはスマートシティの構築と公共サービスの効

率化に焦点を合わせています。日本は高齢化と人口減少の問題解決のためのAI活用に注力していま

す。台湾は民主主義の強化と市民参加の拡大のためのAI技術活用を重視しています。

第三に、倫理と規制へのアプローチにおいても重要な違いがあります。中国は国家の安全と社会の

安定を優先する規制体系を構築しており、シンガポールは実用的でバランスの取れた規制を通じて

革新と安全の調和を追求しています。日本は「人間中心のAI」を強調して包摂的なアプローチをとっ

ており、台湾は参加型ガバナンスを通じて市民がAI倫理原則の策定に直接参加するモデルを発展さ

せています。

第四に、データ政策とインフラの側面においても多様なアプローチを見せています。中国は膨大な

データ規模と中央集権的アプローチによって大規模なデータ収集が可能ですが、プライバシーへの

懸念も大きく提起されています。シンガポールは統合されたデータプラットフォームを構築して効

率的なデータ共有を推進しており、日本は府省間のデータ連携のための標準化に注力しています。

台湾は市民参加型のデータガバナンスモデルを発展させています。

第五に、市民参加とデジタル包摂性の側面においても違いが際立っています。中国は効率性を中心

としていますが市民参加は限定的であり、シンガポールは市民の利便性を強調していますが政府主

導の性格が強いです。日本は地域コミュニティ中心の包摂的なアプローチをとっており、台湾はデ

ジタル参加民主主義を積極的に発展させ、市民参加をAI政策の中心に置いています。

アジア主要国の人工知能行政戦略から得られる総合的な示唆は次の通りです。

第一に、国家の特性に合ったAI戦略策定の重要性です。各国は自国の社会経済的状況、文化的背景、

政治体制に合ったAI戦略を発展させています。したがって、AI戦略を策定する際にはグローバルト

レンドを参考にしつつ、各国の特殊性と強みを考慮した差別化されたアプローチが必要です。

第二に、価値のバランスです。技術的な革新と、社会的価値（倫理、公正性、透明性、民主主義な

ど）のバランスをとることが、持続可能なAI発展の核心です。これは、AI技術が社会に及ぼす影響

を総合的に考慮し、技術発展が社会的価値と調和できるようにするアプローチを要求します。

第三に、マルチステークホルダー参加の重要性です。政府、産業界、学界、市民社会など多様な利

害関係者がAI政策の決定に参加する包摂的なガバナンスモデルが、AIの社会的受容性と信頼を高め
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る上で重要です。これは、AIのような複雑な技術の社会的影響を多様な観点から評価し対応する上

で不可欠です。

第四に、AI人材の育成と能力強化の緊急性です。すべての国がAI人材の確保と能力強化を主要課題

として認識しており、これはAI競争力の核心要素です。専門人材の養成だけでなく、一般市民のAI

リテラシー向上も重要な課題として浮上しています。

第五に、国際協力と標準化の必要性です。AIは本質的にグローバルな技術であるため、国際的な協

力と標準化を通じて相互運用性と安全性を確保することが重要です。アジア地域内での協力を強化

し、地域的特性を反映したAIエコシステムを構築する努力が必要です。

AI行政戦略は、単なる技術導入以上の意味を持ちます。それは政府の役割や機能、市民との関係、

社会的価値の実現方法などを根本的に再定義する過程です。アジアの主要国は、それぞれの状況と

価値観を反映した多様なAI行政モデルを発展させており、このような多様性はAI時代の政府モデル

に関する豊かな洞察を提供しています。今後、各国が互いの経験から学び協力し合い、より革新的

で包括的なAI行政モデルを発展させていくことが期待されます。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第4章 その他の主要国および国際機関のAI行政戦略

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. オーストラリア デジタル・トランスフォーメーション庁（Digital Transformation Agency）

1.1 オーストラリアのAI行政戦略の概要

オーストラリアは、公共部門のデジタルトランスフォーメーションとAI導入に積極的な国です。

2019年に「AI倫理フレームワーク」を発表し、2021年には「AIアクションプラン（AI Action

Plan）」を策定して、AIの開発と活用を促進するための国家的な取り組みを体系化しました。オー

ストラリアのAI行政戦略は、経済成長、サービスの改善、社会的包摂という3つの目標をバランスよ

く追求しています。

AI行政の推進において最も重要な役割を担う機関は、デジタル・トランスフォーメーション庁（

Digital Transformation Agency、DTA）です。DTAは、公共部門へのAI導入の中心機関として、戦

略の策定、標準の制定、ベストプラクティスの共有、能力強化など、さまざまな活動を展開してい

ます。

1.2 デジタル・トランスフォーメーション庁の役割と活動

DTAは、オーストラリア政府のデジタルトランスフォーメーションを牽引する中核機関であり、AI

行政の革新においても重要な役割を担っています。DTAの主な活動は以下の通りです。

DTAは「デジタルサービス標準（Digital Service Standard）」を開発し、すべての政府機関が従う

べきデジタルサービスのデザインと提供の基準を提示しています。この標準はAIシステムにも適用

され、ユーザー中心、アクセシビリティ、セキュリティ、プライバシー保護などの原則を盛り込ん

でいます。

DTAは、政府機関がAIプロジェクトを計画・実行する際に準拠できる実用的なガイドラインを提供

しています。「人工知能プロジェクト管理ガイド（AI Project Management Guide）」や「AI調達

ガイド（AI Procurement Guide）」などがその代表例です。

DTAは「デジタル・マーケットプレイス（Digital Marketplace）」というプラットフォームを運営

し、政府機関とデジタルソリューション提供業者を繋いでいます。これにより、政府機関は必要な

AIソリューションや専門サービスを、より容易かつ効率的に調達することができます。

DTAは「デジタル専門家アドバイザリーパネル（Digital Expert Advisory Panel）」を運営し、AIを

含む新技術の導入に関する専門的な助言を政府に提供しています。このアドバイザリーパネルは、

学界、産業界、公共部門の専門家で構成されています。

1.3 オーストラリアの公共部門におけるAI活用事例
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オーストラリア国税庁（Australian Taxation Office）は「Alex」というAIチャットボットを導入し、

納税者の質問に24時間体制で対応しています。Alexは自然言語処理技術を活用して、複雑な税務問

題に関するパーソナライズされた案内を提供しており、毎年数百万件の問い合わせを処理していま

す。

オーストラリア国防省（Department of Defence）は「統合投資プログラム（Integrated

Investment Program）」を通じて、AIを国防分野に適用しています。情報分析、サイバーセキュリ

ティ、自律システムなどにAIを活用し、国防力を強化しています。

1.4 オーストラリアのAI能力強化の取り組み

オーストラリア政府は、公共部門のAI能力を強化するためにさまざまな努力を傾けています。これ

らの取り組みは、人材育成、技術開発、協力ネットワークの構築など、多方面で行われています。

CSIRO（オーストラリア連邦科学産業研究機構）の「Data61」は、オーストラリアのデータ・イノ

ベーション・ネットワークであり、公共部門のAI研究と開発を主導しています。Data61は、AIアル

ゴリズム、データ分析、サイバーセキュリティなどの分野で世界水準の研究を遂行し、その結果を

政府機関と共有しています。

オーストラリア公共サービス委員会（Australian Public Service Commission）は、「デジタル能力

構築プログラム（Building Digital Capability Program）」を通じて、公務員のデジタル能力を強化

しています。このプログラムにはAIの理解と活用に関する教育が含まれており、あらゆるレベルの

公務員を対象としています。

オーストラリア政府は、AIセンター・オブ・エクセレンス（AI Centre of Excellence）を設立し、

公共部門におけるAI革新のハブとして活用しています。このセンターは、AIプロジェクトの助言、

技術支援、ベストプラクティスの共有などの役割を担っています。

2. イギリスのCDDOとGDS

2.1 イギリスのAI行政戦略の概要

イギリスは、公共部門のデジタル革新とAI導入において、世界的な先導国として認められています。

イギリス政府は2021年に「国家AI戦略（National AI Strategy）」を発表し、AI技術の開発と活用

のための10年計画を提示しました。これは、経済成長、社会的利益、ガバナンスの強化という3つ

の軸を中心に構成されており、公共部門へのAI導入も重要な部分として扱われています。

イギリスのAI行政推進において中心的な役割を果たす2つの機関は、中央デジタル・データ庁（

Central Digital and Data Office、CDDO）と政府デジタル・サービス（Government Digital

Service、GDS）です。CDDOは政府全体のデジタル戦略と政策を策定する役割を担い、GDSは実際

のデジタルサービスの設計と提供を担当しています。両機関は緊密に連携し、イギリス公共部門の

AI革新を牽引しています。GDSは2011年に設立され、GOV.UKプラットフォームの運営といった実

際のデジタルサービスの具現化に重点を置いています。CDDOは2021年にGDSから分離して設立さ

れ、デジタル戦略の策定と標準の制定に集中しています。



38

両機関とも内閣府に所属していますが、役割が異なります。CDDOは「思考する頭脳」の役割を担

い、政府のデジタル方針とAI活用の指針を開発します。GDSは「実行する手」として、800人以上

の人員でユーザー中心のサービスを作成し、アジャイル開発方式を強調しています。CDDOとGDS

は互いに協力し、補完的な関係を維持しています。CDDOが技術実施要綱を提供すれば、GDSはそ

れに基づいてサービスを具現化します。イギリス政府は、2022年から2025年までのデジタルロー

ドマップを通じて、両機関の協業によりデジタル政府を発展させようとしています。

2.2 中央デジタル・データ庁（CDDO）の役割

CDDOは2021年に設立された機関で、イギリス政府のデジタル戦略、標準、ガバナンスを統括する

役割を担っています。CDDOの主な活動は以下の通りです。

CDDOは「デジタル・データ・技術戦略（Digital, Data and Technology Strategy）」を策定し、

政府全体の方向性を提示しています。これには、AIを含む新技術の導入と活用に関する指針が含ま

れています。また、CDDOは「データ倫理フレームワーク（Data Ethics Framework）」を開発し、

政府機関がデータとAIを倫理的に活用できるよう支援しています。

CDDOは「デジタル機能標準（Digital Function Standard）」を制定し、公共部門のデジタルサー

ビスの品質と一貫性を保証しています。これはAIシステムの設計、開発、運用にも適用されます。

2.3 政府デジタル・サービス（GDS）の活動

GDSは2011年に設立され、イギリス政府のデジタルサービス革新を主導してきた機関です。GDSは、

AI技術を活用した公共サービスの改善にも積極的に取り組んでいます。GDSの主な活動は以下の通

りです。

GDSは「GOV.UK」プラットフォームを運営し、政府サービスへの単一のアクセスポイントを提供

しています。最近では、AI技術を活用して個人ごとのパーソナライズされたサービスを提供したり、

コンテンツ管理を自動化したりするなどの革新を推進しています。

GDSは「サービスデザイン標準（Service Design Standard）」を開発し、ユーザー中心のデジタル

サービス設計を促進しています。ユーザーのニーズを核に置くアプローチを強調しています。また、

GDSは「GOV.UK Notify」や「GOV.UK Pay」などの共通コンポーネント（Common Components）

を開発し、政府機関が容易に活用できるようにしています。

イギリスは公共部門において人工知能（AI）を積極的に導入し、新たな革新の道を切り拓いていま

す。

イギリス国民保健サービス（NHS）は、AIを活用して医療分野で革新的な変化を遂げています。AI

ベースの画像診断、疾患予測、個人に合わせた治療法などを通じて、病気診断の正確性を高め、患

者の治療効果を最大化しています。2019年に設立された「NHS AI Lab」は、未来の医療技術発展

のための核心的なプラットフォームとして、継続的な研究と革新を加速させ、健やかな社会に向け

た希望あるビジョンを提示しています。

イギリス裁判所・審理所庁（HM Courts & Tribunals Service）は、AIを活用して司法システムの新 

たな可能性を広げています。事件の自動分類、文書分析、スマートな判例検索などを通じて、より
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迅速かつ透明な法的プロセスを実現しており、司法サービスへのアクセシビリティを大幅に向上さ 

せています。

イギリス内務省（Home Office）は、国境管理およびセキュリティ強化にAI技術を積極的に導入し

ています。顔認証技術を活用した迅速かつ効率的な入国審査システム、AIベースのリスク評価によ

るスマートな出入国管理、およびサイバーセキュリティの脅威検知により、より安全なイギリスを

創り上げています。イギリスを訪れる人々に迅速な入国手続きを提供すると同時に、国家セキュリ

ティを一段と強化する効果が期待されています。

イギリス歳入関税庁（HM Revenue & Customs）は、税金徴収のプロセスにAIを活用し、透明で効

率的な税務システムを構築しています。AIアルゴリズムが脱税のリスク要因を迅速に検知し、納税

者の質問に自動で対応するチャットボットシステムを導入して、国民の利便性を高めています。こ

れにより、税務運営の効率性が向上するだけでなく、納税者が容易かつ迅速に税務サービスを受け

られるという、肯定的な変化が起きています。

ロンドン交通局（Transport for London）は、AIを利用した先端的な交通システムの構築により、

都市生活の利便性を高めています。リアルタイムで交通データを分析して混雑を予測し、スマート

信号機を通じて最適な交通の流れを維持し、公共交通機関の運行計画を精緻化することで、市民の

移動の利便性を増大させています。このような変化は都市全体の効率性を高め、未来型のスマート

シティの発展を早めています。

3. 北欧諸国：市民中心のデジタル政府とAI

3.1 北欧のデジタル政府の特徴と背景

フィンランド、スウェーデン, ノルウェー、デンマーク、アイスランドなどの国々は、高い水準のデ

ジタル能力と成熟した市民意識を基盤に、人間を核としたデジタル政府体系を構築しており、技術

の発展と人間の価値が調和するAI倫理を先導的に推進しています。

これらの国々が構築したデジタル政府モデルには、いくつかの共通した特徴があります。第一に、

卓越したデジタルインフラがその土台となっています。ブロードバンドの普及率が世界最高水準で

あり、デジタルサービスへのアクセシビリティが非常に優れています。第二に、市民の積極的なデ

ジタル参加です。オンライン投票や政策討論プラットフォーム、市民提案システムなどを通じて、

政策決定プロセスに市民が直接参加し、意見を表明できる環境を整えています。第三に、データに

基づく政策決定の普遍化です。公共データを透明に開放し、それに基づいた証拠中心の政策決定を

実践しています。

成果の背景にはいくつかの要因が存在します。まず、政府と市民の間の高い信頼があります。北欧

では長い年月をかけて政府への信頼が築かれてきたため、新しいデジタルシステムやAI技術の導入

に対する市民の拒否感が少なく、受容性が高いです。また、福祉国家という社会的伝統も大きな影

響を与えています。市民の福祉と公共サービスの改善に対する期待と支持が強いため、デジタル革

新が円滑に進むことができました。最後に、協調的なガバナンスの文化がこれらの国のデジタル革

新を支えています。政府、企業、学界、および市民社会が緊密に協力して政策を開発・実行する、

成熟した協力システムが存在します。
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3.2 フィンランドのAI行政戦略

フィンランドは2017年、ヨーロッパで初めて国家AI戦略である「Finland's Age of Artificial 

Intelligence」を発表しました。AIをフィンランドの競争力強化と国民の福祉向上の鍵と捉え、公共

部門におけるAI活用を積極的に奨励しました。フィンランド政府は2019年に「AuroraAI」プログ

ラムを開始しましたが、これはAIを活用して市民一人ひとりの生活状況に合わせたパーソナライズ

された公共サービスを提供することを目指しています。

AuroraAIの核となるアイデアは「ライフサイクルベースのサービス」です。大学卒業、転職、出産、

引退など、人生の主要な転換点で市民が必要とする可能性が高いさまざまなサービスをAIが予測し、

統合的に提案します。市民が自ら複数の機関を回る必要はなく、AIが関連するサービスを一箇所で

案内してくれるのです。

フィンランドはAI倫理においても先導的なアプローチを見せています。「Ethics of AI」研究プログ

ラムを通じて、AIシステムの透明性、責任、公正性に関するガイドラインを開発しました。フィン

ランドは、市民がAIシステムの倫理的原則を理解し参加できるよう、「Elements of AI」という無

料のオンライン教育コースを提供しており、このコースは多言語に翻訳され、世界中で人気を博し

ています。

フィンランドのAI戦略で注目すべき点は「実験文化」です。政府は小規模なパイロットプロジェク

トを通じてAIソリューションをテストし、成功事例を段階的に拡大する手法を取っています。これ

は、リスクを最小限に抑えながら革新を促進するのに効果的です。

3.3 スウェーデンのAI行政戦略

スウェーデンは2018年に「National Approach for Artificial Intelligence」を発表し、AIを通じた

国家競争力の強化と社会的課題の解決を目指しています。スウェーデンのAI戦略は教育、研究、革

新、インフラなど多様な領域を網羅しており、公共部門におけるAI活用を重要視しています。

スウェーデンは公共部門へのAI導入を促進するため、デジタル政府庁（DIGG：Agency for Digital

Government）を設立しました。DIGGは、公共機関のデジタルトランスフォーメーションを支援し、

AIプロジェクトのガイドラインを提供し、成功事例を共有する役割を担っています。スウェーデン・

イノベーション庁（Vinnova）は、「AI Competence for Sweden」プログラムを通じて公共部門

のAI能力強化を支援しています。

注目すべきは「チャットボット・プロジェクト」です。多くの自治体や政府機関がAIベースのチャッ

トボットを導入し、市民の問い合わせに24時間対応しています。

スウェーデンのアプローチで強調されているのは「協調的ガバナンス」です。政府、企業、学界、

市民社会が共同でAI政策を開発・実行するモデルを採用しており、これは多様な観点を反映したバ

ランスの取れたAIの発展に寄与しています。

3.4 デンマークのAI行政戦略

デンマークは2019年に「National Strategy for Artificial Intelligence」を発表しました。この戦略

は、デンマークが「責任あるAI開発のグローバルリーダー」になることを目指しており、公共部門
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におけるAI活用に重きを置いています。デンマーク政府は2022年までに30以上の公共AIプロジェ

クトを実行するという目標を立て、そのために多額の予算を投じました。

デンマークの公共部門におけるAI戦略の核心的要素は「データガバナンス」です。公共データをAI

開発に活用できるようにしつつも、個人情報保護とデータセキュリティを強化するバランスの取れ

たアプローチを追求しています。デンマークはAIシステムの透明性と説明責任を強調しています。

「デンマーク・アルゴリズム評議会（Danish Algorithm Council）」は、公共部門のAIシステムが

透明で分かりやすくなるようなガイドラインを開発しました。

デンマークのアプローチでユニークな点は「参加型設計」です。AIシステムを開発する際、最終的

なユーザーである市民や公務員を設計プロセスに積極的に参加させ、実際のニーズや懸念を反映し

たシステムを作ろうとしています。このようなアプローチは、AIシステムの使いやすさと受容性を

高めることに寄与しています。

3.5 ノルウェーのAI行政戦略

ノルウェーは2020年に「National Strategy for Artificial Intelligence」を発表しました。この戦略

は、AIを通じた公共サービスの改善、ビジネスの発展、知識基盤の拡大を目指しており、ノルウェー

の強みであるエネルギー、海洋、ヘルスケア分野におけるAI活用を強調しています。

ノルウェーの公共部門におけるAI戦略は「デジタル包摂」に大きな比重を置いています。すべての

市民がデジタルサービスとAIの恩恵に平等にアクセスできるようにすることを、重要な目標として

掲げています。「デジタル・ノルウェー（Digital Norway）」イニシアチブは、デジタル能力構築

プログラムを通じて、市民が新しいデジタルサービスを効果的に活用できるよう支援しています。

ノルウェーの「デジタル建築許可（Digital Building Permit）」システムは、建築許可プロセスにAI

と先端デジタル技術を融合させ、行政手続きを大幅に簡素化し正確性を向上させようとする画期的

な試みです。このシステムは、複雑な建築規定や環境規制、土地利用計画などをAIが自律的に分析・

評価することで、従来の対面・手作業ベースの検討で発生していた非効率性を克服しようとしてい

ます。BIM（ビルディング・インフォメーション・モデリング）ベースで設計された建築モデルと規

制データを統合的に管理・分析し、許可プロセス全体をデジタル化しています。

パイロットプロジェクトでこのシステムの可能性と実効性が実証されており、自動化された規制検

討を通じて許可処理時間を画期的に短縮した成功事例も登場しています。さらに、このシステムは

AIとGIS（地理情報システム）を結合し、地理的情報と建築データを同時に分析することで、より精

密で統合的な許可管理のビジョンを提示しています。このような革新的なシステムの全国的な拡大

と完全な定着のためには、解決すべき課題も存在します。データの統合における技術的な難しさや、

法的規定のデジタル化プロセスで発生する法的責任の明確化、およびシステムを運用する公務員の

デジタル能力の強化が求められます。これらの課題を克服できれば、ノルウェーの「デジタル建築

許可」システムは、世界中の行政デジタル化とAI活用の模範事例となるでしょう。ノルウェーのAI

デジタル建築許可システムは、まだ完成された制度というよりは、現在進行形の革新です。

ノルウェーはAI倫理に関してユニークなアプローチをとっています。「ノルウェー技術委員会（

Norwegian Board of Technology）」は、「AIと民主主義」プロジェクトを通じて、AIが民主的価

値や市民の権利に与える影響を研究しています。ノルウェーは「責任あるAI（Responsible AI）」
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原則を開発し、AIシステムが透明性、公正性、責任を備えるためのガイドラインを提供しています。

ノルウェーのアプローチで強調されている点は「持続可能性」です。AIシステムの環境的影響を考

慮し、持続可能な開発目標（SDGs）の達成にAIを活用する方策を積極的に模索しています。ノルウェ

ー環境庁はAIを活用した環境モニタリングシステムを開発し、自然保護と気候変動への対応に活用

しています。

3.6 アイスランドのAI行政戦略

人口が少ない国であるにもかかわらず、アイスランドはデジタル政府とAI導入において革新的な姿

を見せています。アイスランドは2020年に「デジタル・アイスランド（Digital Iceland）」戦略を

発表し、それを通じて公共サービスのデジタルトランスフォーメーションとAI活用を促進していま

す。

アイスランドの公共部門におけるAI戦略の核心的要素は「市民参加」です。「ベター・レイキャビ

ク（Better Reykjavik）」のようなプラットフォームを通じて、市民が政策のアイデアを提案し投

票することができ、AIはこれらの市民参加データを分析して政策開発に活用します。

注目すべきAI行政事例としては、「Bærinn minn」アプリがあります。このアプリはAIを活用して、

市民が日常的な問題（道路の破損、街灯の故障など）を簡単に報告し、追跡できるようにしてくれ

ます。AIは報告データを分析してパターンを特定し、リソース配分の最適化を支援します。

アイスランドは、デジタル民主主義とAI倫理の連携に特別な関心を寄せています。「アイスランド

AI倫理研究所（Icelandic AI Ethics Lab）」は、AIシステムが民主的価値や人権を尊重することを保

証するための研究を行っています。アイスランドはまた、「デジタル市民権（Digital Citizenship）」

の概念を発展させ、デジタル環境における市民の権利と責任を定義する作業を進めています。

アイスランドのアプローチでユニークな点は、「小規模社会の強み」を活用していることです。人

口が少なく社会的な繋がりが緊密であるという特性を活かし、新しいデジタルソリューションを迅

速にテスト・改善できる「リビングラボ（Living Lab）」モデルを適用しています。

3.7 北欧モデルの共通原則と示唆

北欧諸国のAI行政戦略には、いくつかの共通した原則が盛り込まれています。その第一は「人間を

中心としたAI」です。技術そのものよりも人々の生活がより良くなり、社会的価値を実現すること

に集中します。第二は「信頼と透明性」です。AIが下す決定が明確で理解しやすいものでなければ

ならないという原則を重視しています。第三は「包摂性と平等」の価値です。誰もがAI技術が提供

する恩恵を平等に享受できるべきであり、既存の不平等を深刻化させないよう、きめ細かな注意を

払っています。最後の第四は「実験と学習の姿勢」です。小規模な実証事業でAI技術をまず試験し、

その結果から学びながら徐々に政策を発展させていく手法を好みます。

北欧諸国のAI行政戦略は、私たちにいくつかの静かな響きを与えてくれます。まず、技術の発展と

社会的価値のバランスが重要であることを思い起こさせます。技術が発展するほど、人権や民主主

義、平等といった価値を細かく振り返る余裕が必要です。また、協力と対話を基盤とするガバナン

スが必要である点も強調されています。政府、企業、学界、市民社会が共に集まって悩み、解決策
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を探っていくとき、最も良い方向が作られます。さらに、市民の能力を地道に育てていくことも重

要です。市民がAIを正しく理解し活用できるよう、十分な教育と支援が必要です。北欧のAI戦略は

結局、技術と人間の価値を穏やかに調和させる知恵を示しています。AIがもたらす可能性を十分に

享受しつつ、その中に隠れたリスクを静かに見守りながら進んでいく方向性です。

4. ドイツの公共部門における人工知能（Künstliche Intelligenz）

ドイツ政府は人工知能（KI）を公共部門に導入し、政策決定と公共サービスの質を高めています。

KIは公務員の業務負担を軽減し、より重要な業務に集中できるようにするとともに、政府機関がよ

り良い政策を開発し、正確な決定を下すのを支援します。また、市民とのコミュニケーションを強

化し、公共サービスのスピードと品質を向上させることにも寄与しています。このプロセスで重要

なのは、KIシステムの使用が市民に透明に公開され、差別的な結果を招かないようにすることです。

ドイツは国家KI戦略において、公共部門のKIを必須要素として含めました。公共部門の効率性向上、

政府データ（OGD）の活用、および安全保障の強化を重点としています。具体的な目標としては、

サービスの提供改善と緊急対応能力の強化が挙げられます。ドイツのKI戦略は、国家レベルの他の

戦略（デジタル戦略、データ戦略など）と明確に関連付けられており、EUのAI法案およびEU調整済

みAI計画とも整合しています。EUのAI法案におけるリスクベースのアプローチは、公共部門で使用

される多くのKIシステムが高いリスクに分類される可能性があるという点で重要です。

KIはドイツの連邦、州、地方自治体のレベルでますます活用されるようになっています。オックス

フォード・インサイツの「政府AI準備指数2023」によると、ドイツは公共行政にKIを統合する能力

において、193か国中8位にランクされました。

具体的には、新型コロナウイルス感染症に関連する市民の問い合わせへの自然言語処理（NLP）を

活用した応答システム、児童手当の受給資格確認のための書類分類および情報抽出システム、視覚

障害者や身体が不自由な人々のための3D建物モデル生成、交通状況を追跡し信号機を制御するシス

テム、違法な画像と合法的な画像を区別する自動画像認識技術、政治的危機の可能性を評価するた

めの多要因分析システムなどがあります。

地方自治体レベルでは、市民サービスの向上のために言語モデルベースのツールが活用されており、

ハイデルベルク市やハイデンハイム市のチャットボット事例が代表的です。また、音声アシスタン

ト開発プロジェクト（S4CS）も進行中です。5. OECD、国連など国際機関のAIガバナンス原則と公

共部門ガイドライン

5.1 OECDのAIガバナンス原則

経済協力開発機構（OECD）は、人工知能（AI）ガバナンスに関する国際的な議論を主導する重要な

機関です。2019年5月、OECDは「AIに関する理事会勧告（Recommendation of the Council on

Artificial Intelligence）」を採択し、AIの活用方針に関する標準を提示しました。この勧告には、

OECD加盟38か国と、アルゼンチン、ブラジル、コスタリカ、クロアチア、ペルー、ルーマニアな

どの非加盟国も賛同しました。

OECDが提示したAI原則は、5つの核となる価値で構成されています。第一は「包摂的な成長と持続

可能な開発およびウェルビーイング」であり、AI技術が人間と地球にとってより良い生活と発展を
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促進するようにすることです。第二に「人間中心の価値と公正性」で、人工知能が人権と民主的価

値を尊重し、公正な社会を作ることに寄与すべきであるという点です。第三は「透明性と説明可能

性」で、AIシステムの動作と意思決定プロセスが誰にでも理解できるよう透明でなければなりませ

ん。第四は「堅牢性、セキュリティ、安全性」で、AI技術があらゆる段階で安全かつ信頼できるよ

うに管理されるべきであるということです。最後の第五は「責任（アカウンタビリティ）」で、AI

を開発・利用するすべての主体が責任を持って行動すべきであるということです。

「OECD AI Policy Observatory」を通じて各国の優良事例を共有し、国間の協力を強化しています。

また、「Going Digital」プロジェクトを通じて、デジタルトランスフォーメーション時代における

政府の役割と、AIの望ましい活用方法を研究しています。

5.2 ユネスコ（UNESCO）のAI倫理フレームワーク

2021年に採択された「AI倫理に関する勧告」は、世界で初めての包括的なグローバル倫理基準であ

り、人類全体が共存し繁栄できる方向性を示す重要なマイルストーンです。

この勧告が提示する4つの核となる価値は、私たちの未来を守る支えとなるでしょう。第一は「人間

の尊厳と人権、多様性の尊重」です。技術の発展が人間の基本的な尊厳を侵害せず、文化的・社会

的多様性を包摂する方向で行われなければなりません。

第二の価値は「環境と生態系の保護」です。AIが人間の利便性のためだけにあるのではなく、持続

可能な未来のための環境に配慮した発展と生態系の保全を促進しなければならないということです。

これは、人類が自然と共存し繁栄できる唯一の道だからです。

第三の原則は「包摂性、公正性、非差別」です。AI技術が特定のグループだけに利益をもたらした

り、新たな不平等を生み出したりすることなく、すべての人に公正な機会を提供しなければなりま

せん。これにより、AIはすべての人のための技術として定着します。

最後の第四の原則は「透明性、説明可能性、責任（アカウンタビリティ）」です。AIが人間の生活

に深く浸透するほど、技術の動作方式や意思決定プロセスは透明で明確でなければならず、その結

果に対する責任も明らかにされなければなりません。

ユネスコは、これらの原則が現実で実践されるよう、具体的な政策を提示しています。政府や公共

部門がAI倫理委員会を設立し、AIシステムの影響を徹底的に評価し、AI倫理に関する教育を強化し、

脆弱な階層のための保護措置を講じることを強調しています。

特に、ユネスコが強調する「グローバルな南北間の協力とデジタル格差の解消」は、AIが新たな不

平等の源泉となることを防ぎ、すべての国と地域がAI革新に参画し、その恩恵を享受できるように

することに重点を置いています。結局のところ、AIの発展はすべての人類が共に繁栄する未来へと

向かうための足がかりとなるべきです。

5.3 世界銀行の公共部門AIガイドライン

世界銀行は、特に開発途上国が限られた資源を効率的に活用しつつ、AI技術を段階的に導入するた

めの現実的な戦略を提示しています。
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世界銀行の「AI公共部門活用ガイドライン」は、経済的な実用性を基盤に設計された5つの核心要素

を強調しています。

第一に、「AI準備度評価」を通じて、政府が保有する技術的能力、インフラの状態、人的資源を分

析し、不要な資源の浪費を最小限に抑えて、最も実用的なAI導入案を決定できるよう支援します。

第二に、「カスタマイズされたAI戦略の策定」は、各国の財政状況や優先順位を反映し、最も経済

的に効果的な戦略を立てられるようにします。

第三に、「AIプロジェクトの効率的な設計および実行」の指針は、政府が予算内で成果を最大化し、

段階的なアプローチを通じて徐々にプロジェクト規模を拡大できるよう案内します。

第四に、「AIガバナンス体系の構築」を通じて、実質的かつ経済的に実行可能な法的・制度的基盤

を整え、持続可能な成長を可能にします。

最後に、「AI倫理と責任の確保」は、技術導入で発生しうる倫理的リスクとコストを削減し、信頼

されるAIシステムを構築するために不可欠な要素です。

世界銀行の段階的なアプローチは、開発途上国が限られた予算とインフラの中でもAI導入の経済的

実利を最大化し、段階的に技術能力を育てていけるよう支援します。これは、AI技術を経済的かつ

実用的に活用して、持続可能な地球村社会を構築するための現実的な方策です。

5.4 世界経済フォーラム（WEF）のAI調達ガイドライン

世界経済フォーラム（WEF）は、公共部門のAI調達に関する重要なガイドラインを開発した機関で

す。2020年に発表した「AI公共調達ガイドライン（Guidelines for AI Procurement）」は、政府

がAIソリューションを購入・導入する際に考慮すべき核心原則とベストプラクティスを提示してい

ます。

WEFのAI調達ガイドラインには、以下の原則が盛り込まれています。

第一に、「公共価値中心のAI調達」です。AI調達は、効率性だけでなく、公正性、透明性、責任と

いった公共価値を増進しなければなりません。

第二に、「市場参加の拡大」です。多様なサプライヤー、特に中小企業やスタートアップが公共AI

市場に参加できるようにしなければなりません。

第三に、「明確な結果の定義」です。AIソリューションが達成すべき目標と結果を明確に定義しな

ければなりません。

第四に、「データのアクセシビリティおよび品質の保証」です。AIシステムの学習に必要なデータ

のアクセシビリティと品質を保証しなければなりません。

第五に、「能力強化」です。公共機関のAI調達および管理能力を強化しなければなりません。

第六に、「リスク管理」です。AI導入に関連するリスクを体系的に特定し、管理しなければなりま

せん。
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第七に、「責任ある使用」です。AIシステムが倫理的原則に従い、責任を持って使用されるように

すべきです。

第八に、「学習と改善」です。AI調達プロセスで得られた経験と教訓を共有し、継続的な改善を追

求しなければなりません。

WEFは、これらの原則を実行するための具体的なツールやテンプレートも提供しています。AI調達

仕様書のテンプレート、サプライヤー評価基準、契約条項ガイドなどが含まれます。これらのツー

ルは、公共機関がAI調達プロセスにおいて倫理的、法的、技術的な考慮事項をバランスよく扱える

よう支援します。

WEFのアプローチで強調されている点は「成果ベースの調達（Outcome-based Procurement）」

です。技術的な仕様よりも、AIシステムが達成すべき成果に焦点を当てるアプローチであり、革新

を促進し、多様な解決策を模索することを可能にします。

5.5 国際機関ガイドラインの共通原則

人類の歴史を振り返れば、常に技術という道具を通じて繁栄と成長を遂げてきました。しかし、技

術がいかに優れていても、それが人間の尊厳や自由、および権利を侵害するならば、決して真の発

展と呼ぶことはできません。人工知能（AI）の時代が幕を開けた今、私たちは何よりも「人間中心」

の精神を忘れてはなりません。技術は人間のためのものであり、人間の生活をより価値あるものに

して初めて意味を持ちます。

AIは、あたかも深い森の中の道のように、複雑で不確実な場合があります。だからこそ、「透明性」

と「説明可能性」という灯火が必要です。AIが下す決定の理由とプロセスが誰にとっても透明で理

解可能でなければならない、という原則に従うべきです。そうしてこそ、技術に対する信頼が築か

れ、共に歩んでいける基盤が整うのです。

また、技術は常に「公正性と非差別」の精神の上に築かれなければなりません。AIが私たちの社会

に蔓延する偏見や不平等を拡大させてはならず、むしろそれを克服し、すべての人に公正な機会を

提供できるよう設計されるべきです。すべての人が尊重され、排除されない世界を創っていかなけ

ればなりません。

「安全性とセキュリティ」も、私たちが決して妥協できない価値です。私たちはAIが人間に害を及

ぼさないよう徹底的に準備し、悪意のある意図から安全に保護されるよう常に警戒しなければなり

ません。技術は人間を守る盾であるべきであり、脅威になってはなりません。

最後に、私たちは技術の影響力に見合う責任を負わなければなりません。AIの結果がもたらす変化

とその責任を明確にし、それを進んで受け入れる勇気と知恵を備えなければなりません。

5.6 国際機関と各国政府間の協力方策

知識共有プラットフォームの構築は、重要な協力方策です。「OECD AI Policy Observatory」や「

ユネスコAI倫理プラットフォーム」などは、各国のAI政策とベストプラクティスを収集・共有する

役割を担っています。これにより、各政府は他国の経験から学び、効果的なAI政策を開発すること

ができます。共同研究や開発も活発に行われています。国際機関と各政府は、AI倫理、ガバナンス、
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政策への影響などに関する共同研究プロジェクトを推進しています。これらの研究は、証拠に基づ

く政策立案に寄与します。

能力構築プログラムも重要な協力領域です。国際機関は開発途上国政府を対象に、AI政策の策定、

規制体系の構築、技術活用などに関する教育と訓練を提供しています。世界銀行の「Digital

Economy for Africa」イニシアチブがその代表的な例です。

共通標準および認証体系の開発も行われています。国際機関と各政府は、AIシステムの品質、安全

性、倫理性について評価・認証できる共通標準と体系を共に開発しています。これは、国境を越え

るAIソリューションの相互互換性と信頼性を高めることに寄与します。

多者間フォーラムも活発に運営されています。「AI for Good Global Summit」や「Global

Partnership on AI」などのフォーラムを通じて、政府、企業、学界、市民社会の代表がAIガバナン

スに関する対話を行います。このようなフォーラムは、多様な観点や利害関係を調整するのに役立

ちます。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第5章 一般行政および政府運営分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 米国連邦調達庁（GSA）のAIベースの行政プロセス

米国連邦政府の連邦調達庁（General Services Administration, GSA）は、政府機関が業務を効率的

に遂行できるよう支援する機関です。GSAは2018年から行政プロセスの自動化のためにAI技術を積

極的に導入しています。大規模な政府契約、建物管理、調達システムの運用など、多岐にわたる業

務を担当しており、自動化の必要性が非常に高い状況でした。

GSAの最初の主要なAIプロジェクトである「ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）」

システムは、公務員の業務環境を完全に変えました。それまで公務員は、データ入力、文書処理、

メール対応といった退屈で反復的な作業に毎日膨大な時間を費やさなければなりませんでした。

RPAシステムが導入された後、状況は劇的に変化しました。ソフトウェアロボットがこの反復的で

単調な業務を迅速かつ正確に処理するようになり、公務員はもはや無意味な作業に縛られることが

なくなりました。GSAの契約管理業務で導入された「Contract-Bot」は、その効果を明確に示して

います。

以前は、たった一つの契約書を検討するのに平均18時間という長い時間がかかっていました。しか

し、Contract-Botの導入後、契約書の検討、データの正確性の確認、承認依頼のプロセスが完全に

自動化され、これらすべての作業をわずか2時間で処理できるようになりました。これは従来比で実

に80%以上の処理時間短縮となります。効率性と業務の質も驚くほど向上しました。RPAシステム

の導入は、公共機関の業務革新における強力な号砲となったのです。

GSAは「NewPay」という給与システムにAIを適用しました。このシステムは約200万人の連邦公務

員の給与を管理していますが、AIを活用して給与の誤りを自動的に検知し修正します。以前は給与

の誤りを修正するのに7日かかっていましたが、AI導入後は24時間以内に処理できるようになりま

した。

GSAのもう一つのAIプロジェクトは「統合調達プラットフォーム（Integrated Award

Environment, IAE）」です。連邦政府の調達プロセスをデジタル化し、AIを活用して最適なサプラ

イヤーを推薦します。AIは過去の契約履行実績、価格競争力、技術力など、さまざまな要素を分析

して、政府に最も適したサプライヤーを提案します。

2020年からGSAは、自然言語処理（NLP）技術を活用した「Solicitation Review Tool」を導入し

ました。政府の調達公告文を自動的に分析し、法的問題や技術的な誤りを見つけ出します。調達公

告の品質が大幅に向上し、法的紛争の可能性も減少しました。

GSAは「Digital Worker Community of Practice」という組織を作り、機関全体のAI活用事例を共

有し、ベストプラクティスを拡散させています。このコミュニティは定期的なワークショップや教
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育プログラムを通じて、公務員のAIに対する理解度を高めています。

GSAのAI導入プロセスにおける最も重要な原則の一つは「人間中心の自動化」です。AIは公務員の

業務を完全に代替するのではなく、単純で反復的な仕事を処理することで、公務員がより創造的で

価値のある業務に集中できるよう支援する役割を担っています。

GSAはまた「AI Ethics Framework」を策定し、AIシステムが公正かつ透明に運用されるよう管理し

ています。このフレームワークは、AIシステムの設計から実行、モニタリングまでの全過程におい

て、倫理的原則が遵守されるようガイドラインを提供しています。

GSAのAI導入成果は非常に印象的です。2023年時点でGSAは約100以上の業務プロセスを自動化し

ており、これにより年間約2,000万ドルのコストを削減しました。また、業務処理速度は平均60%

以上向上し、エラー率は90%以上減少しました。

GSAの成功したAI導入事例は、他の連邦機関にも影響を与えました。現在、約60以上の米国連邦機

関がGSAのモデルを参考にして、AIベースの行政プロセス自動化を推進しています。GSAはこのた

めに「AI Center of Excellence」を設立し、他機関のAI導入を支援しています。

GSAのAI導入プロセスにおける主な課題の一つは、レガシーシステムとの統合でした。古い政府シ

ステムは現代のAI技術と連携するのが難しい場合が多くありました。GSAはこの問題を解決するた

めにAPIベースの統合方式を導入し、旧型システムとAIソリューションを効果的に接続しました。

データ品質の問題も重要な課題でした。AIシステムの性能は学習データの品質に大きく依存します

が、政府のデータにはエラーや不一致が多い場合がありました。GSAはこれを解決するために「

Data Quality Framework」を開発し、AIシステムに投入されるデータの品質を継続的に管理してい

ます。

GSAのAI導入成功要因の一つは、最高経営陣による強力な支援でした。GSAの長官とCIOはデジタル

変革の必要性を認識し、AI導入に必要なリソースと政策的支援を惜しみませんでした。このような

リーダーシップが組織全体の変化を導き出すことができました。

GSAは民間企業との協力も強化しました。「Emerging Technology Coalition」を通じてIBM、

Microsoft、Googleなどの主要なAI企業とパートナーシップを結び、最新技術を政府業務に適用し

ました。このような官民協力モデルは、政府の技術力を迅速に強化する上で大きな助けとなりまし

た。

GSAは最近「AI Playbook」を発表し、AI導入のための体系的なガイドラインを提供しています。こ

のプレイブックは、AIプロジェクトの企画から実行、評価までの全過程に関する詳細な指針を盛り

込んでおり、他の政府機関にとっても有益な参考資料となっています。

GSAのAI導入事例は、技術革新を成功させるためには技術そのものだけでなく、組織文化、人材の

能力、プロセスの再設計など、さまざまな要素を共に考慮すべきであることを示しています。GSA

の経験は、他の政府機関に貴重な教訓を提供しています。

2. エストニアのデジタルツイン
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エストニアは人口130万人の小さな国ですが、世界で最も進んだデジタル政府を構築した国として

知られています。「デジタルツイン（Digital Twin）」技術を活用した政府サービスの最適化で注目

を集めています。デジタルツインとは、現実世界の物体やシステムを仮想空間に同一に再現したデ

ジタル複製のことです。

デジタルツインプロジェクトは2018年に開始されました。このプロジェクトの目標は、政府サービ

ス全体を仮想空間に再現し、シミュレーションを通じて最適化することでした。エストニアでは、

すでに99%以上の政府サービスがオンラインで提供されており、デジタルツインの構築に必要なデー

タとインフラが整っていました。

デジタルツインシステムの核となるのは「X-Road」というデータ交換プラットフォームです。

X-Roadはエストニアのすべての公共データベースを安全に接続し、リアルタイムで情報を共有でき

るようにします。このシステムを通じて市民は一度の認証ですべての政府サービスにアクセスでき、

政府は市民の行動パターンを分析してサービスを改善できます。市民一人ひとりの「デジタルジャー

ニー（Digital Journey）」をモデリングします。これは市民が政府サービスを利用する全過程を仮

想的に複製して分析することを指します。例えば、ある市民が起業のために複数の政府部門とやり

取りする過程を分析し、不要な段階や遅延要因を見つけ出して改善します。革新的な側面の一つは

「予測型政府サービス（Proactive Government Services）」です。AIアルゴリズムは市民のライ

フサイクルや状況を分析し、必要なサービスを先制的に提案します。赤ちゃんが生まれると、自動

的に出生届、養育手当の申請、保育施設の情報などが提供されます。市民が直接申請しなくても、

必要なサービスを受けられるようになりました。

エストニアはデジタルツインシステムを通じて「ゼロ・ビューロクラシー・イニシアチブ（Zero

Bureaucracy Initiative）」を実現しています。この原則に基づき、市民は同じ情報を政府に二度提

出する必要がありません。一度提出された情報はすべての政府機関で共有して使用されます。これ

により行政手続きが大幅に簡素化され、市民の満足度が高まりました。

デジタルツインシステムは、政府サービスの「ライフイベント中心設計（Life-event Based Design）

」を可能にしました。出生、入学、就職、結婚、引退など、市民の主要なライフイベントを中心に

必要なすべてのサービスをパッケージとして提供します。これにより市民は複雑な行政手続きを簡

単に理解し、利用できるようになりました。

エストニアのデジタルツインシステムは、政府内部の業務プロセス最適化にも大きく貢献しました。

仮想環境でさまざまな行政手続きをシミュレーションし、非効率なプロセスを見つけ出して改善し

ました。これにより行政処理時間が平均50%以上短縮され、運用コストも大幅に削減されました。

デジタルツインシステムのもう一つの機能は「政策シミュレーション（Policy Simulation）」です。

税制、教育政策、交通規制などの新しい政策を実際に導入する前に、仮想環境でシミュレーション

して効果と影響を予測します。政策失敗のリスクを減らし、より効果的な政策を設計できるように

なりました。

エストニアはデジタルツインシステムにAIと機械学習技術を積極的に活用しています。自然言語処

理（NLP）技術を通じて、市民の苦情や意見を自動的に分析し、サービスの改善に反映させます。

これにより、市民の声が政策やサービスの改善に直接反映されるようになりました。
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デジタルツインシステムは、エストニアの「シームレスな国家（Seamless State）」というビジョ

ンを実現する中核的なツールです。これは市民が政府とやり取りする際、部署や機関の境界を感じ

ることなく、一つの統合されたサービスとして経験することを意味します。デジタルツインを通じ

て部署間の連携が強化され、市民中心のサービス設計が可能になりました。

注目すべきは「e-Estonia Digital Twin」です。これはエストニアのすべてのデジタルインフラとサー

ビスを仮想的に複製したシステムで、サイバー攻撃や災害時でも政府サービスの継続性を保証しま

す。エストニアはこのシステムを通じて「データ大使館」を世界各地に設置し、どのような状況で

も国家機能を維持できるようにしました。

デジタルツインシステムのもう一つの重要な成果は「時間ベースの最適化（Time-based

Optimization）」です。これは市民が政府サービスを利用するのにかかる時間を最小限に抑えるた

めの取り組みです。エストニアは「3分原則」を導入し、ほとんどの政府サービスが3分以内に完了

するように最適化しました。会社設立は18分、確定申告は3分、投票は1分以内に完了できるように

なりました。

エストニアのデジタルツインシステムは、新型コロナウイルスのパンデミック状況下でその価値を

証明しました。政府はデジタルツインを活用してウイルスの拡散と政策効果をシミュレーションし、

これに基づいて効果的な防疫政策を樹立しました。すべての政府サービスがすでにデジタル化され

ていたため、ロックダウン措置にもかかわらず、市民は必要なサービスを中断することなく利用で

きました。

デジタルツインシステムの成功には、エストニア独自のデジタルIDシステムである「e-ID」が大き

く貢献しました。すべての市民はデジタルIDを持っており、これを通じて認証や電子署名が可能で

す。このシステムがあったからこそ、個人データを安全に共有し活用することができ、デジタルツ

インの正確性と信頼性を保証することができました。

デジタルツインプロジェクトは高い費用対効果を示しました。エストニア政府はデジタルツインシ

ステムの構築に約5,000万ユーロを投資しましたが、毎年GDPの約2%以上の削減効果を得ています。

公務員の業務時間の節約、紙の文書の削減、行政エラーの減少など、大きな経済的効果が現れてい

ます。

倫理的側面にも注意を払っています。「データ倫理委員会」を設立し、個人情報保護、アルゴリズ

ムの透明性、データ主権などの問題を管理しています。市民は自分のデータがどのように使用され

ているかを確認でき、望まないデータ使用を制限できる「オプトアウト」の権利も持っています。

エストニアのデジタルツインシステムは現在も進化を続けています。最近では「アンビエント・イ

ンテリジェンス（Ambient Intelligence）」の概念を導入し、市民のコンテキストや状況をより正

確に理解して、さらにパーソナライズされたサービスを提供する方向へと進化しています。市民の

位置、行動パターン、好みなどを考慮し、最も適切なタイミングで必要なサービスを提案します。

エストニアのデジタルツイン事例は、現在多くの国にインスピレーションを与えています。フィン

ランド、シンガポール、ニュージーランドなどは、エストニアのモデルを参考にして自国のデジタ

ル政府システムを発展させています。エストニアは自国の経験と技術を共有するために「

e-Governance Academy」を設立し、世界中の政府関係者を教育しています。
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代表的なイニシアチブである「AI Leapプログラム」は、2025年から中学校を皮切りに、エストニ

ア全土の生徒と教師に人工知能アプリケーションと教育を提供し、職業学校へと拡大される予定で

す。これは生徒が個別に最適化された学習を体験できるようにするものであり、未来社会をリード

する創造的で技術に親しみのある人材を育成しようとするエストニアの強い意志を示しています。

医療分野では、AIベースの健康情報システムを通じて患者データの管理と医療サービスの質が向上

し、MRI分析によるがん診断などの先端医療技術でも成果を上げています。韓国との協力を通じて、

より幅広い医療人工知能の活用が期待されます。

最近発表されたグーグルとエストニア政府の共同研究によると、広範な人工知能の導入により、エ

ストニアのGDPが年間25億～30億ユーロ（約8%）増加する可能性があり、自動化による雇用の変

化の中でも、生産性の向上とともに新たな雇用機会が創出されると予想されています。

3. シンガポールのデータに基づく政策決定支援

シンガポールは小規模な都市国家であるにもかかわらず、データと人工知能（AI）を活用した政府

革新の分野で世界のリーダーとして確固たる地位を築いています。そこには断固とした決然たるリー

ダーシップ、そして革新と変化を恐れないダイナミックな政府の推進力があります。2014年に始まっ

た「スマート・ネイション（Smart Nation）」イニシアチブは、シンガポールの明確な未来ビジョ

ンを象徴しており、国家全体がデータ中心のスマートな未来に向けて動いていることを示していま

す。

シンガポール全域にセンサーとカメラを設置し、交通の流れ、大気質、水資源の使用、エネルギー

消費など、都市のあらゆる要素をリアルタイムデータとして収集する「スマート・ネイション・セ

ンサー・プラットフォーム（Smart Nation Sensor Platform）」を構築しました。収集されたデー

タを通じて、政府は迅速かつ正確に懸案を把握し、即座に政策決定を行い、問題が発生する前にあ

らかじめ備えることができるシステムを運用しています。

「バーチャル・シンガポール（Virtual Singapore）」は、都市全体を高度に精密な3Dデジタルツイ

ンとして再現した革新的なツールです。これにより、政策決定者は新しい都市開発プロジェクトや

インフラ計画がもたらす潜在的な影響を事前に綿密にシミュレーションし、正確かつ効率的な意思

決定を行うことができます。

シンガポールは、省庁間のデータ共有と協力を促進するために「CODEX（Core Operations,

Development Environment, and eXchange）」プラットフォームを構築しました。CODEXは政府

のデジタルインフラを再構成し、ミドルウェアやマイクロサービス、機械判読可能なデータフロー

など、再利用可能なデジタルコンポーネントを共有することで、開発者がより効率的に公共サービ

スの提供に集中できるようにしています。

シンガポールの革新を牽引するもう一つの柱は「Data Science & AI Division（DSAID）」です。

DSAIDは政府機関と密接に連携してデータの専門性を構築し、データ活用のためのロードマップを

策定し、効果的なAIおよびデータサイエンスソリューションを開発することで、政府の意思決定と

業務効率を高めています。DSAIDは「Analytics.gov」というプラットフォームを通じて、80以上

の政府機関でデータが積極的に活用されるよう支援しています。
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モニタリングと効率評価のために「Whole-of-Government Application Analytics（WOGAA）」シ

ステムを運用しています。これにより、政府がデジタルサービスの性能と使いやすさを評価し、サー

ビスの品質を継続的に改善できるようにしています。また、「Video Analytics System」という中

央プラットフォームを通じてビデオデータを分析し、各種事件の原因や傾向を把握して、事後措置

に必要なインサイトを迅速に導き出しています。交通管理においてもデータに基づくアプローチで

目覚ましい成果を上げました。陸上交通庁（LTA）は道路センサーと車両のGPSデータを分析して、

リアルタイムの交通渋滞状況を正確に予測し、信号機のタイミングやバス路線を最適化することで、

市民の日常生活を便利にしています。

公衆衛生分野では、新型コロナウイルスのパンデミック対応の過程で「TraceTogether」アプリと

「Safe Entry」システムを迅速に導入し、市民の安全を守りました。それだけでなく、AIベースの

予測モデルを通じて医療リソースを効果的に配分し、パンデミックの危機を克服しました。

社会福祉システムである「Social Service Net」や、市民参加を促進する「OneService」アプリ、

経済状況をリアルタイムで可視化した「Pulse of the Economy」ダッシュボードは、政府と市民の

間のコミュニケーションと信頼を強化し、より良い社会的決定を可能にします。公務員がデータ分

析能力を備えるよう支援する「Digital Academy」も、未来に備えた政府の投資をよく表していま

す。

シンガポール政府は単に現在の問題解決にとどまらず、未来に備えた予測分析（Predictive

Analytics）を通じて先制的な対応を推進しています。洪水、犯罪、交通渋滞など、都市全般にわたっ

てAIによる予測が行われており、環境の持続可能性のための「City Sustainability Solution」のよう

なプロジェクトを通じて、資源管理の効率を高めています。安全保障分野では、「Risk

Assessment and Horizon Scanning（RAHS）」プログラムを通じて、さまざまな潜在的脅威要素

を早期に把握し対応する能力を向上させています。

シンガポール政府は、データ活用の倫理性と透明性を保証するために「Data Quality Framework」

と「AI Ethics Framework」を整備しました。これにより、データの正確性と倫理的な使用を保証し、

「AIガバナンス」を通じて透明で公正なAI時代を主導的に切り拓いています。

小さな都市国家ですが、強力な推進力と明確なビジョンを背景に、シンガポールはデータに基づく

政策決定支援システムのグローバルベンチマークとして浮上しています。多くの国がシンガポール

の革新的なアプローチを学ぼうと努めており、「Smart Nation Fellowship Programme」のような

グローバル協力プログラムを通じて、これらの知識と経験を共有しています。

4. 英国内閣府のAIベースの政府文書分析

英国政府は、膨大な文書処理の過程で発生する行政負担を体系的に軽減し、業務効率を高めるため、

2018年から内閣府主導で「AIベースの政府文書分析システム」を開発しました。政府デジタルサー

ビス（GDS）と政府革新技術戦略部門が協力して推進し、複数の省庁間の緊密な協力とコミュニケー

ションを通じて進められました。

第一段階として、各政府部門の多様な文書をデジタル化し、中央でアクセス可能な統合リポジトリ

に集約しました。古い文書や手書きの文書は光学文字認識（OCR）技術を活用してデジタル形式に

変換しました。この過程で文書の品質向上のために多数の検証プロセスを導入し、データの正確性
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を確保しました。

次の段階では、自然言語処理（NLP）技術を活用して文書の内容を分析しました。独自に開発した

AIモデルを組み合わせて、強力な文書分析エンジンを構築しました。このエンジンは、テーマ、感

情、キーワード、エンティティ（人物、組織、場所など）といった核となる情報を自動的に抽出す

る機能を果たします。継続的な学習とアップデートを通じて分析の正確性を高めました。

「トピックモデリング（Topic Modeling）」機能は、膨大な文書から核となるテーマを把握し、文

書間のつながりを視覚的に表示する役割を担います。これにより、政府部門間の政策の接点や重複

内容を容易に把握できるようになりました。また、「感情分析」機能は、市民の意見や報道などの

多様なソースの文書から、政策や問題に対する肯定的、否定的、中立的な反応を体系的に把握する

ことを可能にします。

エンティティ認識（Entity Recognition）と関係抽出（Relationship Extraction）機能を通じて、文

書内の人物、組織、場所、および事件間の関係を明確に把握し、政策実行に必要な具体的な情報を

迅速に確認できるようになりました。「政策一貫性分析（Policy Coherence Analysis）」機能は、

各部門で独立して作成された政策文書間の衝突や重複を自動的に検知し、政策の調和と一貫性を維

持するよう支援します。これにより、政策立案の過程で発生しうる不効率や混乱を軽減できるよう

になりました。

システムには「自動要約」機能も搭載されており、長い文書の要点を迅速に把握するのに役立って

います。緊急の政策決定の過程で、大臣や高官たちが有効に活用しています。多言語処理（

Multilingual Processing）機能も強化され、英語だけでなくウェールズ語、スコットランド・ゲール

語、その他国際的に重要なEU文書や国際協定など、多様な言語で作成された文書を分析できるよう

になりました。

内閣府は分析結果を直感的に伝えるために「可視化ダッシュボード（Visualization Dashboard）」

を開発し、政策の変化、部門間の協力状況、主要な問題への対応プロセスを明確に提供しています。

また、「Cross-Government Policy Mapping」、「歴史的な政策分析」、「市民フィードバック分

析」など、多様な活用事例を通じて、政策決定の過程における根拠と洞察をさらに高めました。「

歴史的な政策分析（Historical Policy Analysis）」は、特定の政策領域（例：教育、医療）が時間の

経過とともにどのように変化したかを分析するものです。政策の長期的な効果やパターンを理解し、

将来の政策の方向性を設定するのに役立てることができます。「市民フィードバック分析（Citizen

Feedback Analysis）」は、システムのもう一つの重要な活用方法です。パブリックコンサルテーショ

ン、苦情、ソーシャルメディアの投稿などから市民の意見を収集・分析して政策に反映させるもの

です。システムは数百万件の市民の意見を自動的に分類し、主要な懸念事項や提案を抽出します。

システムの品質と正確性を維持・改善するために「専門家フィードバックループ」が構築されまし

た。公務員や政策専門家の実質的なフィードバックを積極的に反映させ、継続的に再学習と精緻化

を行っています。「予測分析」機能も徐々に発展しており、将来の政策の長期的な影響を事前に予

測し、より先制的な対応戦略の立案に寄与しています。

文書とデータをネットワークで接続した「ナレッジグラフ」を通じて、政策環境の複雑な関係やパ

ターンを容易に把握できる基盤を整えました。データのセキュリティと個人情報保護のために「デー
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タガバナンス・フレームワーク」を厳格に適用し、機密情報の保護と安全性を保証しています。

システムの導入後、公務員の文書処理時間は60%短縮され、政策の一貫性は25%向上しました。部

門間の協力と情報共有が活発に行われるようになり、政府全体の業務効率が大幅に改善されました。

最近ではGPTを活用した「対話型文書クエリ」機能を導入し、公務員がより効率的かつ直感的に必

要な情報を得られるよう支援しています。

AIベースの政府文書分析システムは、行政の効率を高め、政策の品質と一貫性を体系的に強化する

重要なツールとして定着しました。今後も継続的な発展と革新を通じて、英国政府の政策決定プロ

セスをより着実で精緻なものにしていくでしょう。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第6章 法務および司法行政分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

法務および司法行政分野は、人工知能の導入により大きな変化を遂げています。多くの国々が判決

文の分析、事件の分類、法律調査、そして市民向けの法律サービスなどに人工知能を活用していま

す。本章では、世界主要国の司法行政分野における人工知能の活用事例を見ていきます。

1. 米国司法部の判例分析および法律調査支援システム

米国の裁判所は毎年数百万件の事件を処理しており、その過程で膨大な量の法律文書と判例が蓄積

されます。裁判官、検察官、弁護士は、これら多くの資料を検討し分析する必要がありますが、こ

れは時間と労力を要する作業です。

米国連邦司法部は2018年に「リーガル・レーダー（Legal Radar）」という人工知能システムの開

発に着手しました。このシステムの目標は、法律文書の検索と分析作業を自動化することで、法律

専門家の業務効率を高めることでした。

リーガル・レーダーは自然言語処理（NLP）と機械学習技術を使用し、次のような核心的な機能を

提供しています。

第一に、判例の検索および推奨機能です。ユーザーが事件のキーワードや概要を入力すると、シス

テムが最も関連性の高い判例を探し出します。この機能は事件の背景や法的争点を理解し、単にキー

ワードが一致する資料だけでなく、実際に役立つ判例を推奨します。

第二に、判例の要約機能です。システムが長い判例の内容を自動的に分析し、核心的な法的論点と

判断理由を簡潔に要約します。これにより、多くの判例を効率的に検討することが可能になります。

第三に、法的論証の分析機能です。特定の法的問題について複数の裁判所が出した多様な解釈と決

定を比較・分析して提供します。これは、裁判官が事件処理の過程で参考にできるよう、多様な視

点と解釈を提示するものです。

第四に、法律文書の作成支援機能です。システムが法律文書の標準的な形式と言語を学習し、文書

作成時に適した表現や形式を推奨する機能です。

リーガル・レーダーは2020年から米国の連邦裁判所と一部の州裁判所で試験運用されています。こ

れにより、法律調査の時間が平均40％以上短縮され、複雑な事件では判例検索の時間が半分以下に

短縮されました。また、他の裁判所の判例を容易に参照できるため、判決の一貫性と正確性が大幅

に改善されました。事件処理の速度も15～20％向上し、市民がより迅速に司法サービスを受けられ

るようになりました。
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いくつかの課題も存在します。法律解釈の複雑さやニュアンスをAIが完全に理解するには、依然と

して限界があり、社会の変化や新しい法律を継続的にシステムに反映させることも重要です。また、

AIが既存の判例データを通じて学習する際、偏った要素を学習しないよう監督することも必要です。

米国司法部はこれらの問題を解決するため、2025年までにシステムの持続的な発展計画を策定しま

した。より豊富なデータを確保し、最新のAI技術を導入し、アルゴリズムの公正性を管理するため

の体系も構築する予定です。これにより、リーガル・レーダーは今後、より正確で効率的な法律資

料の検索および分析システムへと進化していくでしょう。

2. エストニアの「ロボット判事」

エストニアはデジタル先進国として認められています。電子市民権（e-Residency）、オンライン投

票（e-Voting）、電子署名（e-Signature）といった革新的なデジタルサービスの導入を通じて、早

くから効率的で透明性の高い政府運営体系を構築してきました。

エストニアは裁判所運営のデジタル化を通じて、文書処理、日程管理、データ分析などの行政業務

を自動化しています。2016年から少額紛争事件の処理に半自動アルゴリズムを導入し、効率性を高

めています。法律情報の提供、文書の草案作成、データ分析などを行い、裁判官の行政的な業務負

担を大幅に軽減しています。

ただし、AIが法的判断を下したり判決を確定させたりすることはありません。AIは裁判官の意思決

定を支援するツールとしての役割を担います。AIシステムが生成した文書や分析資料は、常に裁判

官の最終的な検討と承認を経なければなりません。法的責任と決定の正当性は、全面的に人間の裁

判官にあります。その名称によって生じた誤解について、エストニア法務省は、「ロボット判事（

Robot Judge）」プロジェクトは存在せず、AIシステムが独自に法的決定を下すこともないと公式

に明らかにしました。エストニアのAIは、法的手続きの迅速化および効率化のため、行政的かつ反

復的な業務の支援と補助的な役割に重点を置いています。

エストニア政府は、今後も法律分野においてAIとデジタルシステムの活用範囲を段階的に拡大して

いく計画です。交通違反や簡単な契約紛争といった比較的単純な事件において、アルゴリズムに基

づいた支援手続きの活用を検討しています。ただし、AIシステムの役割と範囲は、法的倫理と透明

性の基準を徹底して遵守し、慎重に決定されることになります。このようなアプローチを通じて、

エストニアは法的手続きの効率性を維持しながらも、人間中心の司法体系を守ろうとしています。

3. 中国の「スマート法院（智慧法院）」

中華人民共和国は世界で最も多い人口を抱える国であり、年間数千万件にのぼる膨大な司法事件を

処理しなければならない現実に直面しています。司法業務の負担が長期にわたって蓄積され、事件

処理の遅延が社会問題として浮上したため、根本的な革新策の必要性が強調されてきました。

このような背景から、最高人民法院は2017年に「スマート法院（智慧法院）プロジェクト」を国家

戦略の核心事業として公式に宣言しました。単なる技術の適用を超え、司法体系全体のデジタル化

および知能化を同時に推進しようとする総合的な試みです。オンライン紛争や著作権侵害事件など

を専門に扱う「インターネット法院」の概念を積極的に導入することで、21世紀のデジタル時代に

ふさわしい新しい司法モデルを提示しています。
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中国のスマート法院システムは、複数のAI技術を統合した総合的なプラットフォームです。主な構

成要素と機能は以下の通りです。

第一に、事件の受付および分類システムです。AIが受理された事件の内容を分析して事件の類型を

自動的に分類し、優先順位を付け、担当裁判官を割り当てます。これにより、事件処理の効率性と

バランスを高めました。

第二に、類似事件の検索および判決予測システムです。このシステムは、現在扱っている事件と類

似した過去の事例を探し出し、それをもとに可能な判決結果を予測します。これは裁判官に参照資

料として提供され、判決の一貫性を高めるのに役立ちます。

第三に、法廷速記および録取システムです。AI音声認識技術を活用して法廷での発言をリアルタイ

ムでテキストに変換し、主要なポイントを自動的に要約します。これにより、法廷記録の正確性と

アクセシビリティが向上しました。

第四に、証拠分析システムです。写真、ビデオ、音声ファイルなど、多様な形態の証拠資料をAIが

分析し、証拠の信頼性を評価して核心的な情報を抽出します。これはデジタル証拠が多い現代の裁

判において重要な役割を果たします。

第五に、判決文作成支援システムです。裁判官が判決の方向性を決定すると、AIが関連する法律や

判例を参照して判決文の草案を作成します。裁判官はこれを検討し、必要な部分を修正して最終的

な判決文を完成させます。

第六に、法律相談チャットボットです。市民が法律に関する質問や手続きについての疑問を24時間

問い合わせることができるAIチャットボットサービスを提供しています。これにより、裁判所を訪

れることなく基本的な法律情報を得られるようになりました。

スマート法院システムは杭州、北京、広州を皮切りに、全国3,500あまりの裁判所に拡大されまし

た。新型コロナウイルスのパンデミック期間中、非対面裁判の必要性が高まったことで、システム

の活用度が向上しました。

導入の成果は非常に印象的です。平均事件処理時間が50％以上短縮され、裁判官1人あたりの処理

事件数は30％以上増加しました。オンライン裁判システムを通じて2020年だけで500万件以上の

事件が処理され、当事者の時間と費用を大幅に節約しました。

判決の一貫性も向上しました。類似事件に対する判決の偏りが以前より60％減少し、これは法的安

定性と予測可能性を高めることに寄与しました。市民満足度調査でも、回答者の82％がスマート法

院サービスに満足していると答えました。

中国のスマート法院システムが持つ特徴の一つは、政府主導の強力な推進力です。最高人民法院が

直接主導し、国家情報化戦略と連携して大規模な投資と人材を支援しました。技術導入のための法

的基盤を積極的に整備しました。

中国最高人民法院は2022年12月8日、「人工知能の司法応用の規範化および強化に関する意見（最

高人民法院�于�范和加强人工智能司法�用的意�）」を発表しました。この文書は習近平法治思

想を貫徹し、人工知能と司法業務の深い融合を推進して、スマート法院の建設を全面的に深めるた



59

めの指針を提示しています。

完備された司法人工知能技術応用体系を構築し、2030年までに規則主導と応用デモンストレーショ

ン効果を備えた体系へと発展させる目標を設定しました。基本原則としては、「安全・合法」「公

平・公正」「審判補助」「透明・信頼」「公序良俗」の5つを提示しています。

「審判補助の原則」では、人工知能がいかなる水準に発展したとしても、裁判官に代わって判決を

下すことはできないと明記されており、人工知能は審判業務の参考としてのみ活用されるべきであ

ると強調しています。

応用範囲には、人工知能による全過程の事件処理補助、事務業務補助、司法管理補助、多元的紛争

解決および社会ガバナンスサービスなどが含まれます。システム構築の側面では、人工知能応用の

トップダウン設計、司法データ中央プラットフォームの構築、司法人工知能応用システムの構築、

核心技術の研究、基礎インフラの構築などを強調しています。

総合的な保障の側面では、組織的な指導の強化、協力と革新の促進、知的財産権の保護、安全保障

の強化などを通じて、人工知能の司法応用の安全かつ効果的な発展を図っています。こうした努力

により、司法効率の向上と公正な司法の実現を追求しています。

国際的な評価は多少分かれています。効率性と技術革新の面では高く評価されており、世界各国か

ら中国の事例をベンチマーキングするために視察が訪れています。大規模な事件処理能力とオンラ

イン裁判システムは、コロナ禍以降さらに注目を集めています。

AIシステムの透明性と公正性に対する懸念もあります。アルゴリズムの作動原理や学習データが公

開されていないため、システムがどのような基準で決定を下しているのか外部から検証することが

難しいという指摘があります。また、政府の政策の方向性がアルゴリズムに影響を及ぼす可能性も

懸念事項の一つです。中国政府はこうした懸念に対応し、2023年に「AI司法倫理ガイドライン」を

発表し、AIシステムの説明可能性と偏りの検証を強化する措置を講じています。また、スマート法

院の発展の方向性を「人間中心（Human-Centered）」に転換し、AIは裁判官を補助する役割に重

点を置くという立場を明らかにしました。

4. 法務および司法行政分野におけるAI活用の示唆と展望

これまで見てきた米国、エストニア、中国の事例は、AIが法務および司法行政分野において多様な

方法で活用されていることを示しています。各事例から得られる主な示唆は以下の通りです。

第一に、AIの役割は代替よりも補完に焦点が当てられています。ほとんどの国でAIは、裁判官や法

律専門家を代替するのではなく、反復的で時間を要する作業を自動化し、専門家がより重要な判断

や決定に集中できるよう支援する役割を担っています。

第二に、法的安定性と透明性が重要な価値として強調されています。すべての事例において、AIシ

ステムの決定過程を説明できる透明性と、判決の一貫性を高める法的安定性が重要な設計原則とし

て適用されています。

第三に、段階的なアプローチが効果的です。エストニアの少額紛争から始めた事例や、英国の特定

領域に集中した事例のように、すべての法律領域を一度にAIへ転換するのではなく、適用可能性の
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高い分野から段階的に、試験事業を経て導入するアプローチが成功の可能性を高めます。

第四に、AIによる法律アクセシビリティの向上は、重要な社会的価値を提供します。オーストラリ

アの事例に見られるように、AIは地理的、経済的、時間的制約によって法律サービスへのアクセス

が困難だった市民に、新たな機会を提供します。

第五に、国ごとの特性や法律文化に合わせたカスタマイズされたアプローチが必要です。中国の大

規模な中央集権型のアプローチ、エストニアの革新的なデジタル国家戦略など、各国は自国の状況

と法律文化に合わせてAIを導入しています。

今後、法務および司法行政分野におけるAI活用はさらに拡大すると展望されます。大規模言語モデ

ル（LLM）のような最新のAI技術の発展は、法律文書の理解と生成能力を大幅に向上させるでしょ

う。また、多様な国の経験が蓄積されるにつれ、AIシステムの法的地位、責任、倫理基準などに関

する国際的な合意と標準も発展していくはずです。

AIが法務および司法行政分野にもたらす変化は、技術的な側面を超え、法律専門家の役割の変化、

法律教育の革新、市民の法律サービス利用方法の変化など、広範な社会的変化を伴うでしょう。こ

うした変化に適応し、AIの恩恵を最大化しながらも、法の基本価値と原則を維持していくことが、

これからの課題となります。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第7章 国防および安全保障分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 米国国防総省のProject Maven

2017年、米国国防総省のペンタゴンでは革命が起きていました。人工知能という新しい武器を手に、

「アルゴリズム戦争」という名の下でProject Mavenというプロジェクトを開始しました。ドロー

ンが撮影した数千、数万時間に及ぶ映像から敵を探し出さなければならない軍の分析官たちは、毎

日退屈な画面を見続ける中で集中力を失っていました。時間は貴重であり、彼らはあまりにも多く

の時間を浪費していました。

この問題を解決するため、Project Mavenは人間に代わって人工知能の目を借りました。ドローン

から送られてくる映像から車両、建物、人々を自動的に識別・分類できるよう、ディープラーニン

グベースのコンピュータビジョン技術を活用しました。初期の成果は革新的でした。分析時間は実

に90％も短縮され、精度も大幅に改善されました。国防総省は勝利を確信しました。

ペンタゴンの自信とは裏腹に、シリコンバレーでは論争が巻き起こりました。人工知能技術の提供

者に選定されたGoogleの本社では、社員たちの不安と怒りが爆発しました。「自分たちが作ったAI

が人を殺す武器になることは望まない！」Googleの社員たちは、「Don't be evil（悪をなすな）」

という会社のモットーが形骸化すると抗議の署名活動を行い、4,000人以上の社員が参加しました。

一部の社員は辞表を提出し、切実な反対の意思を表明しました。この事件は世界的に注目を集め、

技術企業の倫理的責任を改めて議論するきっかけとなりました。

Googleは内部の圧力に耐えかね、2019年にProject Mavenとの契約更新を断念しました。しかし、

ペンタゴンは止まりませんでした。彼らは直ちに他の企業と手を組み、プロジェクトを推し進めま

した。国防総省の強力な推進力はAIの発展速度をさらに高め、技術は単なる物体認識を超え、異常

行動や脅威的なパターンを事前に感知するレベルにまで進化しました。

2020年以降、Project Mavenは映像情報だけでなく、信号情報、ソーシャルメディアデータ、地理

空間情報など、多様なデータを融合して統合的な分析能力を備えるようになりました。2022年には

合同人工知能センター（JAIC）が設立され、この技術を米国の国防戦略全体の核心に据えました。

米国の同盟国である英国、オーストラリア、カナダもMavenの成功に注目し、独自の軍事AIプロジェ

クトを開始しました。

現在、Project Mavenはクラウドとエッジコンピューティング技術へと発展し、世界中のどこから

でも、たとえ戦場の真っ只中であっても、リアルタイムでAIの分析結果にアクセスできるようにな

りました。軍事作戦の効率性と速度は飛躍的に向上しました。

しかし、技術発展の陰では倫理的な苦悩が続いています。Project Mavenは依然として論争の中心

にあります。技術者や軍人たちは同じ問いを投げかけています。「AIに生命を決定する権利を与え
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ることは正しいのか？」このプロジェクトは単なる技術的進歩ではなく、人類が今後人工知能とど

のように共存していくべきかという、深遠で本質的な問いを投げかけています。

2. イスラエルの国境監視および脅威検知

イスラエルの国境は、一瞬たりとも緊張を緩めることができない場所です。絶えず変化する脅威の

中で、この小さな国家は生存のための革新の最前線を走ってきました。その中心には、人工知能（

AI）を活用した先端の国境監視システムがあります。

「スマートフェンス（Smart Fence）」と呼ばれる先端センサーネットワークが稼働する国境地域

は、まるで生きているかのように動いています。レーダー、光学センサー、赤外線カメラ、音響検

知器が静かに四方を見守っています。これらのセンサーが捉えたわずかな動きの一つ一つが、AIの

頭脳へと即座に伝達され、分析されます。

イスラエルのAIは、単に見るだけにとどまりません。真の脅威と虚像を素早く見分ける優れた判断

力を備えています。動物の動き、風に揺れる木の枝、日常的な活動は無視しつつ、トンネル掘削の

音やフェンスを切る際の小さな振動、不審な車両の移動といった実際の脅威を正確に捉えます。こ

のように選別された情報だけが即座に現場指揮官に報告されることで、脅威への対応速度は劇的に

向上しました。

ガザ地区の境界地域において、イスラエルがトンネル検知で収めた成果は驚くべきものです。AIは

地下から聞こえてくる微細な音波や地震波のデータを分析し、敵が掘ったトンネルを見つけ出しま

す。かつては発見が困難だった深い地下トンネルも、もはや隠れることはできません。

イスラエルは脅威を事前に予測する技術まで開発しました。SNSのわずかな投稿、電話通話の短い

メタデータ、ヒューミント（人間による情報活動）からの緊急報告、衛星画像に至るまで、あらゆ

るデータを集めてAIが綿密に分析します。AIは攻撃の兆候を事前に感知し、国境侵入の可能性が高

い時間や場所を予測します。このような先制的な対応によって、実際の攻撃の試みを未然に防いだ

事例は増え続けています。

ドローンと自律走行ロボットは、イスラエル国境の新たな番人です。空ではドローンが飛び、地上

では無人ロボットが険しい地形を巡回します。これらはAIアルゴリズムによって自ら判断して動き、

危険を感知すると直ちに警告信号を送ります。人間の接近が困難な場所まで徹底的に監視するこの

システムは、すでに数多くの脅威を阻止してきました。

顔認証技術も驚くべき精度で作動しています。国境の検問所では、カメラが通り過ぎる人の顔を瞬

時にスキャンして危険人物を識別します。AIは、たとえ変装していたり外見が変わっていたりして

も、見逃さない鋭さを誇ります。

これらすべての技術的成果は、「C4Iシステム」と呼ばれるデータ統合プラットフォームに集約され

ます。このシステムを通じて、現場の指揮官たちはリアルタイムで国境の状況を一目で把握するこ

とができ、AIが推奨する最適な対応策を即座に実行に移すことができます。

イスラエルは、このように蓄積した技術を世界各国へ輸出し、国境警備分野のリーダーとしての地

位を確立しました。その過程で、プライバシーや人権問題による批判を受けることもありました。
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国際社会の懸念に対し、イスラエルは技術と倫理的責任の間のバランスを見出すために継続的な努

力を行っています。

イスラエルの国境は、先端技術と挑戦精神が融合したダイナミックな現場です。AIとセンサー技術、

そしてそれらの優れた判断力は、今日も国家安全保障のために24時間休むことなく稼働しています。

イスラエルの挑戦は、これからも続いていくでしょう。

3. NATOのサイバー防衛および情報戦

北大西洋条約機構（NATO）は、変化する安全保障環境に対応するため、サイバー空間における防

衛能力を継続的に強化してきました。2016年のワルシャワ首脳会議で、サイバー空間を空、陸、海

に続く第4の作戦領域として公式に認めて以来、NATOはサイバー防衛システムの開発に多大なリソー

スを投入しています。この過程で、人工知能（AI）はサイバー脅威の検知と対応能力強化のための

先端的な対立の核心要素として位置づけられています。

NATOは実際に、ネットワークの異常トラフィックやサイバー脅威を早期に検知するため、AIベー

スの異常トラフィック検知およびパターン認識技術を活用しています。このシステムはネットワー

クトラフィックのデータを分析し、正常なパターンから外れた活動を迅速に識別します。

また、NATOはサイバー防衛認識プログラムを通じて、AIベースのサイバー防衛訓練シミュレーショ

ンを実施し、加盟国のサイバー防衛能力を効果的に向上させています。このプログラムは、実際の

サイバー攻撃シナリオを模擬することで対応能力を強化します。サイバー脅威情報共有プラットフォ

ームも、公式に確認されている通り、NATO加盟国がサイバー脅威情報をリアルタイムで共有し、

協力できるよう支援しています。このプラットフォームは加盟国間の協力を促進し、脅威への対応

速度を高めることに寄与しています。

NATOは、攻撃の背後を追跡する能力である属性分析（Attribution Analysis）を継続的に強化して

います。AI技術を活用して、攻撃者のコードの特徴、攻撃手法、使用されたインフラなどを分析す

ることで攻撃者を特定し、戦略的な対応策を立案します。AIベースの自律型サイバー防衛システム

は、一部の脅威に対して人間の介入なしに自動で対応することができ、対応時間を大幅に短縮して

効果的な防衛を支援します。

一方で、NATOは量子コンピューティングなどの将来の脅威に備えるため、耐量子計算機暗号（

Post-Quantum Cryptography）とAIを組み合わせた防衛技術の研究を進めています。

この他にも、軍事機密上の理由から公式に確認することが困難なさまざまなシステムがNATO内部

で隠密に活用されている可能性があり、AI技術は現在、軍事分野で最も鋭い対立点として注目され

ています。NATOも公式には明らかにしていない多様な人工知能ベースのシステムを運用しており、

将来の脅威に備えた競争力を継続的に強化していくものと見られます。

「サイバー脅威インテリジェンスプラットフォーム（CTIP）」、「統合情報戦分析ツール（IIWAT）

」、「マルチレイヤー防衛システム」、「サイバー脅威予測システム」などは、公式には確認され

ていませんが、NATOがサイバー攻撃への対応や情報戦・心理戦の検知、多様なセキュリティレイ

ヤーにおける複合的な脅威の識別、潜在的な攻撃の予測など、軍事的な効率を高めるために同様の

概念の人工知能システムを運用している可能性が高いです。これらのシステムは、人工知能技術を
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活用して複雑なデータから脅威を分析し、先制的な対応戦略を立てることに寄与します。NATOは

公式発表を行っていませんが、AI技術を活用してより強力な防衛メカニズムを開発・運用している

可能性が大きく、これは今後のサイバーセキュリティ競争において重要な役割を果たすと予想され

ます。

4. さまざまな軍事人工知能

4.1 BAE SystemsのAIベースのデータ分析

BAE Systemsは、さまざまな軍事情報をリアルタイムで収集・分析するためにAI技術を活用してい

ます。このシステムの主な目標は、戦場環境で発生する膨大なデータを自動的に分類し、優先順位

を付けることで状況認識を高めることです。レーダーデータ、衛星画像、通信報告などの多様な情

報を一つに統合して分析することで、敵の動きや地形情報、味方のリソース状況などを迅速に把握

することができます。

従来、情報将校や分析官が手作業で処理しなければならなかった複雑かつ膨大なデータをAIが一次

的に処理することで、業務効率を画期的に高めました。指揮官は、これらのリアルタイムな分析結

果に基づき、より迅速かつ正確な意思決定を行うことができます。また、複数の地域から入ってく

る情報を同時に把握し、多様な作戦シナリオをシミュレーションできるようになりました。

このAIフレームワークは、過去のデータと現在の状況を比較し、異常の兆候が発生すると自動的に

警告を発します。例えば、敵軍が新しい兵器を配置したり、移動経路に変化が現れたりした際に、

直ちにそれを検知して警告することで、対応時間を短縮します。BAE Systemsはこの技術を多様な

軍用プラットフォームに適用し、戦闘機のパイロットから指揮センターまで、すべての部隊が同一

の最新情報を共有できるよう支援しています。これは部隊間の協力と作戦の成功率を高めることに

寄与しています。

軍事分野ではわずか数秒の差が作戦の成否を分けることもあるため、迅速かつ正確な情報の提供は

非常に重要です。BAE Systemsは継続的にビッグデータ、機械学習、ディープラーニングなどの先

端技術を導入し、AIモデルの精度を高めています。機械学習技術により、時間が経つにつれてAI分

析の精度が向上しており、これによって米陸軍だけでなく他の軍事機関からも注目を集めています。

今後、この技術は音声、文書、映像など多様な形態のデータを同時に分析できるマルチモーダルAI

システムへと発展する見込みです。このような発展は、戦場においてほぼリアルタイムですべての

情報を処理する能力を提供し、作戦能力を大幅に強化するでしょう。結果として、BAE Systemsの

AIベースのフレームワークは、将来の軍事データ分析分野の核心として定着することが期待されま

す。

4.2 Northrop GrummanのAIベースの戦闘管理（Advanced Battle Manager, ABM）

Northrop GrummanのABMシステムは、戦場に存在する複数の脅威をリアルタイムで把握し、効果

的に対応できるよう支援するAIベースのソリューションです。このシステムは、敵の攻撃手段と味

方の防衛能力を共に考慮し、最も効果的な対応策を提案します。例えば、敵のミサイルが接近する

と、最適な迎撃手段や移動経路を推奨し、指揮官の迅速な意思決定を支援します。
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人間の能力では一度に処理することが困難な複雑な脅威状況をAIが素早く分析することで、ヒュー

マンエラーを減らす効果も大きいです。また、あらかじめ入力された作戦規則とリアルタイムデー

タを組み合わせることで最適な戦術を算出し、ディープラーニングを活用して新しい脅威パターン

を学習することも可能です。かつては各部隊の情報を指揮官が個別に集めて分析していましたが、

ABMのおかげで兵力や装備の効率的な分配が可能になりました。

Northrop Grummanは、AIが人間の決定を代替するのではなく、補助的な役割を果たすことに重点

を置いています。時間の経過とともにAIはより多くの経験データを蓄積し、精巧な判断を提供する

ようになると予想されます。空軍、海軍、陸軍など多様な分野に適用可能であり、海上および空中

戦において大きな利点を持っています。

このシステムの強みは、迅速かつ正確な分析によって戦場の混乱を軽減し、誤警報や誤検知を最小

限に抑えることにあります。将来的には、ネットワークで接続されたすべての兵器システムが情報

を交換し、より精巧な対応が可能になるでしょう。最終的に、ABMシステムは人間中心の意思決定

を強力に支援し、戦闘管理の効率性と正確性を画期的に高めるものと見られます。4.3 DARPAのAI

ベースのサイバーセキュリティ（INGOTS、AI Cyber Challengeなど）

米国国防高等研究計画局（DARPA）は、人工知能技術を用いてサイバーセキュリティ強化のための

多様な研究を行っています。代表的なものとしてINGOTSプログラムは、AIを活用してソフトウェア

の脆弱性を自動的に検知し、パッチを生成することを目指しています。これまでは専門家がコード

を点検して脆弱性を探し出していましたが、AIは人間の目では発見が困難な「ゼロデイ（Zero-day）

」脆弱性まで見つけ出すことができます。

また、AI Cyber Challengeプログラムでは、AIを通じてサイバー攻撃シナリオを模擬実験し、防衛

戦略を研究しています。AIが悪質なコードの攻撃手法を学習し、同様の脅威を事前に検知する形で

運営されています。従来のセキュリティシステムは既知の攻撃パターンに依存していましたが、AI

は新しい攻撃パターンも自ら学習し、柔軟に対応することができます。

DARPAの研究成果は、米軍のネットワークだけでなく、民間のサイバーセキュリティ分野にも大き

な影響を与えています。軍事作戦がデジタル化するにつれ、サイバー空間における安全性はさらに

重要性を増しています。AIベースのセキュリティシステムは、毎秒膨大なログデータをリアルタイ

ムで分析して危険を察知し、セキュリティ専門家の業務負担を軽減するとともに迅速な対応を可能

にします。

しかし、不完全なシステムの誤検知（False Positive）などの問題を解決するためには、継続的な研

究が必要です。DARPAは膨大なデータを利用して反復的なアルゴリズムテストとシミュレーション

を行い、システムを改善しています。長期的には、AIがハッキングの試みを即座に検知して自動遮

断し、攻撃手法を逆探知する段階まで発展することが期待されています。

今後はAIを利用したサイバー攻撃も予想されるため、「AI対AI」の対決構図が形成される可能性も

あります。そのため、DARPAのAIベースのサイバーセキュリティ研究はより重要性を増し、急速に

発展させる必要があります。このような研究成果は、軍事および民間のネットワークのセキュリティ

を維持し、より安全なサイバー環境を構築する上で重要な役割を果たすことになるでしょう。



66

最終的に、DARPAのAIベースのサイバーセキュリティプログラムは、デジタル時代の安全保障に核

心的な貢献をすると評価されています。4.4 米陸軍のAIベースの医療支援

米国陸軍は、戦場のような極限状況においても効率的かつ正確な医療サービスを提供するためにAI

技術を導入しています。AIは患者の状態を迅速に分析し、応急処置が必要な負傷者から優先的に治

療を受けられるよう支援します。例えば、AIが負傷者の医療データを即座に分析し、出血の程度や

臓器損傷の有無などを素早く評価することで、生存率の向上に寄与します。

また、AIは患者の既往歴やアレルギー情報を基に、薬の処方時の副作用を事前に予測することがで

きます。医療スタッフや物資が限られた戦場において、必要な場所に効率的に投入できるよう支援

します。AIベースの医療システムは、医療機器や医薬品の在庫状況をリアルタイムで管理し、補給

決定の効率性を高めます。

現場に専門の医療陣が不足している場合は、遠隔医療（telemedicine）技術とAIの分析結果を活用

し、迅速な専門医の判断を支援します。AIはX線やCT画像などの医療画像を素早く分析し、正確な

診断を助けます。負傷者の状態変化や搬送時期を予測し、迅速な移送決定を支援する機能も備えて

います。

米陸軍は、携帯用機器やタブレット形式のインターフェースを通じて、現場の医療スタッフが容易

にAIの助けを受けられるようシステムを構築しています。インターネットが不安定な環境でも動作

可能なオフラインモードを提供しており、実際の作戦環境においても実用的です。

AI技術は医療訓練にも活用され、軍医や看護師がさまざまな医療状況に備えられるようシミュレー

ション環境を提供しています。AIが生成した仮想患者のデータを活用してリアルタイムでフィード

バックを受けながら、最適な処置を練習することができます。このようなデータの蓄積を通じて、

AIモデルは次第により正確な診断と処方を提供できるようになります。

医療は人の命を扱う分野であるため、最終的な決定権は専門家にありますが、AIが提供する迅速か

つ正確な情報分析は大きな助けとなります。最終的に、AIベースの医療支援システムは戦場だけで

なく、災害救助や民間医療分野でも幅広く活用されることが期待されています。4.5 軍用ドローン

のAI活用

軍用ドローンはすでに偵察、監視、攻撃など多様な任務を遂行してきましたが、AIを導入すること

でより高い自律性と正確性を備えるようになりました。AIアルゴリズムはドローンが撮影した映像

やセンサーデータを分析し、敵の移動経路や施設を自動的に識別します。このように分析された情

報は指揮本部にリアルタイムで送信され、偵察の効率を最大化します。ドローンに搭載されたAIは

地形を把握して衝突を回避し、最適な飛行経路を計算してエネルギーを節約することを可能にしま

す。

従来は操縦士が遠隔ですべてのドローンを操縦しなければなりませんでしたが、AIのおかげで自律

走行や半自律モードが可能になりました。ドローン部隊が一度に大規模な作戦を遂行する際、少な

い人員でも効果的な運用ができることを意味します。また、AIは目標識別の過程でも重要な役割を

果たしており、敵の車両や脅威要素を迅速かつ正確に区別します。ドローンが敵の戦車と民間車両

を混同する状況を最大限に減らし、民間人の被害を抑えるのに役立ちます。
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ドローンを用いて特定の地域を継続的に監視すると、AIが変化を捉えて「異常活動」がある場合に

警告を送ることもあります。夜間や悪天候時でも赤外線センサーや熱画像カメラのデータをAIで分

析して活用できるため、24時間の作戦が可能になりました。AIベースのドローンはセキュリティの

面でも重要です。敵がGPS信号を攪乱しても、自律飛行アルゴリズムによってある程度経路を維持

できるからです。さらに、複数のドローンが互いに情報を交換し、集団で敵を包囲したり同時に攻

撃したりする戦術も研究されています。

ただし、ドローンに搭載されるAIは完璧ではないため、誤認や誤作動を防ぐための安全装置が不可

欠です。米国をはじめとする多くの国では、ドローンに搭載される兵器の自律的な動作範囲をどこ

まで許容するか、倫理的な議論を行っています。例えば、AIが自動的に攻撃を決定するように任せ

るのか、最終承認だけは人間が行うのかといった論争があります。

軍用ドローンは敵の防空網や電子戦などに脆弱な場合があるため、AIを通じた電子戦対応能力の強

化が重要な課題です。将来的にはドローンと戦闘機が共同で戦闘を行い、ドローンが前方で危険感

知を担当し、戦闘機が後方で支援するというシナリオが一般的になるでしょう。AIが主導するドロー

ン戦力は、危険な任務における人命損失を最小限に抑えられるという利点から、軍事的に注目され

続けています。

戦争だけでなく、災害救助、環境モニタリング、国境監視など平和的な目的での活用も徐々に拡大

しています。今後の技術発展に伴い、軍用ドローンはさらにインテリジェント化され、作戦遂行に

おいて不可欠な資産となると見られます。

4.6 AIベースのドローンスウォーム

Airbus Defence & SpaceはQuantum Systemsと協力し、AI技術を導入したドローンスウォーム（

swarm）を開発しています。ドローンスウォームは、複数のドローンがまるで蜂の群れのように協

力して偵察や監視任務を遂行するシステムです。AI技術は、ドローン同士の衝突を防止し、最適な

飛行経路を自動的に決定する上で核心的な役割を果たします。

かつては操縦士がドローンを直接操作しなければなりませんでしたが、ドローンスウォーム技術は

一人の操縦士が複数のドローンを同時に管理することを可能にします。ドローンが情報をリアルタ

イムで共有することで一つの完璧な状況認識を共有し、一機が敵を発見すれば、直ちに他のドロー

ンが対応態勢を整えます。AIがこのような協力過程をリアルタイムで管理することで、作戦効率を

大幅に高めます。

ドローンスウォームは、偵察、救助支援、危険地域の分析など多様な任務に活用できます。AIが自

律的に作戦を遂行できるレベルまで発展すれば、人間の介入はほとんど不要になる見込みです。た

だし、セキュリティや電子戦攻撃への備えは、引き続き開発が必要な課題として残っています。長

期的には、ドローンスウォーム技術は軍事作戦だけでなく、国境監視や自然災害救助といった多様

な分野で重要な役割を果たすでしょう。

4.7 AIベースの無人潜水艇（UUV）

無人潜水艇（UUV）は、海中を自律的に探査し、作戦を遂行するように設計されたロボット潜水艇

です。AIを導入することで、人間が直接制御することが困難な深海域や危険地域でも任務遂行が可
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能になりました。機雷の探知・除去や、敵の潜水艦の動きの追跡に活用されています。潜水艇内部

に装着されたセンサーは、水深、水温、海底地形、音響信号などを絶えず収集します。AIはこの膨

大なデータをリアルタイムで分析し、潜水艇が衝突を回避して最適な経路を選択するようにします。

海底地形は地上よりもはるかに複雑で、GPS信号が届かないことが多いため、自律航法技術が不可

欠です。ディープラーニングモデルは音波探知（ソナー）の結果に基づき、障害物や潜在的な脅威

を判別して潜水艇が対処できるよう支援します。これにより、水中で音響信号だけで「目を開くよ

うに」周辺環境を認識できるようになるわけです。また、無人潜水艇は複数機が協力して広範囲の

海域を同時に探索することもできます。この場合、各潜水艇が得た情報をAIを通じて共有・統合す

ることで、捜索効率を高めるスウォーム作戦も可能になります。軍事的には、敵の潜水艦や海底イ

ンフラ（ケーブル、パイプラインなど）を監視するのに有用です。従来は潜水艦の乗組員が一つ一

つ確認しなければならなかった危険要素を、現在はAIが一次的にフィルタリングすることで、人員

の負担を大幅に軽減しています。

また、人命被害の危険が高い任務に無人潜水艇を投入できるため、軍の生存性を高めます。敵が機

雷を設置した区域を探索したり、化学・生物・放射性物質が流出した海域を調査したりする際も、

無人潜水艇が先陣を切ることができます。AIを搭載した無人潜水艇は、機内のバッテリーや燃料を

効率的に管理し、長時間の潜航を行いながら任務を遂行します。一部のモデルは、必要に応じて水

面に浮上し、太陽光パネルでバッテリーを充電する機能も備える見込みです。海底の状況は予測不

可能な要素が多いため、AIが適応的に運用計画を調整する能力が重要です。DARPAや海軍研究所な

どでは、無人潜水艇の自律能力向上のために、シミュレーションと実海域テストを絶えず行ってい

ます。

今後は海底資源開発や海洋研究など、軍事以外の分野でもAIベースの無人潜水艇が幅広く活用され

ると見られます。結局のところ、AI技術が結合された無人潜水艇は海洋作戦のパラダイムを変え、

未来の海において重要な役割を担うことになるでしょう。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第8章 国務省によるAIを活用した外交情報分析

← 前の章

全章を見る

次の章 →

人工知能（AI）技術は、外交や国際協力の分野でも重要な役割を果たしています。世界各地で発生

する複雑な外交問題や、多様な言語で作成された膨大な文書を分析し、国際世論を迅速に把握、さ

らには危機的な状況を事前に予測する上で、人工知能は大きな助けとなっています。

アメリカ国務省は、毎日世界中にある約270の外交公館から膨大な量の報告書と情報を受け取って

います。これほど膨大な情報を短時間ですべて分析することは不可能でした。国際関係がますます

複雑化し、外交的な決断を迅速に下さなければならない状況が増える中で、効率的な情報処理と分

析が不可欠となりました。このような背景から、国務省は「デジタル外交イニシアチブ（Digital

Diplomacy Initiative）」を開始し、人工知能を活用した外交情報分析システムの開発を進めていま

す。

外交情報分析システムには、大きく分けて3つの主要な機能があります。

第一に、情報の収集および分類機能です。このシステムは外交公館からの報告書だけでなく、ニュー

ス記事、ソーシャルメディアの投稿、学術論文、各国政府の発表など、多様な情報源から自動的に

情報を収集します。自然言語処理（NLP）技術を用いて、これらの情報をテーマ別、国別、重要度

別に分類します。例えば、中東地域の和平交渉に関する情報、貿易紛争に関する情報、人権問題に

関する情報といった具合に分類されます。

第二に、情報の分析および要約機能です。システムは収集された情報を分析し、主要な事件、傾向、

リスク要因などを把握します。大規模言語モデル（LLM）を活用して外交文書を自動的に要約し、

重要な情報を抽出します。これにより、外交官が膨大な文書をすべて読み込むことなく、核心的な

内容を素早く把握できるようになります。

第三に、意思決定支援機能です。このシステムは、過去の類似した外交状況とその結果に関するデー

タに基づき、現在の状況に対する多様な外交的対応策とその潜在的な結果を予測して提示します。

ゲーム理論やシミュレーション手法を活用し、多様な外交的選択肢がもたらし得る結果を分析しま

す。ロシアとウクライナの国境地域における軍事活動、両国指導者の発言、国際社会の反応など、

多様な情報をリアルタイムで収集・分析することで、ロシアによる侵攻の可能性が高まっていると

いう早期警戒を提供し、アメリカが多くの同盟国とともに外交的対応を準備するための貴重な時間

を稼ぐことができました。

他の事例としては、貿易交渉の支援が挙げられます。特定の国との貿易交渉に先立ち、その国の経

済状況、主要な貿易関心事、過去の交渉戦略などを分析して提供します。これにより、アメリカの

交渉団が相手国の立場をより深く理解し、効果的な交渉戦略を立案するのに役立っています。

システムの導入により、以下のような効果が得られています。



70

・情報処理時間を約60%短縮

・外交に関連する重要事象の早期検知能力が向上

・外交官が戦略的分析や政策立案により多くの時間を割くことが可能に

・多様な地域やテーマに対する総合的な理解が向上

システムはいくつかの課題に直面することになるでしょう。

第一に、外交政策は正確な情報に基づかなければならないため、AIが提供する情報と分析の正確性

は極めて重要です。AIは多様な情報を集約して基礎的な分析を提供しますが、最終的な解釈と決定

は経験豊富な外交官が行います。AIシステムの分析結果を定期的に専門家が検討しフィードバック

を行うプロセスを通じて、システムの正確性を高めていきます。

第二に、データのセキュリティと機密保持の問題があります。システムを外部ネットワークから完

全に遮断されたクローズドネットワークで運用し、多要素認証システムや強力な暗号化技術を導入

する必要があります。

第三に、多様な言語と文化的背景を理解するという課題があります。世界中の様々な国の情報を分

析するためには、複数の言語と文化的文脈を理解できなければなりません。各地域や文化の特性を

考慮した分析を行い、地域の専門家の知見をAIシステムに継続的に反映させることで、文化的なニュ

アンスまで把握する必要があります。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第9章 財政および税務行政分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

財政と税務行政は、国家運営の基盤となる重要な領域です。政府が適正に税金を徴収し、効率的に

予算を使用することは、あらゆる公共サービスの根幹となります。この分野に人工知能を導入する

ことで、徴税の正確性を高め、脱税を減らし、より効率的な財政政策を策定することが可能になり

ます。本章では、世界各国で財政および税務行政に人工知能を活用した代表的な事例を見ていきま

す。

1. シンガポール税務庁のAIベースの納税申告検証

シンガポールは小国ながら、非常に効率的な行政システムで知られています。シンガポール内国歳

入庁（IRAS：Inland Revenue Authority of Singapore）は、人工知能を活用した納税申告検証シス

テムの開発に着手しました。従来、税務職員は膨大な数の申告書を一件ずつ精査する必要があり、

この過程で多大な時間を要したほか、一部の不正確な申告を見逃すこともありました。また、正直

な納税者であっても、複雑な税務規定ゆえに誤って不適切な情報を提出してしまうケースがありま

した。IRASはこれらの課題を解決するためにAI技術を導入し、納税申告の正確性を高め、税務職員

の業務負担を軽減し、納税者により良いサービスを提供することを目指しました。

シンガポールのAIベースの納税申告検証システムは、主に3つの核心的な機能を備えています。

第一に、「異常検知（Anomaly Detection）」機能です。このシステムは、過去の納税申告データ

と現在提出された申告内容を比較し、不審なパターンや不一致を特定します。例えば、所得に対し

て異常に高い控除申請や、急激な所得の変化などを検知できます。このために、機械学習アルゴリ

ズムが数百万件の過去の納税申告データを学習し、「正常な」申告パターンを把握します。

第二に、「自動分類（Automatic Classification）」機能です。AIシステムは、提出された納税申告

書をリスク度に応じて自動的に分類します。高リスク群は税務職員による詳細な検討が必要なケー

ス、中リスク群は一部の項目のみ検討が必要なケース、低リスク群は追加の検討なしで処理可能な

ケースに分けられます。これにより、限られた人員を効率的に配分することができます。

第三に、「リアルタイムフィードバック」機能です。納税者がオンラインで確定申告を行う際、AI

システムがリアルタイムで入力内容を検討し、潜在的なエラーや漏れを即座に通知します。例えば、

「昨年度と比較して、お子様の教育費控除項目が漏れています。確認が必要です」といった案内を

提供します。

多様なデータソースを活用します。過去の納税申告履歴、銀行取引データ、不動産取引記録、企業

会計情報などを統合して分析します。また、自然言語処理（NLP）技術を活用して、添付された文

書や説明内容を理解・分析します。

シンガポール税務庁のAIシステム導入後、多くの肯定的な変化が現れました。
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第一に、税務職員の業務効率が大幅に向上しました。以前は1人の税務職員が1日に約30件の納税申

告を検討していましたが、AIシステムの導入後は100件以上を処理できるようになりました。シス

テムが低リスクの事例を自動的に処理することで、職員はより複雑で重要な事例に集中できるよう

になりました。

第二に、納税申告の正確性が向上しました。AIシステムのリアルタイムフィードバックのおかげで、

納税者は申告過程でエラーを即座に修正できるようになりました。誤った申告に伴う追加処理費用

が約25%減少しました。

第三に、税収増加の効果がありました。より正確な納税申告と、漏れていた税金の効果的な発見に

より、年間税収が約2億シンガポールドル（約230億円）増加しました。高所得者や企業による複雑

な脱税の試みを、より効果的に摘発できるようになりました。

第四に、納税者の満足度が向上しました。リアルタイムフィードバックとパーソナライズされた案

内のおかげで、多くの納税者が納税申告のプロセスがより容易かつ透明になったと評価しています。

2022年の調査によると、納税者の満足度はAIシステム導入前の72%から導入後は85%へと上昇し

ました。

シンガポール税務庁は、より高度なAI技術を導入する計画です。2023年からは大規模言語モデル（

LLM）を活用して納税者との対話型相談サービスの提供を開始しており、ブロックチェーン技術と

AIを組み合わせて、リアルタイムの取引分析および徴税システムの開発を進めています。

2. イギリス歳入関税庁の脱税パターン検知

イギリス歳入関税庁（HMRC：Her Majesty's Revenue and Customs）は、毎年数百億ポンドに上

る「タックス・ギャップ」（本来徴収すべき税額と実際に徴収された税額の差）を縮小するために

努力しています。2019年、HMRCはこの問題を解決するための手段として、「Connect」という最

先端のAIベースの脱税検知システムを本格的に拡大導入しました。

このシステムの主な目的は3つありました。第一に、複雑で巧妙な脱税の手口を効果的に特定するこ

とです。第二に、限られた調査人員を最も疑わしい事例に集中させることです。第三に、先制的な

脱税防止体制を構築することです。

「Connect」システムは、イギリスで最大規模のデータ分析プラットフォームの一つであり、多様

なAI技術が適用されています。

イギリス税務当局のConnectシステムは、納税申告データ（VAT、自己申告、地方税）、イギリス

国内および海外60カ国の銀行取引情報、VisaやMastercardなどのクレジット/デビットカードの利

用明細、土地登記所の不動産取引記録、DVLAの自動車登録情報、海外資産情報、公開されているソー

シャルメディアアカウントの活動、eBayやAirbnbなどのオンラインマーケットプレイスの販売記録、

Companies Houseの企業情報、電子商取引サイト、暗号資産取引所、シェアリングエコノミー・プ

ラットフォーム、信用情報機関、預貯金、年金、投資記録など、30以上の多様なデータソースを統

合して分析します。HMRCはこのシステムを通じて550億件以上の納税者データを保有しており、こ

れを活用して納税申告内容と実際の経済活動との不一致を効果的に識別し、租税回避や脱税の可能

性がある事例を検知します。
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「Connect」の核心的な機能は、ネットワーク分析とパターン認識です。このシステムは、個人や

企業間の複雑な関係を可視化・分析し、隠れたつながりを見つけ出します。例えば、多層的な法人

を通じて所得を隠蔽するケースや、家族を通じた資産の分散などを検知できます。

Connectシステムは、ネットワーク分析を通じて個人や企業間の複雑な関係を可視化・分析し、多

層的な法人を通じた所得の隠蔽や家族を通じた資産の分散といった、隠れたつながりを確認するこ

とが可能です。

パターン認識機能は、AIアルゴリズムが「正常な」財務活動パターンを学習し、申告された所得に

比べて異常に高い生活水準など、これとは異なる異常なパターンが発見されると自動的にフラグを

立てます。予測分析機能は、過去の脱税事例のパターンを学習し、同様のパターンを示す新しい事

例を事前に識別することで、潜在的な脱税リスクの高い個人や企業を予測し、集中的に管理するこ

とを可能にします。注目すべきは、自然言語処理（NLP：Natural Language Processing）を活用し

た文書分析機能です。自然言語処理機能は、申告書、メール、契約書などの多様な文書を自動的に

分析し、不一致や不審な内容を効率的に探し出します。

「Connect」システムの導入後、イギリス歳入関税庁は多様な成果を収めました。

第一に、脱税の摘発率が大幅に向上しました。2020年時点で、「Connect」システムを通じた脱税

調査の成功率は約88%に達し、従来の主導方式による調査成功率65%から大きく改善されました。

第二に、追加の税収を確保する効果がありました。2019年から2022年までに、「Connect」シス

テムを通じて摘発された脱税により、約37億ポンド（約7,100億円）の追加税収が確保されました。

第三に、調査の効率が向上しました。AIシステムが高リスク事例を正確に識別することで、調査官

はより少ない時間とリソースでより多くの脱税事例を処理できるようになりました。平均調査時間

は約30%短縮されました。

第四に、予防効果がありました。税務当局の高度な脱税検知能力が知れ渡ることで、潜在的な脱税

者に対して強力な抑止効果が生まれました。2021年の調査によると、納税者の約67%が、強化さ

れた脱税検知システムのために脱税を試みなくなったと回答しています。

第五に、国際的な脱税に対する対応能力が強化されました。海外のタックス・ヘイブンを活用した

複雑な脱税スキームを効果的に把握できるようになりました。2021年には、パナマ文書のような国

際的な脱税スキャンダルの関係者のうち、イギリスに関連する人物約800人を特定し、調査を行い

ました。

「Connect」システムは、優れた成果を上げている一方で、いくつかの課題に直面しています。

第一に、プライバシーおよびデータ保護の問題があります。システムが広範な個人データを収集・

分析するため、個人情報保護の観点から懸念が提起されました。これに対し、HMRCは厳格なデータ

アクセス制御と独立した監督体制を導入しました。

第二に、誤検知（False Positive）の可能性です。システムが時として、正常な活動を不審なものと

誤認し、罪のない納税者が不要な調査を受けるケースがありました。これを解決するために、アル

ゴリズムの正確性を継続的に改善しています。
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第三に、技術的な対抗（Counter-AI）の問題です。一部の巧妙な脱税者は、AIシステムの検知方式

を研究し、それを回避する新しい方法を開発する場合があります。HMRCはこれに対抗するため、継

続的にシステムをアップデートしています。

HMRCは、「Connect 2.0」として知られる次世代システムを開発中です。このシステムには、リア

ルタイムのデータ分析、強化された自然言語処理、より精緻なネットワーク分析機能などが含まれ

る予定です。また、海外の税務当局とのデータ共有および協力を拡大し、国境を越えた脱税により

効果的に対応する計画です。

3. ブラジルの公的支出モニタリング

ブラジル政府は、公的支出の透明性向上と不正防止のために、革新的な「透明性ポータル（

Transparency Portal）」と人工知能ベースの最先端の「公的支出観測所」システムを構築していま

す。このシステムの構築と運営はブラジル連邦監査院（CGU）が主導しており、データサイエンティ

スト、財政専門家、監査専門家、IT専門家で構成される多角的な専任チームが協力して、システム

の継続的な改善と運営を担当しています。

システムは、データ統合、異常検知、ネットワーク分析、テキストマイニング、リスクスコアリン

グシステムという5つの重要な部門で運営されています。

データ統合は、政府のすべての契約と支出情報をリアルタイムで一箇所に集約して保存します。そ

の際、公務員の人事情報、企業の所有構造や政治的なつながりといった多様な資料を連携させ、契

約プロセスの透明性を高めます。これにより、契約における不正行為や不公正な契約締結が発生す

るリスクを大幅に下げることができます。

異常検知アルゴリズムは、最新の人工知能と機械学習技術を利用して、通常とは異なる取引を自動

的に特定します。例えば、類似の契約に比べて費用が極端に高かったり、短期間に特定の企業と少

額の契約を繰り返し結んだりするといった不審な状況を検知できます。

ネットワーク分析技術は、政府の契約と公務員、企業間の複雑な関係を図式化して分析し、不正や

不祥事を徹底的に調査します。公務員と特定の会社との間の直接的または間接的な関係を把握する

ことで、それらが不当な取引や影響力を行使する可能性を事前に発見できるよう支援します。

テキストマイニング技術は、契約書、入札書類、請求書、監査報告書といった多様な政府文書の内

容を自動的に分析し、内容の不一致や不適切な契約条件を特定します。この技術により、実際の契

約内容と書類上の条件が異なっている点を発見し、それを標準化されたデータに変換することで、

より正確な分析を可能にします。

リスクスコアリングシステムは、複数のリスク要因に基づいてすべての取引や契約に総合的なリス

クスコアを付け、監査人員が優先的に確認すべき箇所を迅速に判断できるようにします。これによ

り、リスクの高い契約や取引が自動的に選定されて詳細な監査を受けるようになり、政府機関や事

業単位ごとに具体的なリスクレベルを管理します。

技術的には、クラウド環境での高性能データ処理システムと、リアルタイムデータ処理のためのス

トリーミング方式を使用し、システムの処理速度と拡張性を最大化しました。また、ユーザーフレ
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ンドリーな画面を作成し、市民が容易にアクセスして利用できるようにしたほか、政府機関が使用

するダッシュボードと市民が閲覧する公開ポータルを個別に運営することで効率を高めました。

毎月90万人以上の市民、研究者、ジャーナリスト、公務員が、このシステムを通じて政府の支出内

容をモニタリングしています。これまでに本システムのおかげで、数十億レアル（R$）に達する不

適切な支出を防止したり回収したりする成果を上げました。また、国際的な透明性評価におけるブ

ラジルの順位向上にも寄与しており、オープン・ガバメント・パートナーシップの創設メンバーと

して、他国にとっても優れた模範となっています。ブラジル政府は今後もシステム機能を継続的に

発展させ、国際的な協力と技術交流をより活発に推進する計画です。

ブラジルの公的支出観測所（Observatório da Despesa Pública：ODP）システムは、公的財政の

透明性を高め、市民参加を活性化するために設計されたプラットフォームです。本システムは、国

際的に類似した他のシステムと比較した際、いくつかの独特な特徴が際立っています。

米国「USA Spending.gov」との比較：ブラジルのODPは、連邦政府の予算データへのアクセスの

しやすさを強調しており、誰でもログインなしで簡単にアクセスできる開放的な構造を備えていま

す。これにより、月平均90万人が訪問するほど市民の参加が活発に行われています。一方、米国の

USA Spending.govは、連邦政府の支出データを構造化して提供し、予算項目別やプログラム別の分

析ツールを重点的に提供しています。ユーザーインターフェースの面での優劣は明確ではありませ

んが、ブラジルのシステムにおけるアクセスのしやすさと市民参加の誘導は、より強調されていま

す。

イギリス「HMRC Connect」との比較：イギリスのHMRC Connectは、AIを活用したデータ分析を

通じて脱税や不正行為を検知することに特化した強力な分析ツールです。銀行記録、不動産情報、

ソーシャルメディアのデータなど、多様なソースを連携させて複雑なデータの関係を分析するのが

特徴です。これに対し、ブラジルのODPは、市民の積極的な参加を通じた不正防止に焦点を当てて

おり、市民による監視機能が相対的に開放的かつ透明です。ただし、データの複雑な関係を把握す

る分析能力については、HMRC Connectと比較して明確に実証されてはいません。

韓国「デジタル予算会計システム（dBrain）」との比較：韓国のdBrainは、予算編成から決算まで

財政管理の全過程を統合的に支援し、リアルタイムで国庫を管理し、成果分析機能を強調していま

す。韓国のシステムは、プログラム予算制度と発生主義会計を組み合わせて、財政管理を緻密に遂

行します。一方、ブラジルのODPは、公的資金の透明な追跡と地方政府の財政監視を主な目的とす

るなど、不正防止と予算の透明性強化に、より焦点を当てています。

インド「PFMS（Public Financial Management System）」との比較：インドのPFMSは、中央政府

と地方政府間の資金の流れをリアルタイムで管理し、受益者に直接資金を伝達（DBT）する機能に

重点を置いています。これにより、インドの政府プログラム全般を支援し、資金執行の透明性を確

保しています。ブラジルのODPは、リアルタイムの予算データ公開を通じて透明性を高めることに

重点を置いていますが、インドのPFMSのように広範な政府プログラムのリアルタイム追跡および受

益者管理機能は、相対的に強調されていません。

← 前の章

全章を見る
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次の章 →
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第10章 交通および都市管理分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. シンガポールの統合交通管理

シンガポールは狭い国土に多くの人口が住んでおり、交通渋滞の問題が深刻になる可能性がありま

す。このような問題を解決するために、シンガポールは世界で最も進んだ交通管理システムを構築

しました。シンガポール陸上交通庁（Land Transport Authority, LTA）が開発した「スマート・モ

ビリティ2030」計画は、人工知能技術を活用して交通の流れを最適化することを目標としています。

シンガポールの統合交通管理システムは、さまざまな先端技術を集約して活用しています。道路の

いたるところに設置された1万2,000個以上のセンサーとCCTVカメラが、リアルタイムで交通状況

のデータを収集します。こうして集まったビッグデータを人工知能が分析し、交通信号を自動的に

調整し、交通状況を予測して、最適な対応策を提示します。

注目すべきシステムは「グリーン・リンク決定システム（GLIDE）」です。このシステムは、道路

の交通量をリアルタイムで感知し、信号機の時間を自動的に調整します。車両が多い方向には青信

号の時間を延ばし、少ない方向には短縮することで、交通の流れを最適化します。人工知能アルゴ

リズムは日々の交通パターンを学習し、時間帯別、曜日別の最適な信号体系を構築します。このシ

ステムのおかげで、シンガポールは交通信号の待ち時間を平均20%短縮する成果を上げました。

また、シンガポールは「電子道路料金徴収システム（Electronic Road Pricing, ERP）」を運営して

います。このシステムは、交通量が多い時間帯に特定の区域を通過する車両に自動的に料金を課し

ます。人工知能はリアルタイムの交通データを分析し、最適な料金を決定します。混雑する時間帯

には料金を上げ、空いている時間帯には下げることで、交通量を分散させます。このシステムは、

通勤時間帯の都心への進入車両を約15%減少させる効果をもたらしました。

公共交通機関の分野でも人工知能が積極的に活用されています。「予測的メンテナンスシステム」

は、地下鉄やバスの状態をリアルタイムで監視し、故障が発生する前にあらかじめ整備が必要な箇

所を知らせてくれます。センサーから収集されたデータを人工知能が分析して異常の兆候を感知す

ると、自動的に整備チームに通知を送ります。このシステムのおかげで、シンガポールの地下鉄ネッ

トワークの故障による遅延時間が30%減少しました。

乗客向けのサービスも人工知能によって改善されました。「MyTransport SG」アプリは、人工知能

を活用して個人別の最適な移動ルートを推薦します。リアルタイムの交通状況、個人の過去の移動

パターン、気象情報などを総合的に分析し、最も早くて便利なルートを提案します。このアプリは

現在、シンガポール市民の70%以上が使用しており、平均移動時間を15%短縮させる効果をもたら

しました。
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シンガポールの統合交通管理システムがもたらした効果は非常に大きいです。都心地域の交通渋滞

が25%減少し、公共交通機関の利用率は15%増加しました。また、交通事故の発生率も20%減少し、

大気汚染物質の 排出量も大幅に削減されました。

このような成功の鍵は、データの統合と省庁間の協力にあります。シンガポールは交通関連データ

を一箇所に集めて管理する「統合交通データプラットフォーム」を構築しました。このプラットフォ

ームには、交通だけでなく、天気、イベント情報、人口移動パターンなど、さまざまなデータがリ

アルタイムで収集されます。こうして集められたデータは、複数の政府機関や民間企業で共有され、

多様なサービスの開発に活用されています。

シンガポールの統合交通管理システムは、他国にとっても重要なモデルとなっています。都市空間

が限られた国々にとって、効率的な交通管理の模範事例として評価されています。シンガポールは

このシステムを継続的に発展させ、2030年までに完全自動運転の公共交通ネットワークを構築する

ことを目指しています。

2. バルセロナのスマートシティプラットフォーム

スペインのバルセロナは、欧州で最も先進的なスマートシティプロジェクトを運営しています。「

バルセロナ・デジタル・シティ（Barcelona Digital City）」計画は、人工知能を活用して都市サー

ビスを最適化し、市民の生活の質を向上させることを目標としています。

バルセロナのスマートシティプラットフォームは、「Sentilo」というオープンソースのセンサーお

よびアクチュエータープラットフォームに基づいています。このプラットフォームは、都市全体に

設置された1万個以上のセンサーから収集されたデータを一箇所に集約します。センサーは、交通量、

大気質、騒音レベル、ゴミ箱の積載量、駐車スペースの空き状況など、さまざまな情報をリアルタ

イムで収集します。

人工知能は、このように収集されたビッグデータを分析して都市サービスを最適化します。注目す

べき成果を上げた分野が、スマート照明システムです。バルセロナは、都市全体の街灯をLEDラン

プに交換し、動き検知センサーと接続しました。人工知能が歩行者や車両の動きのパターンを学習

し、必要な場所にだけ明るさを調節します。夜遅くに人がいない場所では明るさを抑え、人が近づ

くと自動的に明るくなる仕組みです。このシステムにより、バルセロナは照明のエネルギー消費を

30%削減し、年間で約370万ユーロのコストを節約しました。

また、バルセロナはスマートゴミ管理システムを運営しています。ゴミ箱に設置されたセンサーが

積載量を感知し、リアルタイムでデータを送信します。人工知能アルゴリズムはこのデータを分析

し、最適な収集ルートを計算します。ゴミが多く溜まっている箱から収集するようにルートを調整

することで、収集トラックの移動距離を短縮し、効率を高めます。このシステムは、ゴミ収集コス

トを20%削減し、関連する交通量や大気汚染も大幅に減少させました。

水資源管理の分野でも人工知能が大きな役割を果たしています。バルセロナのスマート給水システ

ムは、公園や緑地の土壌湿度、気温、降水量などをリアルタイムで測定します。人工知能はこれら

のデータと気象予測情報を総合して、各区域に必要な水の量を計算し、自動的に給水スケジュール

を調整します。このシステムを通じて、バルセロナは公共緑地の管理に使用される水の量を25%削

減し、植物の健康状態も改善されました。
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市民参加の側面でも、バルセロナのアプローチは革新的です。「Decidim Barcelona」というデジタ

ル民主主義プラットフォームを通じて、市民が都市計画や政策決定に直接参加することができます。

人工知能は市民の意見を分析・分類し、都市の管理者が主要な関心事や要求事項を容易に把握でき

るようサポートします。このプラットフォームを通じて提案されたアイデアの70%以上が、実際の

政策に反映されました。

バルセロナのスマートシティプラットフォームがもたらした効果は多岐にわたります。エネルギー

消費が25%減少し、水の使用量は17%減少しました。交通渋滞は21%減少し、大気質は15%改善

されました。また、デジタルサービスに対する市民の満足度は30%上昇しました。

バルセロナのスマートシティプロジェクトの主な成功要因は、データの開放性と市民中心のアプロー

チです。バルセロナは「Open Data BCN」ポータルを通じて都市データを公開し、民間企業や市民

がこれを活用して新しいサービスを開発できるように支援しています。現在、500以上のデータセッ

トが公開されており、これらを活用した150以上のアプリが開発されています。

また、バルセロナは「技術主権（technological sovereignty）」という概念を重視しています。こ

れは、都市が特定の企業や技術に従属することなく、市民の利益のために技術を制御できなければ

ならないという原則です。そのために、バルセロナはオープンソースソフトウェアを積極的に活用

し、市民のデータ権利を保護する政策を施行しています。

バルセロナのスマートシティモデルは、世界の多くの都市にインスピレーションを与えています。

特に、技術的な解決策と市民参加をバランスよく組み合わせたアプローチは、多くの都市がベンチ

マークにしています。バルセロナは今後も人工知能とデータを活用し、より持続可能で市民に優し

い街を作っていくことを目指しています。

3. ロンドンのAIベースの交通渋滞予測

ロンドンは世界で最も複雑な交通体系を持つ都市の一つです。毎日、数百万人の人々が地下鉄、バ

ス、自動車などの多様な交通手段を利用して移動します。このような複雑な交通体系を効率的に管

理するため、ロンドン交通局（Transport for London, TfL）は、人工知能を活用した「予測的交通

管理システム」を導入しました。

システムの核心は、膨大な交通データをリアルタイムで収集・分析する能力にあります。ロンドン

全域に設置された9,500個以上の交通信号機、1,800台のCCTVカメラ、あらかじめ装着されたGPS

装置によるロンドンの8,600台のバス、そしてオイスターカード（Oyster Card）端末から収集され

るデータが、すべて中央システムに送信されます。さらに、ソーシャルメディア、気象情報、イベ

ントスケジュールなどの外部データも追加されます。

人工知能は、このビッグデータを分析して交通渋滞を予測し、対応策を提示します。注目すべきは

「予測的混雑管理（Predictive Congestion Management）」システムです。このシステムは、過

去の 交通パターン、現在の交通状況、天気、イベント情報などを総合的に分析し、今後数時間以内

にどの地域で混雑が発生するかを予測します。正確度は約85～90%に達し、このような予測に基づ

いて交通管理者は事前に対策を講じることができます。
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例えば、サッカーの試合が終わる時間に雨が降ると予想される場合、システムは周辺地域の交通量

の増加と公共交通機関の利用増加を予測します。これに伴い、当該地域の信号時間を調整したり、

臨時バスを配置したりするなどの対応策を事前に準備することができます。このシステムのおかげ

で、ロンドンは予測可能な混雑状況に対する対応時間を、平均30分から2時間以上早めることがで

きるようになりました。

ロンドンは「動的信号制御システム（SCOOT）」を運営しています。このシステムは、リアルタイ

ムの交通データに基づいて信号時間を自動的に調整します。人工知能アルゴリズムは、道路ごとの

交通量、待機車両数、歩行者数などを分析して、最適な信号時間を計算します。予期せぬ状況（事

故、道路工事など）が発生した際に、素早く適応する能力に優れています。このシステムは、ロン

ドン全体の交通遅延時間を13%減少させる効果をもたらしました。

公共交通機関の分野でも人工知能は重要な役割を果たしています。「iBus」システムは、すべての

ロンドンバスの位置をリアルタイムで追跡し、人工知能アルゴリズムを通じて到着時間を正確に予

測します。このシステムは、交通状況、天気、時間帯別の乗客数などを考慮してバスの到着時間を

予測し、正確度は約87%に達します。乗客はモバイルアプリを通じてリアルタイムの到着情報を確

認できるため、公共交通機関の利用の利便性が大幅に向上しました。

印象的なのは、ロンドンの「交通事故予防システム」です。このシステムは、CCTV映像を人工知能

がリアルタイムで分析し、危険な状況（車両故障、歩行者の車道侵入など）を感知します。危険な

状況が検知されると直ちに管制センターに通知が行き、必要な場合は自動的に安全措置が講じられ

ます。このシステムは導入後、交通事故の発生率を17%減少させる成果を上げました。

ロンドンのAIベースの 交通管理システムがもたらした効果は非常に大きいです。交通渋滞が全体的

に18%減少し、公共交通機関の利用率は12%増加しました。また、大気汚染物質の排出量が14%減

少し、交通事故の発生率も大幅に低下しました。

ロンドンのシステムが成功できた主な要因は、データの統合と開放性にあります。TfLは「Unified

API」を通じて、すべての交通データに一箇所からアクセスできるようにしました。このAPIは開発

者に公開され、多様なサービスの開発を促進しました。現在、1万4,000人以上の開発者がTfLのデー

タを活用して600以上のアプリを開発しており、これらのアプリは毎日、ロンドン市民の42%に使

用されています。

ロンドンのAIベースの交通管理システムは、他の大都市にとっても重要なモデルとなっています。

既存のインフラを活用しながらも、人工知能を通じて効率を大幅に高めたアプローチは、多くの都

市が参考にしています。ロンドンは今後、より精巧なAIアルゴリズムと5Gネットワークを活用して、

交通システムをさらに発展させる計画です。

4. 中国・杭州の「シティ・ブレイン」プロジェクト

中国の杭州は人口1,000万人を超える大都市で、交通渋滞と都市管理の複雑さが大きな課題でした。

杭州市政府はアリババ・グループと協力し、2016年から「シティ・ブレイン（City Brain）」プロ

ジェクトを開始しました。このプロジェクトは、人工知能とビッグデータを活用して都市のすべて

のシステムを統合的に管理することを目指しています。
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杭州シティ・ブレインの核心は、都市全域に設置された膨大なセンサーネットワークです。都市の

いたるところに設置された50万台以上のCCTVカメラ、交通信号機、環境センサー、公共施設セン

サーなどが、リアルタイムでデータを収集します。このデータは毎日約1,000TB以上発生し、アリ

ババのクラウドコンピューティングプラットフォームで処理されます。

人工知能は、このビッグデータを分析して都市のさまざまなシステムを最適化します。交通分野で

大きな成果を上げました。シティ・ブレインは都市全体の交通の流れをリアルタイムで監視し、交

通信号を自動的に調整します。複雑な交差点1,300カ所以上に人工知能ベースの信号制御システム

を導入しましたが、このシステムは交通量、待機車両数、歩行者数などを分析して、最適な信号時

間を計算します。時間帯別、曜日別に異なる交通パターンを学習し、状況に合わせて対応します。

このシステムのおかげで、杭州の主要道路での平均移動時間は15.3%減少しました。

シティ・ブレインは、交通事故や緊急事態を迅速に検知します。CCTV映像をリアルタイムで分析し、

事故、違法駐車、道路の破損などの異常事態を自動的に検知して、直ちに関連部署に通知を送りま

す。以前は交通事故の通報から現場到着まで平均15分かかっていましたが、シティ・ブレインの導

入後は3分に短縮されました。これは、人命救助や交通渋滞の解消に大きく貢献しています。

緊急車両優先通行システムも注目に値します。救急車や消防車が出動する際、シティ・ブレインは

リアルタイムで最適なルートを計算し、そのルート上のすべての信号機を自動的に制御して青信号

を保証します。このシステムは、緊急車両の目的地への到着時間を平均50%短縮しました。

杭州のシティ・ブレインは、交通だけでなく、多様な都市サービスを統合管理しています。公共安

全の分野では、CCTV映像を人工知能が分析して、犯罪が疑われる行動や危険な状況を検知します。

また、顔認識技術を活用して、行方不明者の捜索や犯罪者の追跡に利用されています。このシステ

ムは、公共の場での犯罪率を48%減少させる効果をもたらしました。

環境管理の分野でもシティ・ブレインが活用されています。都市全域に設置された大気質、水質、

騒音センサーなどから収集されたデータを分析して環境汚染を監視し、問題が発生した際には即座

に対応します。大気汚染がひどい地域をリアルタイムで把握し、その地域の交通量を制限したり、

工場の稼働を調整したりするなどの措置を講じます。これにより、都市の大気質は平均15%改善さ

れました。

都市のエネルギー管理においても、シティ・ブレインは効果を発揮しています。公共の建物、街灯、

交通信号などのエネルギー使用量をリアルタイムで監視し、使用パターンを分析して最適化します。

例えば、人が少ない時間帯や地域の街灯の明るさを自動的に調節したり、建物の冷暖房システムを

最適化したりします。これにより、公共部門のエネルギー消費が12%減少しました。

市民サービスの側面でも、シティ・ブレインは大きな変化をもたらしました。「アリペイ（Alipay）

」と連動したモバイルアプリを通じて、市民は200以上の政府サービスをオンラインで利用できま

す。交通違反の告知書の支払い、病院の予約、公共料金の支払いなどをアプリで処理できるため、

利便性が大幅に向上しました。また、人工知能チャットボットが市民の問い合わせに24時間対応し

ています。このサービスは毎月500万件以上の問い合わせを処理しており、市民の満足度は92%に

達しています。
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杭州シティ・ブレイン・プロジェクトがもたらした効果は非常に大きいです。交通渋滞が23%減少

し、緊急事態への対応時間は平均49%短縮されました。また、公共サービスの処理時間が86%短縮

され、市民の満足度は30%以上上昇しました。

杭州シティ・ブレインの成功要因は、官民連携モデルにあります。杭州市政府はデータとインフラ

を提供し、アリババは技術とプラットフォームを提供します。両者が緊密に協力し、革新的なソリュ

ーションを開発して迅速に適用することができました。また、市政府の思い切ったデータ開放政策

も重要な役割を果たしました。

杭州のシティ・ブレイン・モデルは、中国内の他の都市へ急速に拡散しています。2024年の中国工

業情報化部（MIIT）の資料によると、中国の40以上の都市が同様のシステムを導入したか、導入を

計画しています。蘇州、マカオ、昆明などの都市は、すでに独自のシティ・ブレイン・プロジェク

トを開始しています。

杭州は今後、シティ・ブレインの機能をさらに拡張する計画です。産業生産、都市計画、災害管理

などの分野へと適用範囲を広げ、人工知能の自律的な意思決定能力を強化することを目指していま

す。最終的には、都市のすべてのシステムが一つのインテリジェント・ネットワークでつながり、

リアルタイムで状況を認識し対応する「自律型都市（Autonomous City）」を実現したいと考えて

います。

杭州のシティ・ブレインは、人工知能を活用した都市管理の可能性を示す代表的な事例です。しか

し、同時に個人情報保護や監視社会への懸念も提起されています。杭州市政府はこうした懸念を解

消するため、データの収集と使用に関する明確な規定を設け、市民に透明性を持って情報を公開す

る努力を傾けています。このようなバランスの取れたアプローチは、人工知能ベースの都市管理シ

ステムの持続可能な発展のための重要な課題です。

5. 交通および都市管理の未来展望

これまで見てきた5つの事例は、人工知能が交通や都市の管理をいかに便利にできるかを示していま

す。ここから、重要な成功のポイントと今後の方向性を知ることができます。

多様なデータを一箇所に集約し、開放することが非常に重要です。シンガポール、ロンドン、杭州

などで見たように、さまざまなデータを組み合わせて分析したときに人工知能の効果が最大化され

ます。データを誰もが利用できるように開放すれば、民間企業もより独創的なサービスを生み出す

ことができます。

複数の部署が力を合わせる協力が不可欠です。都市の課題は互いに関連し合っているため、一つの

部署だけで解決するのは困難です。バルセロナや杭州のように、部署間でデータを共有し協力すれ

ば、より良い結果を得ることができます。

政府と企業の協力も重要です。ドバイや杭州で見られたように、政府と民間企業がそれぞれの強み

を活かして共に努力すれば、より迅速で革新的なサービスが生まれます。

市民中心のアプローチが都市の持続可能性を高めます。バルセロナの事例のように、技術よりも市

民の実際のニーズや参加を中心に考えるとき、より長期的に成功を収めることができます。
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これらの成功ポイントを考慮すると、今後、人工知能を活用した交通と都市の管理はさらにスマー

トで便利になるでしょう。都市全体を仮想空間に再現してシミュレーションする「デジタルツイン」

技術がより多く使われるようになります。人工知能は将来の課題を予測し、事前に解決する能力も

向上するでしょう。

しかし、技術が発展するにつれて、個人情報保護やアルゴリズムの偏り、デジタル格差といった課

題を慎重に解決していく必要があります。すべての市民が人工知能の恩恵を等しく受けられるよう、

包括的な方法を模索しなければなりません。

結局のところ、人工知能は私たちの都市をより便利で効率的、そして持続可能なものにしてくれる

でしょう。しかし、こうした変化の中心には常に「市民の生活をより良くすること」が最も重要な

目標としてあるべきだという点を、決して忘れてはなりません。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第11章 医療および公衆衛生分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

医療と公衆衛生の分野は、人工知能（AI）技術が最も活発に活用されている領域の一つです。膨大

な医療データに基づいたAIシステムは、疾患の診断、治療計画の策定、患者ケアの最適化、医療資

源の配分、そして感染症の予測および対応など、さまざまな領域で革新的な変化をもたらしていま

す。公共医療体系を備えた多くの国々は、このようなAI技術を積極的に導入し、医療サービスの質

を高め、コストを削減し、医療へのアクセスを改善するために努力しています。本章では、イギリ

ス、フィンランド、台湾、イスラエルなど、主要国の公共医療および保健分野におけるAIを活用し

た革新事例を見ていきます。

1. イギリス NHS

イギリスの国民保健サービス（NHS: National Health Service）は、世界で最も大きな公共医療体系

の一つであり、約6,700万人の人口に医療サービスを提供しています。しかし、人口の高齢化、慢

性疾患の増加、医療従事者の不足、予算の圧迫などの問題により、サービスの提供に困難をきたし

ていました。これらの問題を解決するため、NHSは2019年に「NHS長期計画（NHS Long Term

Plan）」を発表し、AIを活用した医療革新を主要戦略に掲げました。

NHSデジタル（NHS Digital）とNHSX（現在はNHSイングランドに統合）は、AI導入のための核心

組織として、データの標準化、セキュリティ体系の構築、倫理的ガイドラインの開発などの基盤作

業を進めました。また、NHS AIラボ（NHS AI Lab）を設立し、年間1億4,000万ポンド（約2,300

億ウォン）の予算でAI革新プロジェクトを支援しています。

NHS AI診断支援システム：NHSの代表的なAIシステムとしては、ディープマインド・ヘルス（

DeepMind Health）と協力して開発した眼科疾患診断システムがあります。このシステムは網膜ス

キャン画像を分析し、糖尿病性網膜症、黄斑変性、緑内障など50種類以上の眼科疾患を診断するの

に役立ちます。臨床試験において、このAIシステムは専門眼科医の診断精度と同等の94.5%の精度

を示し、緊急の治療が必要な症例を識別する上で優れた性能を発揮しました。

NHSは胸部X線分析AIシステムを導入し、肺がん、肺炎、結核、気胸（ききょう）などの疾患を早期

に発見するために活用しています。このシステムは、放射線科専門医の業務を完全に代替するので

はなく、優先的に検討すべき画像を分類し、異常の兆候を表示することで、専門医の診断効率を高

めることに重点を置いています。

NHS 111オンラインAIトリアージシステム：NHSは「111オンライン」サービスにAI技術を導入し、

患者の症状を評価して適切な医療サービスを案内するトリアージ（重症度分類）システムを運営し

ています。このシステムは、患者が入力した症状と既往歴をAIアルゴリズムで分析し、救急外来の

受診、GP（一般医）の予約、薬局の利用、セルフケアなど、最も適切な処置を提案します。



85

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック期間中には、このシステムに症状評価機

能を追加し、1日平均約3万件の症状検査を処理しました。これにより、不必要な病院への訪問を減

らし、医療資源を効率的に活用する上で大きな助けとなりました。

患者ケア最適化システム：NHSトラスト（病院運営組織）は、AIを活用して患者ケアのプロセスを

最適化しています。例えば、インペリアル・カレッジ・ヘルスケアNHSトラストは、患者の状態変

化をモニタリングし、悪化のリスクを予測する「SEND」システムを導入しました。このシステムは、

患者のバイタルサイン、検査結果、投薬記録などをリアルタイムで分析し、状態が悪化するリスク

のある患者を事前に特定して医療陣に通知を送ることで、早期介入を可能にします。

NHSデジタルは、病院の入院と再入院を予測する AIモデルを開発し、リソースの計画と配分に活用

しています。このモデルは、過去の入院記録、人口統計データ、季節的要因などを分析して、特定

の期間に予想される入院患者数を予測し、それに応じて医療スタッフや病床を効率的に配置できる

ようにします。

NHSのAIシステム導入は、さまざまな肯定的な成果をもたらしました。診断支援システムは医療画

像の分析時間を平均70%短縮し、アイデンス（Aidence）のVeye ChestのようなAIソリューション

は肺結節の検出精度を23%向上させました。また、NHS 111オンラインAIトリアージシステムは、

不必要な救急外来の受診を約20%減少させ、年間で約2億ポンド（約3,300億ウォン）のコスト削

減効果をもたらしました。

患者ケア最適化システムの場合、急性腎障害の早期警告システムは発見時間を平均24時間短縮させ、

これにより入院期間が平均3.1日減少し、死亡率が7.3%低下するという効果がありました。

NHSがAIを導入する際、いくつかの困難がありました。まず、医療データの質と統合に問題があり

ました。NHSは複数の異なるシステムでデータを管理していたため、AIの学習に必要な良質なデー

タを得ることが困難でした。これを克服するため、NHSデジタルは「データ研究開発プログラム」

を通じて、データを標準化し品質を高める体系を構築しました。

二つ目は個人情報の保護と信頼性の問題でした。NHSは「Five Safes（5つの安全）」という手法を

導入してデータをより安全に保護し、AIの使用に関する倫理的なガイドラインを策定することで、

システムを安心して使用できるようにしました。また、AIシステムが社会にどのような影響を及ぼ

すかを評価する「アルゴリズム影響評価制度」を導入しました。

最後は、医療従事者がAIを受け入れることが難しいという点でした。NHSは「デジタルアカデミー」

を設立し、医療従事者にAIとデジタル技術の使用方法を教育しました。そして、医療従事者が直接

AIシステムの開発プロセスに参加できるようにすることで、現場で使いやすいものにしました。

NHSは今後、さらに多くの分野にAIを適用する計画です。メンタルヘルスの分野では、AIを利用し

て疾患を早期に発見し、初期に対応するシステムを開発しています。慢性疾患を管理するための予

測モデルや、患者に合わせた治療法を提案するシステムの準備も進めています。また、地域別の医

療格差の問題を解決するため、遠隔医療にAIを積極的に活用しようとしています。

NHSの事例は、公共医療においてAIを適切に活用すれば、医療サービスの質を高め、コストも削減

できるという良い例です。データ管理の方法、倫理的原則、医療従事者の参加など、体系的なアプ
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ローチを通じてAI導入の困難を克服した点が印象的です。

2. 台湾の保健医療情報の統合

台湾は1995年から単一支払者方式の国民健康保険（NHI）を運営しており、人口の99.9%に医療保

険を提供しています。単一支払者方式（Single-payer system）とは、民間保険会社ではなく政府が

医療費を支払う体系を指します。このようなシステムを基盤として、台湾は全国民の医療データを

効果的に収集・管理できるインフラを備えていました。

台湾政府は「デジタル国家・革新経済発展プラン（DIGI+）」の一環として、医療分野のAI革新を推

進課題に選定しました。国民健康保険署（NHIA）と疾病管制署（CDC）は、「スマートヘルスケア・

イニシアチブ」を通じて、AIベースの医療情報統合および分析システムの構築を本格的に推進しま

した。

台湾のアプローチは、政府主導の下で産・学・研が協力するモデルであり、国立台湾大学、台北医

学大学などの主要大学や研究機関、そしてAI技術企業が参加しました。政府がデータインフラと規

制の枠組みを提供し、研究機関がアルゴリズムを開発し、企業がこれを実用的なソリューションと

して実装するという役割分担がなされました。

台湾の代表的な人工知能（AI）システムであるメディクラウド（MediCloud）は、国民健康保険で

収集された膨大な医療情報を分析するプラットフォームです。毎年数億件のデータを分析して医療

資源を効率的に管理し、疾患の特徴を把握し、政策決定を支援します。

メディクラウドの核心は「分析エンジン」です。ディープラーニングと自然言語処理を利用して、

患者の診療記録、薬の処方、検査結果、医療画像など、さまざまなデータを分析します。メディク

ラウドは、台湾の人々の特性に合わせた疾患予測モデルと医療リソースの需要予測を提供し、病院

や医療スタッフがより良い決定を下せるよう支援します。患者の過去の診療記録と現在の状態、似

た患者の事例を分析して、正確な診断と適切な治療法を提案します。また、薬物相互作用による副

作用や重複処方、副作用のリスクを発見し、医療事故を予防する役割も果たしています。

台湾の疾病管制署（CDC）は、人工知能（AI）を活用した伝染病の監視および対応システムを運用

しています。このシステムは、病院の診療情報、薬局の販売記録、ソーシャルメディア、ニュース

記事などの多様なデータをリアルタイムで分析し、伝染病を早期に発見し、拡散の可能性を予測し

ます。2003年のSARS流行後に構築され、継続的に発展してきました。これは新型コロナウイルス

のパンデミック初期に台湾が成功裏に対応できた重要な理由の一つです。

このAIシステムは、海外旅行の情報と台湾への入国者の情報を分析し、危険地域から来た人々を迅

速に確認します。もし疑わしい症状が報告されれば、接触した人々を自動的に追跡して管理できる

ようにします。AIアルゴリズムを利用して医薬品の需要を把握し、必要な物資を効率的に配分する

よう支援します。そのおかげで、台湾はパンデミックの初期段階からマスクなどの必須医療用品を

効果的に供給・管理することができました。

スマートヘルスケアIDシステム：台湾はAIベースの「スマートヘルスケアID」システムを通じて、

医療情報の連続性とアクセシビリティを高めました。このシステムは、国民一人ひとりに固有のヘ

ルスケアIDを付与し、それを通じてさまざまな医療機関で生成されたデータを安全に統合し、アク
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セスできるようにします。患者はモバイルアプリを通じて自分の健康記録にいつでもアクセスでき、

データの共有権限を細かく設定できます。このシステムは、特に慢性疾患患者や複数の医療機関を

受診する複合疾患患者に大きな利益をもたらしています。医療スタッフは患者の全医療履歴を容易

に把握できるため、より正確な診断と治療が可能になり、重複した検査や処方が減少しました。

台湾のAIベースの医療情報統合および分析システムは、さまざまな成果を上げました。メディクラ

ウドシステムは、医療費の支出を年間約3億ドル（約3,600億ウォン）節減する効果をもたらし、重

複した検査や処方が約20%減少しました。医療ミスや副作用も15%以上減少し、患者の安全が大幅

に向上しました。

台湾の医療システムは国際的にも注目されています。台湾のモデルは、低・中所得国が参考にでき

る効率的な医療情報化の事例として評価されており、タイ、ベトナム、マレーシアなど多くの国が

台湾のシステムをベンチマークしています。

台湾のシステム構築プロセスにおいて、データの標準化と品質管理の困難がありました。初期には、

医療機関ごとに異なる形式やコードを使用していたため、データの統合が困難でした。これを解決

するため、台湾政府は「国家医療データ標準化委員会」を設立し、国際標準（SNOMED CT、LOINC、

ICD-10など）を導入してデータの互換性を高めました。

3. イスラエルの医療画像分析および診断の自動化

イスラエルは、先端医療技術とデジタルヘルスケアの分野で世界的に注目されている国です。医療

AI分野では、革新的なスタートアップと強力な研究基盤を背景に急速に発展しています。イスラエ

ル政府は2018年に「デジタルヘルス国家イニシアチブ」を発表し、5年間で10億シェケル（約

3,500億ウォン）を投資してAIベースの医療システムの開発を支援しました。

イスラエルの医療システムは、4つの主要な健康維持機構（Health Maintenance Organization,

HMO）が人口の大部分に医療サービスを提供する構造になっています。これらのHMOは、それぞれ

独立したデジタル医療システムを運営していましたが、政府の主導により2019年から「国家医療デー

タイニシアチブ（NMDI）」を通じて、データの共有とAI開発の協力を開始しました。

医療画像分析の分野は、イスラエルが最も強みを持つ領域であり、ワイツマン科学研究所、テクニ

オン、テルアビブ大学などの主要研究機関と医療AI専門企業が協力して、さまざまな診断支援シス

テムを開発しました。イスラエル保健省は、これらのシステムの臨床検証と導入を積極的に支援し、

規制サンドボックスを通じて革新的な技術の実際の適用を促進しました。

3.1 主要なAIシステムおよび機能

1) マルチモダリティ医療画像分析システム

代表的なAIシステムは、クラリット健康維持機構（イスラエル最大のHMO）とAI企業アイドック（

Aidoc）が共同開発したマルチモダリティ医療画像分析システムです。このシステムは、X線、CT、

MRI、超音波など、多様な医療画像を分析して異常の兆候を検知し、診断を支援します。

システムの核心はディープラーニングベースのコンピュータビジョンアルゴリズムで、数百万枚の

医療画像で学習されており、脳出血、肺塞栓症、脊椎骨折、肺結節などの緊急事態や重要な発見を
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自動的に識別します。画像の優先順位を決定する「トリアージ」機能があり、緊急事態が疑われる

画像を放射線科医に優先的に提示することで診断時間を短縮します。

このシステムは、単に異常を検知するだけでなく、総合的な分析を提供します。例えば、がん患者

の場合、腫瘍の大きさ、位置、特性を自動的に測定し、前回の検査と比較して変化を追跡します。

また、自然言語処理技術を活用して放射線診断レポートを自動的に作成する機能も含まれています。

2) デジタル病理分析システム

イスラエルの3番目の主要なAIシステムは、クリアム・メディカルセンター（イスラエル最大の公立

病院の一つ）とアイベックス・メディカル・アナリティクス（Ibex Medical Analytics）が共同開発

したデジタル病理分析システムです。このシステムは、デジタル化された病理スライドを分析して、

がんやその他の疾患の診断を支援します。

システムは前立腺がん、乳がん、大腸がんなどの主要ながん種別の診断に重点を置いており、病理

スライドからがん細胞を自動的に検知・分類する機能を提供します。また、グリーソンスコア（前

立腺がんの悪性度）、腫瘍の浸潤度、リンパ節転移などの主要な診断指標の算出を支援します。

このシステムは「ダブルチェック」モデルで運用されており、病理医の診断とAIの分析結果を比較

して不一致がある場合、追加の検討を提案します。これにより、人間の病理医の誤診を減らし、診

断の一貫性と正確性を高めることに寄与しています。

3.2 成果および影響

イスラエルの医療画像分析および診断の自動化システムは、さまざまな成果を上げました。マルチ

モダリティ医療画像分析システムの場合、臨床研究において急性脳出血検知の感度が95%、特異度

が94%という高い精度を示し、診断時間を平均60%短縮させました。これにより、脳出血患者の治

療開始時間が平均30分短縮され、これは患者の予後改善に大きく貢献しました。

デジタル病理分析システムは、病理医の診断効率を65%向上させ、セカンドオピニオンの検討が必

要な症例を37%減少させました。希少がんや複雑な症例において、診断精度の向上効果が顕著に現

れました。

経済的な側面でも、このようなAIシステムは大きな効果をもたらしました。イスラエル保健省の分

析によると、AI診断支援システムの導入による医療費削減効果は、年間約6億シェケル（約2,100億

ウォン）に達すると推定されました。また、診断の遅れによる合併症や重症化の減少により、患者

のQOL（生活の質）が向上し、労働生産性の損失が減少するという間接的な経済効果も相当なもの

であると評価されました。

イスラエルの医療AIシステムは国際的にも注目されており、30カ国以上に輸出されています。世界

保健機関（WHO）は、リソースの乏しい環境でも活用可能な費用対効果の高い診断ソリューション

としてイスラエルのモデルを推奨しています。放射線科専門医が不足している発展途上国では、イ

スラエルのシステムが医療格差を埋める上で大きく貢献しています。

イスラエルの医療AIシステムの開発および導入プロセスにおいても、いくつかの課題がありました。

第一に、臨床的な検証と規制承認の困難がありました。AI医療機器に対する明確な規制枠組みが、
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初期には存在しませんでした。イスラエル保健省は「デジタルヘルス革新部門」を新設し、AI医療

機器に対する別途の迅速承認トラックを設けました。また、「リアルワールドエビデンス（

Real-World Evidence）」に基づいた検証手法を開発し、臨床環境における性能と安全性を評価しま

した。

第二に、医療従事者の受容性の問題がありました。一部の医師はAIシステムを自身の専門性に対す

る脅威と見なしたり、技術に対する信頼不足から使用をためらったりしました。イスラエル医師会

と保健省は「デジタル医学教育プログラム」を共同開発し、医療従事者にAI活用教育を提供しまし

た。また、医師がシステムの開発初期段階から参加できるようにすることで、実際の臨床ニーズに

合ったソリューションを開発しました。

イスラエルは、医療AIシステムをさらに発展させる計画です。2024年からは「統合医療AIプラット

フォーム」の構築を推進しており、これにより多様なAIソリューションが互いに連携して動作する

エコシステムを作ろうとしています。複数の医療領域のデータを統合分析して総合的な診断と治療

計画を支援する「マルチモーダルAIシステム」の開発に重点を置いています。

また、予測医学や精密医学の領域へAIの適用を拡大しています。ゲノムデータ、臨床データ、ライ

フスタイルデータ、医療画像などを統合分析して、個人別の疾患リスクを予測し、カスタマイズさ

れた予防および治療戦略を提示するシステムを開発中です。イスラエルの多様な人種的背景を持つ

人口は、精密医学の研究において重要な資源として活用されています。

イスラエルの事例は、先端AI技術と医療の専門性の効果的な結合を示す模範事例です。政府、学界、

医療機関、企業の間の緊密な協力と、オープンな革新エコシステムが成功の鍵でした。また、技術

開発だけでなく、臨床検証、規制の枠組み、教育および人材開発を網羅する総合的なアプローチが

効果的でした。このようなアプローチは、医療AIを導入しようとする他国にとっても重要な示唆を

与えています。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第12章 教育分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 中国のAIベースの学習評価とパーソナライズされた教育

中国は現在、教育分野において人工知能（AI）技術を積極的に活用しています。中国政府は2030年

までに、小学校から高校までのすべての学校にAI教育を普及させることを目標としています。これ

は、未来の社会に必要な人材を育成するための重要な戦略です。

中国の教育部は、学生の発達段階に合わせたAI教育課程を体系的に整備しました。小学校低学年の

児童には、AIに対する基本的な理解と興味を促す内容を教えます。例えば、簡単なロボットプログ

ラミングやAIに関する童話を通じて、技術に親しめるようにします。中学生には、より深化した内

容としてコーディングやAIの基本原理を学ばせます。高校生は実際のAIプロジェクトを遂行し、問

題解決能力を養う段階へと進みます。

AIベースの教育システムにおける最大の特徴は、個人のニーズに合わせたパーソナライズ教育です。

このシステムは、学生一人ひとりの学習傾向とレベルを分析します。学生が問題を解いたり学習活

動を行ったりする際、AIはそのデータを収集・分析します。例えば、ある学生が数学の特定の概念

でつまずいている場合、AIはそれを把握し、その学生に適した追加の説明や練習問題を提供します。

AIは、学生の学習パターンも把握します。どの時間帯に集中力が高まるのか、どのようなタイプの

資料により良く反応するのかなどを分析します。これらの情報に基づき、各学生に最適化された学

習計画を立てます。視覚的な資料で学習が進む学生にはより多くのグラフィックや動画を提供し、

テキストを通じて理解を深める学生には読み物資料をより多く提供するといった具合です。

AIは仮想チュータリング機能を通じて、学生に家庭教師のようなサポートを提供します。学生は学

習中に疑問があればすぐにAIチューターに質問でき、リアルタイムで回答を受け取ることができま

す。このような即時のフィードバックは、学生が概念をより深く理解し、記憶するのに役立ちます。

中国は「AI+X」融合人材プログラムを通じて、AIと他の専門分野を組み合わせた教育を推進してい

ます。このプログラムは、AI技術を医学、法律、経済、芸術など多様な分野と結びつけることを目

標としています。全国47校の一流大学で毎年約50万人の学生がこのプログラムに参加しています。

学生は自身の専門知識とAI技術を共に学び、二つの領域を創造的に統合できる能力を養います。

清華大学のような中国の主要大学も、AI人材の育成に積極的です。清華大学は中国を代表するテク

ノロジー企業である百度（バイドゥ）と協力し、AI教育プログラムを運営しています。このような

産学連携は、理論と実務の両方を兼ね備えた人材を育成する上で大きな助けとなります。学生は大

学で理論的な知識を学び、企業での実際のプロジェクトを通じて経験を積みます。

2024年11月, 中国教育部は小中学校における人工知能教育の強化に関する通知を発表しました。こ

の通知は、2030年まですべての小中学校にAI教育を基本的に普及させるという目標を明確にしまし
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た。これは単なる技術教育だけを意味するのではなく、AIを活用した教育方式の革新も含まれてい

ます。学生はAIについて学ぶだけでなく、AIを通じて他の科目をより効果的に学ぶようになります。

全国人民代表大会の代表であり、AI企業である科大訊飛（アイフライテック）の会長を務める劉慶

峰氏は、AI教育の成功のためには多様な主体の協力が必要であると強調しました。教育行政部門、

学校、企業、教師、学生、保護者がすべて一丸となって努力すべきだということです。例えば、企

業は最新技術を提供し、学校は教育環境を改善し、教師は新しい教授法を身につけるといった形で、

各自の役割を果たす必要があります。

AIベースの教育システムは、教師の役割も変化させています。教師はもはや、すべての学生に同一

の内容を教える「伝達者」ではなく、個々の学生の学習の道のりを案内する「助力者」となります。

AIが基本的な説明や評価を担当すれば、教師は学生の創造力や批判的思考力を養うことにより集中

できるようになります。

中国のAIベースの学習評価およびパーソナライズ教育システムは、各学生の個性とニーズに合った

教育を提供する革新的なアプローチです。AI技術は学生の学習データを分析して個人に最適化され

た学習体験を創出し、リアルタイムのフィードバックを通じて学習効果を高めます。中国はこのよ

うなシステムを通じて、未来の社会に必要な、創造的で問題解決能力に長けた人材を育成しようと

しています。

2. フィンランドの個人に最適化された学習

フィンランドは世界的に教育革新のリーダーとして知られており、最近ではAI技術を活用して個人

に最適化された学習経路の設計システムを構築しています。このシステムは、フィンランドの教育

哲学である「すべての子どもは特別である」という信念をAI技術で具現化したものです。フィンラ

ンド政府は2019年、「人工知能プログラム」を通じて教育分野でのAI活用を国家戦略として採択し

ました。

フィンランドは世界的に教育システムが優れていることで有名な国です。個人に最適化された学習

経路設計システムを通じて、学生一人ひとりに適した教育を提供しています。このシステムは、学

生の強み、ニーズ、そして興味に合わせて教育を設計する方式です。

フィンランドの教師、ペッカ・ペウラ（Pekka Peura）氏は、学生のための「パーソナライズされた

学習経路（Personalized Learning Paths）」を開発しました。この学習経路は、学生に具体的かつ

視覚化された目標リストを提供します。例えば数学の授業では、学生が学ぶべき概念や解くべき問

題のタイプが明確に提示されます。このように目標が明確であれば、学生は自分がどこまで到達し、

これから何をすべきかを容易に把握できます。

このシステムでは、自己評価とピアレビュー（同僚評価）が重要な役割を果たします。学生は自分

の学習状態を自ら評価し、友人たちと一緒に互いの成果を検討します。このような過程を通じて、

学生は自分のスキルを振り返り、自主性を高め、学習に対する主体性を持つようになります。教師

は指導者ではなく支援者として、学生の学習の道のりを案内します。

フィンランドの教育システムにおいて、人工知能（AI）は重要な役割を担っています。「Claned

Group」という企業は、AIとフィンランドの教育に関する専門知識、そしてデータ分析を組み合わ
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せ、パーソナライズされたオンライン学習プラットフォームを提供しています。このプラットフォー

ムは学生の学習データを収集・分析し、個人別のニーズに合わせた学習体験を創出します。

AIは、学生がどのような内容を難しく感じているのか、どのような学習スタイルが効果的なのかを

把握します。例えば、ある学生は視覚的な資料でより良く学び、別の学生は実習を通じてより良く

学ぶことがあります。AIはこれらのパターンを認識し、各学生に最も適した学習資料や方法を推薦

します。また、学生の進度や達成度をリアルタイムでモニタリングし、必要な瞬間に適切なサポー

トを提供します。

フィンランドはデジタル時代の変化に合わせ、教育システムを継続的に改善しています。人工知能

を活用して教育と学習を向上させる方法を積極的に模索しています。AIはパーソナライズされた学

習体験を提供するだけでなく、教師の事務作業も削減し、より多くの時間を学生の指導に充てられ

るようにしています。

また、フィンランドはAIを通じて青少年のための社会的支援も強化しています。学習の困難や情緒

的な問題を早期に発見し、対応するシステムを構築しています。例えば、AIベースのツールは学生

の参加度や成績の変化パターンを分析し、潜在的な問題を予測することができます。これにより、

学生が深刻な困難に直面する前に、適切な支援を提供することができます。

フィンランドの教育哲学の一つに「No Dead Ends（行き止まりなし）」があります。この哲学は、

学生が事前に決められた制限なく、多様な学習経路を探索することを奨励するものです。つまり、

一度選択した進路が永遠に固定されるのではなく、いつでも新しい方向へ進むことができる柔軟性

を提供しています。

このような哲学は、新しい国家教育課程にも反映されています。フィンランドの新しい教育課程は、

学習方法、文化的リテラシー、情報通信技術（ICT）リテラシーといった横断的な教育能力を強調し

ています。学生は単に知識を暗記するのではなく、情報を探し、分析し、活用する能力を養います。

デジタルツールを効果的に使用する方法も学び、多様な文化や視点を理解し尊重する態度を身につ

けます。

フィンランドの最適化された学習経路設計システムは、学生が自分のペースと方法で学ぶことを可

能にします。これは学生の学習意欲を高め、自己主導的な学習能力を発達させます。また、各自の

強みを活かし弱点を補う機会を提供することで、すべての学生が潜在能力を最大限に発揮できるよ

うサポートします。

結論として、フィンランドの個人に最適化された学習経路設計システムは、学生中心の教育を実現

する好例です。AIとデータ分析を活用して各学生に最適化された学習体験を提供し、柔軟な教育経

路を通じてすべての学生に成功の機会を作り出しています。このようなアプローチは、激変するデ

ジタル時代に必要な能力を備えた人材を育成する上で大きな助けとなります。

3. シンガポールの教師支援および学習分析

シンガポールは教育分野において先端技術を積極的に活用しています。教師支援と学習分析のため

の多様なプラットフォームを開発し、教育の質を高めています。
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シンガポール教育部（MOE）は、学習分析ダッシュボード（Learning Analytics Dashboard, LAD）

を運用しています。このプラットフォームは、学生の学習パターンや参加度を詳細に分析します。

教師はこれらの情報を通じて、各学生の強みや弱みを把握できます。例えば、ある学生が数学で分

数の概念を難しく感じている場合、それを容易に確認できます。このように収集されたデータに基

づき、教師は学生一人ひとりに合った教育方法を設計できます。

シンガポール・学生学習空間（Singapore Student Learning Space, SLS）は、教師のためのオン

ラインプラットフォームです。このプラットフォームを通じて、教師は多様な学習資料を提供しま

す。学生は自分のペースとレベルに合わせて学習できます。SLSは単なる資料提供にとどまらず、

オンライン授業システムまで備えています。これにより、学生は自己主導的な学習ができる環境を

享受しています。

教師は人工知能（AI）学習プラットフォームを活用し、学生の学習状況をリアルタイムで確認しま

す。

学生が問題を解いたり課題を提出したりすると、直ちに分析が行われます。このような即時のフィー

ドバックは、教師が迅速に対応することを可能にします。また、学生の達成度分析ツールを通じて

長期的な学習成果も追跡します。これらのツールを活用することで、教師は各学生に最も適した学

習コンテンツを提供できます。

シンガポール国立教育学院（NIE）は、このようなデジタル環境に合わせて教師教育を再設計してい

ます。教師が新しい技術を効果的に活用できるよう、知識と技術を強化するプログラムを運営して

います。例えば、データ分析能力やデジタルツールの活用法などを学ぶことができます。これによ

り、教師は変化する教育環境にうまく適応できるようになります。

シンガポール政府はエデュテック（教育技術）を「第二のフィンテック」産業と認識しています。

フィンテックが金融産業を革新したように、エデュテックは教育分野を革新することが期待されて

います。これに伴い、政府はエデュテック企業に対して積極的な支援策を展開しています。起業支

援や研究開発資金の提供など、多様な方法でエデュテック産業の成長を助けています。

シンガポールはICT（情報通信技術）インフラマスタープランを通じて、学校間の連携も強化してい

ます。すべての学校が高速インターネットで接続され、リソースを共有できるようにしています。

また、グローバルな学習資料の総合ポータルである「Edumall 2.0」を構築し、多様な教育資料に容

易にアクセスできるようにしています。このようなインフラ強化政策は、エデュテック産業の発展

の基盤となっています。

結論として、シンガポールは教育と技術の融合を通じて、学生により良い学習体験を提供していま

す。学習分析プラットフォームやオンライン学習システムは、パーソナライズされた教育を可能に

します。教師はこれらのツールを活用することで、より効果的に教えることができます。シンガポー

ル政府の継続的な支援とインフラ投資は、このような革新的な教育システムの発展を支えています。

このように、シンガポールは技術を活用した教育革新の模範事例となっています。

← 前の章

全章を見る
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次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第13章 環境および災害管理分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. オーストラリアの森林火災予測および対応の最適化

オーストラリアは、毎年深刻な森林火災の危険に直面している国です。乾燥した気候と広大な森林

地域により、大規模な森林火災が頻繁に発生します。これらの森林火災は、自然環境だけでなく、

人間の生命や財産にも大きな被害を与えます。これを受け、オーストラリアは森林火災に効果的に

対応するため、さまざまな予測および対応システムを開発し、運用しています。

CopperTree Analytics Australiaという企業は、室内空気質管理のための革新的なシステムを開発

しました。このシステムは「Bushfire Response System（BFRS）」と呼ばれ、リアルタイムで大

気質のデータを収集・分析します。森林火災が発生すると、空気中に有害な粒子やガスが増加しま

す。BFRSはこれらの変化を感知し、建物の空調換気システム（HVAC）を自動的に調節します。例

えば、外部の空気質が悪い場合、システムは外気の流入を減らし、内部の空気を浄化する方法で動

作します。森林火災の発生時でも、建物内部の空気質を安全に維持することができます。

Rick McRae教授は、森林火災の危険を予測するシステムを開発しました。このシステムは、気温や

降水量などの気象データを収集・分析します。そして、このデータを基に、特定の地域で森林火災

が発生する可能性とその深刻度を予測します。例えば、長期間雨が降らず気温が高い地域は、森林

火災の危険が高いと判断できます。このような予測情報は、政府や消防当局に提供され、森林火災

の予防と対応計画を立てるのに役立てられています。

オーストラリアは、2019年から2020年にかけて発生した「ブラック・サマー（Black Summer）」

森林火災を契機に、森林火災関連システムへの投資を大幅に増やしています。ブラック・サマー森

林火災はオーストラリア史上最大級の森林火災の一つで、約1,860万ヘクタールの森林が消失し、

数十億匹の動物が命を落としました。このような大規模な被害を経験した後、オーストラリア政府

は、森林火災をより迅速に感知し、効果的に鎮火できるシステムの開発に多くの資源を投入してい

ます。

人工知能（AI）は、オーストラリアの森林火災予測および対応システムにおいて重要な役割を果た

しています。AI技術は、膨大な量のデータを迅速に分析し、パターンを見つけ出すことに長けてい

ます。森林火災関連システムにおいて、AIはさまざまなデータソース（衛星画像、気象データ、地

形情報など）を統合し、森林火災の危険をより正確に予測します。例えば、AIは過去の森林火災発

生パターン、現在の気象条件、植生の状態などを総合的に分析し、特定地域の森林火災リスクを算

出することができます。

また、AIは森林火災の感知にも活用されています。衛星画像やドローンで撮影した映像をAIが分析

することで、森林火災の兆候を早期に発見できます。これにより、森林火災が大型化する前に迅速

に対応することが可能になります。森林火災の発生後は、AIが森林火災の拡散経路と速度を予測し、
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消防資源を効果的に配置するのを助けます。

BFRSのようなシステムでも、AIは重要な役割を担っています。AIアルゴリズムはリアルタイムの大

気質データを分析して、正常範囲を外れる変化を感知し、それに応じてHVACシステムを最適化し

ます。また、AIは過去のデータを学習して森林火災発生時の大気質変化パターンを理解し、これを

基により効果的な対応戦略を樹立することができます。

オーストラリアは、人工知能以外にもIoT（モノのインターネット）技術を森林火災への対応に活用

しています。森林地域に設置されたさまざまなセンサーが、温度、湿度、煙の濃度などのデータを

リアルタイムで収集し、この情報を中央システムへ送信します。このようなデータネットワークは、

森林火災を早期に感知し、迅速に対応する上で大きな助けとなっています。

また、オーストラリアは地域社会と協力して、森林火災の予防および対応能力を強化しています。

住民に森林火災の危険情報を提供し、避難計画を立てるよう教育し、森林火災発生時に素早く通知

を送るシステムを構築しています。このような地域社会の参画は、森林火災による人命被害を減ら

すために重要な役割を果たしています。

結論として、オーストラリアは森林火災から国民と自然環境を保護するために、さまざまな技術と

システムを開発しています。CopperTree Analytics AustraliaのBFRS、Rick McRae教授の予測シス

テム、そしてブラック・サマー森林火災以降に開発された新しいシステムは、いずれも森林火災の

危険を減らし、被害を最小限に抑えることに寄与しています。AIやIoTといった先端技術の活用は、

森林火災の予測と対応の正確性と効率性を大幅に向上させています。今後もオーストラリアは、こ

れらのシステムを継続的に発展させ、より安全な環境を築いていくことでしょう。

2. 日本の地震早期警戒および災害対応

日本は世界で最も発達した地震早期警戒システムを保有している国であり、最近では人工知能技術

を導入してその性能を画期的に改善しました。「地震早期警戒2.0」と呼ばれるこのシステムは、日

本気象庁（JMA）と防災科学技術研究所（NIED）が共同で開発したもので、全国に設置された

4,000カ所以上の地震計ネットワークから収集されるデータをAIがリアルタイムで分析します。こ

のシステムの核心は、P波（初期微動）を感知するとすぐにAIアルゴリズムが地震の規模、震源地、

予想震度を計算し、本震（S波）が到達する前に警報を発令することです。一般にP波とより強力な

S波の間には数秒から数十秒の時間差がありますが、AIはこの短い時間内に複雑な計算を行い、正確

な警報を発令します。従来のシステムと比較して、AIベースのシステムは警報発令時間を平均3秒か

ら1秒以内に短縮し、地震の規模と位置予測の精度も30％以上向上させました。システムが地震を

感知すると、自動的に全国のモバイル端末、テレビ、ラジオに警報を送信し、鉄道、工場、エレベー

ターなどの主要インフラでは自動停止プロトコルが作動します。また、このシステムは過去の地震

データを学習し、特定の地域の地質学的特性に合わせて予測モデルを最適化します。システムは地

震発生後も作動し続け、余震パターンを分析し、追加の危険を予測するとともに、地域別の被害状

況をAI映像分析を通じて迅速に評価します。ドローンと衛星画像を活用したAI被害評価システムは、

災害発生直後に接近が困難な地域の被害状況を分析し、救助および復旧資源の優先配置を決定する

上で中心的な役割を果たします。日本政府はこのシステムと連携した「AI災害対応意思決定支援シ

ステム」も運用しており、これは交通状況、人口分布、避難所の位置などを考慮して、最適な避難

経路と資源配置計画をリアルタイムで生成します。2021年に福島県沖で発生したマグニチュード
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7.3の地震の際、このシステムは東京に地震が到達する30秒前に正確な警報を発令し、鉄道システ

ムの迅速な減速と安全な停止に寄与しました。日本はまた、SNSデータを分析するAIシステムを統

合し、市民のリアルタイムな状況報告やニーズを把握して、それを災害対応に反映させています。

最近ではディープラーニング技術を活用し、海底地震計の微細な信号変化まで分析することで、津

波早期警戒システムの精度も大幅に向上させました。このシステムは現在、さまざまな災害状況に

備えたシミュレーション訓練にも活用されており、仮想の地震シナリオを生成して、対応機関や市

民が実際と同様の条件で訓練できるよう支援しています。日本のこの革新的なシステムは、地震頻

発国であるチリ、メキシコ、トルコなどに技術移転され、グローバルな災害対応能力の強化に寄与

しています。

3. オランダの水資源管理および洪水防止

オランダは国土の26％が海面より低く、数世紀にわたり洪水と戦ってきた国であり、最近では人工

知能を活用した先端水資源管理システム「Digital Delta」を開発・運用しています。このシステム

は、オランダ水利庁（Rijkswaterstaat）とIBM、デルフト工科大学が共同で開発したAIベースのソ

リューションで、全国にわたる1万5,000kmの堤防、3,700カ所のポンプ場、数千の放水門やダム

から収集されるリアルタイムデータを統合的に分析します。システムの核心は、気象データ、潮流

情報、降水量、河川水位、土壌状態など、さまざまなソースのデータをAIアルゴリズムが分析し、

数日から数週間前に洪水の危険を予測することです。このシステムは、気候変動による極端な気象

現象を考慮した予測モデルを使用しており、従来の水文学的モデルでは予測が困難だった異例の洪

水パターンまで分析できます。AIはまた、放水門、ポンプ、貯水池などの水資源インフラの最適運

用計画を樹立しますが、予想降水量、潮流パターン、河川の状態などを考慮して、洪水リスクを最

小化する方法でインフラを自動制御します。このシステムのもう一つの革新的な側面は、「デジタ

ルツイン」技術を活用してオランダ全土の水資源システムの仮想モデルを構築した点にあり、この

仮想モデルでさまざまなシナリオをシミュレーションして最適な対応戦略を立てます。オランダ政

府はこのシステムを通じて、洪水対応時間を72時間から最大5日間に延長し、これは避難計画の樹

立とインフラ保護において決定的な時間を確保することに寄与しました。2021年7月にヨーロッパ

全土で深刻な洪水が発生した際、オランダはこのシステムの早期警戒と最適化された水資源管理の

おかげで、近隣諸国よりも被害を大幅に抑えることができました。システムはまた、平常時の水資

源管理にも大きな役割を果たしており、天気予報と水使用量の分析を通じて、農業用水、工業用水、

生活用水の最適配分計画を樹立します。オランダはこの過程で市民参加型のモニタリングシステム

も構築しており、市民がモバイルアプリを通じて地域の水位や堤防の状態などを報告すると、AIが

これを公式のモニタリングデータと統合して、より正確な状況把握を可能にします。最近ではAIベー

スの堤防モニタリングシステムを追加し、センサーやドローンから収集されたデータを分析して堤

防の脆弱性を事前に感知し、メンテナンスが必要な箇所を正確に特定します。システムは、気候変

動シナリオを反映した長期的な水資源計画の樹立にも活用されており、AIがさまざまな気候変動モ

デルを分析して、今後50～100年間の水資源管理戦略を提案します。オランダはこのシステムを通

じて、年間約7,000万ユーロの洪水被害費用を節減しており、水資源管理の効率性向上により水使

用量も15％減少させました。この革新的なシステムは、洪水のリスクにさらされているバングラデ

シュ、ベトナム、インドネシアなど複数の国に技術移転され、グローバルな気候適応能力の強化に

寄与しています。

4. 米国FEMAの災害被害評価および復旧支援
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アメリカ連邦緊急事態管理庁（FEMA）は、人工知能を活用した「DART（Disaster Assessment

and Response Tool）」システムを開発し、災害被害の評価と復旧支援プロセスを画期的に改善し

ています。このシステムは、FEMAと国土安全保障省科学技術局、マイクロソフトが共同で開発した

AIベースのソリューションで、災害発生直後から長期的な復旧プロセスまで、災害管理の全サイク

ルを支援します。DARTの核となる機能の一つは、衛星画像、ドローン撮影映像、ソーシャルメディ

アの投稿、911通報データなど、さまざまなソースの情報をAIがリアルタイムで収集・分析し、被

害状況を迅速に評価することです。コンピュータービジョン技術を活用して、災害前後の衛星およ

び航空画像を比較分析することにより、道路、橋、建物などの主要インフラの被害状態を自動的に

識別し、深刻度を評価します。このシステムは被害評価の結果をリアルタイムで地図上に可視化し

て意思決定者に提供し、被害が最も深刻な地域から優先的に資源を配置できるよう支援します。

DARTはまた、機械学習アルゴリズムを活用して、災害発生直後に必要な救護物資（飲料水、食品、

医薬品、仮設住宅など）の種類と量を予測し、これらを効率的に分配するための最適な物流計画を

樹立します。システムのもう一つの革新的な機能は、自然言語処理技術を活用した災害支援金の申

請処理の自動化であり、AIが被災者の提出した支援金申請書を分析して適格性を評価し、審査の優

先順位を決定して処理プロセスを加速させます。2021年のハリケーン・アイダの際、DARTシステ

ムは被害地域の75％を災害発生から24時間以内に評価し、従来の方法よりも3倍速い初期対応を可

能にしました。システムはまた、歴史的な災害データを学習して特定の地域、人口集団、インフラ

タイプが持つ脆弱性を識別し、それを基にカスタマイズされた復旧計画と未来の災害に対するレジ

リエンス（回復力）強化戦略を提案します。FEMAはこの過程で、疎外されたコミュニティのための

特別モジュールを開発しました。これは社会経済的な脆弱性指標と災害被害データを組み合わせ、

災害がさまざまなコミュニティに与える不均衡な影響を分析し、復旧資源が公正に分配されるよう

支援します。DARTは災害後の長期的な復旧プロセスでも重要な役割を果たしており、AIが復旧プロ

ジェクトの進行状況をモニタリングし、遅延や問題が発生する可能性のある領域を予測して先制的

な介入を可能にします。最近では、気候変動モデルと連携して将来発生しうる災害の頻度と強度を

予測し、これに基づいた長期的な災害軽減戦略を樹立する機能が追加されました。システムはまた、

過去の災害の経済的影響を分析して費用対効果の高い災害備え投資戦略を提案していますが、分析

の結果、災害対策に投資された1ドルが将来の災害被害費用6ドルを節約する効果があることが証明

されました。DARTシステムは現在、カリブ海諸国や太平洋諸島諸国にも技術移転されており、気候

変動によって増大する災害リスクに対応する国際的な能力強化に寄与しています。

5. ノルウェーの海洋環境モニタリング

ノルウェーは世界最高水準の海洋環境モニタリングシステムである「OceanAI」を開発し、広大な

海洋領土の環境を効果的に管理・保全しています。このシステムは、ノルウェー環境庁、海洋研究

所、そしてスタートアップ企業のOceanMindが共同で開発したAIベースのソリューションで、世界

で2番目に長い海岸線と広大な排他的経済水域（EEZ）を持つノルウェーの海洋管理能力を大幅に向

上させました。OceanAIは、衛星画像、海洋ブイ、自律型水中ドローン、船舶データ、海洋観測所

など、さまざまなソースから収集された膨大なデータをAIアルゴリズムがリアルタイムで分析し、

海洋環境の変化を精密に感知します。システムの主要機能の一つは不法漁業活動を監視することで

あり、衛星から収集した船舶の動きデータ（AIS）をAIが分析して、不審なパターンを示す船舶を自

動的に識別・追跡します。注目すべき点は、AIが船舶の動きパターン、速度の変化、漁業許可情報

を総合的に分析して、不法漁業の可能性が高い船舶にスコアを付け、優先監視対象を選定すること

です。海洋汚染のモニタリングもこのシステムの重要な機能で、AIは衛星画像から油流出や廃水放
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流などの海洋汚染を自動的に感知し、汚染源を追跡して拡散経路を予測します。OceanAIはまた、

海洋生態系の健全性をモニタリング・評価しますが、水温、塩分、酸素濃度、酸性度などのデータ

とともに、プランクトンの分布、魚類の移動パターン、海洋哺乳類の出現などの生物学的指標をAI

が分析して、生態系の変化を早期に感知します。システムはこれらのデータを基に「海洋健康指数」

を開発し、ノルウェー海域の状態を総合的に評価して、保全の優先順位が高い地域を特定します。

2022年にノルウェー北部海域で発生した大規模な赤潮現象をこのシステムが48時間早く予測し、

サケ養殖場の被害を80％減らすことができました。システムのもう一つの革新的な側面は、海洋生

物多様性のモニタリングであり、水中カメラと環境DNA（eDNA）の分析データをAIが処理して、

特定の海域の種構成と豊かさを自動的に評価します。最近では、気候変動がノルウェーの海洋生態

系に与える影響を予測する機能が追加され、海水温の上昇、海洋酸性化、海流の変化などが主要な

海洋種や生息地に及ぼす影響をシミュレーションします。この過程でノルウェーは、伝統的なサー

ミ人漁師の知識をAIシステムに統合し、数世紀にわたって蓄積された地域の海洋生態系に対する理

解を現代の技術と結びつけました。OceanAIは海洋保護区（MPA）の設計と管理にも大きく寄与し

ており、AIが生物多様性のホットスポット、重要生息地、生態学的な連結性などを分析し、保護効

果を最大化できる最適な保護区ネットワークを提案します。システムはまた、持続可能な漁業管理

を支援し、魚種ごとの資源量を正確に評価して科学的根拠に基づいた漁獲枠の割り当てを可能にす

ることで、ノルウェーの漁業の持続可能性を大幅に向上させました。ノルウェーはこのシステムを

通じて不法漁業を35％減少させ、海洋保護区内の生物多様性を20％増加させる成果を達成しており、

現在この技術をアイスランド、デンマーク、カナダなど他の北極圏諸国と共有し、北極海全体の環

境保全に寄与しています。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第14章 農業および食品安全分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 米国農務省の作物生産予測および農業政策支援

米国農務省（USDA）は「クロップスケープ（CropScape）」というシステムを運用しています。

このシステムは米国全土の農作物栽培の現状を地図で示します。政策決定者にとって重要な情報を

提供しています。

クロップスケープは、米国農務省の国立農業統計局（NASS）によって作成されました。このシステ

ムはウェブ上で利用可能なインタラクティブな地図です。利用者は地図を見て、必要な情報を探す

ことができます。クロップスケープは、米国本土で栽培されている主要作物の年間状況を示します。

このシステムは農地に関する時間ごとのデータを提供します。このデータを通じて、土地利用がど

のように変化しているかを確認できます。農作物の栽培パターンを分析し、農業生産性を評価する

のにも役立ちます。

米国農務省は、人工知能（AI）を活用して各地域に適した最適な作物と栽培方法を提案するサービ

スも運営しています。このサービスは、土壌の種類、気候条件、市場の需要など、さまざまな要素

を総合的に考慮しています。

土壌の特性、気候データ、市場動向を分析します。これにより、農家が最も適した作物を選び、生

産性を高められるよう支援します。例えば、AIシステムは特定の土壌がどの作物の栽培に適してい

るかを知らせてくれます。また、気候条件に応じて作物がどのように成長するかを予測するモデル

を構築します。市場の需要の変化に応じて、どの作物を選ぶべきかも提案します。米国農務省のAI

システムは農産物の価格変動も予測します。この予測は、市場を安定させる政策を策定する上で重

要です。さらに、輸出入政策や食料安全保障戦略を立てる際にも大きな助けとなります。

米国農務省は、AIを活用して農産物市場の予測される需要と供給の変化を予測します。価格を安定

させるために、いつ政府が介入すべきかを決定します。また、農産物をどれだけ輸出入するかとい

う戦略を立てます。AIシステムは、過去の価格データ、生産量、気候条件、国際市場の動向など、

多様な情報を分析します。これに基づき、将来の価格変動を予測します。この予測を通じて、農産

物の在庫管理、輸出入量の調整、農家への支援といった政策を策定します。

結論として、米国農務省はAI技術を活用し、農業分野で多くの革新を推進しています。クロップス

ケープで作物の栽培状況を可視化し、地域ごとに最適な作物を推奨し、農産物の価格変動を予測し

ています。こうした取り組みは、米国農業の競争力を高め、食料安全保障を強化する上で重要な役

割を果たしています。

米国農務省は、気候変動が長期的に農業に与える影響を研究しています。この研究結果は、将来の

農業政策の方向性を設定する際の重要な資料として活用されています。農務省のAIシステムは、農
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業分野の雇用変化や労働力需要を予測し、関連する教育・支援プログラムを開発するためにも利用

されます。また、消費者の食品消費パターンを分析することで、農家が市場の需要に合わせて生産

計画を立てられるよう支援します。このシステムは、農業貿易政策の策定においても重要な役割を

担っています。

米国農務省は大学や研究所と協力してAIシステムを継続的に改善しており、中小規模の農家でも容

易にアクセスできるようユーザーフレンドリーなインターフェースを開発しました。結果として、

このシステムは米国農業の持続可能性と競争力の向上に大きく貢献しています。

2. オランダのスマート農業

オランダ政府は、人工知能を活用したスマート農業技術を普及させ、農業資源を最適化するプログ

ラムを実施しています。このプログラムは「フード・バレー（Food Valley）」プロジェクトの一環

で、オランダを世界最高の農業技術革新国へと発展させることを目標としています。オランダは国

土面積が小さい国であるにもかかわらず、世界第2位の農産物輸出国になれた秘訣は、先端農業技術

にあります。

AI基盤の「プレシジョン・ファーミング（精密農業）」システムは、センサー、ドローン、衛星デー

タを活用して、作物ごとに必要な水、肥料、農薬の正確な量を計算します。これにより、資源の使

用を最小限に抑えつつ、生産量を最大化することができます。

「デジタルツイン（Digital Twin）」技術は、実際の農場のデジタル複製を作成して多様なシナリオ

をシミュレーションし、最適な農業手法を見つけ出します。

オランダの「AI for Agriculture」プログラムは、中小農家にAI技術を無料で提供し、使い方の教育

を行っています。このプログラムを通じて、これまでに約5,000の農家がAI技術を導入しました。

「スマート・グリーンハウス（スマート温室）」システムは、温室内の温度、湿度、二酸化炭素濃

度、照明などをAIが自動的に調節し、最適な栽培環境を維持します。このシステムを導入した農家

は、水の使用量を平均60％削減しながら、生産量を30％増加させました。

オランダのAI基盤「フードチェーン情報システム（Food Chain Information System）」は、農産

物の生産から消費者に届くまでの全過程を追跡します。このシステムは、食品の安全性を高め、食

品廃棄を減らすことに寄与しています。

「AI基盤作物育種加速化（AI-Accelerated Crop Breeding）」プログラムは、人工知能を活用して、

伝統的な手法よりも10倍速く新しい作物品種を開発します。これにより、気候変動への適応力が高

く、栄養価の高い品種が開発されています。

「農業ロボティクス（Agricultural Robotics）」イニシアチブは、AIベースのロボットを活用して

種まき、除草、収穫などの農作業を自動化します。これにより、労働力不足の問題を解決し、生産

性を向上させました。

オランダの「農業イノベーション・ミッション（Agricultural Innovation Mission）」は、大学、企

業、政府が協力してAI農業技術を開発・普及させています。このミッションを通じて開発された技

術は、水の使用量を平均40％、肥料の使用量を30％削減しながら、生産性を25％向上させる成果
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を上げました。また、オランダはAI技術を発展途上国に伝授する「グローバル農業知識（

GlobalAgricultural Knowledge）」プログラムを運営しています。オランダのスマート農業技術は、

世界の食料安全保障に貢献する重要な事例として評価されています。

3. オーストラリアの干ばつ予測および対応

オーストラリア政府は、人工知能を活用して干ばつを予測し、効果的に対応するシステムを開発し

ました。オーストラリアは世界で最も乾燥した大陸の一つであり、干ばつが農業や国家経済に与え

る影響は非常に大きいです。こうした問題を解決するため、オーストラリア政府はAIベースの干ば

つ予測システムを構築しました。このシステムは、人工衛星画像、気象観測所のデータ、歴史的な

気候パターン、地下水位などの多様なデータを収集・分析します。AIアルゴリズムはこのデータを

基に、最大6か月前に干ばつを予測できるため、農家が備えるための時間を確保できるようになりま

した。「デジタル土壌マッピング（Digital Soil Mapping）」技術は、AIを活用して土壌の水分含有

量、栄養素レベル、塩分などを精密に分析し、地図として可視化します。この情報は、農家が土壌

条件に適した作物を選び、灌漑計画を立てる上で重要な資料として活用されます。

「スマート灌漑システム（Smart Irrigation System）」は、AIを活用して作物ごとの最適な灌漑ス

ケジュールと水の使用量を計算します。このシステムは、天気予報、土壌水分、作物の生育段階な

どを考慮して、自動的に灌漑を制御します。AIベースの「熱波早期警報システム（Heatwave Early

Warning System）」を構築し、極端な暑さが農作物や家畜に与える影響を最小限に抑えるよう努

めています。このシステムの導入後、オーストラリアの農業生産性は、干ばつ期間中も以前より15％

高い水準を維持できるようになりました。オーストラリアの干ばつ予測および対応システムは、気

候変動に対応する農業の持続可能性を高める模範事例として評価されています。

4. EUの食品安全モニタリング

欧州連合（EU）は、人工知能を活用して食品安全を監視し、リスクを管理するシステムを構築しま

した。

このシステムは「EU食品安全スマートモニタリング（EU Food Safety Smart Monitoring）」プロ

グラムの一環として運用されており、加盟27か国全体の食品安全データを統合的に管理しています。

AIアルゴリズムは、食品検査の結果、消費者の苦情申立て、疾病監視データ、ソーシャルメディア

の情報などを分析し、潜在的な食品安全リスクを早期に検知します。

「欧州食品偽装検知システム（European Food Fraud Detection System）」は、AIを活用して価

格、数量、原産地などのデータからパターンを分析し、食品偽装の可能性が高い製品を識別します。

このシステムは、オリーブオイル、蜂蜜、魚など、偽装が頻繁に行われる食品カテゴリーにおいて

効果を発揮しています。

EUの「IoT基盤食品サプライチェーン追跡システム（IoT-based Food Supply Chain Tracing

System）」は、農場から食卓まで食品の移動経路をリアルタイムで追跡します。AIはこのデータを

分析し、サプライチェーンで発生し得る汚染、変質、偽造などの問題を検知します。

「食品栄養およびアレルギー情報システム（Food Nutrition and Allergy Information System）」

は、AIを活用して食品の栄養成分やアレルゲンを分析し、消費者にパーソナライズされた情報を提
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供します。このシステムは28言語でサービスを提供しており、EU全域の消費者が利用可能です。

EUの「食品リスク評価AIプラットフォーム（Food Risk Assessment AI Platform）」は、新しい食

品添加物、包装材料、生産方法などの安全性を評価するために人工知能を活用しています。このプ

ラットフォームは、科学文献、毒性学データ、臨床研究の結果などを総合的に分析して評価を行い

ます。「農薬残留物モニタリングシステム（Pesticide Residue Monitoring System）」は、AIを活

用して欧州全域の食品における農薬残留物の検出パターンを分析します。このシステムは、リスク

の高い食品や原産地を特定し、集中的な検査が必要な対象を選定します。

EUの「食品ラベル検証AI（Food Labeling Verification AI）」は、食品ラベルの正確性を自動的に

検証します。このAIは、栄養情報、原産地、オーガニック認証などが実際の製品と一致しているか

を確認し、消費者の信頼を高めています。

「食品安全緊急対応システム（Food Safety Emergency Response System）」は、食品安全の危

機状況が発生した際にAIを活用して、最適な対応策を迅速に決定します。このシステムは、汚染さ

れた食品の流通範囲を予測し、効果的なリコール戦略を策定するとともに、公衆衛生への影響を評

価します。

EUの「将来食品リスク予測システム（Future Food Risk Forecasting System）」は、気候変動、

国際貿易パターン、消費者行動の変化などのデータを分析し、今後5～10年以内に発生し得る新た

な食品安全リスクを予測します。このシステムは、政策立案者が将来のリスクに対して先制的に対

応できるよう支援します。EUの食品安全監視およびリスク管理システムは、世界で最も先進的な食

品安全インフラとして評価されており、他国や他地域の模範事例として活用されています。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第15章 労働および社会福祉分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. ドイツの労働市場マッチングおよび職業訓練の最適化

ドイツ連邦雇用庁（Bundesagentur für Arbeit, BA）は、長年にわたり求職者と仕事を結びつける

役割を果たしてきました。同機関はVerBISというシステムを通じて求職者の経歴、資格、関心分野

などを記録し、これに基づいて適切な仕事を紹介してきました。VerBISは雇用庁の職員が相談に使

用する内部システムであり、多くの求職者データを収集・分析するための基盤となっています。

最近、連邦雇用庁はこのVerBISシステムに人工知能（AI）技術を導入し、自動的に仕事を推薦する

機能を試験的に運用しています。この機能は、過去の相談資料や仕事のマッチングデータをAIが自

ら学習し、求職者に最適な職業を推薦する方式です。例えば、似たような条件の人々がどのような

職業に適応したかを参考に、同様のタイプの求職者にその職業を提案することができます。これに

より、人間の直感だけに頼らず、より迅速かつ科学的な方法で仕事を見つけることが可能になりま

す。

しかし、このようなシステムが適切に作動するためには、多くの情報を自由に利用できる必要があ

ります。現在は個人情報保護法のため、雇用庁が保有するデータをAIが容易に活用することはでき

ません。例えば、機密性の高い情報は法的に目的が定められた状況でのみ使用できるため、AI学習

用に使用するには別途の法的許可や制度が必要です。

これと併せて、連邦雇用庁はADESTという別のAIプロジェクトも運営しています。このシステムは、

電子メールやウェブサイトなどを通じて寄せられた様々な形態の求人広告を自動的に分析し、標準

化された形式で整理してくれます。特定の単語や表現が含まれた文章をAIが読み取り、それが「有

期雇用」であることを認識して自動的に分類します。この機能は、担当職員の労力を軽減し、仕事

の情報を迅速かつ正確に整理するのに役立っています。

ドイツ連邦雇用庁は、www.jobcenter.digitalポータルを通じてSGB II（社会法典第2編）に基づく

Einstiegsgeld（導入手当）を申請する際、機械学習を使用しています。オンラインで提出された

Arbeitsverträge（雇用契約）の内容が抽出され、文書分類が行われます。これにより、ジョブセ

ンターの職員は文書を事前に選別することができ、提出されたすべての文書を詳細に検討する必要

性を減らすことができます。また、ドイツ連邦雇用庁はAIを使用して、毎年約15万件の

Kindergeldbewilligungen（児童手当の承認）に関するStudienbescheinigungen（在学証明書）を

確認し、不正の試みを検知しています。さらに、サービスセンター職員の業務負担を軽減するため

にボイスボット（Voice-Bot）をテストしており、AIベースの音声認識は、Ärztlichen Dienst（医

療サービス）やBerufspsychologischen Service（職業心理サービス）といったドイツ連邦雇用庁の

専門サービスにおいて、大きな利便性を提供することができます。
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その他にも、雇用庁は資格証の真偽を自動的に判別したり、児童手当の申請内容から必要な情報を

AIが探し出したり、電子メールの内容を分類して担当者に転送したりする機能などを導入していま

す。ただし、対話型AI（チャットボット）はまだ導入していません。誤った情報が伝達されるリス

クがあるため、技術がより安定するまでは慎重にアプローチしています。

まとめると、ドイツ連邦雇用庁はAIを活用して求職者と仕事をより良く結びつけようと努力してい

ます。VerBISシステムにAI機能を組み込むことで、より精緻な推薦を可能にしており、ADESTシス

テムでは複雑な求人情報を整理しています。これらの技術は、人間の業務を減らし、より多くの人々

に、より正確な仕事の情報を提供する上で大きな助けとなっています。

しかし、個人情報保護の問題、法的制約、技術開発に必要な投資など、まだ解決すべき課題も多く

残されています。これらの問題をうまく解決していけば、AIは今後ドイツの労働市場において非常

に重要なツールとなるでしょう。AIが人間に取って代わるのではなく、人間を助ける形で活用され

るよう、社会全体で準備を進めていく必要があります。

2. オーストラリアの社会福祉における重複防止

CentrelinkのAI活用事例

オーストラリアの福祉機関であるセンターリンク（Centrelink）は、AIを使用して福祉給付金の不

正を防ぎ、効率的に管理しています。AIは福祉給付金の申請時に不正の可能性が高い事例を見つけ

出します。他人の身元を密かに利用してお金を受け取る「なりすまし」や、新型コロナウイルス支

援金を虚偽で申請する事例を検知することができます。AIがこうした事例を見つけて職員に知らせ

ると、職員がそれについて調査を行います。

センターリンクはAIを使用する際、AIが直接決定を下すのではなく、職員の判断を助ける用途での

み活用しています。オーストラリア政府は、AIを使用する際の透明性と責任を遵守するための規則

を策定しています。しかし、市民団体や専門家は、AIの決定プロセスが透明に公開されるべきであ

り、偏った判断や誤った決定がないよう徹底した管理が必要だと主張しています。

Robodebtシステムと問題点

オーストラリア政府は過去に、Robodebt（ロボデット）というAIベースのシステムを構築し、政府

の福祉データと税務データを比較して、福祉給付金を過剰に受け取った人々を自動的に特定してい

ました。しかし、一部に誤りがありました。実際の所得が毎週一定ではない臨時職や非正規職労働

者の現実と合致していなかったのです。このような誤った方式により、数十万人の人々が不当に誤っ

た返還通知を受け取りました。この事件によりオーストラリア政府は訴訟で敗訴し、多くの被害者

に補償金を支払うことになりました。裁判所は、Robodebtシステムが「不法で非倫理的」であった

と結論づけました。

Robodebtの事例を通じて、AIが誤ったデータを使用したり、設計を誤ったりすると、市民に大きな

被害を与える可能性があることが明らかになりました。福祉受給者の現実を適切に反映しないまま

AIが自動的に決定を下すと、深刻な問題が発生しかねません。このような問題を解決するため、オー

ストラリア政府はAIを使用する際の危険性を評価し管理する規則を策定しました。また、AIシステ

ムを透明に運営するため、市民に対してAIの使用目的や方法、管理方式を公開しています。オース
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トラリア政府の失敗事例は、AI技術に効率的な業務処理を助ける利点がある一方で、倫理的かつ責

任を持って使用しなければ多くの市民が被害を受ける可能性があることを示しています。したがっ

て、AIを慎重かつ透明に使用し、継続的に管理していくことが重要です。

3. シンガポールの高齢者福祉サービスの最適化

シンガポール政府は保健省（MOH）主導のもと、Healthier SGプログラムと連携した様々なAIベー

スの高齢者介護ソリューションを積極的に運用しています。IoTセンサーとAI予測アルゴリズムを活

用した「スマート高齢者アラートシステム（Smart Elderly Alert System）」は、リアルタイムで

高齢者の健康状態をモニタリングし、緊急事態に迅速に対応できるシステムとして広く活用されて

います。

シンガポール住宅開発局（HDB）は、高齢者の安全のために家庭内転倒検知・通知システムを積極

的に開発しています。2023年からは、ミリ波（mmWave）センサーベースの非接触型転倒検知シ

ステムがHDB賃貸団地に設置され、独居高齢者を効果的に支援しています。このシステムは94%と

いう高い精度で転倒を検知し、カメラを使用しないためプライバシーの侵害なく安全に高齢者の活

動をモニタリングできるという大きな利点があります。転倒が検知されると、直ちに指定された家

族や緊急サービスに通知が送信され、迅速な助けを提供します。

AIチャットボットを活用して高齢者の社会的孤立を減らし、メンタルヘルスを支援するプログラム

が、様々なコミュニティセンターで活発に実施されています。これらのチャットボットは、高齢者

との自然な会話を通じて認知活動を促進し、重要な健康情報を分かりやすく提供するほか、高度な

音声認識技術を通じてデジタル機器の操作に不慣れな高齢者でも容易に利用できるよう利便性を大

幅に向上させました。また、このAIチャットボットは高齢者の話し方や会話内容を分析することで、

うつ病や認知機能の低下といった初期の兆候を検知し、適切な専門家の介入を促すことができます。

家族介護者のための総合的なモバイルアプリも開発されており、高齢者の状態を遠隔でリアルタイ

ムにモニタリングしたり、複雑な介護スケジュールを効率的に調整したり、必要な時に専門家のア

ドバイスを即座に受けることができます。このアプリに搭載されたAIシステムは、介護者の活動パ

ターンやストレス指標を分析して介護者の負担レベルを正確に把握し、パーソナライズされた追加

支援サービスや休息の選択肢を適切なタイミングで推薦することで、介護者の燃え尽き症候群（バー

ンアウト）を効果的に予防します。これにより、持続可能な介護環境を醸成し、家族ベースの介護

の質を向上させています。

スマート・ネイション・センサー・プラットフォーム（Smart Nation Sensor Platform）は、地域

ごとの高齢者の活動データを総合的に統合分析し、各地域や個人に最適化されたオーダーメイド型

サービスを効率的に提供しています。2025年現在、高度なAIマッチングアルゴリズムを通じて、似

たような関心事や健康状態を持つ高齢者をインテリジェントに結びつけ、地域のボランティア、様々

なサービス提供者、周辺の医療機関などと体系的に連携させるサービスが全国的に拡大運用されて

います。このプラットフォームは、高齢者の社会的ネットワークを強化し、地域社会への参加を促

進することで、全体的な生活の質（QOL）を向上させる重要な役割を果たしています。

シンガポール政府は2019年に国家AI戦略（NAIS）を公式に発表し、医療分野をAI重点導入分野と

して戦略的に選定しました。2020年には政府のAI準備指数で世界第6位を記録するなど、AI導入に
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対して積極的かつ継続的な投資を行っています。2030年にはシンガポールの人口の25%が65歳以

上になると具体的に予想されていることから、AI技術を活用した高齢者介護システムの構築に対す

る関心と投資はさらに拡大するものと展望されます。注目すべき点は、2020年を基準として医療分

野のAI予算がNAIS策定後、240%も大幅に増加したという事実です。これは、シンガポール政府が

高齢化社会に対応するためのAI技術導入に、どれほど心血を注いでいるかを明確に示しています。

シンガポールはスマート・シニア・シティ・プロジェクトを通じて、様々な側面から高齢者フレン

ドリーな環境を醸成しています。具体的には、IoTベースのスマート住宅施設の拡大、交通弱者に配

慮した高齢者フレンドリーな公共交通システムの強化、高齢者のアクセシビリティが高いスマート

公共施設の拡充などを総合的に推進しています。また、AIおよびIoTベースのヘルスケアシステムを

通じて高齢者の健康を体系的かつ予防的に管理しているほか、デジタル格差を解消するための高齢

者向けデジタル教育プログラムの拡大、世代間交流を促進するコミュニティセンターの運営、高齢

者の経済的自立を支援するシルバー経済の活性化など、社会的参加を多角的に奨励しています。

シンガポールは、急速に進む高齢化社会に積極的かつ革新的に対応するため、最先端のAI技術を活

用した様々なスマートソリューションを継続的に開発・導入しています。Healthier SGプログラム

と体系的に連携したAIベースの高齢者介護システムが実際に成功裏に運用されており、今後も継続

的な投資と技術開発を通じて、高齢者の身体的・精神的健康を増進し、全体的な生活の質を向上さ

せるための努力を続けていくことが予想されます。このようなシンガポールのアプローチは、高齢

化に備える国々にとって重要なモデルとなっています。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.



108

第16章 文化・観光およびスポーツ分野

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. フランスのAIによる文化財保護とデジタルアーカイブ

フランスは長い歴史と文化遺産を持つ国であり、その保存と管理に人工知能（AI）技術を積極的に

活用しています。フランス文化省は2019年から「デジタル文化遺産イニシアティブ（Initiative

Patrimoine Numérique）」を通じて、AI技術を文化財の保護に導入し始めました。

AI技術は、文化財の復元作業にも大きな助けとなっています。2019年の火災で深刻な被害を受けた

ノートルダム大聖堂の復元過程において、AIは数千枚の過去の写真と3Dスキャンデータを分析し、

正確な復元計画を立てるために活用されました。AIアルゴリズムは損傷した部分の元の姿を推定し、

必要な資材や工法を提案することで、歴史的な正確性を高めました。

「デジタル・ルーヴル（Digital Louvre）」プロジェクトは、AIを活用してどこからでもフランスの

文化遺産を体験できるようにしています。超高解像度のデジタル画像とAIベースのバーチャルツアー

を通じて、実際に訪れることが困難な人々も、フランスの文化遺産を鮮明に鑑賞することができま

す。新型コロナウイルスのパンデミック期間中、このサービスの利用者は500％以上増加し、学校

教育にも広く活用されました。

フランスの文化財保護AIプロジェクトは、他の欧州諸国との協力も活発に進めています。「

Europeana AI」イニシアティブを通じて、イタリア、スペイン、ドイツなどと技術やデータを共有

し、欧州全体の文化遺産保護のための共通基準を作成しています。このような国際協力は、文化財

保護AI技術の発展速度をさらに高めています。

2. スペインの知能型観光情報

スペインは世界的な観光大国として、毎年8,000万人以上の観光客が訪れます。新型コロナウイル

スの流行前である2019年には、観光産業がGDPの12.4％を占めるほど、国家経済の重要な柱となっ

ていました。このような観光産業の競争力を維持し発展させるため、スペイン政府は2018年から「

スマート観光目的地（Smart Tourism Destination Strategy）」戦略を積極的に推進しています。

バルセロナは「Barcelona Smart City」プロジェクトの一環として、AIベースの観光管理システム

（Barcelona's AI-Based Tourism Management System）を導入しました。このシステムは、市内

の数百のセンサー、モバイルデータ、SNSデータなどをリアルタイムで収集し、観光客の流れを分

析します。これにより、特定の観光地の混雑度を予測し、地域別の訪問時間を最適化して観光客に

提案します。例えば、ガウディのサグラダ・ファミリアが混雑すると予測される場合、別の時間帯

の訪問や代替の観光地を自動的に推奨します。

「スペイン旅行アシスタント（Spain Travel Assistant）」アプリは、AIによるパーソナライズされ

た旅行プランナーの役割を果たします。このアプリは、観光客の好み、訪問期間、予算、移動手段
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などを考慮して、最適な旅行日程を提案します。グルメ、芸術、歴史、自然など個人の関心に応じ

てコースを細分化し、天気予報や地域のフェスティバル日程まで反映させることで、旅行の満足度

を高めています。2022年時点でこのアプリは15言語に対応しており、ダウンロード数は500万を

超えています。

「スペイン料理AI（Spanish Cuisine AI）」は、外国人観光客に地域別の伝統料理を紹介し、好みに

合ったレストランを推薦します。このサービスは、観光客の食事制限（菜食、アレルギーなど）、

予算、好みの味などを考慮して、最適なレストランを探し出します。また、メニューの翻訳、現地

の食文化の解説、人気メニューの推薦などの機能を提供し、言葉の壁を感じることなくスペイン料

理を楽しめるようサポートしています。

セビリアは「AI観光流動管理（Seville’s Tourism Flow Management）」システムを導入し、市内

の観光客の分散を誘導しています。このシステムは、リアルタイムのデータ分析を通じてアルハン

ブラ宮殿やスペイン広場などの人気観光地の混雑度を予測し、地域別の訪問客の割当量を調整しま

す。繁忙期には時間帯別の入場者数を細かく調整することで、過度な混雑や文化財の毀損を防止し

ています。このシステムの導入後、主要な観光地の訪問客満足度は23％上昇しました。

「スペイン文化通訳（Spanish Culture Interpreter）」は、AIベースの拡張現実（AR）ガイドサー

ビスです。観光客がスマートフォンのカメラで建物や芸術作品を映すと、AIがリアルタイムで対象

を認識し、関連する歴史や文化的背景を提供します。単なる情報の提供にとどまらず、その場所で

起きた歴史的事件をARで再現したり、建造物の過去の姿を可視化して見せたりする機能もあります。

このサービスは現在8言語に対応しています。

バレンシアの「AI観光安全システム（Valencia’s AI Tourism Safety System）」は、観光客の安

全のために街全体に設置されたCCTVとセンサーのデータを分析します。このシステムは、潜在的な

危険状況（犯罪、事故など）を検知し、必要な場合には直ちに警察や救急サービスに通報します。

また、観光客に特定地域の安全状況をリアルタイムで知らせ、夜間の移動時にはより安全なルート

を提案します。このシステムの導入後、観光関連の犯罪は28％減少しました。

「スペイン持続可能な観光AI」は、環境への影響を最小限に抑える観光方法を提案します。このAI

は訪問客のカーボンフットプリントを計算し、公共交通機関の利用、地産地消の食事、環境に配慮

したホテルの選択などを通じて、環境負荷を軽減する方法を提案します。また、地域経済により多

くの恩恵をもたらす小規模な家族経営のビジネスや地域の文化イベントを優先的に推薦します。欧

州連合（EU）はこのプロジェクトを、持続可能な観光の模範事例として認めています。

スペイン政府観光局は「AI観光予測システム」を活用して、国や地域別の観光トレンドを分析し、

マーケティング戦略を最適化しています。このシステムは、航空機の予約データ、検索エンジンの

クエリ、ソーシャルメディアの分析、経済指標などを総合して、将来の観光パターンを予測します。

新型コロナウイルス流行後には健康関連のデータも含め、安全な観光再開のための戦略策定に活用

されました。この予測モデルの正確度は約85％で、効率的な予算配分とマーケティングのターゲッ

ト設定に大きな効果を上げています。

← 前の章

全章を見る
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次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第17章 人工知能行政の概念と発展過程

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 人工知能政府（AI Government）の概念

人工知能政府（AI Government）は、人工知能技術を積極的に活用し、新しい時代の希望を築いて

いく革新的な政府の形態を意味します。従来の公務員が行っていた複雑な業務を、人工知能が自ら

学習・判断して処理したり、効率的に支援したりする進歩したシステムです。単なる電算化やプロ

グラムの活用を超え、データの深い理解と分析を通じて、行政業務全般に創造的かつ知能的にアプ

ローチします。

OECDは「公共部門AI」を、「公共価値の増進とサービス品質の改善のために、政府機関が積極的に

活用するAIシステム」と定義しています。人工知能政府の主な特徴は次の通りです。第一に、デー

タに基づいた迅速かつ正確な意思決定により、行政の信頼性を高めます。第二に、未来を予測する

先制的な行政を通じて社会問題に対応し、市民の生活の質を向上させます。第三に、すべての市民

一人ひとりにパーソナライズされた公共サービスを提供することで、より温かく細やかな行政を実

現します。

2. 電子政府から知能型政府への進化

電子政府から知能型政府への発展過程は、まるで新しい未来へと進む希望に満ちた旅のようです。

初期の「電子政府（e-Government）」段階では、紙の文書をデジタル化し、インターネットを通

じて情報を公開することに集中し、デジタル革命の基礎を築きました。続く「デジタル政府（

Digital Government）」段階では、データ中心の革新と市民の積極的な参加が行われました。韓国

の「政府24」や米国の「data.gov」などがこの時期に誕生し、国民中心の行政を拡散させました。

現在は「知能型政府（Intelligent Government）」または「AI政府」の段階へと飛躍しており、AI

技術が主導する予測的な行政と個人に最適化されたサービスが実現される時代を迎えています。自

動的に市民の質問に回答するチャットボットサービス、犯罪や災害の発生を予測して予防するスマー

トシステム、そして個人の特性を反映したオーダーメイド型の福祉サービス推薦は、すべて国民が

夢見ていた希望に満ちた未来の出発点となっています。

3. 公共部門の革新の核心的手段としての人工知能

人工知能（AI）の公共部門における革新効果は、大きく3つに分けて見ることができます。まず、AI

は反復的で時間の掛かる行政業務を自動化することで業務効率を高め、公務員がより価値のある創

造的な業務に集中できるよう支援します。また、AIは膨大なデータを精密に分析し、人間では発見

が困難な重要なパターンや関係性を見つけ出すことで、意思決定の質と信頼性を大幅に向上させま

す。これに加え、AIは個人の多様な状況やニーズを深く理解し、パーソナライズされたサービスを

提供することで市民の満足度を高め、より良い生活のための行政サービスを実現します。
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このような効果を通じて、AIは政府や公共機関の革新を促進する希望の鍵となっており、世界各国

はさらに活発にAIベースの革新を推進しています。

シンガポール政府の事例を見ると、自然言語処理技術を活用した「Ask Jamie」というAIチャット

ボットを導入し、すでに80以上の政府ウェブサイトと9つのイントラネットサイトで1,500万件以

上の市民の質問に回答しており、コールセンターの業務負担を最大50％まで削減しました。また、

シンガポールはGovTechを中心に、すべての政府チャットボットを大規模言語モデル（LLM）ベー

スのエンジンに転換する新しいプロジェクトを通じて、AIチャットボットの可能性をさらに広げて

います。

4. 大規模言語モデル（LLM）と行政の知能化の関係

最近、最も注目を集めている大規模言語モデル（LLM）は、未来の行政の進歩と発展における核心

的な技術として浮上しています。

ChatGPTのようなLLMは、人間の言語を自然に理解し創造的に生成する能力を通じて、行政業務に

新たな可能性を切り開いています。LLMベースのチャットボットは、複雑な行政手続きを誰でも簡

単に理解できるようサポートし、市民一人ひとりの状況に合わせた親切で細やかな案内を提供しま

す。また、法律文書や政策報告書、市民からの相談・要望資料といった膨大な行政文書を迅速に分

析・要約し、公務員がより価値のある業務に専念できるようにします。

もちろん、LLM技術の行政的活用において、正確性や信頼性、個人情報保護、責任の所在などの課

題は存在しますが、この技術の潜在力は明白であり、今後さらに発展した姿で私たちの行政を未来

へと導いてくれるでしょう。AIとLLM技術が創り出す新しい行政環境は、希望に満ちた進歩的な未

来への第一歩となるはずです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 金京鎮. All rights reserved.
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第18章 公共部門における人工知能導入の類型とモデル

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 支援型、代替型、自動化型、拡張型

政府や公共機関において人工知能（AI）を活用する方式は、人工知能が行政業務にどの程度深く関

与するかによって、大きく4つのモデルに分けることができます。

1つ目は支援型（Assistive）モデルで、公務員の業務を補助する方式です。このモデルでは、公務

員が最終的な決定権を持っており、AIは情報提供や資料整理といった補助的な役割を担います。例

えば、民情（苦情・要望）を処理する際、AIが関連法規や過去の事例を提供することで、公務員の

業務を支援することができます。支援型モデルは、公務員の業務負担を軽減し、効率を高める上で

大きなメリットがあります。

2つ目は代替型（Replacement）モデルで、特定の業務や職務そのものをAIが完全に代替する方式

です。このモデルは、反復的で単純な業務をAIが直接処理することで、人員を削減することに重点

を置いています。税務申告書の受付や処理、単純な問い合わせ対応、データ入力などの業務がこの

モデルの代表的な事例です。代替型モデルは、業務処理のスピードと効率を大幅に向上させること

ができますが、雇用の減少やエラー発生時の責任の所在が不明確であるといった問題点があります。

3つ目は自動化型（Automation) モデルで、業務プロセス全体をAIが自動的に処理する方式です。

定められたルールと手順に従って、業務プロセスを最初から最後までAIが自動遂行し、例外的な状

況においてのみ人間が介入することになります。代表的な例としては、税還付処理、福祉給付の資

格審査、パスポート発行審査などの行政手続きが挙げられます。自動化型モデルは、迅速かつ一貫

した業務処理が可能ですが、例外的で複雑な状況への対応が難しいという短所があります。

代替型モデルと自動化型モデルの核心的な相違点は、代替型が特定の業務や職務そのものをAIが完

全に代行するものであるのに対し、自動化型は業務プロセスをAIが自動的に処理する方式であると

いう点です。つまり、代替型は「誰が業務を遂行するか」に焦点を当てる一方で、自動化型は「ど

のように業務が進行するか」に焦点を当てます。

4つ目は拡張型（Augmentation）モデルで、AIと人間が相互補完的に協力する方式です。このモデ

ルでは、AIがデータ分析やパターン認識を担当し、人間は創造的な判断や倫理的な決定を担って、

共に業務を遂行します。例えば、政策立案の過程でAIが多様なデータを分析して複数の政策オプショ

ンを提示し、公務員がそれに基づいて最終的な政策を決定する方式です。拡張型モデルは、AIと人

間の長所を組み合わせることで最善の結果を導き出すことができますが、明確な役割分担と協業シ

ステムの構築が難しいという課題を抱えています。

これら4つのモデルのうち、どれが最も優れているかは一律に言うことはできません。業務の性格、

重要度、複雑性などによって適切なモデルが異なります。多くの場合、一つの行政体系内でも、業
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務に応じて多様なモデルが組み合わされて使用されます。例えば、単純な問い合わせ対応は代替型

で運用し、政策決定は拡張型で運用するといった形です。

2. 行政プロセス別の人工知能適用方式

行政業務は大きく、計画策定、実行、評価の3つの段階に分けることができ、それぞれの段階で人工

知能の適用方式が異なります。

計画策定段階では、人工知能がデータ分析と予測を通じて政策の方向性設定を支援します。過去の

データと現在の状況を分析して未来のトレンドを予測し、それに基づいて政策の代替案を提示しま

す。例えば、交通データを分析して今後の交通量を予測し、道路の拡張や公共交通路線の新設など

の政策の方向性を提案することができます。この段階では、主に支援型や拡張型モデルが活用され

ます。

実行段階では、人工知能が行政業務の処理とサービスの提供を担当します。政策が決定されると、

それを実行する過程で多くの行政業務が発生しますが、AIがこれらを自動化し、効率化します。例

えば、福祉政策が決定されると、AIが受給者の選定、支援金の計算、支給管理などの業務を処理す

ることができます。また、市民にサービスを提供する過程でも、AIチャットボットや自動応答シス

テムなどが活用されます。この段階では、主に自動化型や代替型モデルが活用されます。

評価段階では、人工知能が政策の効果を分析し、改善点を導き出します。政策の実行結果に関連す

る多様なデータを収集・分析し、政策が本来の目標を達成したか、予期せぬ副作用はなかったかな

どを評価します。例えば、若年層の雇用支援政策を実施した後、AIが就職率、雇用維持率、賃金の

変化などのデータを分析して、政策の効果を評価することができます。この段階では、主に支援型

や拡張型モデルが活用されます。

行政プロセス別のAI適用は、互いに連結して循環的な体系を形成します。評価結果は再び新しい計

画策定の基礎となり、それが再び実行へとつながります。この循環過程において、AIは各段階を繋

ぎ、一貫性を維持する上で重要な役割を果たします。例えば、政策評価の段階で収集されたデータ

と分析結果は、次の計画策定段階における重要な資料となります。

3. 政策決定支援から対住民サービスまで、領域別の特性

人工知能（AI）は、政府活動の多様な分野で活用されており、それぞれの分野によって役割や特徴

が異なります。

政策決定支援の分野において、AIは複雑な社会問題を理解し、分析するのに役立ちます。多様なデー

タを収集・分析した上で、政策担当者に客観的な情報と予測結果を提供します。例えば、新型コロ

ナウイルスの政策を決定する際、AIはウイルスの拡散予測、経済的影響の分析、医療資源の需要予

測などを通じて、政策立案に必要な情報を提供します。この分野において、AIは決定を代わりに行

うわけではありませんが、より良い決定ができるよう、多様な角度から問題を分析します。

行政業務処理の分野において、AIは内部業務を自動化し、効率的に処理できるよう支援します。公

務員が反復的に処理する公文書の作成、予算管理、人事管理、法律文書の検討などの業務を、AIが

支援したり代行したりします。例えば、AIが議事録を自動的に作成したり、法律文書を検討して問
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題点を見つけ出したり、予算の使用状況を分析して無駄を削減したりする役割を果たすことができ

ます。この分野において、AIは反復的で規則的な業務を担うことで、公務員がより創造的で重要な

仕事に集中できるようにします。

規制および監督の分野において、AIは法規の遵守を監視し、リスク要因を迅速に見つけ出します。

大量のデータをリアルタイムで分析し、異常な兆候や違法行為を発見して予防できるよう支援しま

す。例えば、金融取引データを分析してマネーロンダリングが疑われる事例を探したり、食品安全

検査のデータを分析して危険な食品を迅速に把握したりします。この分野において、AIは膨大なデー

タを迅速に処理し、リスクを阻止できるよう支援します。

対住民サービスの分野において、AIは市民に直接的な支援を提供します。いつでも利用可能なチャッ

トボットサービスで市民の疑問を解決し、個人に合わせた情報を提供し、複雑な行政手続きを分か

りやすく案内します。例えば、AIチャットボットが税務申告の方法を教えたり、市民個人に合った

福祉サービスを推薦したり、民情（苦情・要望）申請の手順を簡潔に説明したりする役割を担いま

す。この分野において、AIは市民が政府のサービスを容易かつ便利に利用できるよう助ける役割を

果たします。

AIを効果的に活用するためには、各分野の特性に合わせた戦略が必要です。政策決定支援の分野で

は、AIの分析結果を無条件に信頼するのではなく、多様な観点からの追加検討が必要です。行政業

務処理の分野では、業務プロセスを再設計し、職員の役割を調整する必要があります。規制および

監督の分野では、AIアルゴリズムの透明性と公正性を必ず確保しなければなりません。対住民サー

ビスの分野では、デジタル弱者も容易に利用できるよう、包括的に設計することが重要です。

4. 行政サービスの種類に応じた人工知能適用の適合性分析

すべての行政サービスに人工知能を同様に適用することはできません。サービスの性格や特徴によっ

て、AI適用の適合性や方式が異なります。

定型的かつルールベースのサービスは、AIの適用に非常に適しています。明確なルールと手順があ

るサービスは、それをアルゴリズム化してAIが処理するのが容易です。パスポートの発行、自動車

の登録、各種証明書の発行などのサービスは、定められた要件と手順があるため、AIが自動的に処

理することができます。このようなサービスでは、代替型や自動化型モデルが効果的に適用でき、

処理時間の短縮や一貫したサービスの提供といったメリットがあります。

反面、複雑で文脈依存的なサービスは、AIの適用に注意が必要です。個別の状況や文脈に応じて柔

軟な判断が求められるサービスは、AIだけで処理するのは困難です。複雑な民情解決、葛藤の仲裁、

社会福祉相談などのサービスは、業務処理以外に人間の共感能力や状況判断力が重要となります。

このようなサービスでは、支援型や拡張型モデルが適しており、AIは情報提供や基礎分析の役割を

担当し、最終的な判断は人間が行うのが望ましいと言えます。情報提供以上の共感や繊細な理解が

必要だからです。AIが処理すれば迅速で効率的かもしれませんが、傷ついた人々に必要な慰めや共

感は、結局のところ人間にしか伝えることができません。

高リスクな意思決定が必要なサービスも、AIの適用に慎重でなければなりません。高リスクな意思

決定を含むサービスへのAI導入においては、より多くの慎重さが求められます。犯罪者の処罰、難

民認定、児童保護の決定といった業務は、一度のミスでも誰かの人生を、取り返しのつかないほど
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に変えてしまう可能性があります。機械的な判断に依存するには、倫理的責任が大きすぎます。人

間の判断が持つ主観性も問題ですが、AIがもたらし得るエラーの危険性も看過できません。したがっ

て、人間とAIが互いの欠点を補完し合いながら共存する道を探ることが重要です。

サービスの対象となる人々のデジタル・リテラシーも考慮する必要があります。デジタル機器の使

用に不慣れな高齢者や障害者などは、AIベースのサービスの利用に困難を感じる場合があります。

AIサービスとともに、伝統的な対面サービスを並行して提供したり、容易で直感的なインターフェー

ス設計を行ったりする必要があります。福祉給付の申請時、AIチャットボットだけでなく電話相談

や対面相談など、多様なチャネルを提供することが望ましいです。

このように、行政サービスの種類によって人工知能の適用方式を変えなければなりません。こうし

た検討の結果、すべての行政サービスを無条件にAIで代替するのではなく、各サービスの特性と市

民のニーズを深く理解し、AIと人間の適切なバランスを見出すことが望ましいと言えます。技術が

人間性を代替するのではなく、技術と人間性が共に調和したとき、真に効率的で温かみのある行政

サービスが可能になります。結局のところ、私たちが進むべき道は、技術の完璧な適用よりも、人

間的な共感と倫理を失わない、慎重かつ賢明な技術の活用なのです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第19章 人工知能行政のガバナンスと法的フレームワーク

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 国別AIガバナンス体系の比較分析

人工知能（AI）を政府や公共部門に導入する際には、管理・監督する体系が必要です。これを「AI

ガバナンス」と呼びます。世界各国は、自国の状況や特性に合わせて、さまざまなAIガバナンス体

系を構築しています。

アメリカのAIガバナンスは分散型の構造を持っています。ホワイトハウス科学技術政策局（OSTP）

が全体的な方向性を提示しますが、各連邦機関が自律的にAI導入を推進します。2023年のバイデン

大統領による「AIの安全性および革新のための行政命令」により、国家AIイニシアチブ事務局（

NAIIO）が設立され、調整役を担っています。民間主導の革新を重視しながらも、安全性と倫理のた

めの最小限の規制体系を構築するアプローチをとっています。2025年1月のトランプ大統領就任後、

アメリカのAIガバナンス体系は新たな方向へと転換されました。トランプ政権はバイデン政権のAI

政策を大幅に修正し、「アメリカのAIリーダーシップ強化のための障壁撤廃」という題目の新しい

行政命令（行政命令14179号）を発表しました。この新政策は、規制緩和と民間部門のイノベーショ

ン促進にいっそう重点を置いています。ガバナンス構造にも変化があり、ホワイトハウスに「AI・

暗号資産担当官（チャール）」のポストが新設され、科学技術顧問、AI・暗号資産担当官、国家安

全保障顧問が主導するAIアクションプランが開発されました。政策の焦点も、AIの安全性、倫理、

責任から、経済成長と国家競争力の強化へと移行しました。

これらの変化は、アメリカのAIガバナンスが行政の方針によって流動的に変化することを示してい

ます。アプローチには違いがあるものの、両政権ともアメリカのAI分野におけるリーダーシップの

維持を共通の目標としています。AIガバナンスが技術的な側面だけでなく、政治的、経済的要素に

も影響を受ける複合的な領域であることを示しています。

欧州連合（EU）は、中央集中型の構造でAIガバナンスを推進しています。EU欧州委員会がAI法（AI

Act）を通じて統一された規制フレームワークを提示しています。AIシステムをリスクに応じて分類

し、高リスクAIに対しては厳格な要件を適用します。欧州AI委員会を設立し、加盟国間の協力と一

貫した適用を促進しています。EUは「信頼できるAI」を強調し、基本権の保護と倫理的原則を中核

に据えています。

シンガポールは調整型の構造を持っています。国家AI事務局（NAIS）が中心となり、さまざまな政

府機関と民間部門を調整します。「国家AI戦略（National AI Strategy）」を通じてAI発展の方向性

を提示し、AIガバナンス体系（モデルAIガバナンス・フレームワーク）を開発して、組織が責任を

持ってAIを導入するための実践的な指針を提供しています。シンガポールはイノベーションの促進

と規制のバランスを重視し、業界の自主規制と政府のガイドラインを組み合わせたアプローチをとっ

ています。
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韓国は汎省庁的な協力構造を構築しています。科学技術情報通信部が主導しますが、「人工知能国

家戦略」を政府横断的なレベルで樹立し、履行しています。また、「人工知能倫理基準」を制定し、

AI開発と活用の原則を提示しています。最近では、大統領直属の国家人工知能委員会やデジタルプ

ラットフォーム政府委員会を通じて、公共部門のAI活用をさらに強化しています。韓国はAIを通じ

たデジタル政府の革新を積極的に推進しながら、人間中心のAI原則を強調しています。

国別のガバナンス体系を比較してみると、第一に、イノベーションと規制のバランスが国ごとに異

なります。アメリカはイノベーションにいっそう重点を置く一方で、EUは規制と保護に重きを置い

ています。第二に、中央集中型と分散型の構造に違いがあります。EUとシンガポールは相対的に中

央集中型であるのに対し、アメリカは分散型の構造です。第三に、政府と民間の役割分担が異なり

ます。アメリカは民間主導を強調する一方で、他の国々は政府がより積極的な役割を果たしていま

す。

AIガバナンス体系は、その国の政治体制、行政文化、技術発展のレベル、社会的価値観などに影響

されて形成されます。したがって、どのモデルが絶対的に優れていると言うのは困難です。重要な

のは、各国家が自国の状況と目標に合ったガバナンス体系を構築し、それを通じてAIの恩恵を最大

化しながらリスクを最小化することです。

2. 人工知能行政の法的基盤

人工知能を行政に活用するためには、法的基盤が必要です。各国はAI技術の発展と活用を支援しな

がらも、それによるリスクを管理するためのさまざまな法制度を整えています。

欧州連合（EU）はAI規制に積極的です。2023年に採択されたAI法は、世界初の包括的なAI規制法

案であり、AIシステムをリスクに応じて4段階（受容不可能なリスク、高リスク、限定的なリスク、

最小限のリスク）に分類し、各段階で異なるレベルの規制を適用します。公共部門のAI活用に関し

ては、高リスク分野に該当する場合が多く、高いレベルの規制を受けます。EUは一般データ保護規

則（GDPR）を通じて、AIシステムによる個人情報の処理に対する厳格な規制を適用しています。

アメリカには連邦レベルの包括的なAI法律はありませんが、行政命令や部門別の規制を通じてAIを

管理しています。2023年のバイデン大統領による「AIの安全性および革新のための行政命令」は、

公共部門におけるAI活用の原則と方向性を提示しました。トランプ政権はバイデン政権のAI政策を

大幅に修正し、「アメリカのAIリーダーシップ強化のための障壁撤廃」という題目の新しい行政命

令を発表しました。規制緩和と民間部門のイノベーション促進にいっそう重点を置いています。ま

た、アルゴリズム説明責任法（Algorithmic Accountability Act）など、さまざまな法案が議論され

ています。アメリカはAIのイノベーションを促進しながらも、特定の領域（医療、金融など）では

部門別の規制を強化するアプローチをとっています。

イギリスは「安全で責任あるAI活用のためのフレームワーク」を策定し、政府部門や公共機関のAI

活用指針を提供しています。国家AI戦略を通じて、イノベーションに親和的な規制環境を構築しよ

うとしています。イギリスは自主規制を強調しながらも、高リスク分野については部門別の規制を

強化するアプローチをとっています。データ倫理・イノベーションセンター（CDEI）を設立し、AI

の倫理的な活用に関する指針を開発しています。
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韓国国会は2024年12月26日に「人工知能基本法」を通過させ、2026年1月から施行される予定で

す。19の関連法案を統合し、AI産業の体系的な発展と潜在的なリスクの予防に重点を置いています。

個人情報保護法や電子政府法などを改正し、AI活用の法的基盤を強化しています。法の主な内容は、

国家協力体系の強化、AI開発支援、安全なAI活用のための措置などを含んでいます。国家AI委員会

とAI安全性研究所の設立を通じてAI政策を総合的に推進し、研究開発、学習データ、AIデータセン

ターなどを支援してAI産業を育成します。高リスクAIに対する安全で信頼できる基盤を整えること

で、AI技術の発展と安全な活用を通じ、グローバルなAI競争において主導的な位置を占められるよ

う支援しています。

各国の法制度を比較すると、アプローチの仕方に違いがあります。EUは包括的で事前予防的な規制

を好む一方で、アメリカは部門別の規制や自主規制を好みます。これは各国の規制哲学や伝統の違

いを反映しています。AI技術が急速に発展しているため、法制度も変化していますが、その速度は

国ごとに異なります。

人工知能行政法には共通の課題があります。イノベーションを阻害することなく、安全性と権利を

保護するバランスが必要です。発展する技術に対応できる柔軟な規制体系が必要です。国際的な調

和と協力も重要です。AIは国境を越える技術であるため、国家間の規制の差が大きすぎると、グロー

バルなAIエコシステムに混乱を招く可能性があります。

3. 説明責任、透明性、説明可能性の確保

人工知能を行政に導入する際の最も重要な考慮事項は、AIシステムが責任を持ち、透明であり、説

明可能でなければならないということです。これは国民の信頼を得て、基本権を保護するために不

可欠な要件です。

説明責任（Accountability）とは、AIシステムが行った決定や行動に対して、責任を負う主体が明

確でなければならないという原則です。つまり、AIが決定を下したとしても、その結果に対する最

終的な責任は公務員や関連機関にあります。

説明責任を確保するためには、次の3点が必要です。

第一に、AIの開発者、運用者、利用者の役割と責任を明確に定めなければなりません。

第二に、AIシステムの使用前にリスクを評価し、使用中も継続的に管理・点検しなければなりませ

ん。

第三に、AIの誤った決定によって市民が被害を受けた際、これを解決し補償を受けられる手続きが

なければなりません。

カナダのモントリオール市は「AI倫理委員会」を設立してAIの活用を監督し、問題発生時に即座に

対応できる体制を構築しました。イギリスは『Artificial Intelligence Playbook for the UK

Government』という「AI使用ガイドライン」を提供し、公共部門のAI活用時における説明責任の

確保策を提示しています。

透明性（Transparency）とは、AIシステムがどのように作動し、どのような方式で決定を下すのか

を、誰もが知ることができるように公開しなければならないという原則です。これは国民の知る権
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利を保障するために不可欠です。

透明性を確保するための方法としては、次の3点があります。

第一に、市民が行政業務においてAIが使われているという事実を知ることができるよう、明確に案

内しなければなりません。

第二に、AIシステムが使用するデータの出所と品質を公開し、データをどのように収集して処理し

たのかを説明しなければなりません。

第三に、AIシステムが正しく作動しているか、独立した外部機関が直接検査し確認できなければな

りません。

説明可能性（Explainability）とは、AIシステムの決定理由と根拠を人間が理解できるように説明で

きなければならないという原則です。行政は国民の権利と義務に直接的な影響を与えるため、決定

の理由を分かりやすく説明できなければなりません。このためには「説明可能なAI（XAI）」技術が

必要です。

具体的な方法は以下の通りです。

第一に、AIがどのような過程を経て決定を下したのかを分かりやすく示す技術を活用できます。例

えば、図やチャートを通じて理解を助けることができます。

第二に、技術的で難しい専門用語ではなく、一般市民の誰もが理解できる平易な言葉で説明しなけ

ればなりません。

第三に、AIが下した判断を人間の専門家がもう一度点検し、必要な時に補完できるようにしなけれ

ばなりません。

フランスはEU AI法に基づき、公共部門のAI意思決定に対して「意味のある説明」を提供する法的義

務を課しました。アメリカのニューヨーク州の福祉手当受給資格審査システムは、申請者に決定理

由と根拠を理解しやすく説明し、不服申し立ての方法も案内しています。

説明責任、透明性、説明可能性は密接に関連しています。説明なくして透明性はなく、透明性なく

して責任を問うことはできません。これら3つの原則を統合的に考慮した体系的なアプローチが必要

です。法的要件の整備、技術的な解決策の開発、組織文化の変化、市民参加の拡大など、多角的な

努力が求められます。

4. 技術・行政・法律間の調和のとれた発展

人工知能行政の成功的な具現化のためには、技術、行政、法律がバランスよく発展し、調和を成さ

なければなりません。そのためのさまざまな制度的装置が各国で導入されています。

汎省庁的な協力体系の構築：AI政策はある一つの部署だけの業務ではなく、政府全体で取り組むべ

き問題です。したがって、複数の部署間の協力と調整のための制度的体系を整えなければなりませ

ん。例えば、イギリスは「AI評議会（AI Council）」と「AI局（Office for AI）」を設置してAI政策

を総括しており、シンガポールは「国家AI事務局（NAIS）」を通じて公共部門のAI導入を管理して
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います。

柔軟な規制方式の導入：急速に変化するAI技術に対応するには、必要な規制はしつつも、その方式

は柔軟であるべきです。「規制サンドボックス」を導入すれば、限られた範囲内で規制を緩和し、

革新的なAI技術を試行することができます。日本の「AI規制サンドボックス」やフィンランドの「

AI実験」プログラムが代表的な事例です。

専門家諮問機関と倫理委員会の設置：AI政策と規制は、技術、法律、倫理分野の専門家が共に議論

すべきです。したがって、さまざまな分野の専門家が参加する諮問機関と倫理委員会を設置しなけ

ればなりません。アメリカの「国家AI諮問委員会（NAIAC）」やドイツの「データ倫理委員会」が

良い事例です。

AI影響評価制度の施行：AIシステムが社会や個人に及ぼす影響を事前に評価し対応するための制度

を導入すべきです。カナダの「アルゴリズム影響評価（AIA）」、イギリスの「データ保護影響評価

（DPIA）」、ニュージーランドの「アルゴリズム憲章」が代表的な事例です。

官民パートナーシップの強化：AI技術の発展と効果的な活用のためには、公共部門と民間部門が協

力することが重要です。シンガポールの「AI Singapore」プログラム、フィンランドの「AuroraAI」

プロジェクト、韓国の「デジタル政府革新パートナーシップ」が成功事例です。

継続的な法制度の点検および改善：AI技術の変化に合わせて、関連する法律や制度を定期的に検討

し改善しなければなりません。EUは「AI法」に技術発展に伴う定期的な検討条項を含め、イギリス

は「規制先駆者基金（Regulators’ Pioneer Fund）」を通じて新しい規制方式を開発しており、日

本は「規制改革推進会議」で定期的にAI関連規制を評価し改善しています。

これらの制度的装置は、技術、行政、法律間の速度差を縮め、調和のとれた発展を促進する役割を

果たします。技術が先行しすぎると法的空白と倫理的問題が発生する可能性があり、法律が厳格す

ぎるとイノベーションが阻害される可能性があります。3つの領域が共に発展するようにする装置が

重要です。

成功のためには、いくつかの原則が重要です。何よりも柔軟性と適応性が必要です。急速に変化す

るAI技術に対応するため、制度的装置も柔軟に運用されなければなりません。包摂性と参加も重要

です。多様な利害関係者や市民の参加を保障する装置が必要です。先制的なアプローチも必要です。

問題が発生した後に対応するよりも、予測して準備する先制的なアプローチが効果的です。

人工知能行政のガバナンスと法的フレームワークは、発展途上の分野です。各国は自国の状況と特

性に合った制度的装置を開発しており、国際的な経験の共有や協力も活発に行われています。こう

した努力を通じて、AIの恩恵を最大化しながらもリスクは最小化する、バランスの取れたアプロー

チが可能になるでしょう。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第20章 公共部門における人工知能導入の争点と課題

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. データ主権とプライバシー保護

公共部門において人工知能を導入する際、真っ先に考慮すべき問題は、データ主権と市民のプライ

バシー保護です。人工知能は膨大なデータを必要としますが、そのデータには市民の個人情報が含

まれる可能性があります。

政府が人工知能システムを導入するたびに、心のどこかで不安が募ります。私たちの貴重な個人情

報が、知らないうちにどこかへ流出し、誰かに悪用されるのではないかという恐怖のためです。公

共の場に設置された数多くのCCTVが顔認識技術と結びつけば、私たちは目に見えない視線から逃れ

られなくなるかもしれません。自分の日常が、一挙手一投足が誰かに観察される可能性があると考

えるだけで、落ち着かない気持ちになります。犯罪予防という名目の影に隠れて、私のプライバシー

が侵害され、自由が脅かされるとしたら、それは正しいことなのでしょうか。

さらに、政府が保有する膨大なデータベースが相互に連結されれば、私はいつの間にか膨大なデー

タの中の単なるプロフィールに過ぎない存在になってしまうのではないかと不安になります。私の

医療記録、税務情報、学生時代の記録、あるいは些細な過ちまでもがすべて白日の下にさらされて

しまえば、私の人生はまるでガラスで作られた家のように壊れやすい存在に感じられるでしょう。

技術の発展がもたらす利便性や効率性が、プライバシーや自由よりも優先されるべきなのか、深く

考えてみる必要があります。

こうした懸念を解消するために、データ保護法が強化されています。欧州連合（EU）の「一般デー

タ保護規則（GDPR）」は、個人情報保護に関する最も強力な法律の一つです。公共機関は個人情報

を収集する際、明確な同意を得る必要があり、収集目的以外のデータ使用を禁止しています。また、

公共機関はデータ保護責任者（DPO）を任命しなければなりません。DPOはデータ保護に関する内

部規定の遵守を監視し、データ保護に関する助言を提供し、データ主体との連絡窓口としての役割

を果たします。

韓国でも「個人情報保護法」や「公共データの提供及び利用活性化に関する法律」などを通じて、

公共部門のデータ活用と個人情報保護のバランスを取ろうと努めています。しかし、人工知能技術

が急速に発展する中で、法律が正確な均衡点に追いつけない「遅滞」現象が発生しており、継続的

な法制度の改善が必要です。

データ主権とプライバシー保護のためのいくつかの重要な原則は、次の通りです。第一に「目的制

限の原則」であり、データは定義された目的にのみ使用されなければなりません。第二に「データ

最小化の原則」であり、必要最小限のデータのみを収集すべきです。第三に「透明性の原則」であ

り、どのようなデータが収集され、どのように使用されるかを市民に知らせる必要があります。第

四に「セキュリティの原則」であり、収集されたデータは安全に保護されなければなりません。個
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人のデータを保護し、プライバシーを守ることは単なる技術的な問題ではありません。これは市民

の基本的人権に関わる重要な問題です。政府は人工知能技術を導入する際、便利で効率的な面だけ

でなく、私たちの個人情報を安全に保護する方法も共に考えなければなりません。そのために、デー

タの暗号化や匿名化といった技術的な手法とともに、データを保護し管理するための法的・制度的

な装置も構築する必要があります。

2. アルゴリズムの偏向性と公平性の問題

人工知能システムが使用するアルゴリズムは、中立的ではない場合があります。アルゴリズムは人

間が作り、人間が提供したデータで学習するため、社会に存在する偏見や差別がそのまま反映され

る可能性があります。これを「アルゴリズムの偏向性」と呼びます。

アメリカの一部の刑事司法機関では、犯罪者の再犯の可能性を予測する人工知能システムを使用し

ていました。研究の結果、このシステムは黒人の被告人の再犯の可能性を白人の被告人よりも高く

予測する傾向がありました。過去の偏った判決データで学習したためです。アメリカで使用された

COMPAS（Correctional Offender Management Profiling for Alternative Sanctions）は、人工知

能アルゴリズムで被告人の再犯の可能性を予測するツールでした。しかし、この技術は法と正義と

いう重い責任を担う裁判所でさえ、人種的な偏見を強化する結果を招きました。ProPublicaの分析

によると、COMPASは黒人の被告人の再犯リスクを実際よりも2倍以上高く評価したり、実際に再

犯した白人の被告人のリスクを過小評価したりする誤りを犯しました。これは単なるアルゴリズム

の問題を超え、人間社会に深く根ざした偏見と差別の影が技術にそのまま投影された事例でした。

結局、この事件は人工知能の透明性、公平性、責任に関する真剣な社会的論争を巻き起こし、私た

ちが技術を導入する際にどれほど慎重で繊細なアプローチが必要であるかを痛感させました。ちな

みに、欧州連合（EU）の人工知能法（AI Act）によれば、COMPASのように犯罪者の再犯の可能性

を予測して、刑事司法機関の保釈決定や量刑決定などの法的判断に活用されるAIシステムは、個人

の基本権に直接的かつ重大な影響を及ぼし、偏ったデータによって社会的不平等を強化するリスク

が大きいため、「高リスク（High-Risk）人工知能システム」に分類され、厳格な透明性、責任、デー

タ品質管理などの規制要件を遵守しなければなりません。

他の事例もあります。2020年、イギリス政府は新型コロナウイルスの感染拡大によって大学入学試

験が実施できなくなったため、人工知能アルゴリズムを通じて学生の成績を予測しました。しかし、

冷徹なアルゴリズムは単に学校の過去の成績というデータのみに依存したため、夢と希望を持って

努力していた数多くの低所得層地域の学生の成績を不当に低く見積もってしまうという悲劇を生み

ました。結局、全学生の約40％が自分が期待していたよりも低い点数を受け取ることになり、これ

はすぐに、これらの学生が生涯夢見てきた大学入学の機会を奪う結果へとつながりました。挫折と

失望、怒りに満ちた学生たちの声が強まると、政府は結局、この冷酷なシステムを撤回せざるを得

ませんでした。

公共部門におけるアルゴリズムの偏向性は、さらに深刻な問題になり得ます。政府はすべての市民

を公平に扱う義務があるからです。もし人工知能システムが特定の人口集団に不利な決定を下すな

らば、それは政府の公平性と信頼性を損なうことになります。

アルゴリズムの偏向性を克服するために、私たちは絶え間ない悩みと努力が必要です。
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第一に、果たして私たちは十分に多様で代表性のあるデータを持っているのかを真剣に省察しなけ

ればなりません。特定の集団のデータが不足しているとき、その結果が誰かの人生を不当に歪める

可能性もあるという責任感を持つべきです。

第二に、アルゴリズムを作る私たち開発者自身が、果たして多様な声や視点を十分に反映させてい

るかを振り返る必要があります。異なる背景や経験を持つ人々との協力を通じてこそ、私たちが見

落としている偏見や誤りを発見し、克服することができるからです。

第三に、アルゴリズムが公平性を失っていないか、定期的に振り返り検証するという人間的な苦悩

を止めてはなりません。技術は人間の便宜のためのものであり、誰かの権利や尊厳を侵害する道具

になっては決してなりません。

アルゴリズムの偏向性問題を解決しようとする人間の努力は続いています。一部の国や都市では「

アルゴリズム影響評価」という制度を導入し、技術の利便性が誰かの人生に不当な影響を及ぼさな

いか、徹底的に検討しています。カナダ政府はすでに2019年からこのような制度を施行しており、

アメリカのニューヨーク市もアルゴリズム監督委員会を通じて、人間が生み出した技術を人間らし

く統制しようと努めています。

ニューヨーク市の自動意思決定システムタスクフォース（ADSタスクフォース）は、2018年の地方

法49号によって設立され、市による自動意思決定システム（一般にアルゴリズムとして知られる）

の使用を検討するプロセスを勧告する任務を負いました。多くの市機関や事務所が意思決定を支援

するためにアルゴリズムを使用しており、自動意思決定システムがすべての分野でますます一般的

になっているため、市は、これらのシステムがニューヨーク市をより公平で平等な場所にするとい

う目標に合致することを保証する方法を検討しています。アメリカで初めて設立されたこのタスク

フォースは、市長運営室（Mayor's Office of Operations）の責任者であるジェフ・タムキティカセ

ム（Jeff Thamkittikasem）氏が議長を務め、市長データ分析室（Mayor's Office of Data 

Analytics）の責任者兼最高分析責任者であるケリー・ジン（Kelly Jin）氏と、ニューヨーク市人権

委員会（NYC Commission on Human Rights）の戦略的イニシアチブ担当副局長であるブリトニー・

サンダース（Brittny Saunders）氏が共同議長を務めました。タスクフォースのメンバーには、さ

まざまな政府機関や事務所の代表、民間部門、非営利団体、アドボカシー団体、研究コミュニティ

のパートナーが含まれていました。

アルゴリズムの公平性は単なる技術的な問題ではなく、私たちがどのような社会を望んでいるのか、

そして人間として守るべき倫理的価値は何なのかという深い省察とつながっています。何が公平で

あるかの定義は文化的、社会的な文脈によって異なる可能性があるため、政府は市民、専門家、市

民団体など、さまざまな利害関係者との絶え間ない対話と協議を通じて、公平性の基準を確立しな

ければなりません。

アルゴリズムの偏向性を完全になくすことは、ひょっとすると永遠に到達できない理想かもしれま

せん。しかし、持続的な監視と改善を通じて、人間らしく生きる世界、誰も差別されない世界を目

指す私たちの熱望を実現することができます。公共部門で人工知能を導入する際は、効率性だけで

なく、人間の尊厳と公平性という価値を最優先すべきです。

3. 行政の責任と人工知能による意思決定の法的地位
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人工知能が行政の中心に浸透するにつれ、哲学的な深い悩みに陥らざるを得ません。この技術がも

たらした効率性と利便性は否定できませんが、同時に「責任」という深刻な問題に直面しているか

らです。行政とは本来、市民の生活に直結する決定を下し、その決定に全責任を負う領域でした。

しかし、今や人工知能がその座を少しずつ代行するようになり、知識人たちは「この決定は一体誰

の責任なのか？」という問いを投げかけるようになっています。

福祉給付を審査する人工知能システムを例に挙げることができます。ある市民の申請が却下された

際、それが誤った判断であったことが判明した場合、誰に責任を問うべきかが曖昧です。システム

を設計した開発者かもしれませんし、データを提供した人々かもしれません。あるいは、そのシス

テムを信頼して導入した機関かもしれません。最終決定を承認した公務員に責任を問うならば、彼

が人工知能の判断をどれほど理解していたかが疑問です。その責任の重さと曖昧さの間で、深い葛

藤を感じることになります。

最近のディープラーニングモデルが「ブラックボックス」と言われるほど複雑になり、人間がその

作動原理を理解するのが難しいという事実は、悩みをさらに深くします。信頼できない機械の判断

を市民にどのように説得力を持って説明すればよいのか、途方に暮れます。市民は理解と納得を望

みますが、「アルゴリズムがそのように決定しました」という言葉だけでは、行政の信頼を維持す

ることは困難です。

現行の法体系は人工知能を単なる道具としてのみ見ているため、責任の問題は再び人間と機関に帰

結します。しかし、次第に自ら判断し学習する能力を備えていく人工知能を、単なる道具としての

み捉えることができるのか疑問が残ります。現在の法と倫理の体系は、この急速な変化に追いつけ

ていません。知識人たちは、人間が作った技術の前で、人間性とは何かを改めて問い直すことにな

ります。

人工知能がもたらしたこのような時代的な悩みに対し、明確な答えを見出せないまま、深い沈黙の

中に陥ります。ただ、代替案としていくつかの接近法が提示されています。

第一に、「人間による監督（Human-in-the-loop）」原則を適用することです。重要な行政決定に

は常に人間の確認と承認を必要とする方式です。人工知能は意思決定を支援しますが、最終的な責

任は人間の公務員に残るようにするものです。

第二に、「説明可能な人工知能（XAI：eXplainable AI）」を開発することです。これは、人工知能

システムがなぜそのような決定を下したのかを理解しやすく説明できるようにする技術です。欧州

連合（EU）の人工知能法（AI Act）は、高リスク人工知能システムについて説明可能性を法的要件

として規定しています。

第三に、人工知能システムに対する新しい責任体系を用意することです。例えば、ドイツのような

国では「危険責任」という概念を導入し、危険な技術を使用することによって発生する被害につい

て、過失がなくても責任を負うようにしています。

行政決定に人工知能を活用する際、異議申し立ての権利も重要な問題です。市民は人工知能システ

ムが下した決定に異議を唱え、審議を要請できなければなりません。決定プロセスの透明性を確保

し、異議申し立ての手続きを明確に整えることが必要です。
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人工知能システムが行政の意思決定にさらに多く活用されるほど、責任と法的地位に関するより明

確なルールと標準が必要になるでしょう。これは単なる技術的な問題ではなく、法律、倫理、行政

制度が共に考慮されなければならない複合的な課題です。市民の権利を保護しながらも、人工知能

の革新的な可能性を活用できるバランスの取れたアプローチが求められます。

公共部門への人工知能導入が拡散するにつれ、多くの国や地方自治体は、人工知能システムの使用

を透明に公開し、これを管理するための制度を導入しています。このような公示制度は、市民の信

頼を確保し、責任ある人工知能の使用を保証する上で重要な役割を果たします。主な国々の人工知

能公示制度の導入事例は以下の通りです。

3.1.1 イギリスのアルゴリズム透明性記録標準（ATRS）

イギリスは公共部門における人工知能使用の透明性を高めるため、「アルゴリズム透明性記録標準

（Algorithmic Transparency Recording Standard, ATRS）」を導入しました。この標準は2021年

に開始され、中央政府機関とその傘下機関には遵守が義務付けられています。その他の公共機関は

自発的に参加することができます。

ATRSの主な内容は以下の通りです。

機関は使用中のアルゴリズムツールに関する詳細情報を公開しなければなりません。

アルゴリズムの目的、作動方式、意思決定プロセスに及ぼす影響などを明確に説明する必要があり

ます。

アルゴリズムの使用による潜在的なリスクと、それを緩和するための措置も併せて公開しなければ

なりません。

イギリス政府はこの情報をGitHubのリポジトリを通じて一般に公開し、誰でも簡単にアクセスして

検討できるようにしました。

イギリスのATRSは、公共部門におけるアルゴリズム使用の透明性を高め、市民が政府の意思決定プ

ロセスをよりよく理解できるように助ける重要な制度として評価されています。

3.1.2 カナダのアルゴリズム影響評価およびAI公示制度

カナダは2019年に「アルゴリズム影響評価（Algorithmic Impact Assessment, AIA）」ツールを

導入しました。これは、公共機関が自動意思決定システムを導入する前にその影響を評価し、必要

な措置を講じるようにする制度です。

カナダ政府は、連邦公共サービスのための「AI戦略 2025～2027」を策定する過程で、透明性と説

明可能性を核心的な価値として強調しています。この戦略に従い、カナダはAIシステムの使用を公

開し、AIシステムに関する情報を登録する公共登録所を設立する計画を持っています。

カナダのAI公示制度の主な特徴は以下の通りです:

公共機関はAIシステムを導入する前に、影響評価を実施しなければなりません。
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評価結果に基づいてAIシステムのリスクレベルが決定され、高いリスクを持つシステムに対しては、

より厳格な監督と公示要件が適用されます。

市民は自分に影響を与えるアルゴリズムによる意思決定について、説明を要求する権利があります。

3.1.3 オーストラリアのAI透明性声明標準

オーストラリアは「AI透明性声明（AI Transparency Statement）」標準を導入しました。この制

度は、政府機関がAIシステムの使用を明確に公開することを要求します。

AI透明性声明の主な内容は以下の通りです:

AIシステムの目的と機能を説明します。

システムが収集し使用するデータの種類と出所を公開します.

AIシステムの意思決定プロセスと人間の監督の程度を説明します。

システムの安全かつ責任ある使用のための措置を明記します。

オーストラリアのこの制度は、政府のAI使用に対する市民の理解と信頼を高めることに寄与してい

ます。

3.1.4 スペイン・バルセロナのAI公示制度

スペインのバルセロナ市は、地方政府レベルでAI公示制度を先導的に導入した事例です。バルセロ

ナ市議会は「AI戦略」を通じて、市民のデジタル権利を保護し、公共サービスにAIを倫理的に適用

することを目指しています。

バルセロナのAI公示制度は、以下のような特徴を持っています:

市はすべてのAIシステムの導入と使用に関する情報を公開しなければなりません。

AIシステムのリスクレベルに応じて、さまざまな保障メカニズムを設定し、市民の権利を保護しま

す。

市民はAIシステムに関する問い合わせや異議を申し立てることができるコミュニケーションチャネ

ルを利用できます。

3.1.5 シンガポールのモデルAIガバナンス・フレームワーク

シンガポールは「モデルAIガバナンス・フレームワーク」を通じて、AIの透明性と説明可能性を強

調しています。このフレームワークは、公共および民間部門に適用可能なAIガバナンスのガイドラ

インを提供します。

フレームワークの主な内容は以下の通りです:

AIシステムの決定プロセスに対する説明可能性を強化しなければなりません。
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AIシステムが公平で偏りのない決定を下すように保証しなければなりません。

データガバナンスと管理に関する明確な政策を策定しなければなりません。

AIシステムの使用を透明に公開し、影響を受ける個人に適切な情報を提供しなければなりません。

このような多様な国や地方自治体のAI公示制度導入事例は、公共部門における人工知能使用の透明

性と責任を高める重要な努力であり、今後さらに多くの国が同様の制度を導入すると予想されます。

これらの制度は、人工知能技術の潜在的な利益を最大化しながらも、そのリスクを最小限に抑える

バランスの取れたアプローチを可能にします。

4. 公共部門の人員構造の変化とデジタル能力の強化

人工知能技術が行政業務に導入されることで、公共部門の仕事と業務の進め方が大きく変化してい

ます。このような変化は、二つの側面から考えることができます。一つは仕事の代替または変化の

側面であり、もう一つは公務員のデジタル能力強化の必要性です.

人工知能が公共部門の仕事に及ぼす影響は非常に複雑です。単純で反復的な業務は自動化される可

能性が高いです。例えば、民情対応、書類の審査、データ入力、単純な行政処理などは、人工知能

が効率的に遂行できます。イギリスのある研究によると、公共部門の仕事の約20％が自動化される

可能性があるといいます。

しかし、すべての仕事がなくなるわけではありません。多くの場合、人工知能は公務員の業務を完

全に代替するのではなく、支援する役割を果たします。複雑な政策分析や意思決定を行う際、人工

知能がデータを分析して選択肢を提示すれば、公務員はそれに基づいて最終的な判断を下すという

方式です。このような場合、人工知能は公務員の生産性と意思決定の質を高めてくれる道具となり

ます。

人工知能の導入により、新しい仕事も生まれます。データサイエンティスト、人工知能倫理専門家、

アルゴリズム監査官、デジタルサービスデザイナーなど、新しい職種の必要性が増しています。彼

らは人工知能システムの設計、開発、管理、監督の役割を担うことになります。

このような変化に対応するため、公務員のデジタル能力強化が非常に重要です。未来の公務員は、

基本的なデジタルリテラシーを超えて、データ分析、人工知能技術への理解、デジタル倫理などに

関する知識が必要です。重要なのは「批判的思考」と「問題解決能力」です。人工知能が提供する

情報や分析を盲目的に信頼せず、その限界や偏向性を理解し、適切に活用できる能力が重要です。

世界各国の政府は、デジタル能力強化のためのさまざまなプログラムを運営しています。シンガポー

ルの「スキルズフューチャー（SkillsFuture for Digital Workplace）」プログラムは、すべての公務

員を対象にデータ分析、人工知能の基礎、サイバーセキュリティなどの教育を提供しています。イ

ギリスの「政府デジタルサービス（GDS）」は公務員のためのデジタルアカデミーを運営しており、

デンマークは「デジタル適応プログラム」を通じてデジタル転換への適応を支援しています。

デジタル能力の強化は、単なる技術教育だけでは不十分です。公務員のマインドセット（考え方）

の変化も重要です。デジタル技術を恐れず、変化に適応し、継続的に学習する文化を作る必要があ

ります。そのためにはリーダーシップの役割が重要であり、イノベーションを奨励する組織文化が
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必要です。新規公務員の採用プロセスにおいても、デジタル能力を重要な基準として考慮すべきで

す。データサイエンス、コンピュータサイエンス、人工知能などの関連分野の専門家を積極的に登

用し、多様な背景を持つ人材が公職に進出できるよう、採用ルートを多様化させる必要があります。

人工知能時代の公共部門における人員の変化は、チャンスと捉えるべきです。単純業務から解放さ

れ、より創造的で価値のある仕事に集中できるようになるからです。しかし、この転換過程で誰も

取り残されないよう、すべての公務員に適切な教育と支援を提供する包摂的なアプローチが必要で

す。デジタル能力の強化は、短期的な課題ではなく、持続的な投資と関心が必要な長期的課題とし

て認識されるべきでしょう。

5. デジタル主権の確保

人工知能技術を公共部門に導入する際、重要に考慮すべきもう一つの問題は「技術従属性」と「デ

ジタル主権」です。これは、一国が自国の重要なデジタルインフラやサービスを、どれほど独立し

て統制し運営できるかに関する問題です。

現在、人工知能技術は少数のグローバル企業（主にアメリカと中国の企業）が主導しています。グー

グル、マイクロソフト、アマゾン、アリババ、ファーウェイなどの企業は強力な人工知能ソリュー

ションを提供し、グローバル市場をリードしています。このような状況下で、多くの国々、特に技

術発展が相対的に遅れている国々は、これらの企業のソリューションに依存せざるを得ない場合が

多いのが現状です。

5.1 中国の国家安全法と海外電子商取引規定の情報アクセスの問題

中国の国家安全法（中�人民共和国国家安全法）は2015年に制定され、この法の第7条によれば、

「すべての組織および個人は国家安全を維持する義務があり、国家の安全活動を支援し協力しなけ

ればならない」と規定されています。この条項は、中国政府が国家安全を理由に、中国内のサーバー

に保存された海外利用者の情報にアクセスできる法的根拠として活用される可能性があります。

また、2017年に施行された中国サイバーセキュリティ法（网�安全法）第28条によれば、「ネッ

トワーク運営者は、公安機関および国家安全機関が法に従って国家安全を守り、犯罪活動を調査す

るために、技術支援と協力を提供しなければならない」と明示されています。これは、中国内にサー

バーを置く企業が、政府の要請時に利用者データを提供する義務があることを意味します。

2021年に施行されたデータ安全法（数据安全法）第29条は、「中国内で収集された重要なデータ

は中国内に保存されなければならず、海外へ転送する場合は安全評価を受けなければならない」と

規定しており、中国内のデータに対する政府の統制力を強化しました。

5.2 海外電子商取引の規定と情報共有

中国の海外電子商取引（跨境�子商�）に関する規定のうち、2019年に発表された「電子商取引法

（�子商�法）」の第25条によれば、「電子商取引経営者は利用者との取引、サービスおよび製品

の情報を最低3年間保存しなければならず、関連部署の要請時に提供する義務がある」と明示されて

います。
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2018年に中国国家発展改革委員会と商務部が共同発表した「海外電子商取引総合試験区建設に関す

る指導意見（�于建�跨境�子商��合��区的指�意�）」では、「企業間のデータ共有プラッ

トフォーム構築を奨励し、国家間の電子商取引情報交換体系を完成させる」という内容を含んでい

ます。これは明示的に企業間の利用者情報共有を推奨する政策的根拠となります。

また、2020年に発表された「海外電子商取引企業の健全な発展に関する指針（�于促�跨境�商企

�健康�展的指�意�）」では、「国家間の電子商取引企業は関連データを共有し、産業の発展に

寄与しなければならない」という内容を含んでおり、企業間の情報共有を国家が積極的に推奨して

いることがわかります。

これらの法規定を総合すると、中国政府は国家安全を理由に、中国内のサーバーに保存された海外

利用者の情報にアクセスできる法的権限を持っており、電子商取引分野では企業間の利用者情報共

有を政策的に推奨していることが確認できます。5.3 WindowsとMacのバックドアの可能性とアメ

リカ情報機関のアクセス

WindowsやmacOSのような主要なオペレーティングシステムにバックドア（裏口）が存在する可能

性は、長い間、技術専門家やプライバシー擁護者の間で論争の対象となってきました。バックドア

とは、セキュリティ装置を迂回してコンピュータシステムにアクセスできるようにする手法を意味

します。

2013年にエドワード・スノーデン（Edward Snowden）が暴露した文書によると、アメリカ国家

安全保障局（NSA）はPRISMというプログラムを通じて、マイクロソフト、アップル、グーグルな

どの主要技術企業のサーバーから直接データを収集していたとされています。また、NSAの「

Bullrun」プログラムは、暗号化標準や技術に意図的な脆弱性を植え付けることを目標としていたと

報告されました。

アメリカのFISA（外国情報監視法）とCLOUD Act（クラウド法）は、アメリカ政府が国家安全を理

由に、アメリカ企業が保有するデータにアクセスできる法的根拠を提供しています。CLOUD Actは、

アメリカ企業が海外のサーバーに保存したデータも、アメリカ政府が要請できるようにしました。

エドワード・スノーデンは、NSAの契約職員として勤務しながら、アメリカ政府の大規模な監視プ

ログラムの存在を暴露した最も有名な内部告発者です。2013年6月、スノーデンはNSAと「ファイ

ブ・アイズ（Five Eyes）」情報同盟（アメリカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュージー

ランド）が全世界の市民の通信を光範囲に監視しているという機密文書をメディアに公開しました。

スノーデンの暴露によると、NSAは「UPSTREAM」と「PRISM」というプログラムを通じて、イン

ターネットトラフィックや主要なインターネットサービスプロバイダーのデータを直接収集してい

ました。また、「XKeyscore」というシステムを通じて、メール、チャット、ブラウザ履歴などを

ほぼリアルタイムで検索できたと明らかにしました。

暴露直後、スノーデンは香港へ逃亡し、その後ロシアへの亡命を試みる過程でアメリカ政府が彼の

パスポートを無効にしました。モスクワのシェレメーチエヴォ空港に滞在していた際、ロシアは彼

に一時亡命を許可し、その後2020年に永住権が付与されました。2023年にはロシア市民権を取得

しました。
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スノーデンは自身の行動が愛国的な動機に基づいていると主張し、アメリカ市民の憲法的権利を侵

害する不法な監視プログラムを暴露することが彼の義務であったと述べました。しかし、アメリカ

政府は彼を国家安全機密漏洩で起訴しており、不法に入手した国防情報の伝達やスパイ行為などで

最大30年の刑に処される可能性があります。

スノーデンの暴露はデジタルプライバシーと政府による監視に関する全世界的な論争を巻き起こし、

アメリカ国内でも2015年のUSA FREEDOM Actを通じて、一部の監視プログラムを制限する法的改

革が行われるきっかけとなりました。

5.4 アンゲラ・メルケル監視事件

2013年、最も衝撃的な暴露の一つは、NSAがドイツ首相アンゲラ・メルケルの個人の携帯電話を、

少なくとも2002年から10年以上にわたって盗聴していたという事実でした。ドイツの雑誌『デア・

シュピーゲル（Der Spiegel）』の報道によると、アメリカの情報機関はメルケルが使用している携

帯電話の特別なモデル名まで把握しており、この携帯電話はメルケルがキリスト教民主同盟（CDU）

の党首として活動し始めた時点から監視対象でした。この暴露が出た後、メルケルは「同盟国の間

ではこのようなことがあってはならない」と強く抗議し、米独関係が一時的に冷え込む結果をもた

らしました。オバマ大統領はその後、メルケルの通信を盗聴しておらず、今後もしないことを約束

しましたが、過去の行為を明示的に認めることはありませんでした。

2015年にウィキリークス（WikiLeaks）が公開した文書によると、NSAは2006年から2012年ま

で、ジャック・シラク、ニコラ・サルコジ、フランソワ・オランドの3人のフランス大統領の通信を

盗聴していました。これらの文書は、フランス大統領たちの機密会議や高位級の経済政策の議論を

含む、さまざまな対話内容を収めていました。この暴露の後、フランス政府はアメリカ大使を外務

省に召喚して抗議し、オランド大統領はこれを「容認できない行為」と非難しました。

2013年9月、NSAがブラジルのジルマ・ルセフ大統領とメキシコのエンリケ・ペニャ・ニエト大統

領（当時次期大統領）のメールと通話を盗聴したという報道が出ました。ブラジルのテレビ番組『

ファンタスチコ（Fantástico）』がスノーデン提供の文書を分析して報じた内容によると、NSAは

両首脳の個人の通信だけでなく、彼らの側近や主要な参謀たちの通信も監視していました。これに

対応してルセフ大統領は訪米計画を中止し、国連総会の演説でアメリカの監視活動を「国家主権の

深刻な侵害」と強く非難しました。

先進国の技術に対する過度な依存は深刻な問題を招く可能性があり、非常に懸念されます。

第一に、国家安全が脅かされる可能性が高いです。政府の重要なデータや機密情報が外国企業のシ

ステムに保存・処理されるならば、わが国の主権がいつでも揺らぎかねないという不安を拭い去る

ことは困難です。

第二に、経済的な被害も無視できません。技術的従属状態が続くならば、結局長期的には膨大な費

用が発生し、国内の技術産業の発展を妨げるのではないかと懸念されます。

第三に、文化的・社会的な差異から来る副作用も非常に心配です。外国で開発された人工知能シス

テムはその国の文化や価値観を反映するため、わが国の実情と合わず、予想外の問題を引き起こす

かもしれません。
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多くの国々が、急変するデジタル環境の中で自国の未来を自ら決定付けるための「デジタル主権」

確保に強力な意志を示しています。デジタル主権とは、単に外国技術を排除することを意味するの

ではなく、国家自らがデジタル資産やインフラ、データ、技術を統制し選択できる確固たる力を備

えることです。

欧州連合（EU）はデジタル主権の重要性を明確に認識し、そのために果敢な歩みを続けています。

EUは「デジタル・ヨーロッパ・プログラム（Digital Europe Programme）」を通じて、人工知能、

サイバーセキュリティ、スーパーコンピューティングなど、戦略的に重要な技術分野に実に75億ユー

ロ（約1.2兆円）を投資し、自立能力を高めています。また、GAIA-Xプロジェクトを通じて独立し

た欧州のクラウドインフラを構築しており、フランスやドイツなどの主要国が国家レベルの人工知

能戦略を積極的に策定し、技術的主導権の確保に総力を挙げています。

中国はデジタル主権の確保に対し、より強力で明確な目標を設定しています。「中国製造2025」や

「次世代人工知能発展計画」を通じて、人工知能を含む先端技術分野でグローバルリーダーになる

という野心的なビジョンを提示し、自国内で独自のデジタルエコシステムを構築して、外国技術へ

の依存度を果敢に減らしています。

デジタル主権確保のために行動に移すべきです。

第一に、私たちの研究開発能力を大幅に高めなければなりません。政府が積極的に乗り出し、大学

や研究機関、企業が革新的な研究を進め、人材を育成できるよう支援する必要があります。

第二に、私たちにぴったり合う明確なルールと基準を作らなければなりません。これにより、グロー

バルな技術を自分たちの手で管理し、国家の必要に応じて活用することができます。

第三に、現実的な国際協力も不可欠です。すべての技術を自前で作ることはできないため、信頼で

きる国々と力を合わせて技術的独立とグローバル競争力を同時に高める必要があります。

公共部門で人工知能を導入する際、「デジタル主権」を守るための調達政策を策定すべきです。国

内技術を優先的に使用したり、外国技術を導入する際もソースコードの公開やデータの国内保存、

技術移転といった条件を要求したりしてみる必要があります。

ただし、デジタル主権を追求することは、技術的な孤立や保護貿易を意味するものではありません。

グローバルな革新の流れの中に積極的に参加し、開放性と協力を通じて技術発展を成し遂げること

が、真のデジタル主権の核心です。未来への希望は開放的な協力を通じてより強力なものとなり、

私たちはこのような国際的な連帯と協力を通じて技術的な飛躍を遂げることができます。

中小国家は、すべての技術領域で完全な自立を成し遂げようと努めるよりも、戦略的に重要な分野

を選択して集中的に能力を強化することができます。国家安全に直結する核心技術分野では徹底し

た自立と主権を確保しながらも、それほど敏感でない分野ではグローバルな協力を積極的に活用し、

効率性と革新性を高めるのが賢明な選択です。

デジタル主権は単なる技術の問題ではなく、国家的なビジョンと戦略、国際協力、経済発展が緊密

に連結された重要な課題です。政府は長期的かつ体系的なビジョンに基づいて明確な戦略を策定す

べきであり、この過程で産業界、学界、市民社会と共に手を携え、希望を現実に変える共同の努力
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を繰り広げなければなりません。

結局のところ、公共部門への人工知能導入における技術従属性の問題を克服し、デジタル主権を確

保することは難しい挑戦かもしれませんが、私たちにはこれを成し遂げるための意志と潜在能力が

十分にあります。私たちは長期的な国家利益と安全、持続可能なデジタル成長のために力を合わせ、

未来を切り開いていくでしょう。

5.5 公共部門における人工知能導入の未来に向けたバランスの取れたアプローチ

公共部門で人工知能を導入することは、単なる技術の適用以上の意味を持ちます。データ主権と個

人のプライバシー保護、アルゴリズムの公平性と偏向の問題、人工知能による意思決定の責任と法

的正当性、技術従属とデジタル主権の確保など、さまざまなチェック項目が存在します。

扱う過程で、価値と効率性の間の適切な均衡点を見出すために、絶えず悩まなければなりません。

データのプライバシーを強調すれば人工知能システムの効率性が低下する可能性があり、逆に効率

性を優先すれば市民の権利が侵害されるリスクがあります。また、アルゴリズムの公平性と透明性

を追求するほど技術はより複雑になり、技術への依存度も高まるという逆説的な状況が発生するこ

ともあります。

人工知能の公共部門への導入は、効率性と人権、革新と安定性、開放性と国家主権の間で均衡点を

探っていく難しい過程です。この均衡を維持するためには、いくつかの重要な原則を守らなければ

なりません。

第一に、「人間中心」の原則です。技術は人間の生活を豊かにし、公共の価値を実現するための手

段であるべきです。人の権利と幸せが技術に優先しなければなりません。

第二に、「包摂性」の原則です。技術の発展が特定の集団だけに恩恵を与え、他の人々を疎外する

ことがあってはなりません。すべての市民が差別なく人工知能の恩恵を享受できるようにしなけれ

ばなりません。

第三に、「透明性と責任」の原則です。人工知能の意思決定プロセスは誰もが理解できるよう透明

でなければならず、問題が発生した際に責任を明確に究明できなければなりません。

第四に、「協力と参加」の原則です。市民、専門家、企業、市民団体など、さまざまな主体が人工

知能システムの設計と運営プロセスに積極的に参加しなければなりません。市民の意見や経験を継

続的に反映させることが重要です。

これらの原則を現実で守るために、政府は次のような実践的な方法を選択することができます。

まず、段階的かつ実験的なアプローチが必要です。すべての分野に一度に人工知能を導入するので

はなく、リスクが低く効用が明らかな分野から漸進的に適用すべきです。「規制サンドボックス」

のような安全な実験環境も有用です。

また、持続的な学習と適応のアプローチが重要です。技術は絶えず変化し、社会的影響も予測が難

しいため、政府は常に状況を点検し、政策を柔軟に調整しなければなりません。
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最後に、国際協力の重要性を強調する必要があります。人工知能の挑戦課題は、決して一国だけの

問題ではありません。国家間での経験と知識を共有し、共通の基準を作るグローバルな協力が不可

欠です。

公共部門が人工知能を受け入れる際、重要なのは技術の発展スピードよりも、「どのような社会を

作りたいか」についての深い思索です。人工知能が単純で反復的な仕事を代行すれば、人間はより

創造的で温かみのある仕事ができるようになります。しかし、技術だけに集中してしまうと、私た

ちが本当に大切にしている価値を見失ってしまうかもしれません。人工知能時代の真の革新とは、

技術を賢明に使用すると同時に、私たちが望む社会の姿と価値を共に考えることです。技術が私た

ちの生活をリードするのではなく、私たちが技術の主人となる方向性が必要な理由なのです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第21章 人工知能行政の成果と限界

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 公共部門におけるAI導入の費用対効果分析

人工知能（AI）技術を公共部門に導入するには、かなりの初期投資が必要です。これには、ハード

ウェア費用、ソフトウェアの開発および購入費用、データの収集と精製費用、そして人材教育費用

などが含まれます。大規模言語モデル（LLM）のような最新技術を導入する場合、コンピューティ

ングリソースへの多大な投資が必要となります。しかし、このような初期費用がかかるものの、長

期的な観点で見れば、AIの導入は多方面でコスト削減効果をもたらします。

行政業務の自動化による人件費削減効果は大きなものがあります。米国連邦政府の場合、AIを活用

した業務自動化により、年間約30億ドルの予算を節約できるという研究結果があります。これによ

り、公務員が単純で反復的な業務から解放され、より価値のある業務に集中できるようになります。

英国政府の事例でも、AIチャットボットの導入により、顧客対応コストが約40％減少したという報

告があります。

また、行政ミスの減少によるコスト削減効果も見逃せません。AIは人間に比べて一貫した判断を下

すことができるため、行政ミスに起因する費用の発生を抑えることができます。オーストラリア税

務署の場合、AIベースの納税申告検証システム導入後、エラー率が30％減少し、年間約1億ドルの

コストを削減したという報告があります。このようなミスの減少は、苦情処理コストの減少にもつ

ながります。

行政サービスの改善による社会的便益の増加も、AI導入の重要な効果です。市民の行政サービスへ

のアクセシビリティが向上し、処理時間が短縮されれば、それに伴う社会的コストが減少します。

エストニアのデジタル政府サービスは、年間で国民1人あたり約5.4日の時間を節約しているという

研究結果があります。これは、経済的に換算するとかなりの価値になります。

AI導入の費用対効果は、分野によって差があります。一般的に、データ量が多く、規則的なパター

ンがある業務ほど、AI導入の効果が大きくなります。税務行政、福祉給付の審査、民願（行政への

要望・苦情）対応などの分野では投資収益率（ROI）が高く現れる一方、複雑な政策決定や利害関係

の調整といった分野では、相対的に低いROIを示します。

AI導入の経済的効果は、直接的なコスト削減だけでなく、間接的な効果も考慮する必要があります。

例えば、公共データの品質向上、政府への信頼度向上、公共サービス満足度の向上などは、貨幣価

値に換算するのは難しいものの、重要な価値を持っています。シンガポールの場合、AIベースの公

共サービス導入後、市民の満足度が15％上昇したという調査結果があります。

さらに、時間が経つにつれてAI技術のコストは継続的に下落する一方で、効果は増加する傾向にあ

ります。初期段階ではコストが高く効果も限定的ですが、技術が成熟し拡散するにつれて、費用対
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効果は徐々に向上します。韓国の場合、2019年から2023年までに公共部門のAI導入コストは約20％

減少した一方、効果は約35％増加したという研究結果が出ています。

AI導入の効果を正確に測定することは容易ではありません。長期的な効果や間接的な効果を定量化

するのは困難だからです。したがって、新しい評価手法の開発が必要です。現在、OECDやEUなど

の国際機関では、公共部門におけるAI導入の標準化された効果測定方法を開発しています。

結論として、公共部門へのAI導入は初期投資費用が大きいものの、長期的に見れば行政効率の向上、

ミスの減少、サービス品質の向上などを通じて、かなりの費用対効果をもたらします。ただし、こ

れらの効果を最大化するためには、導入分野の特性を考慮した戦略的なアプローチと、継続的な効

果のモニタリングが必要です。

2. 成功的なAI行政実現のための要因

成功的なAI行政を実現するためには、多くの要素が調和して備わっている必要があります。まず、

明確なビジョンと戦略の策定が不可欠です。AI技術の導入は、単なる技術プロジェクトではなく、

行政革新の一環として捉えるべきです。成功事例を見ると、最高指導者の確固たる意志とビジョン

があり、それを実現するための具体的なロードマップが存在していました。シンガポールの「

National AI Strategy」、英国の「AI Sector Deal」、カナダの「Pan-Canadian AI Strategy」など

は、いずれも国家レベルでの明確なビジョンを提示しています。

実質的な問題解決に焦点を当てることも重要です。「AIのためのAI」ではなく、実際の行政問題を

効果的に解決することに重点を置かなければなりません。成功したAIプロジェクトの多くは、特定

の行政問題を解決する目的から出発しています。例えば、フィンランドの税金還付予測システムは、

市民の納税申告の負担を軽減するという具体的な目標から始まりました。

質の高いデータの確保も不可欠です。AIはデータを基に学習するため、データの品質と量がAIシス

テムの性能を左右します。公共部門は膨大なデータを保有していますが、そのデータがAIの学習に

適した形で整理されていないケースが多いのが現状です。データの標準化、精製、統合などの作業

が先行されなければなりません。デンマークの場合、公共データの品質管理のための専門機関を設

立し、AI活用のためのデータ基盤を整えました。

また、データガバナンス体系の構築も重要です。データの共有と活用のための明確なルールと手続

きがあってこそ、省庁間のデータ連携が可能になります。エストニアの「X-Road」システムは、省

庁間の安全なデータ共有を可能にするプラットフォームであり、これを通じて多様なAIサービスが

開発されました。

人的能力の強化も、成功的なAI行政の実現に欠かせない要素です。AIシステムを開発・運用する技

術人材だけでなく、AIを活用する一般公務員のデジタルリテラシーも重要になります。シンガポー

ルは「AI for Everyone」プログラムを通じて全公務員を対象にAIの基礎教育を実施しており、専門

家養成のための「AI Apprenticeship Programme」も運営しています。

チェンジマネジメント（変化管理）も重要な成功要因です。AIの導入は業務の進め方や組織文化の

変化を伴うため、これに対する体系的な管理が必要です。英国の場合、「AIチャンピオン」制度を

通じて各省庁にAIによる変化を牽引するリーダーを指名し、彼らを通じて組織内にAI文化を拡散さ
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せています。

公共と民間の協力モデル構築も、成功的なAI行政の核心要素です。政府がすべてのAI技術を直接開

発するのは非効率的です。民間の革新的な技術やアイデアを活用することが重要です。米国の「AI

Centers of Excellence」は、政府と民間企業、学界が協力して公共部門のAIソリューションを開発

するモデルです。

倫理的で責任あるAI実装の原則を確立することも、欠かせない成功要因です。AIシステムは透明で

公正、かつ説明責任を果たすように設計されなければなりません。カナダの「Algorithmic Impact

Assessment（アルゴリズム影響評価）」制度は、公共部門のAIシステムがもたらす倫理的影響を

事前に評価する体系を整えています。

最後に、段階的なアプローチと継続的な改善が重要です。AI導入は一度にすべてを変えようとする

よりも、小さなプロジェクトから始めて漸進的に拡大していく方が効果的です。英国NHS（国民保

健サービス）のAI導入事例を見ると、皮膚がんの診断といった特定の領域から始めて成功を収めた

後、他の領域へと拡大していきました。これらの要因は互いに関連しており、どれか一つだけを推

進しても成功は困難です。統合的なアプローチが必要です。また、国や機関ごとの状況に合わせて、

これらの要素を適切に組み合わせ、優先順位を決めることが重要です。

3. 課題

人工知能行政の実現には、多くの障壁と課題が存在します。これらを効果的に克服することが、AI

導入成功の鍵となります。

第一の主要な障壁は、データに関する問題です。質の高いデータの不足は、AIシステムの性能を低

下させる核心的な要因です。公共部門のデータはしばしば複数のシステムに分散しており、標準化

されていない形式で存在しています。また、一部のデータはデジタル化されていない紙の文書とし

てのみ存在するケースもあります。このようなデータ問題は、AIシステムの学習と運用における大

きな制約となります。

データのアクセシビリティと共有の難しさも重要な問題です。公共部門では省庁ごとにデータの「

サイロ化」が起きており、省庁間のデータ共有が円滑ではありません。法的・制度的な制約により、

データ共有が困難な場合も多いです。個人情報保護とデータの活用のバランスを保つことは、世界

中の政府に共通する課題です。医療、福祉、租税といった機密性の高い個人情報を扱う分野では、

この問題がより顕著になります。

第二の主要な障壁は、技術的な複雑さとインフラの不足です。AI、特に最新の大規模言語モデル（

LLM）は、高度なコンピューティングリソースを必要とします。多くの政府機関は、このような高

性能コンピューティングインフラを備えていません。また、既存のレガシーシステムとの統合も技

術的な課題です。古い政府システムは、新しいAI技術と円滑に連動しないケースが多いです。解決

策としてクラウドコンピューティングが提示されていますが、セキュリティと主権の問題により、

公共部門へのクラウド導入は限定的な状況です。

第三の障壁は、人的能力の不足です。AIシステムを開発・運用する専門人材が、公共部門では著し

く不足しています。民間企業との人材争奪戦において、政府機関はしばしば不利な立場に置かれま
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す。低い賃金や硬直した人事制度などのため、優秀なAI人材を誘致することが困難です。また、一

般公務員のAIリテラシー不足も問題です。AIシステムを効果的に活用するには基本的な理解と能力

が必要ですが、多くの公務員はその準備ができていません。

第四の課題は、法的・制度的な制約です。多くの国で、行政の意思決定にAIを活用することに対す

る明確な法的根拠が不足しています。AIの決定に法的効力を付与できるのか、AIの決定に対する責

任は誰にあるのかといった問題は、まだ明確に解決されていません。また、公共調達制度はしばし

ば革新的な技術の導入を困難にします。厳格な事前仕様の定義、複雑な手続き、長いサイクルなど

は、急速に発展するAI技術の導入には適していません。

第五の障壁は、組織文化と抵抗です。公共部門は一般的に変化に対する抵抗が強く、リスク回避的

な文化があります。AIのような新しい技術に対する恐怖や不信感が存在します。公務員たちは、AI

が自分の仕事を奪うのではないかと懸念したり、慣れ親しんだ業務の進め方を変えることに抵抗し

たりすることがあります。このような文化的抵抗を克服するためには、明確なチェンジマネジメン

ト戦略とリーダーシップが必要です。

第六の課題は、倫理的問題と社会的な懸念です。AIシステムの偏向性と公正性の問題は、公共部門

において重要です。政府の決定はすべての市民に対して公正でなければならないからです。また、

AIの不透明性（「ブラックボックス」問題）は、行政の透明性と責任を損なう恐れがあります。市

民はAIがどのように決定を下したのかを知りたがりますが、複雑なAIアルゴリズムはそれを説明す

るのが困難です。これを受け、「説明可能なAI（XAI）」の研究が活発に進められています。

最後に、財政的な制約と持続可能性の問題も重要な課題です。AIプロジェクトは初期投資費用が大

きいですが、公共部門はしばしば限られた予算で運営されています。また、短期的な予算サイクル

により、長期的なAI投資が困難な場合が多いです。プロジェクトベースの予算支援が終了した後の

持続可能性の問題もあります。多くのAI実証事業は初期段階では成功を収めますが、継続的な予算

と支援がないために長期的に維持できないケースが少なくありません。

これらの課題は互いに関連しており、これらを総合的に解決するアプローチが必要です。世界各国

の政府はこれらの問題を認識し、多様な政策や制度を通じて解決策を模索しています。データ戦略

の策定、公共クラウドインフラの構築、AI人材養成プログラム、関連法制の整備、チェンジマネジ

メント戦略の策定、倫理ガイドラインの作成などの努力が行われています。

4. 技術的限界と社会的受容性

人工知能技術は急速に発展していますが、依然として多くの技術的限界を抱えています。これらの

限界を理解し、社会的受容性とのバランスを保つことが重要です。

まず、AIシステムの核心的な技術的限界の一つは、「汎用化」能力の不足です。現在のAIシステム

は訓練された特定の領域では優れた性能を発揮しますが、新しい状況や文脈に柔軟に対応する能力

は不足しています。これは行政業務の複雑さと可変性を考慮すると、重要な制約事項となります。

非定型データを扱ったり、例外的な状況を処理したりする必要がある行政業務において、AIの限界

が顕著に現れます。
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AIシステムの「説明可能性（explainability）」の不足も重要な技術的限界です。ディープラーニン

グのような複雑なAIモデルは、しばしば「ブラックボックス」として機能し、どのように特定の決

定に達したのかを明確に説明するのが困難です。行政の決定は透明で説明可能であるべきという原

則を考慮すると、これは大きな制約事項です。米国やEUなどでは、公共部門のAIシステムに説明可

能性を法律で要求する傾向にあります。これに伴い「説明可能なAI（XAI）」の研究が活発に行われ

ていますが、完全な解決策を提示するには至っていません。

AIシステムのもう一つの技術的限界は、データ依存性です。AIは学習データの品質と量に大きく依

存するため、不足していたり偏っていたりするデータはAIの性能に直接的な影響を及ぼします。公

共部門の場合、古いレガシーシステム、標準化されていないデータ、省庁間のデータのサイロ化な

どの問題により、質の高いデータの確保が困難な場合が多いです。また、機密性の高い個人情報保

護のために、データへのアクセスが制限されることもあります。

セキュリティと安定性の側面における限界も存在します。AIシステムは多様なセキュリティ脅威に

対して脆弱である可能性があり、敵対的攻撃（adversarial attack）にも弱いです。このような攻撃

は、AIシステムの判断を巧妙に歪ませることを目的としています。公共部門のAIシステムは重要な

行政決定を下すため、このようなセキュリティの脆弱性は深刻な問題になり得ます。また、AIシス

テムの安定性と信頼性も重要な問題です。AIシステムが予期せず停止したり、誤った結果を提供し

たりした場合、行政サービス全体が中断される恐れがあります。

このような技術的限界は、AIに対する社会的受容性に直接的な影響を及ぼします。市民がAIシステ

ムを信頼し受け入れる度合いは、そのシステムの性能、透明性、公正性、責任などに左右されます。

AIに対する社会的信頼と受容性は国によって差があります。エストニアやシンガポールのような国

では、デジタル行政システムに対する高い信頼を背景に、AI導入が急速に進んでいます。一方、一

部の欧州諸国や米国では、AIの偏向性や監視への懸念などにより、より慎重なアプローチが取られ

ています。

社会的受容性を高めるためには、いくつかの重要な要素が必要です。

第一に、透明性と説明可能性が重要です。市民はAIがどのように作動し、決定を下すのかを理解で

きなければなりません。フランスの場合、公共部門のAIシステムに対する「アルゴリズム透明性法」

を導入し、市民が自分に関する行政決定がどのようになされたかを知ることができるようにしてい

ます。

第二に、公正性と非差別性が保障されなければなりません。AIシステムが特定のグループに不利な

決定を下したり、社会的不平等を強化したりすれば、市民の反発を招くことになります。米国では

「AIリスク管理フレームワーク」を通じて、AIシステムの公正性を評価し改善する努力をしていま

す。

第三に、人間中心の設計と統制が重要です。AIは人間を完全に代替するのではなく、人間の決定を

支援する役割を果たすべきです。最終的な決定権と責任は人間にあるべきだという原則が重要です。

EUのAI倫理ガイドラインは、「人間による監視（human oversight）」を核心原則として強調して

います。
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第四に、市民参加と対話が必要です。AI導入の過程で市民の意見を集約し、懸念事項を解消するた

めの対話の努力が重要です。フィンランドの「AI市民参加フォーラム」は、AI政策の決定に市民が

直接参加できる機会を提供しています。

第五に、段階的で検証されたアプローチが重要です。最初から大規模にAIを導入するのではなく、

小さな実証事業を通じて検証し、漸進的に拡大していくことが、市民の信頼を得るのに効果的です。

英国NHSの場合、医療画像分析などの限定的な領域からAIを導入して成果を検証した後、他の領域

へと拡大していく方式を取っています。

技術的限界と社会的受容性の間のバランスを模索することは、継続的な課題です。技術が発展する

につれて一部の限界は解消されるかもしれませんが、新しい問題が登場する可能性もあります。例

えば、最近の大規模言語モデル（LLM）は、以前のAIシステムよりもはるかに優れた言語理解と生

成能力を示していますが、ハルシネーション（幻覚）問題、つまり事実ではない情報をそれらしく

提示するという問題を抱えています。これは行政情報の正確性が重要な公共部門において、深刻な

懸念事項です。

また、AI技術が発展するにつれて、倫理的・法的な考慮事項も複雑になっています。自律的に決定

を下すAIシステムの責任の所在、著作権のような知的財産権の問題、個人情報保護とデータの活用

のバランスなど、多様な問題が提起されています。これらの問題は技術的な解決策だけでなく、社

会的・法的な合意を必要とします。

AIに対する社会的受容性は、文化や文脈によって異なって現れます。一部の社会では効率性と利便

性のためにプライバシーの一部を譲歩することに対して比較的寛容である一方、他の社会では個人

情報保護をより重視する傾向があります。このような文化的な違いを考慮したカスタマイズされた

アプローチが必要です。

技術的限界と社会的受容性のバランスのために、「責任あるAI」の原則が強調されています。これ

はAIシステムが公正で透明、かつ責任ある形で設計・運用されなければならないことを意味します。

カナダ、EU、シンガポールなど多くの国では、責任あるAIの原則を公共部門のAI導入の基本指針と

しています。

また、「倫理的なAI設計」が重要なアプローチとして浮上しています。これはAIシステムの開発初

期段階から倫理的な考慮事項を統合することを意味します。例えば、アルゴリズムの偏りを検知し

解消するためのツール、説明可能性を高めるための技術、個人情報保護を強化するための手法など

がここに含まれます。

国際的な協力と標準化も重要な解決策です。AIは国境を越えた技術であるため、国際的な協力と標

準化が必要です。OECD、UNESCO、EUなどの国際機関は、AIの倫理とガバナンスに関するグロー

バルガイドラインを開発しています。このような努力は、各国政府がAI政策を策定する際の重要な

参考資料となります。

AIの技術的限界と社会的受容性の間のバランスを見出すことは、公共部門におけるAI導入の核心的

な課題です。そのためには技術的な改善だけでなく、制度的、倫理的、社会的な側面からの総合的

なアプローチが必要です。技術が発展するにつれて一部の限界は解消されるでしょうが、新たな挑

戦も登場するはずです。したがって、公共部門のAI導入は、絶え間ない学習と適応のプロセスとし
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て捉えるべきです。韓国のようにITインフラが発達し、デジタル政府の水準が高い国では、技術的

な可能性と社会的な期待の間のギャップをどう埋めるかが重要な課題となります。韓国政府は「国

民が体感するAI行政サービス」を目標に、技術能力の強化とともに、市民中心の設計、透明性の確

保、倫理ガイドラインの策定など、バランスの取れたアプローチを試みています。このような努力

が成功裏に行われれば、韓国はAI行政分野のグローバルな模範事例となることができるでしょう。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第22章 包摂的なAI行政のための倫理

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 公共部門のAI倫理原則

人工知能技術が公共部門に導入されるにつれ、各国政府は倫理的フレームワークを樹立し、AIシス

テムが公共の価値と市民の権利を尊重するように努めています。このような倫理的フレームワーク

は、国ごとの文化的、社会的、法的背景に応じて、多様な形で現れています。米国は2023年にホワ

イトハウスが発表した「AI権利章典（AI Bill of Rights）」を通じて、安全性、アルゴリズムの差別

防止、データプライバシー、通知および説明、人間の代替手段と考慮など、5つの核心原則を提示し

ました。米国の倫理原則は個人の権利と自由を保護することに重点を置いており、連邦機関がAIシ

ステムを導入する際、これらの原則を遵守するように義務付けています。

欧州連合は「AI法（AI Act）」を通じて、世界で最も包括的なAI規制体系を構築しており、この法

律は公共部門のAI利用に関する厳格な倫理的基準を提示しています。EUの倫理原則は、人間中心の

アプローチ、技術的な堅牢性および安全性、プライバシーおよびデータガバナンス、透明性、多様

性・非差別・公平性、社会・環境的な福祉、説明責任など、7つの要素を強調しています。EUはAI

システムのリスクに応じた段階的な規制体系を導入し、公共部門で使用される「ハイリスク」AIシ

ステムに対しては、さらに厳格な評価と監督を要求しています。

シンガポールは「AIガバナンス・フレームワーク（Model AI Governance Framework）」を通じて、

内部ガバナンス構造と措置、人間の関与を伴う意思決定モデルの決定、AIシステムの運用管理、ス

テークホルダーとのコミュニケーションなど、4つの核心領域に関するガイドラインを提示していま

す。シンガポールのアプローチは、法的な強制力よりも産業界の自発的な参加と模範事例の共有を

通じたAI倫理エコシステムの構築を強調しています。公共機関はこのようなフレームワークを適用

する先導的な役割を果たし、AIの決定に対する「人間による管理（Human-over-the-loop）」原則

を重視しています。

カナダは「責任あるAI利用のための指針（Directive on Automated Decision-Making）」を通じて、

政府機関の自動化された意思決定システムに対する具体的な要求事項を規定しています。この指針

は、アルゴリズムの影響評価、透明性、品質保証、人間の介入、公平性、合法性などの原則を含み、

アルゴリズムによる意思決定が個人に及ぼす影響の度合いに応じて4段階に分け、それぞれ異なるレ

ベルの監督と透明性の要求事項を適用しています。カナダのアプローチは、実務的かつ具体的なガ

イドラインを提供しているという点で注目されています。

日本のAI倫理原則は「人間中心のAI社会原則」を基盤としており、人間の尊厳の尊重、多様性の尊

重、幅広い参加の促進、プライバシー保護、セキュリティの確保、公正な競争、イノベーションの

促進などを強調しています。日本は特に高齢化社会において、AIが高齢者介護などの社会サービス

に活用される状況を考慮し、技術革新と人間の尊厳とのバランスを重視しています。公共部門では、

これらの原則に基づき、AIシステムの設計と運用段階で倫理的な考慮事項を反映するようにしてい
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ます。

韓国は「人工知能倫理基準」と「信頼できる人工知能実現戦略」を通じてAI倫理原則を確立しまし

た。韓国の倫理原則は、人間の尊厳の保障、公共善の追求、技術の安全性、透明性と説明可能性、

差別禁止と公平性、個人情報保護、説明責任、参加など、8つの核心的な価値を盛り込んでいます。

特に公共部門では「AI政府ガイドライン」を別途策定し、政府サービスに特化した倫理的な考慮事

項を提示しており、行政機関がAIシステムを導入する際に独自の影響評価を実施するように勧告し

ています。

フィンランドは「人工知能プログラム（AI Finland Programme）」の一環として公共部門のAI倫理

原則を開発し、これは信頼、透明性、持続可能性、安全性、人間中心の設計などの価値を強調して

います。フィンランドのアプローチは、公共サービスの設計に市民の参加を積極的に誘導し、AIシ

ステムのライフサイクル全般にわたる倫理的考慮を推奨するという特徴があります。また、公共部

門のAIシステムの透明性を高めるために「AIレジストリ」を運営し、政府が使用するすべてのAIシ

ステムに関する情報を公開しています。

オーストラリアは「人工知能倫理フレームワーク（AI Ethics Framework）」を通じて、人間・社会・

環境的なウェルビーイング、人間中心の価値と公平性、プライバシー保護およびデータセキュリティ

、信頼性と安全性、透明性と説明可能性、異議申し立ての可能性、説明責任、統制と監督など、8つ

の原則を提示しています。オーストラリアの倫理原則は、先住民コミュニティのような脆弱層の権

利と利益を保護することに重点を置いており、公共部門でAIを導入する際、これらの原則を適用す

るための具体的なチェックリストと評価ツールを提供しています。

国際機関であるOECDの「AI勧告（Recommendation on AI）」は、包摂的な成長と持続可能な発展、

人間中心の価値と公平性、透明性と説明可能性、堅牢性と安全性、説明責任など、5つの原則を提示

しており、多くの国がこれを自国のAI倫理原則樹立の基礎としています。ユネスコ（UNESCO）は

「人工知能の倫理に関する勧告（Recommendation on the Ethics of AI）」を通じて、人権保護、

環境保全、社会的多様性の尊重、プライバシー保護、人間の監督などを強調しています。これらの

国際機関の原則は、グローバルなAIガバナンスの共通基盤を形成する上で重要な役割を果たしてい

ます。

各国のAI倫理原則を比較してみると、いくつかの共通した価値と原則が存在することがわかります。

人間中心のアプローチ、公平性と非差別、透明性と説明可能性、安全性と堅牢性、プライバシー保

護、説明責任などが、ほとんどの国で強調されている核心的な価値です。しかし、これらの共通原

則を実行する方法には、国ごとにかなりの違いがあります。米国は個人の権利と自由を強調する一

方で、EUは包括的な規制体系を通じた保護を重視します。アジア諸国は、社会的な調和と集団的な

利益をより強調する傾向があります。

公共部門のAI倫理原則の実効性を高めるためのアプローチも国ごとに異なります。法的な拘束力が

ある規制を重視する国がある一方で、自発的なガイドラインと模範事例の共有を通じた柔軟なアプ

ローチを好む国もあります。また、一部の国は影響評価や認証制度のような具体的な実行メカニズ

ムを導入し、倫理原則の実践を裏付けています。このような多様なアプローチは各国の法的、文化

的、社会的文脈を反映しており、グローバルなAI倫理の議論に豊かな視点を提供しています。
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国別の公共部門のAI倫理原則の効果的な履行には、いくつかの共通の課題があります。抽象的な原

則を具体的な指針に転換する難しさ、多様なステークホルダー間の意見調整、急速な技術発展に対

応する規制の柔軟性の確保、倫理原則の遵守の有無をモニタリングし評価する方法などが主な課題

として挙げられます。これらの課題を解決するために、多くの国が学界、産業界、市民社会との協

力による多国間アプローチを採用しています。

AI倫理原則の国際的な調和と協力も重要なテーマです。AI技術とサービスが国境を越えて提供され

る状況において、国間の倫理基準の大きな違いは、グローバルなAIガバナンスに混乱をもたらす可

能性があります。これに対し、OECD、G20、ユネスコなどの国際機関を中心に共通のAI倫理フレー

ムワークを開発しようとする努力が進められており、多くの国がこのような国際協力に積極的に参

加しています。

結論として、公共部門のAI倫理原則は、信頼できる包摂的なAI行政の基盤を形成する重要な要素で

す。各国の多様なアプローチと経験はお互いに貴重な教訓を提供し、それを通じてより発展した倫

理フレームワークを構築することができます。今後の課題は、このような倫理原則を実質的な行政

慣行へと効果的に転換し、急変するAI技術環境に合わせて継続的に発展させていくことです。

2. アルゴリズムのバイアス検知および緩和方法

アルゴリズムのバイアス（偏向性）とは、AIシステムが特定の集団や個人に対して不公正または差

別的な結果を生み出す現象を指します。公共部門において、このようなバイアスは市民の権利や機

会に直接的な影響を及ぼす可能性があるため、重要な問題です。アルゴリズムのバイアスは、主に

偏った訓練データ、不完全な問題定義、モデル設計の限界、評価基準の偏りなどから発生します。

例えば、過去の不平等な意思決定パターンが含まれたデータで訓練されたAIは、そのような不平等

を再生産したり、さらには増幅させたりするリスクがあります。

アルゴリズムのバイアスを検知するための第一段階は、AIシステムの結果を多様な人口集団別に分

析することです。このために、人口統計学的特性（性別、人種、年齢、地域など）による結果の分

布を測定し、統計的に有意な差があるかを確認します。例えば、公共採用のAIシステムが男性と女

性の志願者で異なる合格率を示した場合、これは潜在的な性別バイアスの兆候である可能性があり

ます。このような分析は定期的に行われるべきであり、システムのアップデートや社会的な変化が

あるときにはさらに重要になります。

バイアス検知のための多様な技術的方法論が開発されています。統計的な公平性の測定（

Statistical Parity、Equal Opportunity、Equalized Oddsなど）は、多様な公正性の基準に従ってア

ルゴリズムの結果を評価します。反事実的公平性（Counterfactual Fairness）分析は、個人の保護

された特性（例：性別、人種）が変更されたときに、アルゴリズムの決定がどのように変わるかを

評価します。バイアス増幅テスト（Bias Amplification Test）は、訓練データのバイアスがモデル

によってどのように増幅されるかを測定します。これらの方法論は、それぞれ異なる種類のバイア

スを検知するのに有用であり、相互補完的に使用されるべきです。

アルゴリズムのバイアスを検知するためのもう一つの重要なアプローチは、独立した外部監査（

External Audit）です。第三者の専門家や機関がAIシステムを検討して潜在的なバイアスを特定し、

客観的な評価を提供するものです。米国国立標準技術研究所（NIST）のような機関は、AIシステム
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の公正性評価のための標準化された方法論を開発しており、これは公共部門のAIシステムに対する

客観的な評価基準を提供します。外部監査はハイリスクな領域のAIシステムに対して定期的に実施

されるべきであり、その結果は透明に公開されるべきです。

アルゴリズムのバイアスを緩和するための最も基本的な方法は、訓練データの多様性と代表性を確

保することです。多様な人口集団を代表する十分なデータが収集されるべきであり、歴史的に疎外

されてきた集団に関するデータが適切に含まれる必要があります。データ収集の過程で発生しうる

標本バイアス（Sampling Bias）を認識し、最小化する努力が必要です。また、データの前処理段階

で不均衡やバイアスを特定して修正する技術を適用することができます。例えば、リサンプリング

（Resampling）、重み付け調整（Weighting Adjustment）、公平性の制約条件（Fairness

Constraints）などの方法が使用されます。

アルゴリズム自体を設計する過程でも、バイアスを最小化するための努力が必要です。公平性認識

アルゴリズム（Fairness-aware Algorithms）は、学習過程で公平性のメトリクスを最適化目標に含

めます。敵対的デバイアシング（Adversarial Debiasing）技法は、モデルが保護された特性に基づ

いた予測を行わないように訓練させます。因果モデリング（Causal Modeling）は、特性間の因果関

係を明示的にモデリングすることで、偏った相関関係の影響を減らします。このような技術的アプ

ローチは、アルゴリズム設計の段階でバイアスを事前に防ぐのに役立ちます。

バイアス緩和のためのもう一つの重要なアプローチは、多様なステークホルダーの参加です。AIシ

ステムの設計と評価の過程に、多様な背景と視点を持つ人々が参加することで、特定の集団に対す

るバイアスや否定的な影響を早期に発見し、解決することができます。潜在的に影響を受ける可能

性のある脆弱な集団の参加は、実際の利用環境で発生しうるバイアスの問題を特定する上で重要で

す。デンマークの「デジタルデザインパネル（Digital Design Panel）」のようなイニシアチブは、

多様な市民代表を含むパネルが公共のAIシステムを検討し、フィードバックを提供するモデルを示

しています。

公共部門では、アルゴリズム影響評価（Algorithmic Impact Assessment）がバイアス検知と緩和

のための体系的なアプローチとして注目されています。これは、AIシステムが個人や集団に及ぼし

うる潜在的な影響を事前に評価し、否定的な影響を最小化するための措置を講じるプロセスです。

カナダ政府のアルゴリズム影響評価ツールはこのようなアプローチの良い例で、自動化された意思

決定システムのリスクレベルを評価し、それに応じた緩和策を勧告します。このような評価はシス

テムの開発初期から導入されるべきであり、システムのライフサイクル全般にわたって継続的に実

施されるべきです。

透明性と説明可能性は、アルゴリズムのバイアス検知と緩和の核心的な要素です。AIシステムの意

思決定プロセスと根拠を理解できてこそ、バイアスを効果的に特定し、対応することができます。

説明可能なAI（Explainable AI、XAI）技術は、複雑なモデルの決定プロセスを解釈し説明するのに

役立ちます。LIME（Local Interpretable Model-agnostic Explanations）やSHAP（SHapley

Additive exPlanations）のような方法は、個別の決定に影響を与えた主要な要因を特定するのに有

用です。公共部門のAIシステムでは、このような説明可能性が法的、倫理的な要求事項であるだけ

でなく、市民の信頼を得るためにも不可欠です。
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アルゴリズムのバイアス対応のための人的介入メカニも重要です。AIシステムの決定について人間

が検討し、必要に応じて覆すことができる体系が整えられるべきです。個人の権利や利益に重大な

影響を与える決定（例：福祉給付の資格判断、法的判決の支援）では、最終決定に人間の監督が不

可欠です。また、AIシステムの決定に異議を申し立て、是正を要求できる明確な手続きが設けられ

るべきです。英国の「自動化された意思決定システムに関する指針（Guidelines for Automated

Decision-Making Systems）」は、公共機関がAIシステムを導入する際に必ず異議申し立てメカニ

ズムを設けるように要求しています。

アルゴリズムのバイアス問題に対応するための法的、制度的な装置も発展しています。EUのAI法（

AI Act）は、ハイリスクAIシステムに対して差別禁止の義務を課し、リスク管理体系を備えるよう

に要求しています。米国の複数の州では、公共部門のAIシステムに対するバイアス監査と影響評価

を義務付ける法案を導入しています。このような法的フレームワークは、公共機関がアルゴリズム

のバイアス問題を体系的に扱うための重要な基盤となります。

アルゴリズムのバイアス検知と緩和のためのグローバルな協力と知識共有も活発に行われています。

Partnership on AIやGlobal Partnership on AI（GPAI）のような国際的なイニシアチブは、アルゴリ

ズムの公正性に関する研究と模範事例を共有するプラットフォームの役割を果たしています。OECD

の「AI Policy Observatory」は各国の政策と実行事例を収集・分析し、グローバルな学習を促進し

ています。このような国際協力は、アルゴリズムのバイアス対応に関する共通の 理解とアプローチ

を発展させることに寄与します。

アルゴリズムのバイアス対応のための専門人材の養成も重要な課題です。AIシステムのバイアスを

検知し緩和するためには、技術的な知識だけでなく、倫理的、社会的、法的な文脈に対する理解も

必要です。公共部門のAI担当者のための教育プログラムが多様に開発されており、フィンランドの

「Elements of AI」のようなオンライン講座は、広範な大衆にもAIの倫理と公正性に関する基礎知

識を提供しています。このような教育は、技術的な理解と社会的な文脈をつなぐ融合的な視点を強

調しなければなりません。

アルゴリズムのバイアス対応のための実行可能なチェックリストやガイドラインも重要な実務ツー

ルです。英国政府の「Data Ethics Framework」は公共部門のAIプロジェクトのための段階別チェッ

クリストを提供しており、シンガポールの「AI Verify」はAIシステムの公正性を評価するためのテ

ストツールを提供しています。このような実用的なツールは、抽象的な原則を具体的な行動に転換

するのに役立ち、技術的な専門性が限られている機関にとっても有用です。

結論として、アルゴリズムのバイアス検知と緩和は、包摂的なAI行政のための不可欠な課題です。

これは技術的な解決策だけでなく、組織的、制度的、社会的なアプローチを含む総合的な努力が必

要です。公共部門のAIシステムがすべての市民に公正かつ平等な恩恵を提供するためには、アルゴ

リズムのバイアスに対する継続的な監視と対応が不可欠です。これは単なる技術的な問題ではなく、

社会的な価値と公共の信頼を守るための根本的な課題として認識されるべきです。

3. 脆弱層のデジタル包摂性の確保

AI行政の恩恵がすべての市民に均等に行き渡るためには、脆弱層のデジタル包摂性を確保すること

が不可欠です。デジタル包摂性とは、すべての個人やコミュニティがデジタル技術やサービスにア
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クセスし、それを効果的に活用できる能力を意味します。脆弱層には、高齢者、障害者、低所得層、

農漁村の住民、移住者など、多様な理由でデジタル技術の活用に困難を抱える集団が含まります。

彼らがAIベースの公共サービスから疎外されないようにすることは、デジタル時代の社会的責任で

あり、行政の基本的な価値です。

脆弱層のデジタルアクセシビリティ（Digital Access）を向上させることが、第一の重要な課題です。

デジタルアクセシビリティとは、インターネットやデジタル機器への物理的なアクセスを意味し、

これはデジタル参加の基本条件です。多くの国がこのために多様なプログラムを運営しています。

米国の「インターネット支援プログラム（Affordable Connectivity Program）」は低所得世帯にイ

ンターネットサービスの費用を支援し、英国の「デジタル包摂戦略（Digital Inclusion Strategy）」

は公共Wi-Fiと低価格デジタル機器の普及を拡大しています。韓国の「デジタル学び舎」は、地域住

民が身近な場所でデジタル機器に触れられる環境を提供しています。

単なるアクセシビリティを超えて、デジタルリテラシー（Digital Literacy）を育てることも重要で

す。デジタルリテラシーとは、デジタルツールやサービスを理解し、効果的に使用できる能力を指

します。AIベースのサービスは既存のデジタルサービスよりも複雑に感じられることがあり、特別

な教育が必要です。オーストラリアの「ビー・コネクテッド（Be Connected）」プログラムは高齢

者のためのカスタマイズされたデジタル教育を提供し、シンガポールの「シルバー・インフォコム・

イニシアチブ（Silver Infocomm Initiative）」は高齢者のデジタル参加のための多様な学習機会を

提供しています。このような教育は段階的かつ反復的に行われるべきであり、実生活に関連した実

用的な内容を含む必要があります。

障害者のためのアクセシビリティ向上も、デジタル包摂性の重要な部分です。視覚、聴覚、認知、

運動障害など、多様な障害の種類に応じたアクセシビリティ・ソリューションが必要です。米国の

「リハビリテーション法508条（Section 508）」やEUの「ウェブアクセシビリティ指令（Web

Accessibility Directive）」は、公共のデジタルサービスがアクセシビリティ基準を遵守することを

法的に要求しています。AI技術は、音声認識、テキスト読み上げ、自動字幕生成などを通じてアク

セシビリティを大幅に向上させることができます。例えば、Googleの「Lookout」やMicrosoftの

「Seeing AI」のようなAIアプリは、視覚障害者が周辺環境を認識するのを助けます。

多言語対応と文化的な包摂性も重要な要素です。多様な言語や文化的背景を持つ市民が公共サービ

スにアクセスできるようにしなければなりません。AIベースの翻訳および通訳サービスは、このよ

うな言語の壁を下げるのに大きな助けとなります。カナダ政府の「言語ポータル（Language Portal）

」は英語とフランス語の翻訳ツールやリソースを提供しており、オーストラリアの「翻訳・通訳サー

ビス（Translating and Interpreting Service）」は160以上の言語で公共サービスの利用を支援し

ています。また、サービスの設計時に多様な文化的視点や価値を考慮することが重要です。

代替インターフェースとマルチチャネル・アプローチは、デジタル技術の使用に困難を抱える人々

にとって重要です。すべての公共サービスがデジタル方式のみで提供されると、デジタルスキルが

不足している市民は必要なサービスを受けられないリスクがあります。したがって、デジタルチャ

ネルとともに、電話や対面サービスなどの伝統的なチャネルを並行する「オムニチャネル」アプロー

チが必要です。デンマークの「デジタルポスト免除（Digital Post Exemption）」政策は、デジタル

サービスの利用が困難な市民に対し、郵便などの代替手段を通じた公共サービスの利用を保証して

います。英国の「デジタルアシスタンス（Digital Assistance）」プログラムは、公共サービスの利
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用に支援が必要な市民に対して一対一のサポートを提供しています。

AI行政サービスのユーザーフレンドリーな設計は、すべての市民、特に脆弱層のアクセシビリティ

を高める上で重要です。複雑なインターフェースや専門用語は、デジタル経験の乏しいユーザーに

とって大きな障壁となる可能性があります。したがって、直感的でシンプルなインターフェース設

計、明確な指示とフィードバック、一貫したナビゲーション構造などが必要です。英国政府の「デ

ジタルサービス基準（Digital Service Standard）」は、すべての公共デジタルサービスがシンプル

で理解しやすく設計されるようガイドラインを提供しています。AIサービスは、ユーザーの行動や

好みに応じて自動的にインターフェースを調整する適応型設計を通じて、パーソナライズされた体

験を提供できます。

脆弱層のコミュニティとの協力と参加は、デジタル包摂性を高める効果的な方法です。脆弱層が直

接サービス設計の過程に参加することで、彼らのニーズや好みが反映されたサービスを作ることが

できます。英国の「デジタル包摂チャンピオン・ネットワーク（Digital Inclusion Champion

Network）」は、地域のコミュニティリーダーがデジタル包摂プログラムを主導するように支援し

ています。スウェーデンの「ディジデル（Digidel）」ネットワークは、公共機関、非営利団体、企

業が協力してデジタル能力強化活動を調整しています。このような協力的なアプローチは、脆弱層

の実際のニーズに合った解決策を開発するのに役立ちます。

AIサービスの設計時に多様性と包摂性を考慮することが重要です。多様な背景や能力を持つユーザー

のニーズを考慮した「インクルーシブ・デザイン（Inclusive Design）」の原則を適用しなければな

りません。これは、アクセシビリティを最初から考慮して設計することを意味し、後から追加する

よりも効果的でコスト効率が高いです。Microsoftの「インクルーシブ・デザイン・ツールキット（

Inclusive Design Toolkit）」は、多様なユーザーのニーズを考慮した設計方法論を提供しています。

AIシステムは多様なユーザーグループを代表するデータで訓練されるべきであり、多様なユーザー

シナリオと利用文脈をテストする必要があります。

公民連携（パブリック・プライベート・パートナーシップ）を通じたデジタル包摂の拡大も効果的

な戦略です。政府、企業、市民社会が協力して脆弱層のデジタル包摂性を高めるプログラムを開発・

実行することができます。米国の「デジタルリテラシー・アライアンス（Digital Literacy Alliance）

」は、政府、企業、非営利団体が協力して地域のデジタル能力強化プログラムを支援しています。

インドの「デジタル・インディア（Digital India）」イニシアチブは、民間企業と協力して農村地域

のデジタルインフラを拡大しています。このようなパートナーシップは、リソースと専門性を結集

し、より広範で持続可能な影響を及ぼすことができます。

信頼と安全の問題も、脆弱層のデジタル参加における重要な要素です。多くの脆弱層の市民が、オ

ンラインプライバシー、サイバーセキュリティ、デジタル詐欺に対する懸念から、デジタルサービ

スの使用をためらう場合があります。フィンランドの「デジタルサポートネットワーク（Digital

Support Network）」は、脆弱層のためのサイバーセキュリティ教育と支援を提供しています。エ

ストニアの「デジタルID」システムは、ユーザーフレンドリーなインターフェースと強力なセキュ

リティ機能を組み合わせ、市民が安全に公共デジタルサービスを利用できるようにしています。信

頼できるデジタル環境を構築することは、脆弱層の参加を促進するために不可欠です。
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地域社会ベースの支援システムは、脆弱層のデジタル能力強化に効果的です。地域の図書館、コミュ

ニティセンター、学校などを、デジタル学習と支援のハブとして活用できます。米国の「デジタル

ナビゲーター（Digital Navigator）」プログラムは、地域社会ベースの組織がデジタルアクセシビ

リティ、機器、技術的支援を提供できるように訓練しています。オーストラリアの「テック・サビー

・シニア（Tech Savvy Seniors）」プログラムは、地域の図書館やコミュニティセンターで高齢者

のためのデジタル教育を提供しています。このような地域ベースのアプローチは、脆弱層にとって

親しみやすくアクセスしやすい環境で支援を提供できるという利点があります。

デジタル包摂政策の効果を継続的にモニタリングし、評価することが重要です。データの収集と分

析を通じて、脆弱層のデジタル参加の度合い、障壁、ニーズなどを把握し、それに基づいて政策を

改善しなければなりません。英国の「デジタル包摂ダッシュボード（Digital Inclusion Dashboard）

」は、地域別、人口集団別のデジタル包摂レベルを可視化して示しています。ノルウェーの「デジ

タル化評議会（Digitalization Council）」は定期的にデジタル包摂の状態を評価し、政策勧告を提

示しています。このようなエビデンスに基づいたアプローチは、限られたリソースを効果的に配分

し、政策の影響を最大化するのに役立ちます。

脆弱層のためのAI行政サービスでは、個人情報保護と倫理的な考慮が重要です。脆弱層はしばしば、

データの活用に関する十分な理解や選択権がないまま、個人情報を提供することになるリスクがあ

ります。AIシステムが彼らの脆弱性を悪化させないよう、特別な保護装置が必要です。カナダの「

個人情報保護影響評価（Privacy Impact Assessment）」制度は、脆弱層に及ぼす潜在的なリスク

を評価し、緩和策を講じるよう要求しています。EUのデータ保護規則（GDPR）は、脆弱層のため

の明確で理解しやすい同意手続きを強調しています。このような保護装置は、脆弱層が自分のデー

タに対するコントロール権を維持しながら、デジタルサービスの恩恵を受けられるようにします。

国際協力と知識共有もデジタル包摂の向上に寄与します。多くの国が同様の課題に直面しており、

成功したアプローチや教訓を共有することで相互学習が可能です。ITU（国際電気通信連合）の「デ

ジタル包摂のためのグローバル・イニシアチブ（Digital Inclusion Global Initiative）」は、各国の

模範事例を共有し、能力開発を支援しています。世界銀行の「デジタル開発パートナーシップ（

Digital Development Partnership）」は、発展途上国のデジタル包摂プログラムを支援しています。

このような国際協力は、リソースと専門性を効果的に活用し、グローバルなデジタル格差の解消に

貢献します。

結論として、脆弱層のデジタル包摂性の確保は、AI行政の社会的価値に直結する重要な課題です。

これは単なる技術的な問題ではなく、社会的な公平性と民主主義の問題でもあります。すべての市

民がAI行政の恩恵を等しく受けられるようにするためには、物理的なアクセシビリティの保障、デ

ジタル能力の強化、ユーザーフレンドリーな設計、多様なチャネルの提供、コミュニティの参加、

継続的なモニタリングと改善など、総合的なアプローチが必要です。このような努力を通じて、AI

行政が既存の社会的不平等を深めるのではなく、むしろすべての市民のためのより包摂的で公正な

行政サービスを実現する手段となることができます。

4. 市民参加型AIガバナンス

市民参加型AIガバナンスとは、人工知能システムの開発と活用に関する意思決定プロセスに市民が

直接参加するモデルを意味します。これは、技術の専門家や政策決定者だけでなく、一般市民もAI
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システムが社会に及ぼす影響について意見を提示し、方向性を設定することに参加できなければな

らないという考えに基づいています。市民参加型ガバナンスは、AIシステムの民主的な正当性を高

め、多様な視点や価値を反映し、社会的な受容性を増進させることに寄与します。公共部門のAIで

はこのような参加型のアプローチが重要ですが、これは政府が市民の利益のために存在し、市民に

対して責任を負わなければならないからです。

市民参加型AIガバナンスの第一の重要な要素は、情報アクセシビリティと透明性です。市民がAIシ

ステムの存在、目的、作動方式、使用されるデータ、予想される影響に関する情報に容易にアクセ

スできてこそ、効果的な参加が可能になります。フィンランドの「AIレジストリ（AI Registry）」

は、政府が使用するすべてのAIシステムに関する情報を公開するプラットフォームであり、市民は

どのようなAIシステムがどのような目的で使用されているかを確認できます。アムステルダム市と

ヘルシンキ市は「アルゴリズム・レジスター（Algorithm Register）」を通じて、都市で使用する

AIアルゴリズムに関する情報を市民に提供しています。このような透明性は、市民がAIシステムに

ついて情報に基づいた意見を形成し、参加するための基本条件です。

市民パネルや市民陪審員団は、複雑なAI政策問題に対する熟議的な参加を可能にするメカニズムで

す。無作為に選出された市民が専門家の支援を受け、特定のAI政策課題について深く学習し討論し

た後、勧告案を導き出すプロセスです。英国の「データ倫理フレームワーク」の策定過程では、市

民陪審員団がAIとデータ活用の倫理的側面について議論し、勧告案を提示しました。オーストラリ

アの「消費者データ権（Consumer Data Right）」政策の策定でも、市民パネルが重要な役割を果

たしました。このような熟議プロセスは、多様な市民の視点を反映し、情報に基づいた公論を形成

するのに効果的です。

公開協議とフィードバック・メカニズムは、より広範な市民参加を可能にします。政府が新しいAI

政策やシステムを導入する前に、公に意見を募り、それを政策に反映させるプロセスです。カナダ

の「自動化された意思決定に関する指針（Directive on Automated Decision-Making）」の策定過

程では、オンラインプラットフォームを通じて市民の意見を収集しました。EUの「AI法（AI Act）」

の草案も、公開協議を通じて多様なステークホルダーのフィードバックを反映しました。このよう

な開放的なアプローチは、多様な視点を収集し、政策の社会的な受容性を高めるのに寄与します。

シチズン・サイエンス（市民科学）やクラウドソーシング・アプローチは、AIシステムの開発と評

価に市民が直接貢献できる方法です。市民がデータの収集、アルゴリズムのテスト、問題点の報告

などに参加することで、AIシステムの改善に寄与するものです。「ポリネーション・プロジェクト

（Polination Project）」は、市民が収集したデータを活用して生態系保全のためのAIモデルを開発

している事例です。「Mozilla Common Voice」は、音声認識AIのために多様な言語やアクセントの

音声データを市民から収集しています。このような参加型アプローチは、AIシステムの多様性と包

摂性を高め、市民に技術開発に貢献する機会を提供します。

デジタル民主主義プラットフォームは、AI政策に対する市民参加と討論を促進するオンライン空間

です。台湾の「vTaiwan」は、AIを含むデジタル政策課題について市民が意見を提示し、討論し、

合意を形成できるプラットフォームを提供しています。アイスランドの「ベター・レイキャビク（

Better Reykjavik）」は、市民が都市の政策やサービスに対するアイデアを提案し、投票できる参

加型プラットフォームです。このようなデジタルプラットフォームは、時間と場所の制約なく、よ

り多くの市民が政策決定プロセスに参加できるようにします。
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AI影響評価（AI Impact Assessment）に市民参加を統合することも重要です。AIシステムが社会に

及ぼしうる潜在的な影響を評価するプロセスに、多様な市民グループが参加することで、技術の専

門家だけでは把握しにくい社会的、文化的な影響を考慮することができます。カナダのアルゴリズ

ム影響評価ツールは、影響を受ける可能性のあるコミュニティとの協議を推奨しています。ニュー

ジーランドの「アルゴリズム憲章（Algorithm Charter）」は、マオリ族などの先住民コミュニティ

との協議を重要な要素として含んでいます。このような参加型評価は、多様な視点からAIシステム

の潜在的な影響をより包括的に理解するのに役立ちます。

AI倫理委員会や監督機関に市民代表を含めることも、参加型ガバナンスの重要な要素です。これに

より、技術の専門家や政策決定者以外にも多様な社会的な視点がAIシステムの監督と規制に反映さ

れます。デンマークの「データ倫理会議（Data Ethics Council）」は、技術専門家だけでなく、市

民社会の代表や一般市民も含んでいます。オーストラリアの「人工知能倫理フレームワーク」開発

委員会も、多様な背景を持つ市民代表を含めました。このような多様な構成は、AIガバナンスにお

いて技術的な側面だけでなく、社会的、倫理的な側面もバランスよく考慮されるようにします。

地域社会ベースのAIイニシアチブは、地域の課題解決のためにAIを活用するプロセスに、地域の住

民が直接参加するモデルです。これはトップダウンではなくボトムアップのアプローチであり、地

域社会のニーズや優先順位に合ったAIソリューションを開発できます。ニューヨーク市の「ネイバー

フッド・データ（Neighborhood Data）」は、地域住民が自分の地域に関するデータを収集・分析

し、政策決定に活用できるように支援しています。インドの「デジタル・サクシャルタ・アビヤン

（Digital Saksharta Abhiyan）」は、地域社会の活動家がデジタル技術教育を主導するようにして

います。このような地域ベースのアプローチは、AI技術が実際の地域社会のニーズに合わせて適用

されるようにする上で効果的です。

AIリテラシーと教育プログラムは、市民がAIシステムについて情報に基づいた意見を形成し、有意

義に参加できる能力を育てるために不可欠です。フィンランドの「Elements of AI」は、すべての

市民がAIの基本概念と影響を理解できるように、無料のオンライン講座を提供しています。シンガ

ポールの「AI for Everyone」プログラムは、非専門家でもAIの可能性と限界を理解できるように助

けます。このような教育は単なる技術的な理解を超え、AIが社会に及ぼす影響や倫理的な側面に対

する批判的な思考を促進しなければなりません。

疎外階層や脆弱な集団の包摂的な参加を保障することが重要です。AIガバナンスに多様な社会的、

経済的、文化的背景を持つ市民の声が反映されなければ、AIシステムが特定の集団の利益のためだ

けに設計されたり、一部の集団に不利益を与えたりするリスクがあります。英国の「包摂的経済パー

トナーシップ（Inclusive Economy Partnership）」は、脆弱層がデジタル政策決定に参加できる機

会を提供しています。オーストラリアの「先住民デジタル包摂戦略（Indigenous Digital Inclusion

Plan）」は、先住民コミュニティがデジタルサービスや政策開発に参加できるように支援していま

す。このような包摂的なアプローチは、多様な社会的な視点がAIガバナンスに反映されるようにす

るために不可欠です。

参加型予算編成（Participatory Budgeting）は、市民がAIおよびデジタルプロジェクトに関する公

共予算の配分に直接参加するメカニズムです。これにより、市民がどのような種類のAIプロジェク

トが公的資金を受けるべきかを決定する際に影響を与えることができます。パリ市は「参加型予算

（Budget Participatif）」プログラムを通じて、市民がスマートシティ・プロジェクトを含む公共
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プロジェクトを提案し、投票できるようにしています。ポルトガルの国家参加型予算プログラムで

も、市民がデジタル革新プロジェクトを直接提案し、選択することができます。このようなアプロー

チは、公共のAI投資が市民の優先順位やニーズを反映することを保証します。

市民協議会や市民会議は、AI政策に対する深層的な市民参加を可能にする構造です。無作為に選出

された市民が長期間にわたって特定の政策課題について学習し討論した後、集団的な勧告案を導き

出すプロセスです。アイルランドの「市民会議（Citizens' Assembly）」は、複雑な社会問題に対

する熟議プロセスの成功モデルを示しており、このようなアプローチはAIガバナンスにも適用でき

ます。フランスの「気候市民会議（Convention Citoyenne pour le Climat）」は、無作為に選出さ

れた市民が気候政策を議論するモデルであり、デジタル政策にも適用可能な形態です。このような

熟議プロセスは、一般市民が複雑なAI政策問題について情報に基づいた意見を形成し、表明できる

場を提供します。

シビックテック（Civic Tech）コミュニティとの協力は、市民中心のAIソリューション開発を促進

することができます。「コード・フォー・アメリカ（Code for America）」や「mySociety」のよ

うな団体は、市民が直接、公共サービス改善のためのデジタルツールを開発することを支援してい

ます。これらのグループは政府と協力して市民中心のAIソリューションを共同開発することができ、

これは既存の官僚的なアプローチでは解決が難しい問題に対して革新的な解決策を提示することが

できます。

規制サンドボックス（Regulatory Sandbox）は、新しいAI技術と規制アプローチを限定された環境

で試すことができる場であり、市民がこのプロセスに参加してフィードバックを提供することがで

きます。英国の金融行動監視機構（FCA）が開始したこのアプローチは、現在、AIガバナンスにも

適用されています。フィンランドの「AI Lab」は、公共部門のAIソリューションを市民とともにテ

ストし、改善するプラットフォームを提供しています。このような実験的なアプローチは、新しい

AIシステムと規制の実際の影響を評価し、市民の経験に基づいて改善するのに有用です。

デジタル権利とAI倫理に関する市民憲章（Citizen Charters）は、AIシステムが遵守すべき原則と市

民の権利を明記した文書であり、これを策定する過程に市民が参加することができます。バルセロ

ナの「技術主権のための市民憲章（Citizen Charter for Digital Rights）」は、市民がデジタルサー

ビスに対して期待できる権利と保護を明記しています。アムステルダムの「デジタルシティ・アジェ

ンダ（Digital City Agenda）」も市民参加を通じて策定され、市民のデジタル権利を保証する原則

を盛り込んでいます。このような文書は市民と政府の間の契約のような役割を果たし、AIシステム

の開発と利用に関する共有された期待を設定します。

オンブズマン（Ombudsman）のような独立した監督メカニズムに市民参加を統合することも重要

です。市民がAIシステムの決定や影響について異議を申し立て、救済を要請できるアクセシブルな

チャネルが必要です。デンマークの「データ倫理オンブズマン（Data Ethics Ombudsman）」は、

市民がデータやAIに関連する懸念を提起できる独立した機関です。オーストラリアの「情報コミッ

ショナー（Information Commissioner）」は、自動化された意思決定システムに対する市民の不満

を処理する役割を果たしています。このようなメカニズムはAIシステムの説明責任を高め、市民に

実質的な救済手段を提供します。
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持続可能な参加モデルを構築するためには、市民参加が一回限りのイベントではなく、継続的なプ

ロセスにならなければなりません。このためには、制度的なフレームワークと十分なリソースが必

要です。フランスの「国家デジタル評議会（Conseil National du Numérique）」は、デジタル政

策に対する市民参加を定期的に組織し支援する常設機関です。エストニアの「デモクラシー・デイ

（Democracy Day）」は、市民がデジタル政策を含む政府の政策に意見を提示できる定期的なイベ

ントです。このような制度化された参加チャネルは、市民参加がAIガバナンスの日常的な部分とな

るようにします。

デジタル協同組合やデータ共有イニシアチブは、市民が自分のデータやAIシステムに対するコント

ロール権を行使できる革新的なモデルです。スペインの「バルセロナ・データコモンズ（

Barcelona Data Commons）」プロジェクトは、市民が都市データの収集と使用について集団的に

決定できる構造を提供しています。オランダの「DECODE」プロジェクトは、市民が自分のデータ

共有方式を制御できる技術的なツールを開発しています。このようなアプローチは、市民がAIシス

テムの受動的な対象ではなく、積極的な参加者になれるようにします。

参加型AIガバナンスの効果を評価し改善するためのメトリクスと方法論を開発することも重要です。

参加プロセスの包摂性、代表性、影響力などを測定・評価することで、継続的な改善が可能になり

ます。OECDの「オープン・ガバメント指標（Open Government Indicators）」は、市民参加の質

と影響を評価するフレームワークを提供しています。世界銀行の「市民参加評価フレームワーク（

Citizen Engagement Assessment Framework）」も、参加プロセスの効果を測定するツールを提

供しています。このような評価は、形式的な参加ではなく、実質的かつ影響力のある参加を保証す

るのに役立ちます。

結論として、市民参加型AIガバナンスのモデルは、AIシステムが社会全体の価値やニーズを反映す

るようにするために不可欠です。これは、情報アクセシビリティと透明性、熟議的な参加メカニズ

ム、デジタルプラットフォーム、包摂的なアプローチ、継続的な制度化など、多様な要素を含む複

合的なアプローチが必要です。成功した市民参加は、AIシステムの民主的な正当性を強化し、技術

と社会の調和のとれた発展を促進し、最終的にはすべての市民のためのより良いAI行政を実現する

ことに寄与します。これは単なる技術的な効率性を超え、AIが社会的な価値と公共の利益に合致す

るようにするための重要な方向性です。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者

kimkj.com
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第23章 未来のAI行政の展望と備え

← 前の章

全章を見る

次の章 →

1. 次世代AI技術の発展と行政への適用

人工知能技術は急速なスピードで発展を続けており、こうした発展は行政分野に新たな可能性を切

り拓いています。次世代のAI技術は、従来のAIよりも正確で、より自律的であり、より広範囲な問

題を解決できるようになると予想されます。特に大規模言語モデル（LLM）は、行政分野に大きな

変化をもたらすでしょう。現在のLLMがテキスト生成や情報提供に焦点を当てているとすれば、未

来のLLMはより複雑な推論や意思決定能力を備えるようになります。

次世代AIの主な発展方向の一つは、マルチモーダルAIです。マルチモーダルAIはテキストだけでな

く、画像、音声、映像など、さまざまな形態のデータを同時に処理し、理解することができます。

これは、行政サービスにおける市民とのコミュニケーション方式を大きく変える可能性があります。

例えば、市民がカメラで撮影した書類や被害現場をAIが即座に分析し、必要な行政サービスを提案

したり提供したりすることができます。こうした技術は、災害対応、民元（行政への苦情・要望）

処理、現場行政などで大きな変化をもたらすでしょう。

もう一つの重要な発展は、「説明可能なAI（Explainable Artificial Intelligence, XAI）」の進歩です。

行政分野におけるAIの決定は、常に説明可能でなければならず、責任の所在が明確である必要があ

ります。説明可能なAIは、なぜ特定の決定や推奨を行ったのかを明確に説明できる能力を備え、行

政の透明性と責任を高めることに寄与するでしょう。これは特に、税の賦課、福祉給付の決定、許

認可といった機微な行政決定において重要です。

自律エージェント技術の発展も、行政に大きな影響を及ぼすでしょう。自律エージェントは、複雑

な任務を自ら計画し遂行できるAIシステムであり、行政業務の自動化レベルを一段階引き上げるは

ずです。例えば、市民の要請に応じて複数の省庁のデータを自動的に収集・分析し、総合的なサー

ビスを提供することが可能になります。これは「ワンストップサービス」の理想を実現する上で大

きな助けとなるでしょう。

量子コンピューティングとAIの結合も、行政分野に新たな可能性を開くでしょう。量子コンピュー

ティングは、従来のコンピュータでは不可能な複雑な計算を実行できるため、交通流の最適化、複

雑なリソース配分問題、気候変動への対応など、行政の難題を解決するのに役立ちます。量子コン

ピューティングとAIの結合はまだ初期段階ですが、将来的には行政の多くの分野で活用されること

が予想されます。

脳科学とAIの融合も、注目すべき発展方向です。人間の脳の働きを模倣したニューロモーフィック・

コンピューティング（Neuromorphic Computing）が発展することで、AIはより効率的に複雑な問

題を解決できるようになります。これは、複雑な政策決定や、多様な利害関係が絡み合う問題の解

決に有効に活用される可能性があります。
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こうした次世代AI技術の発展は、行政サービスのパーソナライゼーション（Personalization）を加

速させるでしょう。各市民の状況、必要性、好みに合わせた行政サービスが可能になり、これは市

民の満足度と行政効率の両方を高める結果をもたらします。例えば、AIは市民のライフサイクルや

状況を理解し、必要なサービスを先制的に提案したり提供したりすることができるようになります。

人工知能の発展は、予測的行政（Predictive Administration）の実現も早めるでしょう。高度化さ

れたAIは、過去のデータと現在の状況を分析して未来の問題や必要性を予測し、これに先制的に対

応することを可能にします。これは災害対応、犯罪予防、経済危機管理など、さまざまな分野で活

用できます。一例として、AIは特定地域の災害リスクを予測し、それに合わせたリソースを配置す

るのに役立ちます。

また、次世代AIは行政規制のスマート化を可能にします。伝統的な規制はすべての対象に同一のルー

ルを適用するのに対し、AIベースのスマート規制は、状況やリスクに応じて規制の強度と方式を調

整することができます。これにより、規制の実効性と効率性の両方を高めることができます。例え

ば、食品安全検査において、AIがリスクの高い業者を予測し、検査リソースを効率的に配分するこ

とができます。

未来のAI技術のもう一つの重要な発展方向は、協調型AI（Collaborative AI）です。これは複数のAI

システムが互いに協力して複雑な問題を解決する方式で、行政においては複数の省庁のAIシステム

が連携し、総合的な政策代替案を作成したり、複雑な社会問題を解決したりするために活用できま

す。これは現在の縦割り式の行政構造を乗り越える一助となるでしょう。

しかし、こうした次世代AI技術の行政への適用には、いくつかの挑戦課題もあります。まず、技術

的な複雑さの問題があります。高度化されたAIシステムは運用と保守がより複雑になる可能性があ

り、これは公共部門の技術的能力の強化を要求します。また、データの品質と統合の問題も重要で

す。AIの性能は学習データの質に大きく依存しますが、行政データは省庁ごとに分散しており、形

式も多様であるため、統合は容易ではありません。

倫理的・法的な問題も、より複雑になるでしょう。自律的な意思決定能力が強化されたAIは、より

多くの倫理的・法的問題を引き起こす可能性があります。誰がAIの決定に責任を負うべきか、AIの

決定が偏らないようにどう保証するかといった問題が重要になります。市民の受容性の問題もあり

ます。行政にAIを導入する際は、技術的な可能性だけでなく、市民がそれをどれほど受け入れ、信

頼するかも重要な考慮事項です。

こうした挑戦課題があるにもかかわらず、次世代AI技術の行政への適用は避けることのできない流

れとなるでしょう。重要なのは、こうした技術をいかに責任を持って導入し活用するかです。その

ためには、技術の発展に合わせた法的・制度的フレームワークの整備、公務員と市民のAIリテラシー

（理解度）の向上、倫理的ガイドラインの策定などが必要になるでしょう。

2. メタバースおよびデジタルツインと行政の融合

メタバースは仮想と現実が融合した3次元の仮想世界であり、人々がアバターを通じてコミュニケー

ションし、活動する空間です。こうしたメタバース技術は、行政サービスに新たな可能性を開いて

います。デジタルツインは、物理的な対象やシステムを仮想環境にそのまま複製したもので、都市

管理、災害対応、インフラ運営など、さまざまな行政分野で活用できます。これら2つの技術はAIと
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結合することで、行政サービスの形態と提供方式を根本的に変化させると予想されます。

メタバースは、行政サービスのアクセシビリティを画期的に向上させることができます。市民は物

理的に政府庁舎を訪問することなく、仮想空間でさまざまな行政サービスを利用できるようになり

ます。移動が不自由な高齢者、障がい者、離島や山間地域の住民など、行政サービスへのアクセス

が困難だった階層にとって大きな恩恵となります。メタバース上の行政窓口は24時間運営が可能で

あり、多言語でサービスを提供できるため、利便性を大幅に高めることができます。

メタバースは、市民参加とコミュニケーションの新しいチャネルになり得ます。政府はメタバース

空間で政策説明会、公聴会、市民討論会などを開催することができ、これは時間と空間の制約なく、

より多くの市民が参加することを可能にします。また、メタバースでは政策の効果や都市計画を視

覚的にシミュレーションして見せることができるため、市民が政策をより直感的に理解し、議論す

るのに役立ちます。

教育と訓練の分野でも、メタバースは大きな役割を果たすことができます。公務員教育や市民向け

の安全教育などをメタバースで実施することができ、これは現実では実現が難しいさまざまな状況

を仮想的に体験することを可能にします。例えば、消防士はメタバースでさまざまな火災状況を安

全にシミュレーションしながら訓練でき、市民は地震や洪水のような災害状況に対処する方法を現

実のように体験しながら学ぶことができます。

デジタルツイン技術は、都市管理と計画に革新をもたらすでしょう。都市のすべてのインフラ、交

通流、エネルギー使用、環境データなどをリアルタイムで反映したデジタルツインは、都市の問題

を予測し、最適な解決策を見つけるのに役立ちます。例えば、交通渋滞を予測して信号体系を最適

化したり、大気汚染を減らすための最適な政策をシミュレーションしたりできます。シンガポール

の「バーチャル・シンガポール」プロジェクトや、ヘルシンキの「デジタルツイン」の事例は、す

でにこうした可能性を示しています。

建築および都市計画の分野でも、デジタルツインとメタバースの活用が拡大するでしょう。新しい

建物やインフラを建設する前に、デジタルツイン上でその効果と影響をシミュレーションすること

ができます。これにより、より効率的で持続可能な都市開発が可能になります。また、市民はメタ

バースで計画された都市の変化を体験し、意見を提示することができるため、参加型の都市計画が

可能になります。

災害管理分野において、デジタルツインは重要なツールとなるでしょう。洪水、地震、火災など、

さまざまな災害状況をデジタルツイン上でシミュレーションすることで、危険地域を把握し、最適

な避難経路と対応戦略を樹立できます。実際の災害発生時には、デジタルツインを通じて状況をリ

アルタイムでモニタリングし、リソースを効果的に配置できます。これは人命と財産の被害を最小

限に抑える上で大きな助けとなるでしょう。

メタバースとデジタルツインの結合は、行政サービスのパーソナライゼーションをさらに進展させ

るでしょう。市民一人ひとりの状況と必要性に合ったサービスを仮想空間でシミュレーションし、

提供できるようになります。例えば、住宅購入を検討している市民に対し、特定地域の交通、教育、

医療、安全状況などを総合的に提示し、個人の状況に合った住宅支援政策を案内することができま

す。
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国際協力の分野でも、メタバースは新たな可能性を開くでしょう。他国の政府関係者と、物理的な

移動なしにメタバースで面会し、会議を行い、協力することができるようになります。これは国際

会議のコストとカーボンフットプリントを削減しながらも、より頻繁で効果的なコミュニケーショ

ンを可能にします。また、災害や感染症のような国際的な危機状況においても、協力を継続できる

プラットフォームとなります。

しかし、メタバースとデジタルツインの行政活用には、いくつかの課題もあります。まず、デジタ

ル格差（Digital Divide）の問題があります。メタバースにアクセスするためには高性能な機器と安

定したインターネット接続が必要ですが、これらをすべての市民が平等に備えているわけではあり

ません。高齢層や低所得層はアクセスにおいて不利になる可能性があり、これは行政サービスの公

平性の問題を引き起こしかねません。

個人情報保護とセキュリティの問題も重要です。メタバースとデジタルツインはより多くの個人デー

タを収集し活用することになりますが、その過程で個人情報が侵害されたり悪用されたりするリス

クがあります。また、仮想空間での本人確認とセキュリティの問題も解決すべき課題です。メタバー

スでの行政サービスは、高いレベルのセキュリティと信頼性を要求します。

技術的な標準化と相互運用性の問題もあります。多様なメタバースプラットフォームが存在する状

況で、政府はどのプラットフォームを選択するか、あるいはどうやって多様なプラットフォームと

連動させるかを決定しなければなりません。これは市民のアクセシビリティとサービスの一貫性に

影響を及ぼす重要な問題です。標準化されたプロトコルとインターフェースの開発が必要になるで

しょう。

メタバースとデジタルツインの構築・運営には、相当なコストと技術力が必要です。都市単位のデ

ジタルツインは膨大なデータの収集と処理能力を要求します。これは財政と技術力が不足している

自治体や国家にとっては負担になり得ます。したがって、段階的なアプローチと費用対効果の高い

実装戦略が必要になるでしょう。

それでもなお、メタバースとデジタルツインは行政サービスの未来を形成する重要な技術として定

着するでしょう。先導的な政府はすでに、こうした技術の導入と活用のための準備を始めています。

今後は、こうした技術をいかにすべての市民が平等にアクセスし、恩恵を受けられるように設計す

るかが、重要な課題になるでしょう。

3. 超連結社会における政府の役割の再確立

超連結社会（Hyper-connected Society）とは、人、物、空間など、あらゆるものがネットワーク

でつながり、リアルタイムで情報をやり取りする社会を意味します。5G、6G通信技術、モノのイン

ターネット（IoT）、人工知能などの発展により、超連結社会はすでに現実になりつつあります。こ

うした環境の変化は、政府の役割と機能にも根本的な変化を要求しています。超連結社会において

政府は、単なるサービス提供者ではなく、つながりの促進者および調整者としての役割を遂行しな

ければなりません。

超連結社会では、データの重要性がさらに高まります。あらゆるものがつながることで膨大な量の

データが生成され、このデータは行政と政策の中核リソースとなります。政府は、こうしたデータ

をいかに収集、管理、活用するかについて、新しいアプローチが必要です。データの品質、透明性、
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セキュリティ、アクセシビリティなどに関する管理体系を整えなければなりません。また、公共デー

タの開放と共有を通じて、社会的価値の創出を促進する役割も重要になります。

超連結環境において政府は、「プラットフォーム政府」へと進化する可能性が高いです。プラット

フォーム政府とは、政府が直接すべてのサービスを提供するのではなく、多様な主体がつながり、

協力できる基盤を提供することを意味します。政府はデータ、API、標準などを提供し、民間、市民

社会、他の政府機関などがこれを活用して革新的なサービスを開発・提供できるようにします。こ

うしたアプローチは、公共サービスの革新と多様化を促進することができます。

ネットワーク・ガバナンス（Network Governance）も、超連結社会において重要な政府運営方式

となるでしょう。複雑で多様な社会問題は、もはや政府単独で解決することは困難です。政府は多

様な利害関係者とネットワークを形成し、それらの間の協力を調整する役割を担わなければなりま

せん。これは、伝統的な階層的・統制的なガバナンスから、水平的・協力的なガバナンスへの転換

を意味します。

超連結社会における政府のもう一つの重要な役割は、デジタル安全網の構築です。あらゆるものが

つながることでサイバーセキュリティの脅威も増加し、デジタル格差や疎外の問題も発生する可能

性があります。政府は安全なデジタル環境を保障し、デジタル脆弱階層を保護し、すべての市民が

デジタルの恩恵を享受できるように支援しなければなりません。デジタルリテラシー教育、サイバー

セキュリティの強化、デジタルアクセシビリティの向上などが重要な政策領域となるでしょう。

超連結時代には、国境を超えた問題と協力の必要性が高まります。サイバー犯罪、データ主権、デ

ジタル貿易、人工知能の倫理など、多くのイシューが国際的な次元で扱われなければなりません。

政府はこうしたグローバルなイシューに対応するため、国際協力を強化し、国際規範と標準の形成

に積極的に参加しなければなりません。デジタル強国間の競争の中で、自国の利益と価値を保護し

ながらも、グローバルな協力を引き出すバランスの取れたアプローチが必要です。

超連結社会では、市民参加の形態と範囲も拡張されます。デジタル技術は、市民が政策決定プロセ

スにより簡単かつ直接的に参加することを可能にします。オンライン投票、デジタル公聴会、市民

提案プラットフォームなど、多様な参加チャネルが発展するでしょう。政府はこうしたデジタル参

加ツールを積極的に活用し、より開放的で包摂的な民主主義を具現化することができます。同時に、

デジタル参加の代表性、セキュリティ、アクセシビリティなどを保証するための制度的装置も整え

なければなりません。

超連結環境では、公共サービスのパーソナライゼーションと先制性がさらに強化されるでしょう。

多様なデータとAIを活用して各市民の状況と必要性に合ったカスタマイズされたサービスを提供し、

問題が発生する前に予測して対応する先制的な行政が可能になります。例えば、特定の市民のライ

フサイクルや状況に合った福祉の恩恵を自動的に提案したり、健康リスクのある市民に予防的な医

療サービスを先制的に提供したりすることが可能になるでしょう。

超連結社会における政府の役割の一つは、デジタル信頼基盤の構築です。デジタル環境では、本人

確認、データの真偽、デジタル取引の安全性などが重要なイシューになります。政府はデジタルID

システム、ブロックチェーンベースの認証システム、デジタル公証サービスなどを通じてデジタル

信頼インフラを構築し、管理しなければなりません。これは、デジタル経済と社会が円滑に作動す
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るための必須条件です。

超連結社会では、政府と民間の境界、そして中央政府と地方政府の役割分担も再構築される必要が

あります。データとサービスが連結・統合されるにつれ、伝統的な部局や機関の間の境界は次第に

曖昧になっていきます。政府はこうした変化に合わせ、組織構造と意思決定体系をより柔軟で協力

的な形態に再構成しなければなりません。データ駆動型の行政では、部局間のデータ共有と統合が

核心的な課題となります。

超連結社会では、規制の方式も変化しなければなりません。急速に発展する技術やビジネスモデル

に対し、伝統的な規制方式では効果的に対応することが困難です。政府はより柔軟で適応的な規制

アプローチを導入する必要があります。規制サンドボックス、結果ベースの規制、自主規制など、

革新を阻害せずに公共の利益を保護できるバランスの取れた規制体系が要求されます。

超連結社会における政府の重要な役割の一つは、デジタル公共財（Digital Commons）の管理です。

公共データ、デジタルインフラ、アルゴリズム、AIモデルなどは、現代社会の重要な公共財と見な

すことができます。政府は、こうしたデジタル公共財に公正にアクセスでき、持続可能に管理され

るようにしなければなりません。これはデジタル独占を防止し、デジタルの恩恵が社会全体に均等

に分配されるようにする上で重要です。

超連結環境では、政府組織内部の働き方も変化しなければなりません。リモートワーク、コラボレー

ションツール、AIベースの業務支援などが普及するにつれ、公務員の業務環境と方式が大きく変わ

るでしょう。政府はこうした変化を受容し促進する組織文化と制度を整えなければなりません。デ

ジタル技術を活用した業務革新、データ駆動型の意思決定、部署間のコラボレーションなどを奨励

すべきです。

超連結社会において政府は、デジタル倫理と価値の守護者の役割も担わなければなりません。技術

の発展が人間の尊厳、自律性、プライバシーなどの基本的価値を侵害しないよう保証しなければな

りません。AIのような自律的システムが倫理的原則に従って設計・運用されるよう、適切な規制と

ガイドラインを策定しなければなりません。これは技術に対する社会的信頼を維持するために不可

欠です。

超連結社会では、政府のサービス提供方式も革新的に変化しなければなりません。物理的な訪問や

書類ベースの処理から脱却し、モバイル機器、ウェアラブル機器、IoT機器など、多様なチャネルを

通じたユビキタスなサービス提供が可能になります。政府はこうしたマルチチャネル・サービス戦

略を通じて、市民がいつでもどこでも便利に行政サービスを利用できるようにすべきです。

超連結社会では、情報と権力の分散化が進行します。市民はより多くの情報にアクセスでき、ソー

シャルメディアなどを通じて直接声を上げることができるようになります。政府はこうした変化に

合わせ、より透明で対話的な方式でコミュニケーションしなければなりません。一方的な情報の伝

達ではなく、市民との双方向のコミュニケーションと協力を強化すべきです。

超連結社会では、国家間のデジタル格差と不均衡の問題も重要なイシューとなります。デジタル技

術やインフラへのアクセシビリティ、データ主権、デジタル貿易などで国家間の不均衡が発生する

可能性があります。先進国の政府は国際的なデジタル協力と開発支援を通じて、グローバルなデジ

タル包摂性を高めることに寄与すべきです。これは長期的にはすべての国家に恩恵をもたらす、持
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続可能なデジタルエコシステムを作るために不可欠です。

超連結社会では、政府のデジタル主権の確保も重要な課題となります。核心的なデジタル技術やイ

ンフラに対する過度な外部依存は、国家安全保障と主権にとってリスクになり得ます。政府は重要

なデジタル能力を自ら確保し、核心的なデジタルインフラを保護し、国際的なデジタル規範の形成

に積極的に参加しなければなりません。これはデジタル時代の国家競争力と安保のための必須条件

です。

4. 未来の行政人材像

人工知能と自動化技術の発展は、行政の人材の役割と必要な能力に根本的な変化をもたらすでしょ

う。反復的で定型化された業務は次第にAIやロボットによって自動化され、人間の公務員はより複

雑で創造的な業務に集中することになります。こうした変化は、未来の行政人材に求められる能力

と政府の人員構造に重要な示唆を与えています。

未来の行政人材にとって最も重要な能力の一つは、デジタルリテラシー（Digital Literacy）です。

これは単にデジタルツールを使用する能力を超え、データとアルゴリズムを理解し活用する能力、

AIシステムと効果的に協業する能力、デジタル技術の可能性と限界を判断する能力などを含みます。

あらゆる分野の公務員が基本的なデジタルリテラシーを備えなければならず、特にデジタル転換を

主導するリーダーたちには、より高いレベルのデジタル理解力が求められるでしょう。

また、未来の行政人材には、複雑な問題解決能力と批判的思考力が非常に重要になります。AIは定

型化された問題をうまく解決できますが、不確実性が高く多様な要素が絡み合っている問題は、依

然として人間の判断力と洞察力が必要です。公務員は複雑な社会問題を多角的な視点から分析し、

多様な利害関係を調整しながら、創造的な解決策を導き出す能力を備えなければなりません。

コミュニケーションと協調の能力も、未来の行政人材の核心能力です。超連結社会では政府内部の

部署間のコラボレーションだけでなく、市民、企業、市民社会など、多様な主体との協力がさらに

重要になります。公務員は複雑な政策課題をわかりやすく説明し、多様な利害関係者と効果的に意

思疎通し、異なる背景や専門性を持つ人々と協力する能力が必要です。

未来の行政人材には、倫理的判断力と責任感も重要な能力です。AIのような自動化システムが多く

の決定を下すようになるにつれ、こうした技術の倫理的影響を判断し、責任を持って活用すること

が重要になります。公務員は、技術が公正性、透明性、責任性などの公共的価値に及ぼす影響を理

解し、これを行政業務に反映できなければなりません。

適応力と学習能力も、未来の行政人材にとって必須の能力です。技術と社会は非常に速いスピード

で変化しており、それに伴い行政の環境も変化し続けます。公務員は新しい技術や知識を素早く習

得し、変化する状況に柔軟に対応し、継続的に学習し成長する能力が必要です。生涯学習は未来の

行政人材の核心的価値となるでしょう。

こうした能力の変化は、政府の人員構造と運営方式にも影響を及ぼすでしょう。今後の政府組織で

は、日常的で反復的な業務を担当する人員の比重は減り、政策分析、サービス設計、利害調整、イ

ノベーション管理など、高付加価値業務を担当する人員の比重が増えるでしょう。また、データサ

イエンティスト、AI専門家、デジタルサービス設計者など、新しい職種の必要性も高まるはずです。
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こうした変化に対応するため、政府は公務員の教育訓練システムを革新しなければなりません。伝

統的な講義式の教育よりも、実務ベースの学習、プロジェクト中心の教育、メンタリング、オンラ

イン学習など、多様な方式を活用した能力開発が重要になります。特にデジタル能力強化のための

体系的な教育プログラムが必要であり、すべての職級と分野の公務員がデジタル時代に必要な基本

能力を備えられるよう支援すべきです。

公務員の採用方式も変化が必要です。未来には、単なる知識の評価よりも、問題解決能力、創造性、

協調能力、デジタル能力などを総合的に評価する採用方式が重要になるでしょう。また、多様な背

景と専門性を持つ人材が政府に流入できるよう、民間との人材交流、プロジェクトベースの契約職、

専門家諮問団など、柔軟な人員運営方式を拡大する必要があります。

「ワーク・スマート（Work Smart）」環境の構築も重要な課題です。リモートワーク、柔軟勤務制、

コラボレーションツールの活用などを通じて、公務員がいつでもどこでも効率的に働ける環境を作

らなければなりません。これは業務の生産性を高めるだけでなく、仕事と生活のバランスを支援し、

多様な人材が政府で働ける条件を整えることにも役立ちます。

職務の再設計（Job Redesign）も必要です。AIと自動化が拡散するにつれ、多くの行政職務の内容

が変化するでしょう。政府はこうした変化を体系的に分析し、各職務の役割と責任、必要能力など

を再定義しなければなりません。特にAIが代替できる業務と、人間の公務員が集中すべき業務を明

確に区分し、それに合わせて職務を再設計すべきです。

公務員の評価と報酬体系も、未来の行政環境に合わせて革新が必要です。単なる業務処理量や実績

よりも、革新性、問題解決能力、協調能力、市民満足度など、多様な価値を反映した評価指標を開

発しなければなりません。また、創造的なアイデアや革新的な試みを奨励する報酬体系を整えるこ

とが重要です。

AIと自動化による雇用の変化に対する管理計画も必要です。一部の行政業務が自動化されることで、

当該業務を担当していた人員の再配置や再教育が必要になるでしょう。政府はこうした変化を先制

的に予測し、影響を受ける公務員が新しい役割に転換できるよう、体系的な支援プログラムを整え

なければなりません。

知識管理と世代間の知識伝承も重要な課題です。ベビーブーマー世代の公務員の大量退職が進む中

で、彼らが持つ経験とノウハウをいかに保存し伝承するかが重要な問題となります。デジタルツー

ルを活用した知識管理システム、メンタリングプログラム、ストーリーテリングベースの経験共有

など、多様な方法を通じて世代間の知識伝承を促進すべきです。

最後に、未来の行政人材養成のための教育体系の革新も必要です。大学の行政学科のような伝統的

な公務員養成課程も、デジタル時代に合わせてカリキュラムを改編しなければなりません。行政学、

政策学などとともに、データサイエンス、デジタルサービス設計、AI倫理など、新しい分野に対す

る教育を強化すべきです。また、公務員教育機関と大学、民間教育機関などが協力し、未来の行政

人材のための統合的な教育エコシステムを構築することが望ましいでしょう。

未来の行政人材の養成と人員構造の変化への対応は、政府のデジタル転換成功のための核心要素で

す。いかに優れた技術とシステムを導入しても、それを効果的に活用し管理できる人材がいなけれ

ば、成功は困難です。政府は未来の行政環境の変化を先制的に予測し、これに対応するための体系
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的な人材養成および組織革新戦略を整えなければなりません。これを通じて、AI時代においても公

共的価値を創出し、市民の生活の質を高めることに寄与できる政府を実現できるはずです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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エピローグ

← 前の章

全章を見る

1. 人工知能行政のグローバル動向と示唆

人工知能技術は、全世界の行政システムに革命的な変化をもたらしています。アメリカ、イギリス、

シンガポール、エストニアといった先導国は、すでに行政全般にAIを導入し、驚くべき成果を上げ

ています。これらの国々は単に技術を導入する次元を超え、AIを中心に政府の運営方式やサービス

提供方式を根本的に再設計しています。特にアメリカは2023年、「人工知能の安全および革新のた

めの大統領令」を通じて連邦政府全体のAI導入を体系的に推進しており、官民協力モデルによって

革新を加速させています。

欧州連合（EU）は「AI法（AI Act）」を通じてAI規制の枠組みを整える一方で、「デジタル・ヨー

ロッパ・プログラム（Digital Europe Programme）」によって公共部門のAI導入を積極的に支援し

ています。これはAIの倫理的使用と革新の間のバランスを見出そうとする努力であり、韓国にとっ

ても重要な参考となります。特に欧州のリスクベースのアプローチは、AIシステムのリスク度に応

じて規制レベルを段階的に適用する合理的なモデルとして評価されています。

アジア諸国の中では、シンガポールが「スマート・ネーション（Smart Nation）」イニシアチブを

通じて、最も先導的なAI行政モデルを構築しています。シンガポールは政府横断的なデータ共有プ

ラットフォームとAI倫理フレームワークを構築し、効率性と信頼性を同時に確保する模範事例を示

しています。日本の「Society 5.0」計画、中国の「次世代AI発展計画」も、各国の特性を反映した

独自のAI行政モデルとして注目されています。

こうしたグローバル動向は、AI行政の革新が単なる技術導入を超え、政府運営のパラダイムシフト

を意味していることを示唆しています。データに基づく意思決定、先制的な行政サービス、パーソ

ナライズされた市民支援など、AIが可能にする新しい行政パラダイムが急速に拡散しています。特

にLLM（大規模言語モデル）の登場は、複雑な行政手続きを簡素化し、市民と政府間のコミュニケー

ション方式を革新する新たな可能性を切り拓きました。

グローバル動向において注目すべきもう一つの特徴は、AI行政の倫理的・法的フレームワークの重

要性が次第に強調されている点です。米国NISTの「AIリスク管理フレームワーク」、欧州連合の「

AI倫理ガイドライン」、OECDの「AI原則」などは、いずれも責任あるAI利用のための国際的な努力

を示しています。これは技術の発展と同じくらい、それを規律する倫理的・制度的な装置が重要で

あるという認識を反映したものです。

国際機関もAI行政のグローバル標準を作るために積極的に活動しています。OECDは「AI Policy

Observatory」を通じて各国のAI政策を比較分析しており、国連（UN）は「AI for Good」プログラ

ムを通じて持続可能な開発目標（SDGs）達成のためのAI活用案を模索しています。こうした国際的

な協力は、AI行政の模範事例や標準が全世界で共有され、拡散することに寄与しています。
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グローバル動向から見出されるもう一つの重要な示唆は、デジタル格差（digital divide）と包摂性

への関心が高まっている点です。イギリスの「デジタル・インクルージョン戦略（Digital Inclusion

Strategy）」やオーストラリアの「デジタルトランスフォーメーション戦略（Digital

Transformation Strategy）」は、すべての市民がデジタル革新の恩恵を受けられるようにする包

摂的なアプローチを強調しています。これは技術革新が新しい形態の不平等を生まないよう注意し

なければならないという教訓を与えています。

AI行政のグローバル動向に共通して見られる成功要因は、強力なリーダーシップと政府横断的な協

力体制です。成功事例はいずれも、最高意思決定者の確固たる意志と支援、省庁間協力のための制

度的装置、民間との積極的な協力などを備えています。これは、AI行政が単なる技術プロジェクト

ではなく、政府全体の変革プロジェクトであることを物語っています。

また、グローバル動向で注目すべき点は、「人間中心のAI（Human-centered AI）」というアプロー

チが強調されていることです。これはAIが人間に代わるのではなく、人間の能力を拡張し補完する

方向に発展すべきであるという哲学を込めています。フィンランドの「AuroraAI」やカナダの「責

任あるAI（Responsible AI）」イニシアチブは、こうした哲学に基づいた代表的な事例です。

重要なグローバル動向として、「オープンイノベーション（Open Innovation）」モデルの拡散も

注目に値します。アメリカの「Challenge.gov」やイギリスの「GovTech Catalyst」といったプラッ

トフォームは、政府が直面している課題を公開し、民間の創意あふれる解決策を募る方法で、AI行

政の革新を促進しています。これは政府がすべての問題を直接解決しようとするのではなく、社会

全体の知能と創造力を活用する新しいガバナンスモデルを示しています。

データガバナンスの重要性も、グローバル動向で強調されている部分です。エストニアの「X-Road」

やデンマークの「基本データプログラム（Basic Data Program）」といった事例は、安全で効率的

なデータ共有体系がAI行政の成功に不可欠な要素であることを示しています。特に、個人情報保護

とデータ活用の間のバランスを取るための多様なアプローチが試みられています。

こうしたグローバル動向は、韓国のAI行政の発展に重要な示唆を与えています。第一に、強力で一

貫した政治的リーダーシップと政府横断的な推進体制が必要です。第二に、技術導入と同じくらい、

制度的・倫理的なフレームワークの構築が重要です。第三に、民間との協力や市民参加を通じたオー

プンイノベーションのエコシステム構築が必要です。第四に、包摂的なアプローチを通じて、すべ

ての市民がAI行政の恩恵を受けられるようにしなければなりません。第五に、データガバナンスと

情報セキュリティ体系を強化する必要があります。

2. 韓国型AI行政のビジョンと未来の方向性

韓国型AI行政のビジョンは、「市民中心のインテリジェント政府」です。これは、人工知能技術を

活用して市民一人ひとりのニーズや状況に合わせたパーソナライズされたサービスを提供し、複雑

な社会問題を先制的に解決し、効率的で透明な行政システムを構築することを意味します。こうし

たビジョンは、韓国社会の特性や懸案事項を反映しながらも、世界的なAI行政革新の流れを受け入

れる方向で設定されるべきです。

韓国型AI行政の第一の未来の方向性は、「超パーソナライズされた市民サービス」です。AI技術を

活用して市民一人ひとりの状況、ニーズ、嗜好に合わせた行政サービスを提供することです。例え
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ば、ライフサイクル別のオーダーメイド型福祉サービス、個人の行動パターンに基づいた交通情報

の提供、個人の学習スタイルに合わせた公共教育サービスなどが可能になるでしょう。そのために

は、市民データの安全な活用と個人情報保護の間のバランスを取るための制度的装置が必要です。

第二の方向性は、「予測的・先制的な行政」です。AIのデータ分析と予測能力を活用して、社会問

題が深刻化する前に把握し対応することです。災害発生の予測と先制的な対応、福祉の死角の掘り

起こし、交通渋滞の予防、産業安全事故の予測など、多様な分野で適用できます。これは、問題が

発生した後に対応する現在の行政パラダイムを根本的に変えるアプローチです。

第三の方向性は、「協調型の意思決定システム」です。AIは人間の公務員の政策決定を補助する役

割を担い、最終的な決定と責任は依然として人間にあるというモデルです。AIが膨大なデータを分

析して多様な政策オプションとその影響を予測し、公務員はそれをもとに倫理的・政治的な判断を

下すという協調構造を構築しなければなりません。これは「AIによる代替」ではなく「AIによる増

強（Augmentation）」というアプローチであり、人間とAIの強みを結びつける未来志向のモデル

です。

第四の方向性は、「超連結行政エコシステム」です。省庁や機関の境界を越え、中央政府と地方自

治体、さらには民間部門とも円滑につながる行政システムを構築することです。AIとデータ技術を

活用して省庁間の縦割りを排除し、複雑な社会問題に対して統合的に対応できる体系を構築しなけ

ればなりません。そのためには、データの標準化と相互運用性の確保が核心的な課題となります。

第五の方向性は、「市民参加型のAIガバナンス」です。AI行政システムの設計、運営、評価の過程

に市民が直接参加するモデルを構築しなければなりません。市民パネル、リビングラボ（Living

Lab）、クラウドソーシングプラットフォームなど、多様な方法で市民の意見やアイデアを集約し、

AIシステムに対するフィードバックを受けて継続的に改善していく必要があります。これは、民主

主義の原則をAI時代に具現化する方法です。

第六の方向性は、「包摂的なAI行政」です。デジタル弱者を含むすべての市民がAI行政の恩恵を受

けられるようにすることです。高齢者、障害者、低所得層、デジタルリテラシーの低い層などが取

り残されないよう、多様なアクセスチャネルと支援制度を用意しなければなりません。また、AIシ

ステムが特定の集団に対する偏見や差別を強化しないよう、継続的なモニタリングと検証が必要で

す。

第七の方向性は、「行政サービスの24時間化・ボーダレス化」です。AIを活用して、時間や場所の

制約なく行政サービスを提供することです。24時間稼働するAI相談サービス、位置情報に基づいた

パーソナライズ情報の提供、現場で即座に処理される行政サービスなどを通じて、市民の利便性を

最大化しなければなりません。これは物理的な役所を超え、いつでもどこでも政府のサービスにア

クセスできる「ユビキタス政府」の概念へと発展するでしょう。

第八の方向性は、「デジタルツインベースのシミュレーション行政」です。都市、環境、経済など

多様な分野のデジタルツインを構築し、それを通じて政策の影響を事前にシミュレートする行政シ

ステムを構築しなければなりません。これは、実験的な政策導入のリスクを減らし、多様なシナリ

オを検討できるようにすることで、より科学的な政策決定を可能にします。
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第九の方向性は、「自己進化するAI行政システム」です。AIシステムが運営の過程で蓄積されるデー

タやフィードバックをもとに、自ら学習し改善していく構造を構築しなければなりません。これは

システムの性能と正確度が時間の経過とともに自然に向上するようにするアプローチであり、AIの

学習能力を最大限に活用する方法です。

第十の方向性は、「官民協力ベースのAI行政エコシステム」です。政府がすべてのAIシステムを直

接開発・運営するのではなく、民間の革新能力を積極的に活用するオープンなエコシステムを構築

しなければなりません。民間のAI企業が公共データを活用して革新的な公共サービスを開発できる

ようプラットフォームを提供し、成功したソリューションは政府が採用して拡散させるモデルが効

果的でしょう。

韓国型AI行政のビジョンと方向性は、韓国社会の特殊性を考慮しなければなりません。韓国は世界

トップレベルのデジタルインフラと高いスマートフォン普及率、電子政府サービスの使用経験といっ

た強みを持っています。これらの強みを活用することで、AI行政の迅速な拡散と定着が可能になる

でしょう。一方で、省庁間の縦割り、硬直した行政文化、個人情報に対する高い敏感さなどは克服

すべき課題です。

韓国型AI行政は、問題解決中心のアプローチを取らなければなりません。少子高齢化、二極化、雇

用の変化、環境問題など、韓国社会が直面している構造的な問題に対応する道具としてAIを活用す

べきです。例えば、AIを活用した育児支援サービス、高齢者介護システム、就職マッチングプラッ

トフォーム、エネルギー使用最適化システムなどは、社会問題の解決に直接寄与できる領域です。

韓国型AI行政の発展のためには、長期的かつ一貫したビジョンと戦略が必要です。政権交代にかか

わらず持続できる国家的ビジョンを確立し、それを実現するための段階的なロードマップを用意し

なければなりません。そのため、与野党の政治圏、学界、産業界、市民社会が参加する「国家AI行

政戦略委員会」のような汎国家的な協議体を構成することも検討に値します。

また、韓国型AI行政はグローバル標準との互換性を考慮しなければなりません。韓国独自のシステ

ムを構築するのではなく、国際的な標準や原則を受け入れながらも、韓国的な文脈に合わせて再解

釈し適用するアプローチが必要です。これは、韓国のAI行政モデルがグローバル市場でも競争力を

持ち、他国との協力を円滑に進めることを可能にします。

韓国型AI行政の成功のためには、民間AI産業の育成との連携が重要です。公共部門のAI導入は、国

内のAI企業に安定した市場を提供し、実績（レファレンス）を積む機会を与えることができます。

これを通じて韓国のAI産業の競争力を高め、グローバル市場進出の足がかりを築くことができます。

「公共AI革新ファンド」のようなメカニズムを通じて、有望なAIスタートアップが公共部門のソリュ

ーションを開発できるよう支援することも効果的な方策です。

世界のAI行政市場における韓国のポジション確保も重要な課題です。韓国は電子政府の分野ですで

に世界的な競争力を認められており、それをAI行政へと拡張できる潜在能力を持っています。特に、

開発途上国に韓国のAI行政モデルを輸出し、技術協力を通じてグローバルな影響力を拡大すること

ができます。「K-デジタルガバナンス」を一つのブランドとして発展させる戦略的なアプローチが

必要です。
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韓国型AI行政のビジョンと方向性は、究極的には「人間中心」の価値を実現することに焦点を当て

なければなりません。技術そのものが目的ではなく、国民の生活の質を向上させ、社会問題を解決

する手段としてAIを活用すべきです。そのためには、技術的な効率性だけでなく、公正性、透明性、

包摂性、責任といった価値がAI行政システムの設計と運営に組み込まれていなければなりません。

3. 持続可能な発展のための制度的基盤構築の重要性

AI行政の持続可能な発展のためには、堅固な制度的基盤が不可欠です。制度的基盤なしに技術だけ

を導入すれば、一時的な成果は得られるかもしれませんが、長期的には多様な問題や限界に直面せ

ざるを得ません。したがって、AI行政のための法律体系、ガバナンス構造、倫理的フレームワーク、

品質管理体系など、包括的な制度的基盤を構築しなければなりません。

第一に重要な制度的基盤は、AI行政のための法的根拠の整備です。現行の法体系ではAI行政の法的

地位が不明確であり、責任の所在、意思決定の権限、個人情報の活用範囲などについて混乱が生じ

る可能性があります。したがって、「AI行政基本法」のような包括的な法律を制定し、AI行政の基

本原則、推進体制、責任と権限などを明確にすべきです。また、個別の行政分野ごとにもAI導入の

ための法的根拠を整備する必要があります。

第二に重要なのは、AI行政の倫理的フレームワークの構築です。AIシステムが公正性、透明性、責

任、人権尊重などの核心的な価値を遵守するようにする倫理的基準が必要です。「AI行政倫理原則」

を樹立し、すべての公共部門のAIシステムがこれを遵守するように制度化しなければなりません。

また、AIシステムの倫理的影響を評価する「AI倫理影響評価」制度を導入し、システム設計の段階

から倫理的な考慮事項が反映されるようにすべきです。

第三の制度的基盤は、AIアルゴリズムの透明性と説明責任（説明可能性）の確保メカニズムです。

行政に活用されるAIアルゴリズムは、一般の国民も理解できるよう透明に説明されるべきです。「

公共AIアルゴリズムレジストリ」を構築し、政府が使用するすべてのAIアルゴリズムの目的、作動

原理、使用データなどを公開しなければなりません。また、AIの決定に対して市民が説明を求める

ことができる「説明請求権」を法制化し、異議申し立ておよび救済手続きも整備する必要がありま

す。

第四の制度的基盤は、AI行政の品質管理体系です。AIシステムの正確性、信頼性、公正性などを継

続的にモニタリングし評価する体系が必要です。「AI品質認証制度」を導入し、一定水準以上の品

質を備えたAIシステムのみが公共部門に導入されるようにすべきです。また、定期的な「公共AI監

査」を通じて、稼働中のシステムの性能と影響を点検し、改善事項を導き出さなければなりません。

第五の制度的基盤は、データガバナンス体系です。AI行政の成否は、良質なデータの確保にかかっ

ています。省庁間のデータ共有を促進する「行政データ統合プラットフォーム」を構築し、データ

の品質と標準を管理する「データ品質管理体系」を確立しなければなりません。また、個人情報保

護とデータ活用の間のバランスを取るための「データ匿名化基準」や「目的別のデータアクセス権

限体系」も用意すべきです。

第六の制度的基盤は、AI人材養成システムです。AI行政の成功のためには、技術を開発し活用でき

る人材が不可欠です。公務員教育機関におけるAI教育課程を大幅に拡大し、すべての公務員が基本

的なAIリテラシーを備えられるようにすべきです。また、各省庁別にAI専門家を養成し、民間の専
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門家の公職への流入を促進する「オープン採用」制度も必要です。

第七の制度的基盤は、AI行政の公共調達体系の改善です。現行の公共調達体系は、革新的なAIソリュ

ーションの迅速な導入に適さない側面があります。「AIソリューション迅速購入制度」を導入し、

革新的な技術を素早くテストし導入できるようにすべきです。また、中小のAI企業やスタートアッ

プも公共市場に参入できるよう、「革新型AI調達」プログラムを用意する必要があります。

第八の制度的基盤は、官民協力ガバナンス体系です。政府と民間部門が共にAI行政の発展方向を議

論し協力する場が必要です。「国家AI行政協議体」を構成し、政府、企業、学界、市民社会が定期

的に集まり、AI行政の政策と戦略を議論すべきです。また、民間の革新的なアイデアを行政に導入

する「公共チャレンジ」プログラムを拡大する必要があります。

第九の制度的基盤は、AI行政の国際協力体系です。AI行政はグローバルレベルでの協力と標準化が

重要な領域です。OECD、国連（UN）などの国際機関におけるAIガバナンスの議論に積極的に参加

し、主要国とのAI行政協力を強化すべきです。また、韓国のAI行政モデルを開発途上国に伝授する

「デジタルガバナンスODA」プログラムを拡大し、国際的な地位を高める必要があります。

第十の制度的基盤は、AI行政のリスク管理体系です。AIシステムの誤作動、アルゴリズムの偏り、

セキュリティの脆弱性など、多様なリスク要因に備える体系的なアプローチが必要です。「AIリス

ク管理フレームワーク」を開発し、各段階別のリスク要因を識別して対応策を用意すべきです。ま

た、AIシステムの障害やエラーに備えた「人間による介入（human in the loop）」メカニズムをす

べてのシステムに含める必要があります。

第十一の制度的基盤は、市民参加メカニズムです。AI行政が民主的価値と市民のニーズを反映する

ためには、市民が政策決定やシステム設計に参加できるチャネルが必要です。「市民AIパネル」を

運営し、主要なAI政策やシステムに対する市民の意見を集約すべきです。また、「AI行政リビング

ラボ」を設置し、市民が新しいAIサービスを直接体験しフィードバックを提供できるようにする必

要があります。

第十二の制度的基盤は、デジタル包摂性の確保装置です。AI行政がすべての市民に恩恵を与えるた

めには、デジタル格差を解消するための積極的な努力が必要です。「デジタルアクセシビリティ・

ガイドライン」を策定し、すべてのAI行政サービスが年齢、障害、経済状況にかかわらずアクセス

可能であるようにすべきです。また、デジタル弱者のための「デジタル包摂プログラム」を拡大し、

教育と支援を提供する必要があります。

第十三の制度的基盤は、AI行政の成果測定体系です。AI導入の効果を客観的に評価し、継続的な改

善を導き出すための体系的な成果測定が必要です。「AI行政価値評価モデル」を開発し、効率性、

効果性、公正性、透明性、対応性など、多様な側面からAIシステムの成果を測定すべきです。こう

した評価結果は定期的に公開し、説明責任（アカウンタビリティ）を確保する必要があります。

第十四の制度的基盤は、AI行政の研究開発支援体系です。AI行政分野の継続的な革新のためには、

基礎研究から実用化まで体系的なR&D支援が必要です。「行政AI研究センター」を設立して行政特

化型のAI技術開発を支援し、産学官連携による知識共有と技術移転を促進すべきです。また、革新

的なAI行政技術に対する実証事業を拡大し、研究成果の現場適用を加速させる必要があります。
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こうした制度的基盤は互いに有機的に連結されており、どれ一つとして疎かにできない重要な要素

です。技術導入だけに集中して制度的基盤を疎かにすれば、AI行政は短期的な成果にとどまるか、

むしろ新たな問題を惹起しかねません。したがって、技術開発と制度構築をバランスよく推進する

統合的なアプローチが必要です。

制度的基盤の構築において重要なのは、柔軟性と適応性です。AI技術は急速に進化しており、あま

りに硬直した規制は革新を阻害する可能性があります。したがって、「原則ベースの規制（

principle-based regulation）」や「レギュラトリー・サンドボックス（regulatory sandbox）」の

ような柔軟なアプローチを活用し、革新を奨励しながらも核心的な価値と原則は守ることができる

均衡点を見出さなければなりません。

また、制度的基盤を構築する際は、国際的な調和と国内の特殊性の間のバランスを考慮しなければ

なりません。グローバル標準と互換性のある制度を構築しつつ、韓国の行政文化や社会的文脈に合

わせて調整する知恵が必要です。そのため、国際的なAIガバナンスの議論に積極的に参加しながら

も、国内の状況に合った創造的な制度的解決策を模索すべきです。

制度的基盤の構築は、短期間で完成できる課題ではありません。長期的観点から体系的にアプロー

チすべきであり、経験とフィードバックをもとに継続的に改善していく必要があります。そのため、

政権交代にかかわらず一貫して推進できる汎国家的なガバナンス体系が必要です。与野党の政治圏、

中央政府と地方自治体、産業界と学界、市民社会が共に参加する「国家AI行政委員会」のような機

構の設立を検討に値します。

根本的に、AI行政のための制度的基盤は、民主主義、法治主義、人権尊重という核心的価値に基づ

かなければなりません。いかに効率的で革新的なAIシステムであっても、こうした根本的価値を損

なうならば、それは真の発展とは言えません。したがって、すべての制度的装置は、究極的には人

間の尊厳と基本権を保障し、民主的価値を強化する方向で設計されるべきです。

持続可能なAI行政の発展は、結局のところ「人間中心のAI」という哲学的な土台の上で可能になり

ます。技術は手段であって目的ではなく、すべてのAIシステムは究極的に国民の生活の質を向上さ

せ、公共の価値を増進することに寄与しなければなりません。こうした哲学が制度的基盤のあらゆ

る層に深く内在しているとき、真に持続可能なAI行政の発展が可能になるでしょう。

韓国は世界最高水準のデジタルインフラとIT能力を保有しており、電子政府の分野でも先導的な位

置にあります。こうした強みを背景に、今やAI行政の分野でもグローバルリーダーシップを発揮す

べき時です。技術的な能力と制度的基盤をバランスよく発展させていけば、韓国型AI行政モデルは

世界的な模範事例として定着できるはずです。これこそが、本書で提示しようとしているビジョン

であり、希望なのです。

← 前の章
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